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はじめに 

近年のコンピテンシー・ベース教育に対する注目を踏まえ、本学（お茶の水女子大学）は、「教養知と専門知

に実践知を結びつけるコンピテンシーを育成し、それらを実装する総合知によって社会を革新する人材を養成

する」ことを、第 4 期中期目標期間におけるミッションとし、この実現に向けて全学を挙げて取り組んでいる。  

この取組の一環として、令和４年（2022 年）４月より「総合知開発研究機構」が設けられ、その下に「コン

ピテンシー育成開発研究所」（ICD: Institute for Competency Development）が開設された。第１章で述べられ

ているように、本学におけるコンピテンシーをベースとした教育改革や、幼児期から大学卒業に至るまでの段

階的育成モデルの開発などを趣旨とするものである。  

コンピテンシー育成開発研究所は、総合知教育改革部門、コンピテンシー測定部門、学校教育改革部門の取

組について、開設から令和５年３月末までの初年度、また、令和５、６年度の活動について、それぞれ「令和

４年度年次報告書」「令和５年度年次報告書」「令和６年度年次報告書」を作成し、ウェブサイトで公開してい

る。本報告書においては、４年目となった令和７年度の活動について報告する。 

本報告書は、第１章から第 10 章までの第１部と、第 11 章、第 12 章の第２部からなっている。第１部は、今

年度の取組の状況を記載し、第２部は取組から生まれた論稿等について掲載している。 

令和７年度は、令和 4 年度の開設当初から、成果の取りまとめの年度とされており、学内評価委員会による

評価や、成果を報告するシンポジウムが行われている。それぞれ第 10 章と第９章第２節で報告されている。 

なお、コンピテンシー測定部門は、令和７年度、本研究所開設以来の３年間の活動によって基礎的な成果が

蓄積されてきたことを踏まえ、実践活動等を強めようとする観点から、実践支援部門に変更されている。 

本研究所の活動それぞれにあたり、非常に多くの方々にご支援をいただき、お世話になってきた。この場を

借りて、厚くお礼申し上げたい。  

 

令和８年３月 31 日 

コンピテンシー育成開発研究所  

所⾧  坂元 章 
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1. 令和７年度事業の概要  

コンピテンシー育成開発研究所は、令和４年度に以下の 2 つの趣旨を持つものとして設立された。  

第１に、教学マネジメント組織として、大学におけるコンピテンシー・ベース教育を中核となって推進する。

具体的には、これまでの本学におけるコンピテンシー研究の蓄積を踏まえ、コンピテンシーの測定ツールを開

発し活用するとともに、コンピテンシー育成のための教育手法の普及を促す。これらによって授業改善を行うと

ともに、学生のそれまでのコンピテンシー学修の経験と到達度や、今後の学修における指針を示す可視化シス

テム（コンピテンシー育成支援システム）を構築し、その活用を促す。以上の取り組みから学生のコンピテンシ

ーを向上させることが第１の趣旨である。  

第２に、研究機関として、附属学校園を中心的な場として、幼児期から大学期までのコンピテンシーに関す

る研究を進め、その成果の発信を行う。具体的には、大学生用のコンピテンシー測定ツールに基づいて各学校

段階別のものを作成し活用するとともに、コンピテンシー育成の教育技法を実践し、授業研究を行う。この授

業研究を通して教材開発を行うとともに、段階的育成モデルを策定する。コンピテンシーを伸ばすためには、

様々な技法がある。段階的育成モデルとは、児童・生徒・学生にこれらに関する学習経験を組織的に蓄積させ、

コンピテンシーを偏りなく段階的に習得させる教育課程などに関するモデルである。こうした教材やモデルに

関する発信を行い、全国の教育改革に貢献しようとすることが第２の趣旨である。  

この他に、文化的多様性の理解が、本学が育成しようとしているグローバル女性リーダーにとって重要なコン

ピテンシーの一つと捉えられることから、伝統芸能を含む比較日本学の研究を推進し、その教育利用について

探索することも本研究所の趣旨である。附属学校園と連携し、発達段階を踏まえた教育手法やモデルなどを開

発する。  

令和７年度は取組の４年目にあたり、それぞれの趣旨について以下の活動を行った。 

 

1-1 大学における取組  

第１の趣旨に対応する取組には、以下の５つがある。  

第１に、コンピテンシー育成支援システム（CACICA）に関するものである。令和７年度は、これまで開発

し運用してきたシステムについて、学生に対してユーザビリティ評価のための調査を行っている。本研究所の山

岸特任准教授が第２章でこの取組について述べる。  

第２に、コンピテンシー自己向上システム（cha シカメモ）の開発である。令和７年度、授業以外（例えば、

アルバイト、サークル活動）でのコンピテンシー育成を図るため、LINE 公式アカウントと人工知能を活用した

システムを開発し、試験的な運用を行った。秋山特任助教が第３章で説明する。  

第３に、コンピテンシー育成授業に関する調査である。例年通り、(1)授業で育成されうるコンピテンシーや、

使用されるアクティブラーニング技法について教員がシラバスに登録した内容に関する調査、(2)コンピテンシ

ー育成に有効であった授業に関する大学４年生対象の調査を行った。秋山特任助教が第４章でこれらの結果に

ついて報告する。 

第４に、大学生のコンピテンシーに関する調査である。例年通り、自己評価式、他者評価式、客観評価式の

コンピテンシーに関する検査を実施し、コンピテンシー水準の実態に関する調査を行った。ゲルゲル特任講師

と秋山特任助教が第５章で調査結果について報告する。  

第５に、博士後期課程におけるコンピテンシー育成について、その動向に関する展望を行った。山岸特任准

教授によって第６章で解説される。 
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1-2 附属学校園における取組  

本研究所の第２の趣旨に該当するものとしては、以下がある。  

第１に、児童生徒向けのコンピテンシー測定尺度の開発である。小学生（高学年）及び中学生向けの尺度が

作成され、妥当性検討のための調査が行われた。秋山特任助教とゲルゲル特任講師によって第７章で説明され

る。 

第２に、附属学校園におけるコンピテンシー育成の教材開発等の推進である。第８章において２つの内容が

扱われる。１つ目は、例年通りの附属学校園教員あるいは附属学校園教員と大学教員の連携による研究開発に

対する支援である。押尾特任助教によって成果の報告と解説が行われる。２つ目は、段階的育成モデルに基づ

く中学校におけるコンピテンシー育成の開発実践に関するものである。秋山特任助教によって説明される。 

 

1-3 その他  

以上の取組の他、本研究所の研究知見の発信や広報の取組がある。第９章において４つの内容が扱われる。

１つ目は、例年通り、シンポジウムやセミナーにおける本研究所スタッフの講演である。押尾特任助教により、

令和 8 年 3 月に開催された成果の取りまとめシンポジウムを除く 4 件について紹介される。令和８年 3 月のシン

ポジウムは、２つ目の内容として、山岸特任准教授によって報告される。３つ目は、社会連携事業による社会教

育教材の開発であり、秋山特任助教が報告する。４つ目は、教材・論文データベースの利用促進の取組である。

ゲルゲル特任講師によって報告される。 

また、令和７年度は、本研究所開設時からの予定通り、学内評価委員会による評価が行われた。第 10 章で報

告されている。 

本報告書は、第１部と第 2 部からなっており、第１部（第１章～第 10 章）は、それぞれの取組の状況と成果

に関する報告であるのに対し、第 11 章と第 12 章は第 2 部として、取組の結果、生み出された論稿等を掲載し

ている。第 11 章では、ゲルゲル特任講師によって作成された協働性に関する段階的育成モデルの論稿、第 12 章

では、秋山特任助教によって執筆された大学のモデル授業紹介がある。 
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2. コンピテンシー育成システム機能強化の効果検証 

2-1 はじめに 

令和 7 年度は、前年度に実施したコンピテンシー育成支援システム CACICA（カシカ）の機能強化を踏ま

え、その効果の検証が求められる年度であった。CACICA は令和 4 年度の構想、令和 5 年度のシステム開発を

経て令和 6 年 4 月に公開した WEB システムである。令和 6 年度の目標は、システムの改善及び機能の増強に関

する検討を行い、CACICA を学生のコンピテンシー育成のパートナーとして、より使いやすく進化させること

であった。そのため、利用者モニター調査及びアンケート調査を設計し、ユーザーフィードバックを収集し

て、その結果をもとに機能改善と新機能の追加を行った。具体的には、コンピテンシーチェックの設問数の削

減、診断結果の可視化の強化、スマートフォン表示の最適化、説明動画の追加、PDF 出力機能の整備を実施し

た。これらの改修は、学生の操作負担を減らすと同時に、コンピテンシー自体とそれを伸ばすことの意義に関

する理解を深め、継続利用による効果の向上を狙いとしたものであった。 

本章では、まず CACICA のシステム概要について記し、続いて令和 7 年度に実施した CACICA のユーザビリ

ティ評価結果について記し、最後に今後の課題について記す。 

 

2-2 システムの概要 

CACICA は、本学が取組むコンピテンシー・ベース教育の一環として、学生に主体的かつ能動的なコンピテ

ンシーの育成を動機づけ、コンピテンシーを伸ばすための行動を促進させることを目的として開発・導入した

WEB システムである。 

システム名 CACICA は「可視化」に由来し、3 つの可視化された情報が学生に提供される。具体的には、①

自己のコンピテンシーの状態、②コンピテンシーが記された当該学期に履修登録した授業の一覧、③自己のコ

ンピテンシー伸⾧の軌跡の可視化である。学生がこれらの情報を活用して内省を深め、コンピテンシー育成の

PDCA（Plan-Do-Check-Act: 計画・実行・評価・改善）のサイクルを継続的に回していけるよう、STEP1:セル

フチェック機能、STEP2:目標設定機能、STEP3:行動計画機能、STEP4:振り返り機能の 4 機能を有し（図 2-

1）、そのサマリを可視化されたグラフや表によって確認できるダッシュボードを搭載している。 

図 2-1 コンピテンシー育成支援システムの機能 
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具体的には、学生は、まず年度初めの 4 月に STEP1 のセルフチェックを行った後、STEP2 のコンピテンシ

ー育成目標の設定、STEP3 の行動計画の設定までを行う。その後、自らが立てた目標を意識して、授業や課外

活動に取り組み、前期と後期の終わりに、それぞれ STEP4 の振り返りを行う想定である。学生が、このコンピ

テンシー育成の PDCA サイクルを入学から卒業までの 4 年間にわたって回し続けることで、目標とするコンピ

テンシーをスパイラルアップさせ、本学が定めた「お茶大コンピテンシー10」を自覚的に伸ばしていくための

支援を行う。公開時の仕様の詳細は、令和 5 年度事業報告書を参照されたい。 

 

2-3 調査の概要 

2-3-1 調査対象及び方法 

令和 7 年度の調査対象は、令和 6 年度と同様に前期授業「コンピテンシー基礎論」および後期授業「キャリ

アプランと進路選択」を履修している学生とした。方法も昨年同様に、授業中に CACICA の操作説明を行った

後、STEP1 のコンピテンシーチェックの受検、STEP2 の目標設定、STEP3 の行動計画の入力を実際に行って

もらい、授業後にアンケートサイトにアクセスして回答することをレポート課題とし、回答を収集する方式を

取った。有効回答数は 147 件であった。 

 

2-3-2 調査項目 

ユーザビリティ評価の観点を含む調査項目は表 2-1 の通りである。 

 

表 2-1 令和 7年度ユーザビリティ調査項目 

Ⅰ.ユーザビリティ評価 

１）役立ち感 

Ｑ１．コンピテンシーの育成のために、CACICA の使用はどの程度役立つと感じますか？（5 件法） 

Ｑ２．その理由を教えて下さい（自由記述） 

２）構成・操作のわかりやすさ 

Ｑ３．CACICA を使ってみて、構成はどの程度わかりやすかったですか？（5 件法） 

Ｑ４．CACICA を使ってみて、操作に迷わず使いやすかったですか？（5 件法） 

Ｑ５．どういったところに、使いやすさ・使いにくさを感じたのか、詳しく教えてください（自由記述） 

３）好感度 

Ｑ６．CACICA の機能やデザイン、キャラに対して、どの程度好意的な印象を持ちましたか？（5 件法） 

Ｑ７．どういったところに好意的な印象を感じたのか、あるいは感じなかったのか（あれば）詳しく教え

てください（自由記述） 

Ⅱ.総合評価 

Ｑ８．総合評価を教えて下さい（5 件法） 

Ｑ９．その理由を教えて下さい（自由記述） 

Ⅲ.改善・機能強化のためのアイディア 

Ｑ10．CACICA を多くのお茶大生にとって、より使いやすく、役立つものに進化させるためにはどのよう

な改善を行うとよいでしょうか。思ったことを遠慮なく率直に書いてください（自由記述） 

 

令和 6 年度に設定したユーザビリティ評価の 4 観点のうち、公開直後の調査で評価が完了した「反応遅延・

障害」を除き、「役立ち感」「構成・操作のわかりやすさ」「好感度」の 3 観点を評価対象とした。これに加え、
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「総合評価」を問う項目、および「改善・機能強化のためのアイディア」を問う項目を設置した。 

令和 6 年度の評価はシステム公開初年度であったことから、学生がどのような点に使いにくさや有用性を感

じているのかを探索的に把握することを目的とし、自由記述を中心とした質的分析を主として実施した。すな

わち、学生の生のコメントをできるだけ豊かに収集し、そこから学生のニーズを詳細に読み取ることで、具体

的な改善点と設計上の課題を特定することを重視した調査設計であった。これに対し、令和 7 年度以降は機能

強化後の運用安定段階に位置付けられることから、評価方法も探索的評価から確認的評価へ移行させ、量的評

価項目をユーザビリティ評価の項目として追加した。数値データについては平均値および評価点別割合の算

出、自由記述については頻出語分析、評価点別分類、改善要望分類を適宜行い、記述傾向を整理した。 

 

2-4 調査の結果 

2-4-1 ユーザビリティ評価 

2-4-1-1 役立ち感 

コンピテンシーの育成のために、CACICA がど

の程度役立つと感じているかを尋ねたところ（図

2-2）、平均値は 4.2、評価分布は、高評価（4・5）

が 127 名（86.4％）、中間評価（3）が 16 名

（10.9％）、否定的評価（1・2）が 4 名（2.7％）

であった（5 件法：1=役に立たないと感じる、５＝役に立つと感じる）。本結果は、9 割弱が CACICA をコンピ

テンシー育成に有用であると認識していることを示している。否定的評価は 147 名中 4 名にとどまり、機能強

化後の CACICA は役に立つシステムとして概ね肯定的に受け止められていることが確認された。 

 自由記述（Q2）を分析すると、頻出語として「自分」「強み」「弱み」「気づく」「考える」「目標」「具体的」

「整理」などが抽出された。とりわけ「自分」という語は多くの回答に含まれており、CACICA は内省を促す

役割を果たしていることが伺える。具体的な記述としては、コンピテンシーチェックの受検により、「自分の強

みと弱みがはっきり分かり、今後どう伸ばすか考えやすくなった」、「ぼんやりしていた自分の課題が具体的に

なった」、「目標を言葉にできたことで、行動に移しやすくなった」といった内容が見られた。これらの記述か

ら、自己のコンピテンシーの状態の可視化をきっかけに自身の強みや弱みに関する自己省察（認知的な整理）

が起り、そのことが目標設定やその後の行動化を促していることが推察される。つまり、CACICA の役立ち感

は、学生の主観に留まることなく、実際のコンピテンシー育成行動の促進に寄与していることが考えられる。 

2-4-1-2 構成・操作のわかりやすさ 

まず、「構成のわかりやすさ」の平均値は、 4.07 で

あった（５件法：１＝わかりづらい、５＝わかりや

すい）。評価分布は、高評価（4・5）が 113 名

（76.9％）、中間評価（3）が 23 名（15.6％）、低評価

（1・2）が 11 名（7.5％）であった（図 2-3）。全体

の約 4 分の 3 が肯定的に評価しており、機能強化後

の画面構成および情報整理の方向性は概ね適切であ

ったと考えられる。 

高評価者の自由記述では、「順番に進める構成にな

っていて迷わず使えた」、「ダッシュボードが見やす
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く、自分の状況が一目で分かった」といった意見が見られ、特に診断結果のさらなる可視化や、STEP ごとの流

れがわかりやすいという点が評価されていることがうかがえた。一方で、中間評価および一部の回答では、「最

初はどこから始めればよいか少し迷った」といった記述も見られた。これは、初回利用時のガイダンス及びガ

イダンスツールの充実によって、改善可能な領域であると考えられる。 

次に、「操作のわかりやすさ」の平均値は 3.98 であった（５件法：１＝使いづらい、５＝使いやすい）。評価

分布は、高評価（4・5）が 106 名（72.1％）、中間評価（3）が 26 名（17.7％）、低評価（1・2）が 15 名

（10.2％）であった（図 2-4)。「構成のわかりやすさ」と比較すると評価はやや分散しているものの、こちらも

7 割以上が肯定的に評価していることがわかった。 

高評価者の自由記述からは、「操作自体は直感的で分かりやすかった」、「ボタン配置が分かりやすかった」と

いった意見が確認された。一方で、低評価者からは、「入力が少し多くて大変だった」、「スマホだと画面が見づ

らい部分があった」といった声も見られた。 

以上により、構成・操作のわかりやすさについては、全体として良好な水準にあるものの、さらなる改善の

余地があることが確認された。システム自体の改修による操作性の向上とともに、ナビゲーションツールの改

善や授業やキャリア支援行事等を活用した CACICA に実際に触れて操作してみる機会の拡充が効果的であると

考えられる。 

2-4-1-3 好感度 

「CACICA の機能やデザイン、キャラクターに対す

る印象」（好感度）の平均値は 4.14 であった（５件

法：１＝自分の好みではない、５＝自分の好みであ

る）。評価分布は、高評価（4・5）が 115 名

（78.2％）、中間評価（3）が 27 名（18.4％）、低評価

（1・2）が 5 名（3.4％）であった（図 2-5）。約 8 割が肯定的に評価しており、低評価者は約３％に留まること

から、CACICA デザインや世界観は学生に支持されていると捉えられる。 

高評価者の自由記述では、「キャラクターがあって親しみやすい」、「堅い感じがなくて取り組みやすかっ

た」、「デザインが柔らかくて安心感があった」といった意見が見られた。とりわけ「親しみやすい」「堅苦しく

ない」といった語が複数確認されており、サイトのプロモーションキャラクターである「cha シカ」や「コンピ

天使」が、学生のシステムに対する心理的なハードルを下げることに寄与していることがうかがえる。中間評価

層の記述では、「特に気にならなかった」、「デザインは普通だと思う」といった意見が見られ、機能面に比べて

印象が強く残らなかった層も一定数存在していた。低評価者の意見としては、「キャラクターはなくてもよいと

思った」といったものが見られたが、前述のように件数はごく少数であった。 

以上より、好感度については良好であると判断した。堅い自己診断システムになりがちな枠組みに対して、

柔らかな印象を与える設計が、初回ログイン率や継続利用率の向上に一定の効果をもたらしていることが推察

された。 

 

2-4-2 総合評価 

アンケートの最後に CACICA の「総合評価」を尋ねたところ、その平均値は 4.1 であった（５件法：１＝悪

い、５＝良い）。評価分布は、高評価（4・5）が 121 名（82.3％）、中間評価（3）が 22 名（14.9％）、低評価

（1・2）が 4 名（2.7％）であった（図 2-6）。令和 6 年度の結果と比較すると、平均値は 3.7 から 0.41 ポイン

ト、高評価率は 73.3％から 82.3％へ 9.0 ポイントの向上が確認され、令和６年度に行ったシステムの機能増強

および使い方に関するガイダンス活動が CACICA の総合評価の向上にプラスの影響を与えたことが考えられ

る。 
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高評価者の自由記述では、「自己分析にとても役立った」、「将来を考える良いきっかけになった」、「自分を客

観的に見ることができた」といった意見が多く見られた。ここでも「自己」、「振り返り」、「将来」、「役立つ」

といった「役立ち感」に関する自由記述と同様の傾向が認められることから、CACICA の総合評価を左右する

要素は、有用性であることが昨年同様の傾向として見出された。一方で、中間評価層・低評価層のコメントか

らは、「役には立つが、もう少し使いやすいとよい」、「時間があればじっくり取り組みたい」、「入力が多くて大

変だった」といった記述が見られ、操作性や時間がかかることが、減点理由となっているものの、システムの

目的や方向性を否定する意見は確認されなかった。以上のことから、総合評価は高水準にあり、特に有用性の

実感が評価の主要因となっていることが推察された。 

 

2-4-3 改善・機能強化のためのアイディア 

 CACICA をより使いやすく、かつ教育的効果を高めるための改善提案を自由記述で求めた結果、多様な観点

から具体的なアイディアが提示された。これらを内容別に分類すると、改善の方向性は大きく「操作性・表示

の改善」と「継続利用を促す機能の強化」、「学修支援ツールとしての高度化」の３つに整理できる。 

2-4-3-1 操作性・表示の改善 

たとえば、「まとめて登録できたら嬉しい」、「ボタンが小さくて分かりにくい」、「画面をシンプルにしてほし

い」といった記述があり、操作手順や視認性に関する改善要望が少なからず挙げられた。加えて、「コンピテン

シーの説明がすぐ見られるようにしてほしい」、といった意見も見られ、情報提示の分かりやすさに関する要望

も見られた。これらは、令和６年度の改修前のアンケートで多数指摘されたものであるが、令和７年度のアン

ケートでは該当するコメントの数が減少していることから、操作性・表示の改善が進んでいることが読み取れ

るものの、さらなる改善策の検討が必要である。 

2-4-3-2 継続利用を促す機能の強化 

「日々生活していると行動計画を意識するのを忘れてしまう」、「日常的に開くものではないと感じた」、「定

期的に振り返る機会があるとよい」といった感想やアイディアが寄せられた。これらは、CACICA の有用性自

体は認識されているものの、それを日常的な行動として定着させる仕組みが十分ではないことを示唆している

ものと考えられる。確かに、CACICA は入学から卒業までの４年間、学期ごとにコンピテンシー育成の PDCA

を継続的に回していくことを想定して設計されたシステムであるため、学期中にリマインドする機能や、プッシ

ュ型の利用を呼び掛ける機能は装備していない。これに対する打ち手としては、学生が学期中もコンピテンシ

ー育成目標を意識し続け、日常的にコンピテンシー育成行動を継続させることを支援する新たな仕組みの開発

が求められる。この開発に乗り出すことは、CACICA の教育的効果を高める上で重要な要素であると考えられ

る。 

2-4-3-3 学修支援ツールとしての高度化 

さらに、コンピテンシー理解や学修との接続に関する発展的な提案も見られた。具体的には、「コンピテンシ

ーをもっと理解できるようにしてほしい」、「目標との関係が分かるとよい」「目標や目標達成のための行動の具

体例を示してほしい」といった記述からは、ポートフォリオの域を出て、コンピテンシー・ベースの学びを支
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えるツールとして、さらなる機能強化が期待されていることが読み取れる。すでに、コンピテンシー育成の意

義やお茶大コンピテンシー10 それぞれの高め方を掲載した「コンピテンシーの強化書」や各コンピテンシーを

説明するショート動画は掲載しているものの、さらなるコンピテンシーの解説や具体例の提示といった機能充

実が考えられる。 

 

2-4-4 調査結果のまとめ 

以上のユーザビリティ評価および自由記述の分析結果を総合すると、CACICA は機能強化後の運用段階にお

いて、学生に概ね高い評価を得ていることが確認された。まず量的評価の結果から、「役立ち感」、「構成・操作

のわかりやすさ」、「好感度」、「総合評価」のいずれの項目においても平均値は 4.0 前後と高水準を示し、高評

価（4・5）の割合も 7 割から 8 割を超えている。このことから、CACICA はコンピテンシー育成支援ツールと

して、基本的な機能および設計の方向性において概ね学生に支持されていると評価できる。特に「役立ち感」

に関する分析では、自己のコンピテンシーの状態を知ることによって自己理解が深まり、それが目標設定や行

動化につながっていることが示唆された。自由記述においても「自分」「強み」「弱み」「目標」といった語が頻

出しており、CACICA が内省を促進するツールとして機能していることが確認された。 

 一方で、「構成・操作のわかりやすさ」については全体として良好な評価が得られているものの、一部におい

て初回利用時の戸惑いや入力負担に関する指摘が見られた。ただしこれらは、システムの根本的な問題という

よりも、操作体験の慣れや導入時の支援によって改善可能な範囲にあると考えられる。また、「好感度」につい

ては約 8 割が肯定的に評価しており、キャラクターやデザインが心理的ハードルを下げ、利用を促進する役割

を果たしていることが示唆された。 

 総合評価についても高水準であり、令和 6 年度と比較して大きな向上が確認された。自由記述の分析から

は、総合評価を規定する主たる要因は「有用性の実感」であることが明らかとなった。一方で、中間評価層や

一部の回答においては、「操作の負担」や「継続的な利用機会の不足」が評価を抑制する要因として挙げられて

いた。さらに、改善要望の分析からは、操作性や表示に関する細かな改善提案が見られる一方で、「継続的に利

用する仕組み」や「学修との接続強化」に関する意見が一定数確認された。これらは、CACICA の基本機能を

前提としたうえで、より教育的効果を高めるための発展的な提案として位置付けられる。 

以上より、CACICA は機能面において一定の成熟段階に達しており、基本的な設計は学生に受容されている

と考えられる。その一方で、評価の差異は、機能そのものよりも、利用体験や活用機会の違いに起因している

ことが示唆される結果となった。 

 

2-5 課題と展望 

本章で明らかとなった調査結果を踏まえると、今後の CACICA の改善および発展に向けた課題と展望は、以

下の４点に整理できる。 

 

2-5-1 操作ストレスの改善 

まず、操作性および表示に関する改善である。本調査においては、全体として操作性に対する評価は高い水準

にあるものの、一部の学生からは「スマートフォンで見づらい」「どこを押せばよいか迷った」といった指摘が

見られた。これらは、システムの基本構造に起因するものではなく、操作体験の細部に関する課題であり、ユ

ーザーインターフェイスの改善や導線の明確化によって対応可能な領域である。したがって、今後は大規模な

機能改修ではなく、利用時のストレスを軽減するための継続的な改善や、対面での導入ガイダンスの充実など
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をさらに行っていく必要がある。 

 

2-5-2 継続利用を支える仕組みの構築 

 次に、継続利用を促進する仕組みの構築である。本調査では、「有用性は感じるが日常的に使う機会がない」

「行動計画を忘れてしまう」といった記述が見られた。このことから、CACICA の価値は認識されているもの

の、それを継続的な行動として定着させる仕組みが十分ではないことが明らかとなった。この課題を解決する

ために、日常的なコンピテンシー育成行動の継続を動機づける新たな仕組みとして、「cha シカメモ」を開発

し、現在試験運用中である。詳細は第３章を参照されたい。 

 

2-5-3 学修支援ツールとしてのさらなる進化 

加えて、CACICA を学修支援ツールとしてさらに進化させることである。自由記述からは、「コンピテンシー

をより理解したい」、「目標との関係を知りたい」といった意見が見られ、CACICA 内に、コンピテンシーを伸

ばしていくにはどうすればよいのか、より詳細な方法や参考材料の提示を求めていることが明らかとなった。

この課題に対する打ち手として、学生向けの新たなツールの開発等が望まれる。 

 

2-5-4 学修成果の可視化素材としての進化 

 さらに中⾧期的には、CACICA に蓄積されたデータを学修成果の可視化素材として活用することも検討すべ

き課題である。具体的には、授業におけるコンピテンシー育成経験量をディプロマサプリメントとして提示す

ることや、コンピテンシー育成プログラムの整備を行い、単位修得や到達度に応じたデジタルバッジの付与とい

った展開が期待される。 

  



13 

3. コンピテンシー自己向上システムの開発  

 本研究所では、第 2 章で述べたように、学生のコンピテンシー育成を支援するシステムとして CACICA の運

用と活用推進を行ってきた。そして、今年度はその CACICA を補う新たなコンピテンシー育成支援システム

（自己向上システム）として、cha シカメモを開発した。本章では、その cha シカメモの開発と評価について報

告する。 

 

3-1 開発の背景と目的 

令和 6 年度より、本研究所が活用を推進してきた CACICA は、その利用が軌道にのりつつある。とくに今年

度は、キャリア基幹科目の履修条件としたことで、活用率の増加がみられ、学部 1 年生では 90％を超える利用

率が示された。CACICA は継続的な利用によりコンピテンシーを徐々に高めていくシステムであることから、

これを維持・継続させることで、さらなるコンピテンシーの向上が期待されるところである。 

そのように CACICA の順調な活用の一方で、CACICA が支援する「授業でのコンピテンシー育成」には、課

題も認められている。その１つに、授業で育成が期待されるコンピテンシーに偏りがあることが挙げられる。

具体的には、本学で目指す 10 のコンピテンシー（お茶大コンピテンシー10）のうち、対人葛藤解決力や自己制

御力など一部の力の育成期待が比較的低く、授業では十分な育成機会を確保することが難しいということであ

る。このことは、令和５・６年度のシラバスデータの集計結果において指摘されている（令和 6 年度年次報告

書第 4 章を参照）。 

一方で、学生が日常的に経験するアルバイトやサークル活動など、授業外の活動においては、そうした能力

を発揮・伸⾧する場面が比較的多く見られるように思われる。そこで、授業外の活動においてもコンピテンシ

ー育成を促進することが考えられるが、学生に、単純に育成を促すだけでは不十分である。通常の授業外活動

では、目標設定や振り返り、評価といったコンピテンシー育成の一連のプロセスを体系的に経験するわけでは

ないためである。学生が活動後に、そうした経験を得られるよう、環境整備が必要である。本研究所では、こ

れを踏まえ、新たなシステムの開発を行った。 

 

3-2 コンピテンシー自己向上システムの設計 

3-2-1 基本コンセプトと理論的枠組み 

前節で述べた課題を踏まえ、本システムは、学生が授業外活動で、自律的にコンピテンシーの育成のプロセ

スを循環させられるよう支援することを基本コンセプトとして設計した。すなわち、学生自身が活動前に見通

しを立て、実際に行動し、その経験を振り返って次の行動改善へとつなげる一連のプロセスの継続を構造化す

るということである。 

このコンピテンシー育成の枠組みには、２つの理論を踏まえている。１つは、OECD Learning Compass 2030 

に示されている AAR サイクル（Anticipation, Action, Reflection）である。OECD は AAR サイクルを、学習者

が自らの思考や行為を改善しながら、より責任ある行動へと向かうための反復的プロセスとして位置づけてい

る。本システムでは、この AAR サイクルを参考に、目標設定や日々の活動での思考・行動の記録、振り返りの

各機能を新たなシステムである cha シカメモに搭載した。 

また、本システムの振り返り設計においては、Dweck（2006）の成⾧マインドセット理論を踏まえた。これ

は、結果を固定的な能力に帰属させるのではなく、努力や工夫、方略、試行錯誤といったプロセスに着目して

記述させることで、改善可能な要因への意識を高め、継続的な挑戦を可能にするものである。これを考慮して、
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本システムでは、振り返りにおいて、学生の考えや工夫、行動を記述させるよう支援している。 

以上の理論的枠組みに基づき、本システムは、授業外活動を単なる経験で終わらせず、コンピテンシー育成の

機会として機能するよう構成した。 

 

3-2-2 コンピテンシー向上のプロセス設計 

前項のコンセプトを具体化するにあたり、本システムでは、コンピテンシー向上のための中核的プロセスと

して、以下の三つの要素を設定した。 

第一に、「目標設定」である。学生が自身の取り組む活動においてどのコンピテンシーを高めるのかを明確に

し、それを言語化することにより、活動の方向性を意識化することを意図した。 

第二に、「各回の活動における内省」である。活動後に、自身の行動や判断、その際の工夫や結果について振

り返りを行い、うまくいった点や課題を整理することとした。この内省の積み重ねが、授業外活動をコンピテ

ンシー育成の機会として機能させる中核であると位置づけた。 

第三に、「活動全体の振り返り」である。一定期間の活動を終えた段階で、それまでの取り組みを総括し、ど

のような努力や工夫を通じてコンピテンシーが向上したのかを整理することを意図した。 

これら三つの要素は相互に関連しながら循環的に機能するものであり、とくに内省を中心に据えることで、

経験の蓄積が次の行動改善へとつながるよう設計した。 

 

3-2-3 システムの設計と機能構成 

本システムの設計においては、前項で示したプロセスの実行を促進し、授業外活動においても継続的にコン

ピテンシー育成を行えるよう、複数の機能と仕組みを統合的に構成した（図 3-1）。 

まず、システム全体は、学生が日常的に利用する LINE 公式アカウントを基盤として構築した。これにより、

特別な準備や操作を必要とせず、日常生活の延⾧として活動の記録や内省を行える環境を整備した。 

また、内省を促進する中核機能として、②トークルームにおける記録および AI 応答機能を実装した。学生の

入力に対して、受容的で内省を促す応答を返すよう設計し、学生が自らの考えや工夫、行動を言語化しやすく

した。さらに、AI は助言を与えやすい傾向があるが、学生自身の思考を引き出すことを重視し、助言を求めら

れた場合には自ら考えるよう促すとともに、③外部の AI サイトへのリンクを提示する仕組みとした。 

各プロセスを支援する具体的機能として、まず目標設定に対応する①活動テーマ投稿機能を設けた。これに

より、学生がコンピテンシー向上の目標を明確にし、活動の方向性を定めることを可能とした。 

次に、内省の深化と継続を支援するため、④掲示板機能を設け、学生同士が経験や学びを共有できる環境を

整備した。また、⑤情報配信および⑥ポイント付与の仕組みを導入し、利用の喚起と継続的な関与を促す構造

とした。 

さらに、活動全体の振り返りに対応する機能として、⑦成⾧レポートの作成・共有機能を設けた。これによ

り、学生が一定期間の経験を総括し、コンピテンシーの向上を明示的に捉えることを可能とした。 

加えて、システムの改善と利用の主体化を促すため、⑧利用アイディア投稿機能を設けた。学生が機能や応

答に関する提案を行うことを通じて、内省活動そのものへの意識を高めることを意図した。 

以上のように、本システムは、目標設定、内省、振り返りというプロセスを支える機能を統合的に構成する

ことで、授業外活動をコンピテンシー育成の機会として機能させる基盤となるよう設計した。 
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3-3 モニター試行  

3-3-1 実施の概要 

 本システムの有効性および運用上の課題を検討するため、授業でのモニター試行を実施した。モニター試行

は、前期に 1 回、後期に 1 回行った。前期のモニター試行後に、cha シカのキャラクター設定やシナリオ設計を

行って、システムとしての構造化がかなり進んだことから、ここでは後期の試行の結果について報告する。 

 

3-3-2 方法 

対象授業・対象学生 

 対象は、全学共通科目「キャリアプランと進路選択」（後学期）の受講者 45 名とした。内訳は、1年生20名、

2 年生 22 名、3 年生 3 名であり、1・2 年生が大半を占めていた。所属学部は主に文教育学部および生活科学部

であり、ほとんどの学生が新卒での就職を志向していると考えられた。 

実施期間と運用方法 

 試行期間は、12 月中旬から 2 月中旬までの約 2 か月間とした。期間中に 5 回（5 日）以上の利用を条件とし、

日常のアルバイトやサークル活動等における経験について、トークルーム上で記録および振り返りを行わせた。

また、必要に応じて掲示板や AI リンク機能等の利用も可能とした。 

 
図 3-1 システムの機能構成 

他の利用者の経
験 や 考 え を 知
り、活動の楽し
さや学びを共有
する 

成⾧レポート を掲
示板に掲載し 、特
別な景品をもらう 

課題 の解 決策 に
悩ん だと きな ど
に 利 用 して ヒ ン
トを得る 

 ③ 

どの活動でどんなコンピテ
ンシーを高めるかを決めて
投稿（研究所に宣言）する 

活動を通じて行った努力や工
夫、高めたコンピテンシーを
文書（成⾧レポート）にまと
め、CACICA に保存する 

AI の応答で自己を受容し、内省
を深める。また、過去のログを
振り返って、自信にする。 

成⾧ 

レポート 

毎月の情報配 信を
チェックして、ポイ
ントを貯め、 景品
をもらう 

月一回の情報配信（利用
督促）により、他の利用
者の活動状況などを知る 

共有広場の投 稿テ
ーマや cha シカの応
答変更等のアイディ
アを投稿する 
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3-3-3 結果と考察 

3-3-3-1 利用状況 

利用状況については、一定の利用は確認されたものの、利用頻度にはばらつきがみられた。発言回数 15 回以

上の利用者は約 35％、20 回以上は約 18％、40 回以上は約 4％であり、多数のやりとりを行った学生は一定数

存在した一方で、全体として高頻度利用者は多くなかった。また、利用時期が年末年始を含む期間であったこ

とから、アルバイト等の活動機会が少ないことが、利用の伸びに影響した可能性が考えられた。 

3-3-3-2 学習効果の示唆 

学生の約 9 割が何らかの効果を実感したと報告しており、本システムが内省を促進するツールとして一定の有

効性を持つことが示唆された。具体的には、第一に、経験の言語化を通じた省察の深化が挙げられる。学生は、

自身の行動や考えを文章として記述することで、それらを客観的に捉え直すことができたと述べていた。第二

に、通常は自発的に行われにくい内省が促進された点が確認された。これは、ツールの利用により、活動の中

で意識的に良かった点や改善点を見出そうとする姿勢が形成されたことを意味するものである。第三に、日々

の努力や小さな達成の記録が蓄積されることで、それを振り返ることが自信の形成につながったという意見が

多くみられた。加えて、LINE 形式による気軽な記録が可能であったことも、継続的な利用と内省の実施を支え

る要因となったと考えられる。 

3-3-3-3 課題 

一方で、いくつかの課題も明らかとなった。第一に、内省の深さに関する課題である。LINE 上で手軽に入力

できる反面、十分に考えを深めずに記述してしまう場合があることが指摘された。第二に、AI 応答に関する改

善の必要性である。現行の設定では、失敗経験を深く掘り下げない仕様となっているが、それに対して物足りな

さを感じる意見や、成功・失敗以外の多様な状況に対応した応答を求める声がみられた。第三に、キャラクタ

ーに対する嗜好の差が確認された。cha シカの言葉遣いや設定について、一定の親しみやすさが評価される一方

で、好みに合わないとする意見もみられた。これらの課題に対しては、内省を深めるための利用方法の提示や、

応答シナリオの改善、さらには学生参加型でのキャラクター・応答設計の導入などにより、改善を図ることが

可能であると考えられる。 

 

3-4 本システムの意義 

本システムの意義は、授業外活動をコンピテンシー育成の機会として構造化し、学生の自律的な成⾧を支え

る基盤を提供した点にある。具体的には、次の 4 点が挙げられる。 

 第一に、授業外活動の学習化が挙げられる。アルバイトやサークル活動等の経験に目標設定と振り返りのプ

ロセスを組み込むことで、コンピテンシー向上につながる学習機会として再構成した。第二に、内省の習慣化

と深化を促進しうることが挙げられる。学生が自身の考えや工夫、行動を継続的に言語化する環境を整備し、

内省の実行とその質の向上を促した。また、第三に、自己向上力の育成が挙げられる。目標設定、行動、振り

返りを循環させる経験を通じて、改善を重ねる力の形成を支援する。これは、卒業後も含む将来に、独力での

成⾧の基盤となる重要な力である。さらに、第四として、授業内外を接続したコンピテンシー育成の実現であ

る。CACICA による授業内の学習と、本システムによる授業外の実践を接続し、学習機会の連続性を確保した。

これは、授業での学習等の強化や般化を促すものとなる。 

 以上より、本システムは、授業中心のコンピテンシー育成を補完し、学生の主体的な学びを支える基盤とし

ての意義を有するものと考えられる。 
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3-5 今後の展開 

本システムについては、モニター試行の結果を踏まえ、システム改善を行いながら段階的な展開を進める予

定である。まず、2026 年 4 月より、学部 2 年生を主たる対象として運用を開始する。この際、ポイント付与や

掲示板の活用など、試行時には実施・使用していない機能や仕組みを用いることとする。また、運用の拡大に

あたっては、先に示した課題への対応として、内省の質を高めるための利用方法の提示や AI 応答の改善を進め

る。加えて、小規模の利用者アンケートを LINE 上で実施し、利用環境のさらなる向上を図る予定である。 

 

引用文献 

Dweck, C. S. (2006). Mindset: The new psychology of success. New York: Random House. 
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4. コンピテンシー育成授業に関する調査  

4-1 はじめに 

 本研究所では、大学生のコンピテンシー育成を推進するため、教員を対象にコンピテンシーを育成する授業

づくりを支援している。本章では、そうしたコンピテンシー育成授業の、学内での浸透状況を把握するための

調査（表 4-1）について、結果を報告する。本調査は令和 5 年度から、３回目の実施であり、調査方法および分

析方法等は初回のものを踏襲している。 

 

表 4-1 コンピテンシー育成授業に関する調査 
調査名（節番号） 評価の観点 目的 

シラバスにおけるコンピ

テンシー項目とアクティ

ブラーニング（AL）項

目に関する調査（4-2） 

授業情報 各授業の担当教員がシラバスに入力した

「授業で育成が期待されるコンピテンシ

ー」の項目や、授業に用いられる AL 技法の

項目から、本学におけるコンピテンシー育

成の性質を持つ授業の割合を明らかにす

る。 

「コンピテンシーを育成

する授業」に関する学部

生対象の調査（4-3） 

学生の認識 実際に授業を受けた学生（4 年生）の認識か

ら、コンピテンシーを育成すると感じられ

る授業の割合を検討する。 

 

4-2 シラバスにおけるコンピテンシー項目とアクティブラーニング（AL）項目に関する調査 

 本学のシラバスのうち、コンピテンシー項目と AL 項目は、コンピテンシー育成に関する情報を含むものであ

る。コンピテンシー項目とは、「各授業で育成が期待されるコンピテンシー」の有無や種類を入力するものであ

る。ここでは、この項目への入力割合が多いほど、本学におけるコンピテンシー育成授業の整備が進んでいると

みなしている。この項目は、令和 4 年度からシラバスに設置して入力を行っている。 

また、AL 項目とは、各授業に用いる AL 技法の有無や種類に関するものである。これについても同様に、そ

うした技法を導入した授業の割合が多いほど（AL 技法の導入率が高いほど）、本学におけるコンピテンシー育

成授業の整備が進んでいるとここでは捉えている。AL 技法はコンピテンシー育成の１つの方法として、本研究

所が教員を対象に、授業への導入を促進しているためである。AL 技法については、令和 4 年度末よりシラバス

に項目を設置し、入力を行っている。 

本調査では、これら 2 項目について、令和７年度のシラバス入力データを分析した結果を報告する。以降で

は、まず使用データ等について述べ、次いでコンピテンシー項目と AL 項目の概要および集計結果についてそれ

ぞれ報告する。 

 

4-2-1 使用データと授業数 

本調査では、今年度と昨年度のデータを比較して提示する。昨年度のデータは令和 6 年度 3 月末までに登録さ

れた 2856 件で、今年度のデータは令和７年 3 月末までに登録された 2884 件のデータを用いた。昨年度と今年

度の学部の科目別授業数を表 4-2 に、大学院のそれを表 4-3 に示す。 
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表 4-2  科目別授業数（学部） 

 

表 4-3 科目別授業数（大学院） 

 

4-2-2 コンピテンシー項目 

4-2-2-1 本学で育成するコンピテンシーと入力項目 

 まず、コンピテンシー項目で扱うコンピテンシーについて説明する。コンピテンシーは、本学で育成を目標

としている 10 の資質・能力を扱う（お茶大コンピテンシー10：表 4-4 参照）。これらの能力は、本研究所で「大

学生のコンピテンシー評価ツール」を開発した令和 4 年度に検討したもので、OECD の「変革をもたらすコン

ピテンシー」をもとに抽出したものである（抽出の詳細は、令和 5 年度報告書別添論考 p5 を参照）。 

これらのコンピテンシーについて、図 4-1 のように入力項目を設定し、次の 2 点について入力を求めた。１点

目が、各授業で育成が期待されるコンピテンシーであり、先のお茶大コンピテンシー10 から３つまで選択する。

２点目は、先に選んだコンピテンシーについて、どのくらいの授業回で伸ばすことが期待されるか（半数以上

か未満か）を選択する。なお、これらの情報は、必須入力の項目とした。 

  

授業コード 学部科目 R6授業数 R7授業数

B 文教育学部専門科目 560 528
C 理学部専門科目 270 280
D 生活科学部専門科目 308 300
R 共創工学部専門科目 18 53
A コア科目 502 501
E 教職に関する科目 86 83
F 日本語教育に関する科目 15 10
G 外国人留学生特別科目 22 18
N 学部全学共通科目 78 78

計 1859 1851

授業コード 大学院科目 R6授業数 R7授業数

博士前期課程

H  比較社会文化学専攻科目 163 157
J1001～  ジェンダー社会科学専攻科目 38 35
J2001～  人間発達科学専攻科目 85 77
K  ライフサイエンス専攻科目 151 151

L  理学専攻科目（物理科学 化学・生物化学コース） 42 45
M  理学専攻科目（数学コース／情報科学コース） 53 59

博士後期課程

T  比較社会文化学専攻科目 126 123
U0001～  人間発達科学専攻科目 97 108
U0601～  ジェンダー学際研究専攻科目 41 45
V  ライフサイエンス専攻科目 97 98
W  理学専攻科目 56 80
S  大学院共通科目 48 55

計 997 1033
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表 4-4  本学で育成するコンピテンシー（お茶大コンピテンシー10） 

 

図 4-1 コンピテンシー入力項目の一部 

 

4-2-2-2 コンピテンシー項目の集計結果 

入力項目や条件が昨年度から同一のものを用いていることを踏まえ、今年度の集計結果については、昨年度

の結果もあわせて提示した。全体として、およそ昨年度と変わらない傾向がみられた。 

4-2-2-2-1 育成が期待されるコンピテンシーの割合 

お茶大コンピテンシー10 のいずれか１つでも育成の期待がある授業の割合について、昨年度と今年度の値を

表 4-5 に示す。そうした授業の割合は、全授業・学部で昨年度と変わらず 9 割弱であった。大学院では１％減少

となったが、このわずかな変動は、隔年開講や新規開講の授業などによるものと思われる。いずれにせよ多く

の授業でコンピテンシー育成の期待があることが窺える。 

 

 コンピテンシー 定義 

新
た
な
価
値
の
創
造 

批判的思考力 自分の意見や考えを、意識的に見直す力 

自分の意見とは違う様々な意見を検討したり、意見に確かな根拠があるかを考える

力 

協働力 個人では得がたい成果をグループ全体で得るために、役割分担したり、助け合った

りする力 

創造的思考力 新たな価値や優れた考えを生み出す力 

マ
へ
の
対
処 

対
立
や
ジ
レ
ン 

他者理解力 様々な他者の立場や考え方などを推測したり、理解する力 

問題解決力 実際に起きた問題で、解決の道筋が明らかでないものを改善・解決できる力 

対人葛藤解決力 他者との意見や価値観の対立を解決する力 

責
任
あ
る
行
動 

省察的思考力 自らの活動を振り返って気づきを得る力 

自己制御力 望ましい目標を追求し、望ましくない目標追求を抑制する力 

内的統制感 自分自身の行動がある成果や結果をもたらすという期待 

自分でも頑張れば、様々な成果が得られるという感覚を持つ 

エージェンシー 社会に望ましい変化をおこすために、自分で目標を設定し、振り返り、責任をもっ

て行動する力 
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表 4-5 コンピテンシーの育成が期待される授業の割合 

 

 

 

 

 

 

 

4-2-2-3 育成が期待されるコンピテンシーの割合（種類別） 

4-2-2-3-1 全授業・学部・大学院 

コンピテンシーの種類別の割合を表 4-6 に示す。これについても昨年度からの変化はほぼみられず、学部・大

学院ともに批判的思考力が最多で、全授業では半数を占めていた。これは、本学のカリキュラムが、4 年次の卒

業研究を目的として構成されていることによるものと思われる。実際、大学院では研究遂行を目的とする授業

が多くなるためか、学部よりも割合が高く 5 割を超えている。なお、２位は学部と大学院で異なり、学部では文

教育学部の授業の多さを反映してか、他者理解力が多く、大学院では研究遂行に関する授業が多いためか、創

造的思考力が多くみられた。 

 

表 4-6 全授業・学部・大学院で育成が期待されるコンピテンシー 

※上位のみ抜粋、太字は最多該当率、3 位まで着色 

 

4-2-2-3-2 学部科目 

学部別では、文系（主に文教育学部）は批判的思考力、創造的思考力、他者理解力の３つが、理系（主に理

学部）では、問題解決力、創造的思考力、批判的思考力が多く期待されるという傾向が、昨年度に引き続き認

められた（表 4-7）。文教育学部では、人間に関する諸学問を扱うために他者理解力が高くなり、理系は社会問

題の解決などのための様々な技術等を学ぶために、問題解決力が高くなると思われる。 

表 4-8 に示す専門科目以外の科目では、これまでとは異なるパターンがいくつかみられた。コア科目では、昨

年度と全体としてはあまり変わらない値であったが、協働力が 2 番目に多いパターンを示していた。これは、コ

ア科目に外国語や文理融合リベラルアーツ、スポーツ健康など、他者との学び合いが求められる科目であること

によるものかと思われる。教職科目では、昨年度と少々傾向が変わり、他者理解力が最多となっていた。このよ

うな変化は、隔年開講の授業がある程度みられることなどによるものかもしれない。日本語教育と外国人留学

生科目は、ともに協働力が最多となっていたが、いずれも留学生同士での協働を授業に採り入れているものがあ

るためにこうしたパターンとなったと考えられる。学部全学共通科目は、キャリア科目や TOEIC などの語学科

目のほか、数学や実験なども含まれているためか、批判・協働・創造・問題の様々なコンピテンシーが同程度

に高い値となっていた。 

 2024 年度 2025 年度 

全授業 87％    87% 

学部 89% 89% 

大学院 83% 82% 

R6 R7 R6 R7 R6 R7

批判的思考力 51% 50% 47% 47% 59% 56%

創造的思考力 31% 30% 25% 24% 41% 40%

問題解決力 27% 27% 26% 25% 29% 30%

他者理解力 23% 26% 27% 31% 17% 16%

全授業 学部 大学院



22 

表 4-7 学部専門科目の授業で育成が期待されるコンピテンシー 

※上位のみ抜粋、太字は最多該当率、3 位まで着色 

 

表 4-8 学部専門科目以外の科目の授業で育成が期待されるコンピテンシー 

※上位のみ抜粋、太字は最多該当率、3 位まで着色 

 

4-2-2-3-3 大学院科目 

 大学院科目についても、全体として昨年度からの変化はほぼみられなかった（表 4-9）。文系の３専攻（左側

の３つ）は、批判・創造・他者の３つが多く、学部の人文科学科・言語学科と同様のパターンを示していた。

ライフサイエンスと理学（物理・化学・生物）は、理学部生物学科と同様の批判的思考力が最も多いパターン

を示していた。物理や化学などでは学部で研究（問題解決）手法を学んだが、大学院では研究を遂行すること

が目的となったことで、批判的思考力を高める授業が増加したと考えられる。数学・情報科学は、学部と同様

の問題解決力が多いパターンとなっていた。 

 

表 4-9 大学院博士前期課程の授業で育成が期待されるコンピテンシー 

※上位のみ抜粋、太字は最多該当率、3 位まで着色 

 

後期課程と大学院共通科目での割合を表 4-10 に示す。後期課程では、比較社会文化学と大学院共通科目で少

R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7

批判的思考力 68% 70% 26% 31% 40% 37% 17% 15%

問題解決力 21% 22% 46% 47% 23% 24% 33% 26%

創造的思考力 34% 30% 29% 32% 21% 21% 22% 23%

他者理解力 35% 40% 3% 6% 22% 23% 6% 9%

共創工学部
専門科目

文教育学部
専門科目

理学部
専門科目

生活科学部
専門科目

R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7

批判的思考力 47% 44% 34% 36% 40% 50% 18% 39% 26% 31%

協働力 29% 33% 26% 29% 27% 70% 36% 67% 27% 28%

創造的思考力 15% 14% 31% 19% 33% 30% 18% 33% 31% 29%

他者理解力 34% 40% 26% 42% 40% 50% 36% 61% 22% 24%

問題解決力 22% 17% 36% 22% 13% 10% 5% 6% 26% 28%

省察的思考力 21% 24% 36% 25% 33% 20% 41% 22% 22% 17%

日本語教育に
関する科目

外国人留学生
特別科目

学部全学
共通科目

コア科目 教職科目

R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7

批判的思考力 78% 75% 82% 74% 64% 66% 36% 33% 45% 53% 23% 17%

創造的思考力 39% 38% 47% 29% 33% 31% 24% 24% 40% 49% 42% 36%

問題解決力 20% 20% 32% 26% 16% 16% 28% 30% 38% 38% 47% 46%

他者理解力 24% 27% 26% 43% 28% 27% 9% 7% 7% 4% 11% 5%

前期理学専攻（物
理科学 化学・生物

化学）

前期理学専攻（数
学コース・情報科

学）

前期比較
社会文化学

前期ジェンダー
社会科学

前期人間
発達科学

前期ライフ
サイエンス
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し変化がみられたが、その他は変わらなかった。比較社会文化学では、他者理解力が上位 3 位から脱落し、代わ

りに問題解決力が多くなっていた。文系の３専攻（比較社会・ジェンダー・人間発達）では、後期において「研

究報告」という授業が多数設けられているため（総集・基礎・発展の 3 種がある）、そもそも問題解決力は批判

的思考力・創造的思考力とともに多くみられておかしくないものであるが、教員間でもそうした認識が徐々に

高まってきたため、このような結果となったのかもしれない。理系（ライフサイエンスおよび理学）は、前期課

程と同じパターンを示していた。大学院共通科目では、他者理解力が多く育成されているが、これは語学科目

が多く含まれていることによるものと思われる。 

 

表 4-10 大学院博士後期課程および大学院共通科目の授業で育成が期待されるコンピテンシー 

 
 

4-2-2-4 コンピテンシー項目のまとめ 

シラバスデータの集計結果は、昨年度と変わらず多くの授業でコンピテンシーの育成が期待されていること

が示された。この状況を活かして、学生のコンピテンシーを伸ばすさらなる取組が望まれる。その１つとして、

「CACICA におけるコンピテンシーを伸ばす具体的な活動の明示」が挙げられる。例えば、協働力の育成が期

待される場合、シラバスにグループワークと書かれていれば、その力が伸ばせる理由が理解しやすいが、批判

的思考力や省察的思考力の場合は、課題のなかで思考操作を行うことから、とくに指定がなければ、シラバス

に記述されにくいためである。これについては、教員の協力が必要となり、簡単ではないかもしれないが、学

生の育成をさらに高める情報として、今後検討するべきものと思われる。 

 

4-2-3  アクティブラーニング項目 

本研究所では、授業でのコンピテンシー育成の１つの方法として AL 技法をとりあげ、とくに中井（2015）に

記される 64 技法の授業への導入を推進している。これらの技法については、学内に書籍を配布したり、シラバ

スの入力画面で説明を設けるなどして、教員への理解を促してきた。 

4-2-3-1  AL 入力項目 

 AL 項目の入力画面では、技法の導入について 2 段階で尋ねている。最初に「授業における AL 技法の使用の

有無」について尋ね、使用している場合に、「技法の種類」について尋ねている（図 4-2）。入力画面に示される

技法は、中井（2015）に記される 64 技法のうち、使用頻度が高いと思われる 22 の技法と、学部・大学院でよ

く用いられる「輪読」も加えた計 23 技法を項目化した。また、「その他」の項目も立て、中井（2015）の技法

と輪読以外のものを用いている場合に、その名称や内容を記入させた。これらの項目は複数回答可として、用

いているものを全てチェックさせた。 

 

 

  

R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7

批判的思考力 71% 66% 85% 84% 68% 76% 54% 43% 41% 46% 44% 31%

創造的思考力 48% 47% 54% 42% 55% 53% 45% 46% 57% 54% 21% 27%

問題解決力 18% 22% 27% 31% 27% 29% 41% 40% 70% 58% 13% 18%

協働力 2% 2% 5% 4% 3% 5% 3% 3% 0% 0% 35% 22%

他者理解力 24% 16% 17% 29% 13% 17% 1% 2% 2% 4% 42% 25%

大学院共通科目
後期比較社会文化

学
後期ジェンダー学

際研究
後期人間発達科学

後期ライフサイエ
ンス

後期理学専攻
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図 4-2 AL 技法名入力画面 

 

4-2-3-2 AL 集計結果 

 コンピテンシー項目と同じく、昨年度からの変化はあまりみられなかった。 

4-2-3-2-1 全技法の導入率 

本研究所で推進している中井（2015）の AL 技法を 1 つ以上取り入れている授業は、全授業で約 48％

であり、昨年度からは微減となっていた（表 4-11）。これは、先ほどのコンピテンシー項目と同じく、新

たに着任した教員への周知不足や、隔年授業などによるものと考えられる。学部・大学院も大きくは変

わらなかった。 

 

表 4-11  昨年度と今年度の AL 技法導入率 

  2024 年度 2025 年度 

全授業 50% 48% 

学部 56% 55% 

大学院 40% 36% 

 

4-2-3-2-2 各法別導入率（全授業・学部・大学院） 

各技法の導入率についても、多少減少していたものはあったが、全般的な傾向は変わらなかった（表 4-12）。

全授業では、上位の顔ぶれは変わらず、ミニッツペーパーが最多で、シンク・ペア・シェア、映像活用学習が続

いた。学部でも同様であったが、ブレインストーミングがわずかに増加していた。大学院では、輪読やディベー

トなど、演習形式の授業で用いられる技法が昨年に引き続き多くみられた。なお、全体として、アクティブラー

ニングは大学院より学部で多く導入されているが、これはアクティブラーニングが講義を能動的に受けるため

の技法であり、演習中心の大学院の授業より、講義の多い学部の授業に用いやすいためと考えられる。 
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表 4-12 全授業・学部・大学院における各技法導入率 

 

※（）内は授業数、太字は最多導入率、上位 3 位色付け 

  

R6導入率 R7導入率 R6導入率 R7導入率 R6導入率 R7導入率

(2856) (2884) (1859) (1851) (997) (1033)

シンク・ペア・シェア 13% 9% 16% 14% 6% 6%

バズ学習 1% 1% 2% 2% 1% 1%

ディベート 9% 5% 7% 6% 13% 13%

ブレインストーミング 9% 6% 10% 11% 8% 8%

ラウンドロビン 1% 1% 1% 2% 0% 1%
ミニッツペーパー（リアクション

ペーパー）
21% 17% 27% 27% 9% 8%

大福帳 0% 0% 1% 0% 0% 0%

ピア・エディティング 3% 3% 4% 4% 1% 1%

ピア・インストラクション 5% 3% 7% 5% 3% 2%

ペア・リーディング 3% 2% 4% 3% 1% 1%

ジグソー法 1% 1% 1% 1% 0% 0%

学生授業 6% 3% 5% 4% 7% 6%

復習テスト 6% 5% 9% 8% 1% 1%

間違い探し 0% 0% 0% 1% 0% 0%

経験から学ばせ
る技法

ロールプレイ 2% 2% 3% 3% 2% 1%

ケースメソッド 1% 1% 1% 1% 1% 0%

映像活用学習 11% 7% 15% 11% 5% 3%

問題基盤型学習（PBL） 3% 1% 3% 3% 4% 3%

チーム基盤型学習（TBL） 2% 1% 2% 2% 1% 1%

アンケート調査 2% 1% 2% 2% 1% 1%

フィールドワーク 4% 2% 5% 5% 3% 2%

PBL（プロジェクト学習） 4% 2% 4% 3% 3% 2%

授業前レポート 3% 2% 4% 3% 3% 3%

反転授業 2% 2% 3% 3% 1% 1%

その他 その他 4% 3% 4% 0% 2% 2%

輪読 10% 4% 6% 5% 17% 16%

大学院

ディスカッショ
ンを導く技法

中井（2015）の
分類

技法名

授業時間外の学
習を促す技法

全授業 学部

書かせて思考を
促す技法

学生を相互に学
ばせる技法

問題に取り組ま
せる技法

事例から学ばせ
る技法

授業に研究を取
り入れる技法
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4-2-3-2-3 技法別導入率（学部科目） 

  技法別の導入率を表 4-13 に示す。これについては、全ての学部で、最多の技法でも昨年度から１，２％ほど

減少がみられたが、共創工学部を除く 3 学部での傾向は変わらなかった。具体的にはミニッツペーパーが最多

で、そのほかには文教育学部と生活科学部では映像活用学習が、理学部では復習テストが多くみられた。共創

工学部は、設立 2 年目で授業数が倍以上に増え、問題基盤型学習やブレインストーミングが 10 ポイント近く増

加していた。なお、文系と理系との比較では、先述したコンピテンシーと同様に、文系学部の方が理系学部よ

り多く導入しており、理学部と共創工学部は、最多のものでも 10％台である一方、文教育学部と生活科学部で

は 30％近くとなっていた。 

 

表 4-13 学部専門科目の各技法導入率 

 

※（）内は授業数、太字は最多導入率、上位 3 位色付け 

  

R6導入率

(560)

R7導入率

(528)

R6導入率

(270)

R7導入率

(280)

R6導入率

(308)

R7導入率

(300)

R6導入率

(18)

R7導入率

(53)

シンク・ペア・シェア 14% 10% 4% 2% 7% 7% 0% 0%

バズ学習 3% 2% 0% 0% 3% 3% 0% 0%

ディベート 11% 11% 3% 2% 6% 5% 6% 2%

ブレインストーミング 9% 5% 4% 4% 7% 5% 6% 15%

ラウンドロビン 2% 2% 0% 0% 1% 1% 0% 2%
ミニッツペーパー
（リアクションペーパー）

32% 31% 11% 11% 27% 25% 17% 15%

大福帳 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

ピア・エディティング 1% 1% 0% 0% 2% 1% 0% 0%

ピア・インストラクション 3% 2% 1% 3% 4% 3% 0% 0%

ペア・リーディング 1% 1% 0% 1% 1% 1% 0% 0%

ジグソー法 1% 0% 0% 0% 1% 1% 0% 0%

学生授業 4% 4% 3% 1% 4% 4% 0% 0%

復習テスト 2% 3% 12% 10% 6% 5% 11% 9%

間違い探し 0% 1% 1% 1% 0% 0% 0% 0%

経験から学ば
せる技法

ロールプレイ 2% 1% 0% 0% 2% 3% 0% 0%

ケースメソッド 1% 0% 0% 0% 1% 1% 0% 4%

映像活用学習 17% 16% 6% 5% 11% 9% 0% 2%

問題基盤型学習（PBL） 3% 2% 5% 3% 3% 3% 6% 17%

チーム基盤型学習（TBL） 2% 1% 1% 1% 4% 2% 0% 2%

アンケート調査 4% 2% 2% 2% 4% 3% 0% 0%

フィールドワーク 7% 6% 3% 0% 10% 6% 6% 8%

PBL（プロジェクト学習） 5% 3% 1% 2% 3% 2% 0% 2%

授業前レポート 4% 4% 4% 5% 4% 2% 0% 0%

反転授業 2% 1% 0% 1% 1% 1% 0% 0%

その他 その他 4% 2% 4% 4% 3% 2% 6% 0%

輪読 13% 11% 1% 1% 6% 5% 0% 0%

共創工学部

専門科目中井（2015）
の分類

技法名

文教育学部

専門科目
理学部専門科目

生活科学部

専門科目

授業時間外の
学習を促す技
法

ディスカッ
ションを導く
技法

書かせて思考
を促す技法

学生を相互に
学ばせる技法

問題に取り組
ませる技法

事例から学ば
せる技法

授業に研究を
取り入れる技
法
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表 4-14 に示すように、専門科目以外の科目では、教職科目、学部全学共通科目はおよそ昨年度と同様であっ

たが、それ以外の科目では少なからず変化がみられた。コア科目では、映像活用学習の代わりにブレインスト

ーミングが増加していた。日本語教育に関する科目と外国人留学生特別科目では、そもそも授業数が少ないた

め担当者の変更などにより変動しやすい傾向はあるが、前者で学生授業やピア・インストラクションが増加し、

後者でミニッツペーパーやペアリーディング、復習テストが増加していた。先のコンピテンシー項目の結果か

らは、２つの科目でともに協働力の育成期待が高いことが示されたが、それはこのピア・インストラクション、

ペアリーディングといった協働での作業を含むことと対応しているものと思われる。教職科目でも、上位 3 位

ではないものの、省察的思考力が 25％とある程度期待されていたが、それは自身の行動を振り返れる学生授業

が多く採り入れられていることと対応するのかもしれない。 

 

表 4-14 学部専門科目以外の各技法導入率 

 
※（）内は授業数、太字は最多導入率、上位 3 位色付け 

 

  

R6導入率

(502)

R7導入率

(501)

R6導入率

(86)

R7導入率

(83)

R6導入率

(15)

R7導入率

(10)

R6導入率

(22)

R7導入率

(18)

R6導入率

(78)

R7導入率

(78)

シンク・ペア・シェア 28% 27% 29% 34% 33% 10% 14% 6% 23% 18%

バズ学習 1% 1% 10% 12% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

ディベート 5% 5% 10% 11% 0% 0% 0% 6% 3% 1%

ブレインストーミング 15% 22% 14% 24% 13% 0% 32% 6% 18% 13%

ラウンドロビン 1% 3% 1% 2% 0% 0% 0% 0% 8% 12%

ミニッツペーパー
（リアクションペーパー）

26% 29% 49% 46% 47% 30% 18% 33% 27% 26%

大福帳 0% 0% 3% 4% 20% 0% 5% 0% 1% 1%

ピア・エディティング 12% 14% 3% 1% 0% 0% 0% 6% 3% 1%

ピア・インストラクション 16% 12% 3% 2% 13% 30% 9% 6% 8% 8%

ペア・リーディング 11% 7% 0% 0% 13% 10% 5% 11% 4% 1%

ジグソー法 1% 0% 9% 8% 7% 0% 0% 0% 0% 0%

学生授業 4% 2% 31% 39% 20% 30% 5% 0% 0% 1%

復習テスト 16% 16% 6% 2% 13% 0% 0% 11% 8% 12%

間違い探し 0% 0% 1% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
経験から学ば
せる技法

ロールプレイ 4% 5% 14% 18% 0% 10% 9% 11% 3% 0%

ケースメソッド 0% 0% 14% 12% 7% 10% 5% 6% 1% 1%

映像活用学習 19% 12% 26% 19% 7% 0% 27% 6% 13% 10%

問題基盤型学習（PBL） 2% 2% 7% 6% 0% 0% 0% 0% 6% 4%

チーム基盤型学習（TBL） 2% 2% 1% 1% 7% 0% 0% 6% 0% 1%

アンケート調査 1% 1% 2% 2% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

フィールドワーク 1% 1% 6% 13% 0% 0% 5% 6% 19% 15%

PBL（プロジェクト学習） 4% 3% 7% 5% 7% 20% 27% 22% 10% 12%

授業前レポート 2% 1% 12% 12% 0% 0% 0% 0% 1% 1%

反転授業 7% 7% 8% 5% 0% 0% 0% 6% 0% 3%

その他 その他 6% 6% 3% 5% 0% 0% 0% 0% 3% 0%

輪読 4% 5% 3% 0% 7% 0% 0% 0% 1% 1%

授業時間外の
学習を促す技
法

学部全学

共通科目

ディスカッ
ションを導く
技法

書かせて思考
を促す技法

学生を相互に
学ばせる技法

問題に取り組
ませる技法

事例から学ば
せる技法

授業に研究を
取り入れる技
法

中井（2015）
の分類

技法名

コア科目  教職科目 
日本語教育に

関する科目

外国人留学生

特別科目
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4-2-3-2-4 技法別導入率（大学院科目） 

大学院科目については、昨年度からの変化はあまりみられず、ほとんどの専攻で輪読が多く、ライフサイエン

スのみディベートが最多となっていた（表 4-15）。また、理系文系ともに、知識獲得や理解向上のための技法で

ある映像活用学習や復習テストなどは少なくなり、代わりにディスカッションを導く技法が多く採り入れられ、

授業で議論を通じて深く理解したり、研究について検討している様子が窺えた。また輪読のほかに、学生授業

も多くなり、大学院では授業の場を取り仕切る力が学生に求められることがわかる。 

 

表 4-15 大学院前期課程の科目の各技法導入率 

 

※（）内は授業数、太字は最多導入率、上位 3 位色付け 

 

  

R6導入率

（163）

R7導入率

(157)

R6導入率

（38）

R7導入率

(35)

R6導入率

（85）

R7導入率

（77）

R6導入率

（151）

R7導入率

（151）

R6導入率

（42）

R7導入率

（45）

R6導入率

（53）

R7導入率

（59）

シンク・ペア・シェア 6% 4% 29% 20% 8% 14% 2% 3% 0% 0% 0% 0%

バズ学習 0% 0% 0% 6% 2% 4% 1% 0% 0% 0% 0% 0%

ディベート 17% 13% 24% 9% 7% 13% 13% 15% 7% 11% 0% 2%

ブレインストーミング 3% 3% 24% 26% 7% 10% 7% 7% 0% 2% 0% 0%

ラウンドロビン 1% 4% 0% 0% 0% 3% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

ミニッツペーパー
（リアクションペーパー）

9% 7% 16% 9% 26% 17% 5% 6% 12% 7% 4% 3%

大福帳 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 1% 0% 2% 0% 0%

ピア・エディティング 1% 0% 0% 3% 0% 1% 0% 0% 2% 0% 0% 0%

ピア・インストラクション 8% 3% 8% 3% 5% 4% 1% 1% 0% 2% 0% 0%

ペア・リーディング 2% 3% 3% 3% 0% 0% 1% 1% 0% 0% 0% 0%

ジグソー法 0% 0% 3% 3% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

学生授業 6% 7% 13% 3% 7% 8% 10% 6% 14% 18% 4% 8%

復習テスト 0% 0% 0% 0% 0% 0% 2% 1% 2% 2% 0% 5%

間違い探し 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 3%

経験から学ばせ
る技法

ロールプレイ 0% 0% 0% 0% 8% 6% 1% 1% 2% 0% 0% 0%

ケースメソッド 0% 0% 0% 0% 5% 0% 1% 1% 2% 0% 0% 0%

映像活用学習 4% 6% 16% 6% 7% 5% 7% 5% 0% 0% 0% 0%

問題基盤型学習（PBL） 2% 1% 13% 3% 0% 1% 11% 4% 0% 4% 6% 7%

チーム基盤型学習（TBL） 0% 0% 0% 3% 2% 3% 1% 1% 0% 0% 0% 0%

アンケート調査 1% 1% 0% 3% 0% 1% 1% 0% 2% 2% 0% 2%

フィールドワーク 3% 1% 8% 14% 2% 5% 3% 2% 0% 0% 0% 2%

PBL（プロジェクト学習） 2% 3% 0% 3% 1% 1% 2% 1% 0% 0% 0% 2%

授業前レポート 4% 4% 5% 3% 5% 6% 5% 2% 2% 0% 0% 2%

反転授業 1% 3% 0% 0% 0% 0% 2% 2% 0% 0% 6% 2%

その他 その他 1% 0% 5% 6% 11% 10% 0% 1% 0% 0% 2% 2%

輪読 23% 23% 55% 34% 33% 35% 7% 5% 17% 22% 9% 7%

授業に研究を取
り入れる技法

授業時間外の学
習を促す技法

前期数学・

情報科学

前期化学・

生物化学

ディスカッショ
ンを導く技法

書かせて思考を
促す技法

学生を相互に学
ばせる技法

問題に取り組ま
せる技法

事例から学ばせ
る技法

中井（2015）の
分類

技法名

前期比較社会

文化学

前期ジェンダー

社会科学

前期人間

発達科学

前期ライフ

サイエンス
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後期課程では、文理問わず、輪読・学生授業とディスカッションを導く技法が多くみられた。後期課程では、

ほぼ全ての授業で研究遂行が目的となるため、輪読などは研究に関する知識や技術を獲得するために、また、

ディスカッションを導く技法は研究に関する議論を活性化することを目的に導入されていると思われる。 

大学院共通科目は、ほとんどが前期科目であるが、語学科目が多いことで、シンク・ペア・シェアが多くみ

られたと考えられる。 

 

表 4-16 大学院後期課程の科目の各技法導入率 

 
 

4-2-3-3 AL 項目まとめ 

 アクティブラーニングについては、本研究所で研修動画を提供し、全授業で約 50％の導入率となっているこ

とから、ある程度効果的な学修のための手法として教員には認識されてきていると推測される。一方で、今回

導入率が減少したことは、新任教員への周知不足のほか、AL 技法が授業内容と合わずに導入がうまくいかなか

ったり、効果が感じられないなどで、導入をやめた教員もある可能性を示唆するものである。そうした状況を

放置しないためにも、研究所では、技法の導入方法を周知するだけでなく、導入について相談したりアドバイ

スをもらえるようなサポート体制を整えることなどは、今後検討する必要があるかもしれない。また、以前か

らモデル授業事例でアクティブラーニングについては触れているが、この紙面上などでもより多くの導入ケー

スを扱い、効果的な導入について周知していくことが必要と考える。 

 

R6導入率

（126）

R7導入率

（123）

R6導入率

（97）

R7導入率

（108）

R6導入率

（41）

R7導入率

（45）

R6導入率

（97）

R7導入率

（98）

R6導入率

（56）

R7導入率

（80）

R6導入率

（48）

R7導入率

（55）

シンク・ペア・シェア 2% 1% 4% 4% 12% 18% 3% 0% 0% 0% 38% 31%

バズ学習 0% 0% 0% 2% 5% 4% 0% 0% 0% 0% 0% 4%

ディベート 16% 15% 18% 21% 17% 16% 11% 18% 5% 4% 13% 2%

ブレインストーミング 6% 7% 13% 18% 20% 9% 11% 9% 0% 4% 21% 16%

ラウンドロビン 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 2% 4%

ミニッツペーパー
（リアクションペーパー）

6% 5% 9% 8% 15% 7% 0% 0% 0% 6% 31% 27%

大福帳 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 1% 0% 0%

ピア・エディティング 2% 0% 0% 4% 2% 0% 0% 0% 0% 0% 6% 2%

ピア・インストラクション 3% 0% 1% 5% 2% 2% 0% 0% 0% 0% 6% 4%

ペア・リーディング 2% 1% 0% 0% 0% 0% 1% 1% 0% 0% 13% 4%

ジグソー法 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 4%

学生授業 1% 2% 3% 4% 12% 11% 6% 5% 5% 3% 6% 5%

復習テスト 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 1% 2% 4%

間違い探し 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

ロールプレイ 0% 0% 3% 3% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 6% 5%

ケースメソッド 0% 0% 3% 3% 0% 0% 1% 0% 0% 0% 0% 0%

映像活用学習 0% 0% 3% 3% 7% 2% 4% 2% 0% 0% 21% 13%

問題基盤型学習（PBL） 1% 0% 4% 4% 2% 2% 4% 5% 2% 4% 2% 4%

チーム基盤型学習（TBL） 0% 0% 2% 2% 0% 0% 1% 1% 0% 0% 4% 5%

アンケート調査 0% 0% 5% 6% 5% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 2%

フィールドワーク 1% 0% 2% 2% 5% 0% 3% 1% 0% 0% 8% 4%

PBL（プロジェクト学習） 0% 1% 11% 8% 0% 0% 4% 1% 4% 0% 10% 9%

授業前レポート 6% 4% 0% 3% 2% 2% 2% 1% 0% 1% 0% 2%

反転授業 0% 0% 0% 0% 0% 0% 1% 1% 0% 0% 10% 2%

その他 0% 0% 5% 2% 0% 0% 1% 3% 0% 1% 2% 0%

輪読 11% 11% 18% 30% 34% 29% 7% 5% 11% 6% 4% 4%

後期理学 大学院

共通科目技法名

後期比較社会

文化学

後期人間

発達科学

後期ジェンダー

学際研究

後期ライフ

サイエンス
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4-3 「コンピテンシーを育成する授業」に関する学部生対象の調査 

本節では、コンピテンシー育成授業の整備状況について、「学生の認識」という観点から検討するために、学

部 4 年生を対象として行った調査の結果を報告する。 

 

4-3-1 方法 

調査時期：令和 7 年 11 月 1 日～20 日 

調査対象：学部 4 年生 

手続き：研究所から学生に個別にメールを送付し、ウェブ上の特設サイトでデータを収集した。サイトでは、

この 4 年間に受けた授業でコンピテンシーを伸ばしたものについて、授業名と担当者名、およびその授業が伸

ばしたコンピテンシーの種類について回答させた。コンピテンシーは、本学で育成を推進している 10 のコンピ

テンシー（お茶大コンピテンシー10）について尋ねた。 

 

4-3-2 結果 

 回答が得られたのは 187 人（回収率 37%）で、学部内訳は文教育学部 90 名、理学部 40 名、生活科学部 57 名

であった。コンピテンシーを育成する授業として挙げられたものの総数は 183 であり(重複あり)、平均では 0.98

で、一人当たり約１つの授業を挙げたことが示された。 

次に、挙げられた授業のうち、その形式などからコンピテンシーの育成・向上がとくに期待される授業の割

合を算出した（表 4-17）。その授業とは主に講義以外の授業であり、演習・実習・実験・特別研究・卒業論文

（研究）といった形式を持つものである。そうした授業では、各自が発表等の担当を受け持ったり、個々のテ

ーマで課題に取り組むため、主体的な学習や技能習得等がなされ、様々なコンピテンシーの向上が期待される

と考える。挙げられた授業の名称をもとに、それらの授業を特定し、その数と割合を算出した。この調査を始

めた令和 5 年度からの値を比較したところ、いずれも 4 割台で、大きく変わらない結果となっていた。 

 

表 4-17 とくにコンピテンシーの育成が期待される授業の学部別集計結果 

                   学部 

  授業名 
R5 R6 R7 

コンピテンシーを育成

する授業 
152 89 183 

演習・ゼミ 43 20 52 

実習 10 16 20 

実験 2 0 0 

特別研究 3 3 2 

卒業論文・卒業研究 4 2 4 

計 62 41 78 

％ 41% 46% 45% 

 

4-3-3 考察 

昨年度より回収率が向上し、挙げられた授業数は増加したものの、コンピテンシーを育成しやすい授業の割

合は以前と同様の傾向であった。これは、講義科目でコンピテンシーを育成する授業が以前から増えていない
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可能性が考えられると同時に、すでに講義科目でもコンピテンシーが行われていた可能性もあると考えられる。

アクティブラーニングは 2010 年頃から各大学で盛んに取り入れられており、また、各大学でのＦＤの実施が進

められたことなどで、知識獲得に重点を置くタイプの授業は減少したということである。この可能性について

明らかにするために、可能なら今後は１・２年次にもコンピテンシーを高めた授業について、授業アンケート

などを通じて検討することが望まれる。 

 

4-4 モデル授業の抽出とレポート 

 昨年度の調査結果から、担当者名が多く挙げられた教員 3 名を抽出してインタビューを実施し、モデル授業に

おけるコンピテンシー育成について分析を行った。3 名の内訳は、文系２名、理系 1 名で、授業でのコンピテン

シー向上に寄与する仕組みや工夫について分析した。レポートは学内で共有したものを、第 2 部第 2 章に掲載

している。 

 

4-5 おわりに  

 本章では、シラバス調査と 4 年生調査の２つより、学内のコンピテンシー育成授業の拡大・浸透状況につい

て検討した。その結果、シラバス調査からは、授業で育成するコンピテンシーとアクティブラーニングの導入

について、昨年度とほぼ変わらず、微減がみられる結果となった。これについては、新任教員への周知不足な

どが考えられることから、毎年コンテンツを改善・追加するなどしながら定期的に周知していく必要があると

思われる。 

また、4 年生調査でのコンピテンシーを育成する授業についても、回収率向上により、挙げられた授業数は多

くなったが、演習等の「コンピテンシーを育成しやすい授業」の割合は変わらない結果であった。挙げられた

授業には、１，２年次のものがあまり見受けられないようであったことから、今後は 4 年のほか 2 年次などでも

調査実施を検討する必要があるかもしれない。 

なお、この調査を通じて抽出したモデル授業のインタビューについては、今年度でまだ 6 例であることから、

今後も引き続き実施して、コンピテンシーを育成する授業づくりの工夫等をさらに明らかにすることが望まれ

る。 
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5. 大学生のコンピテンシーに関する調査 

本章では、学生のコンピテンシーの向上について、自己評価、他者評価、客観評価の多様な評価による検討

結果について報告する。検討内容は、表 5-1 のとおりである。 

 

表 5-1 本節での検討内容 

区分 節番号 分析内容 

自己評価１ 

（コンピテンシーチェック） 
5-1 コンピテンシーチェックによる教育効果の検討 

縦断的検討 5-1-1 R5～R7 の 3 年間追跡：同一学生の得点変化 

 5-1-2 R6～R7 の 2 年間追跡：同一学生の得点変化と関連要因 

 5-1-2-1 年度による得点変化 

 5-1-2-2 学部による伸びの違い 

 5-1-2-3 目標設定による伸びの違い 

横断的検討 5-1-3 
R5～R7 の年度比較：1・3 年生のコンピテンシーチェッ

ク得点 

探索的検討 5-1-4 課外活動と伸ばしたいコンピテンシーの対応 

自己評価２ （4 年生調査） 5-2 4 年間の成⾧実感に関する年度×学部比較 

他者評価１ （学生相互評価） 5-3 同学科・専攻内でコンピテンシーが高い学生の割合 

他者評価２ （教員評価） 5-4 3 年生受講者に対するコンピテンシー評価 

外部テスト１ 5-5 
GPS Academic による問題解決力の検討：年度比較と 2

回受検者の変化 

外部テスト２ 5-6 
PROG によるジェネリックスキルの検討：R7 年度結果

と R6 年度参考比較 

 

5-1 コンピテンシーチェックによる教育効果の検討 

 お茶の水女子大学でコンピテンシー教育を実施した期間において、大学生のコンピテンシーがどのように変

化したのかを確認するために、開発したコンピテンシーの評価ツールであるコンピテンシーチェック尺度の回

答データを用いて得点の経年変化に関する分析を行った。コンピテンシーチェック尺度は、OECD のコンピテ

ンシーに基づく 10 の資質能力を測定する 30 項目からなる自己報告式尺度である。各項目は、大学生の生活で

みられるコンピテンシーの高い行動を行っているか否かを問うもので、批判的思考力であれば「進学先や就職

先の選択など、大事なことを決めるときには、自分とは異なる考え方や自分にはない視点がないかをできるだ

け探す」などの項目が含まれる。回答は、「よくあてはまる」から「全くあてはまらない」までの 6 件法で測定

される。 

 

5-1-1 R5～R7 の 3 年間追跡：同一学生のコンピテンシーチェック得点の変化 

 R5 に実施した調査でコンピテンシーチェックのデータがあり、さらに R6 と R7 に CACICA 上でのコンピテ

ンシーチェックのデータに回答した学生を対象に、R5 から R7 の３年間におけるコンピテンシーの変化に関す

る分析を行った。学生が R5 から R7 にかけて、コンピテンシーを有意に伸ばしたことを仮説として設定し、コ

ンピテンシー教育の効果を検証した。 
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 3 年分のデータがあった学生は 91 名であった（文教育学部 49 名、理学部 16 名、生活科学部 26 名）。そのう

ち、90 名は R5 調査実施の時に 1 年生であり、一人は 3 年生であった。 

 お茶大コンピテンシー10 のそれぞれについて、内的一貫性を確認し（表 5-2）、平均値を算出した。平均値を

算出する際、得点が高い方が高いコンピテンシー水準を示すように、得点の逆転処理を行なった。各コンピテ

ンシーを従属変数とし、年度の効果を確認するために、反復測定一要因分散分析を実施した。 

 分析の結果、問題解決力の場合のみ、年度の効果が有意であったが、多重比較（Bonferroni 法）を実施した

ところ、どの比較においても有意な違いが確認されなかった。全体傾向として、R5 から R7 は得点の向上がみ

られるコンピテンシーもあるが、年度の有意な効果が認められなかった。サンプル数の少なさの限界による部

分があるかもしれない。 

 

表 5-2 3 年間のコンピテンシーチェックの経年変化（R5-R7）  

** p < .01. 

 

5-1-2 R6～R7 の 2 年間追跡：同一学生の得点変化と関連要因 

 CACICA 上で、コンピテンシーチェックに R6 と R7 の両方に回答した学生のデータを対象に、コンピテンシ

ーチェックの得点が R6 から R7 にどのように変化したのか、また、その経年変化が学部や目標設定によって異

なるかを検討した。 

 CACICA で R6 と R7 の両方にコンピテンシーチェックに回答した学部生と大学院生のデータを抽出し、分析

の対象とした（N = 451）。対象者の多くは R6 時点の 1 年生であり（n = 256）、続いて 2 年生（n = 106）、３年

生（n = 87）と 4 年生（n = 2）であった。学年別の対象者数に偏りがあったため、学年別の分析を実施せず、

全学年を対象に分析を行なった。学部別では、191 名が文教育学部、92 名は理学部、118 名は生活科学部、32

名は共創工学部に所属していた。修士課程の大学院生は 18 名であった。 

 お茶大コンピテンシー10 のそれぞれについて、内的一貫性を確認し（表 5-2）、平均値を算出した。分析は R

の lmerTest パッケージと lmer 関数を用いた。 

5-1-2-1 年度による得点変化（R6～R7） 

 まず、R6 から R7 のコンピテンシーの伸びを確認するための分析を行なった。学生が R6 から R7 にかけて、

コンピテンシーを有意に伸ばしたことを仮説として設定し、コンピテンシー教育の効果を検証した。大学院生

を含めた全対象者（N = 451）のデータを用いて、R6 と R7 の各コンピテンシーの得点を従属変数とし、年度は

固定効果、個人はランダム効果として指定し、混合線形モデルを実施した。結果は表 5-3 に示す。他者理解力、

 α M SD α M SD α M SD F  

批判的思考力 0.47 4.53 0.65 0.56 4.56 0.73 0.57 4.78 0.65 0.05

協働力 0.81 4.16 1.03 0.84 4.21 1.09 0.77 4.41 0.94 0.81

創造的思考力 0.71 4.23 0.88 0.79 4.21 0.95 0.73 4.36 0.84 0.11

他者理解力 0.64 4.61 0.77 0.65 4.52 0.81 0.61 4.57 0.73 0.71

問題解決力 0.71 4.48 0.71 0.78 4.5 0.76 0.86 4.68 0.84 5.35 **

対人葛藤解決力 0.65 4.19 0.87 0.47 4.2 0.79 0.69 4.28 0.92 1.58

省察的思考力 0.82 4.12 0.9 0.84 4.1 0.98 0.86 4.16 1.04 1.43

自己制御力 0.59 3.78 0.92 0.68 3.66 1.11 0.68 3.64 1.07 1.69

内的統制感 0.74 4.47 0.9 0.87 4.17 1.17 0.87 4.18 1.17 0.47

エージェンシー 0.79 3.5 0.96 0.85 3.31 1.09 0.81 3.43 1.05 0.42  

R5 R6 R7 年度効果
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自己制御力、内的統制感以外の全てのコンピテンシーに、R6 から R7 への有意な向上がみられた。 

 

表 5-3 2 年間のコンピテンシーチェックの経年変化（R6-R7） 

注）b は年度の効果（非標準化回帰係数）を指す。 

*** p < .001. 

 

5-1-2-2 学部による伸びの違い（R6～R7） 

 学部によって授業で育成される期待が高いコンピテンシーが異なるため（第 4 章を参照）、学部による経年変

化の違いが認められるという仮説を検証した。具体的には、批判的思考力の伸びは特に文教育学部で顕著であ

り、問題解決力は理学部においてより顕著な伸びが確認されるという予想を立てた。 

 学部と年度の交互作用を固定効果として指定し、各コンピテンシーを従属変数とした混合線形モデルを実施

した。学部は、人数の多い生活科学部を参照カテゴリとし、ダミー変数としてモデルに投入した。対象者は大

学院生を除く 433 名であった。 

年度と学部の交互作用が有意であった結果を表 5-4 に示す。批判的思考力の場合、予想に反して、文教育学部

の伸びが生活科学部の伸びと比べて小さく、生活科学部の学生の批判的思考力の伸びは一番顕著であった。ま

た、問題解決力に対しては、どの交互作用も有意ではなかった。その一方で、協働力とエージェンシーの場合、

共創工学部の伸びが生活科学部に比べて有意に大きいことがわかった。履修授業だけではなく、学部によって

異なると考えられる課外活動での取組がコンピテンシーの伸び率に影響を与えた可能性がある。 

 

表 5-4 コンピテンシーに対する学部と年度の交互作用（有意な交互作用のみ） 

 批判的思考力 

b 
協働力 

b 
エージェンシー 

b 
年度 0.30 *** 0.25 ** 0.17  

文教育学部 0.26  0.14  0.04  

理学部 0.02  0.02  0.10  

共創工学部 0.21  -0.57  -0.21  

年度×文教育学部 -0.20 * -0.07  -0.06  

年度×理学部 -0.07  -0.11  0.06  

年度×共創工学部 -0.23  0.42 * 0.41 * 

* p < .05, ** p < .01, *** p < .001. 

 α M SD α M SD b  

批判的思考力 0.58 4.52 0.8 0.59 4.7 0.73 0.19 ***

協働力 0.77 4.2 1 0.73 4.43 0.91 0.24 ***

創造的思考力 0.67 4.15 0.87 0.7 4.35 0.82 0.2 ***

他者理解力 0.62 4.51 0.83 0.57 4.56 0.77 0.05

問題解決力 0.71 4.42 0.82 0.79 4.69 0.81 0.16 ***

対人葛藤解決力 0.44 4.24 0.81 0.55 4.37 0.84 0.13 ***

省察的思考力 0.79 3.99 1.01 0.82 4.15 0.99 0.15 ***

自己制御力 0.71 3.6 1.15 0.74 3.6 1.16 -0.01

内的統制感 0.8 4.18 1.05 0.83 4.22 1.02 0.05

エージェンシー 0.76 3.3 0.98 0.77 3.49 1.01 0.19 ***

R6 R7
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5-1-2-3 目標設定による伸びの違い（R6～R7） 

 CACICA では、学生が当該年度で伸ばしたいコンピテンシーを３つまで設定することができる。設定した目

標が CACICA の画面上に宣言として表示され、CACICA を利用するたびに、目標の意識化につながると考えら

れる。あるコンピテンシーを目標として設定した学生が、そうでない学生に比べて、そのコンピテンシーにお

いて、より大きな伸び率を示すことを仮説として設定し、各コンピテンシーに対する目標と年度の交互作用を

検討した。目標は、当該コンピテンシーを目標として選んだかどうかを示すダミー変数（目標設定あり＝１，

なし＝０）とし、分析に用いた。対象者は、R6 時に目標設定のデータがあった 336 名であった。 

分析の結果を表 5-5 に示す。すべてのコンピテンシーにおいて、目標設定の主効果と年度との交互作用が有意

であった。全体的に、あるコンピテンシーを目標として選んだ学生はそうでない学生に比べて、当初のコンピ

テンシー水準が低かった。このことから学生は意識的に自分の苦手な領域を選んで、コンピテンシーを伸ばそ

うとしていることが考えられる。また、交互作用も有意であったことから、あるコンピテンシーを目標として

選んだ学生は、そうでない学生に比べて、そのコンピテンシーをより大きく伸ばすことができた。つまり、目

標を意識し、その目標の達成に、CACICA の目標設定機能が効果的であったといえる。 

 

表 5-5 目標として設定したコンピテンシーと年度の交互作用 

 年度  

b 

目標設定 

b 

年度×目標設定 

b 

批判的思考力 0.11 ** -0.59 *** 0.32 *** 

協働力 0.14 ** -0.95 *** 0.36 *** 

創造的思考力 0.02  -0.69 *** 0.45 *** 

他者理解力 0.03  -0.76 *** 0.55 *** 

問題解決力 0.06  -0.74 *** 0.40 *** 

対人葛藤解決力 0.03  -0.55 *** 0.42 *** 

省察的思考力 0.02  -0.95 *** 0.50 *** 

自己制御力 -0.16 * -1.21 *** 0.31 ** 

内的統制感 -0.09  -1.27 *** 0.52 *** 

エージェンシー 0.03   -0.44 *** 0.38 *** 

* p < .05, ** p < .01, *** p < .001. 

 

5-1-3 R5～R7 の年度比較：1・3 年生のコンピテンシーチェック得点（横断的検討） 

 先に述べた分析結果は、コンピテンシーチェックを毎年回答している人の得点の伸びに関する検討、つまり

教育効果の縦断的検討であったが、ここでは年度別に回答者群を設定し、教育効果を横断的に検討した結果に

ついて報告する。 

 データは、R5～R7 年度の 3 年分のコンピテンシーチェック得点のうち、1・3 年生の回答を用いて、年度×

学年の二要因分散分析を実施した(表 5-6，表 5-7)。その結果、創造的思考力、問題解決力、内的統制感、エー

ジェンシーおよび省察的思考力において年度の主効果が有意であり、概して R6 年度に相対的に低い得点となる

傾向が認められた。一方、学年の主効果は自己制御力およびエージェンシーにおいて認められ、いずれも 1 年

生が 3 年生より高い得点を示していた。さらに、省察的思考力においては年度と学年の交互作用が有意であり、

学年によって年度変化のパターンが異なることが示された。具体的には、R5 年度および R7 年度では 1 年生と 3

年生の得点差はみられなかったのに対し、R6 年度では差が認められた。 

以上のように、能力によって異なるパターンがみられたものの、概して R6 年度のみが他年度より低い傾向が
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確認されており、この R6 年度の低さが年度差全体の特徴を形成している可能性が示唆された。また、R5 年度

の 1 年生と R7 年度の 3 年生は学齢段階として対応する集団であることを踏まえると（同一個体ではないが）、

R6 年度とそれ以外の年度との差異が比較的強く反映された結果である可能性も考えられる。今後、R8 年度の結

果を踏まえた継続的な検討が求められる。 

 

表 5-6 R5～R7 年度 1・3年生のコンピテンシーチェック得点の平均値と分析結果 

 

  

1，3年

全体
1年生 3年生

1，3年

全体
1年生 3年生

1，3年

全体
1年生 3年生

批判的思考力 平均値 13.70 13.78 13.61 13.52 13.53 13.50 13.77 13.66 14.05

標準偏差 2.25 2.19 2.32 2.39 2.40 2.36 2.24 2.18 2.36

協働力 平均値 12.96 12.94 12.98 12.59 12.54 12.69 12.72 12.59 13.04

標準偏差 2.78 2.86 2.68 2.99 3.03 2.93 2.95 2.99 2.85

創造的思考力 平均値 12.99 12.80 13.24 12.36 12.43 12.22 12.72 12.60 12.99

標準偏差 2.58 2.54 2.62 2.53 2.49 2.61 2.49 2.38 2.74

他者理解力 平均値 13.81 13.92 13.67 13.51 13.53 13.47 13.60 13.61 13.57

標準偏差 2.32 2.29 2.34 2.42 2.47 2.33 2.37 2.42 2.24

問題解決力 平均値 13.65 13.57 13.76 13.19 13.27 13.03 13.31 13.19 13.61

標準偏差 2.37 2.28 2.48 2.51 2.56 2.41 2.52 2.52 2.50

対人葛藤解決力 平均値 13.04 12.98 13.11 12.86 12.88 12.84 12.83 12.80 12.91

標準偏差 2.43 2.45 2.41 2.47 2.42 2.57 2.38 2.35 2.47

省察的思考力 平均値 12.58 12.41 12.80 11.94 12.12 11.59 12.04 11.94 12.28

標準偏差 2.77 2.70 2.85 2.97 2.92 3.04 2.90 2.88 2.93

自己制御力 平均値 10.88 10.96 10.77 10.50 10.75 10.02 10.71 10.76 10.60

標準偏差 3.32 3.19 3.47 3.50 3.35 3.72 3.31 3.30 3.36

内的統制感 平均値 12.94 13.15 12.66 12.53 12.58 12.45 12.83 13.00 12.44

標準偏差 3.03 2.86 3.22 3.10 2.95 3.36 3.06 2.98 3.22

エージェンシー 平均値 10.46 10.74 10.09 9.82 9.96 9.54 10.19 10.20 10.17

標準偏差 2.97 2.92 2.99 2.90 2.92 2.84 2.89 2.80 3.11

年度p <.01

n.s.

年度p <.01

学年*年度p <.05

学年p <.05

学年 p <.05

年度p <.01

学年p<.05

R5年度 R6年度

n.s.

n.s.

年度p <.01

n.s.

R７年度
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表 5-7 分散分析の結果（有意なもののみ） 

コンピテンシー 要因 F p ηp² 

創造的思考力 年度 10.61 < .001 .012 

問題解決力 年度 5.99 .003 .007 

省察的思考力 年度 10.03 < .001 .011 

 年度 × 学年 4.18 .015 .005 

自己制御力 学年 4.53 .033 .003 

内的統制感 学年 6.38 .012 .004 

エージェンシー 年度 7.29 < .001 .008 

 学年 6.14 .013 .004 

コンピテンシー 単純主効果 F p ηp² 

省察的思考力 24 年度(1 年＞3

年) 

4.24 .040 .002 

 3 年 生 （R5＞

R6、R7＞R6） 

9.94 < .001 .011 

注 ηp² = partial eta squared 

 

5-1-4 課外活動と伸ばしたいコンピテンシーの対応に関する探索的検討 

 CACICA では、学生がコンピテンシーを伸ばすための行動計画を入力することができるようになっており、

取り組む活動や伸ばしたいコンピテンシーを選択してから、自由記述で行動計画を記入できる機能が搭載され

ている。R7 において、学生がどのような課外活動でどのようなコンピテンシーを伸ばそうとしたのかを探索的

に検討するために、行動計画と伸ばしたいコンピテンシーに関する分析を行った。 

 R7 の行動計画（授業以外）を CACICA に入力した学生（N=299 名; 文教育学部 105 名、理学部 41 名、生活

科学部 75 名、共創工学部 21 名、大学院生 57 名；1 年生 125 名、2 年生 65 名、3 年生 32 名、4 年生 20 名）の

入力データ（390 件）を分析の対象とした。なお、行動計画は、複数入力が可能のため、同じ学生が入力した複

数の記録データが存在する。 

 まず、R7 に入力された行動計画のうち、一番多かった課外活動は部活動・サークルであり（18％）、続いて自

己学習（16％）、アルバイト（14％）、資格取得（10％）、一人暮らし・寮生活（8%）、海外留学（7％）、その他

（27％）であった。また、これらの活動を通して伸ばしたいコンピテンシー（複数選択可能）のうち、一番多

く選択されたのは自己制御力（43％）であり、続いて協働力（32％）、問題解決力（28％）、他者理解力（24％）、

対人葛藤解決力（21％）、内的統制感（20％）、エージェンシー（20％）、省察的思考力（20％）、創造的思考力

（19％）、と批判的思考力（13％）であった。 

 学生が、どの課外活動を通して、どのコンピテンシーを伸ばしたいと思うかについて確認するために、選択

された課外活動と伸ばしたいコンピテンシーに関するコレスポンデンス分析を実施した。分析には、R の

FactoMineR パッケージを用いた。結果は図 5-1 に示す。図 5-1 からは、まず、アルバイトと部活・サークルの

近くには、対人関係スキルである他者理解力と対人葛藤解決力が示されており、学生は、他者と関わることの

多いサークル活動やアルバイトにおいてこれらの社会的スキルを伸ばせることを期待していることがわかる。

また、自己学習が省察的思考力や批判的思考力の近くに位置しており、勉強がこれらの認知能力の育成につな

がると考えられている。また、一人暮らしと資格取得は内的統制感と自己制御を伸ばせる活動として認識され

ていることが明らかになった。このことから、対人スキルは、他者との相互作用が密であるサークルやアルバ
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イト、認知スキルは学習活動、自己管理や自信に関わるスキルは一人暮らしの生活、また、目標達成が明確で

自己成⾧につながる資格取得を目指す活動を通して伸ばせることが考えられる。 

 

図 5-1 コンピテンシーを伸ばすための課外活動と伸ばしたいコンピテンシー（コレスポンデンス分析） 

 

5-2 4 年生調査による 4 年間の成⾧実感の年度比較（横断的検討） 

 次に、毎年年末(11～12 月)に 4 年生を対象に実施している調査での、「お茶大コンピテンシー10 に対する 4 年

間での伸びの実感」について報告する。10 の資質・能力についての伸びを、「伸びていないと思う」（1 点）、

「少し伸びたと思う」（2 点）、「ある程度伸びたと思う」（3 点）、「大いに伸びたと思う」（4 点）として尋ね、得

点化した 3 年分のデータについて、年度×学部の 2 要因分散分析を行った(表 5-8, 5-9)。 

 その結果、年度の主効果はいずれの尺度においても有意ではなかったものの、批判的思考力および問題解決

力では年度×学部の交互作用が有意であり、特に生活科学部において R7 年度の得点が R6 年度または R5 年度

より高い傾向が確認された。この結果は、年度全体に共通する一様な上昇というよりも、学部や尺度によって

異なる変化が生じていることを示している。 

  

表 5-8 年度×学部の二要因分散分析における有意な結果 

尺度 
有意だった 

要因 
df1 df2 F p ηp² 

批判的思考力 学部 2 402 4.48 .012 .022 

批判的思考力 年度 × 学部 4 402 2.49 .043 .024 

創造的思考力 学部 2 402 3.73 .025 .018 

他者理解力 学部 2 402 6.99 .001 .034 

問題解決力 学部 2 402 3.75 .024 .018 

問題解決力 年度 × 学部 4 402 2.52 .041 .024 

自己制御力 学部 2 402 3.40 .034 .017 

注 ηp²  = partial eta squared（偏イータ二乗）。 
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表 5-9 多重比較および単純主効果の有意な結果 

A. 学部主効果に関する多重比較（Tukey HSD） 

尺度 要因 有意差 平均値差 p 

批判的思考力 学部 文教育学部 > 生活科学部 .256 .021 

他者理解力 学部 文教育学部 > 理学部 .300 .011 

他者理解力 学部 文教育学部 > 生活科学部 .289 .011 

 

B. 交互作用が有意だった尺度における単純主効果およびペア比較 

尺度 単純主効果 条件 df1 df2 F p ηp² 有意なペア比較 

批判的思考力 学部ごとの年度差 生活科学部 2 402 3.40 .034 .017 R7 > R6（平均値差=.461, p=.010） 

批判的思考力 年度ごとの学部差 R6 2 402 6.95 .001 .033 
文教育学部 > 生活科学部（平均値差

=.623, p<.001）；理学部 > 生活科学部

（平均値差=.579, p=.003） 

問題解決力 学部ごとの年度差 生活科学部 2 402 3.22 .041 .016 R7 > R5（平均値差=.427, p=.029） 

問題解決力 年度ごとの学部差 R6 2 402 4.27 .015 .021 
理学部 > 生活科学部（平均値差=.542, 

p=.004） 

注 単純主効果は、年度×学部の交互作用が有意だった尺度について、1 変量検定が有意だった条件のみを掲載した。 

 

5-3 学生相互評価による横断的検討：同学科・専攻内でコンピテンシーが高い学生の割合 

 コンピテンシーチェックは自己評価尺度であるが、他者評価による測定も行っている。学生相互評価はその

１つであり、コンピテンシーチェックの協働力・他者理解力・対人葛藤解決力の項目を参考に作成した評価項

目を用いて、回答者である学生と同じ学科・専攻に在籍する学生で、項目に示されるコンピテンシーの高い行

動がみられる人がどれくらいいるかを評価させた（留学生と自身は除外とした）。 

R7 の回答者数は 143 で、回収率は 31％であった。Ｒ5～Ｒ7 の 3 年間のデータについて、年度×学部の 2 要

因分散分析を行ったところ(表 5-10, 5-11)、協働力、他者理解力、対人葛藤解決力のいずれも、平均値としては

R5 年度より R6・R7 年度で高い値を示していたが、年度の主効果はいずれも有意ではなかった。一方、協働力

では年度×学部の交互作用が有意であり、文教育学部において R6 年度および R7 年度が R5 年度より高く、ま

た R7 年度では文教育学部が理学部より高い値を示していた。これらの結果から、学生相互評価では、限定的な

効果ではあるが、協働力については一部の学部で上昇傾向がみられる可能性が示唆された。 

 

表 5-10 年度別 同学科・専攻のコンピテンシーが高い学生の割合と分析結果 

コンピテンシー  R5 年度 R6 年度 R7 年度 検定 

協働力 平均値 0.25 0.39 0.39 年度×学部 p < .05 

 標準偏差 0.29 0.36 0.33  

他者理解力 平均値 0.31 0.41 0.42 n.s. 
 標準偏差 0.31 0.34 0.34  

対人葛藤解決力 平均値 0.28 0.36 0.38 n.s. 
 標準偏差 0.28 0.33 0.32  
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表 5-11 協働力における単純主効果 

条件 F p 有意なペア比較 

文教育学部における年度差 8.79 < .001 R6 > R5；R7 > R5 

R7 年度における学部差 3.32 .038 文教育学部 > 理学部 

 

5-4 教員評価による横断的検討：3 年生受講者に対するコンピテンシー評価 

他者評価は、もう１つ、教員評価も実施している。各学部学科で評価を担当する教員と授業を選出し、3 年生

の受講者の授業態度やレポート、発表などについて、バリュールーブリック（AAC＆U, n.d.）に基づいて作成

した 4 種のコンピテンシーの項目（令和 5 年年次報告書第 8 章 8-1-3参照）を用いて評価を実施した（表 5-12）。

これについても、Ｒ5～Ｒ7 の 3 年分のデータについて、年度×学部の 2 要因分散分析を実施したところ、いず

れのコンピテンシーにおいても有意な結果は認められなかった。昨年度と同様、これにはサンプル数の少なさ

による検出力の低さが影響している可能性が考えられる。 

 
表 5-12 教員による学生のコンピテンシー評価の結果 

年度  批判的思考力 創造的思考力 問題解決力 協働力 

R5 年度 平均値 0.35 0.27 0.25 0.32 

 標準偏差 0.30 0.30 0.28 0.34 
R6 年度 平均値 0.45 0.36 0.35 0.44 

 標準偏差 0.27 0.23 0.27 0.23 
R7 年度 平均値 0.32 0.33 0.32 0.42 

 標準偏差 0.23 0.32 0.26 0.37 

 

5-5 GPS Academic による問題解決力の検討：年度比較と 2 回受検者の変化 

 GPS Academic とは、ベネッセ社による問題解決力を測定するテストである。このテストで測定されるコンピ

テンシー得点は、コンピテンシー教育の影響で年々高くなると予想されることから、実施年度の効果を検証し

た。 

テストは問題解決に必要な３つの能力（批判的思考力・協働的思考力・創造的思考力;表 5-13 を参照）を測定

するもので、選択式と記述式からなり、前者が客観評価で、後者がルーブリックによる他者評価と捉えられる

ものである。このテストは、ウェブ上の特設サイトで受検でき、受検者はそこに表示される音声や動画を用い

た問題を制限時間内に解くことになっている（制限時間を過ぎると自動的に次の問いが表示される）。また、受

検後には、テスト結果のレポートが特設サイトから入手できるようになっている。受検料は研究所払い（無料）

とし、受検希望者は研究所から対象の学年に直接メールを送付して公募した。 
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表 5-13 GPS Academic テストで測定される能力 

思考力 

選択式・記述式テスト 

スコアは偏差値 

批判的思考力 

必要な情報を取り出し、いろいろな観

点から考え、自分の考えを筋道を立て

て説明するための思考力 

・情報を抽出し吟味する 

・論理的に組み立てて表現する 

協働的思考力 

他者との共通点・違いを理解し、合意

を得たり、気づきを得たりして人と関

わりあうための思考力 

・他者との共通点・違いを理解する 

・社会に参画し人と関わる 

創造的思考力 

情報をつないだり、別の場面に応用し

たりすることで、問題を見つけ新たな

解決策を生み出す思考力 

・情報を関速づける・類推する 

・問題をみいだし解決策を生み出す 

 

R7 の６月下旬から 7 月中旬にかけて、学部２・３年生合計 65 名（2 年生 43 名、3 年生 22 名；文教育学部 28

名、生活科学部 17 名、理学部 12 名、共創工学部 8 名）に実施した。記述式テスト未受検であった 2 年生 1 名

を除き、64 名は選択式と記述式テストの両方を受検した。R7 の受検結果を含む分析結果を表 5-14 に示す。各

テストスコアの記述統計量を確認すると、すべてにおいて本学の受検者は偏差値 50 を超える得点を獲得してい

ることがわかる。つまり、同じテストを受けた全受検者の中でも、コンピテンシーレベルが平均よりも高い。 

R5-R7 の得点を従属変数とし、実施年度と学年の交互作用を検討するために、2 要因分散分析を実施した。分

析の際、テストを 2 回受検した学生のデータを除外し、合計 200 名のデータを用いた。結果を表 5-14 に示す。

学年の主効果と交互作用はいずれも有意ではなかった。年度の主効果は選択式テストの総合スコア、協働的思考

力と創造的思考力において有意であり、いずれも R7 が R5 に比べて高い得点であった。その一方で、記述式テ

ストにおいても有意な年度の主効果が認められたが、結果は予想に反するものであった。具体的に、記述式テ

ストの総合スコア、批判的思考力と協働的思考力は R5 に比べて、R7 の得点が低かった。 
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表 5-14 GPS Academic スコアに対する実施年度と学年の 2 要因分散分析の結果 

    R5（n=99)   R6 (n=41)    R7 (n=60)    年度 学年 
学年 x 

年度 

選択式テスト   全体 2 年生 3 年生   全体 2 年生 3 年生   全体 2 年生 
3 年

生 
  

F 
（2,195） 

F 
（1,195） 

F 
（2,195） 

総合スコア M 57.76a 56.74 59.34   59.89ab 59.10 60.73  62.93b 63.75 61.03  6.57 ** 0.15  1.46  

 SD 8.18 7.82 8.59   10.85 10.02 11.86  8.73 9.58 5.82       

批判的思考力 M 58.43 57.45 59.93   57.98 59.65 56.24  59.86 60.37 58.58  0.83  0.01  2.33  

 SD 8.58 8.19 9.04   8.09 8.01 8.01  7.28 7.95 5.17        

協働的思考力 M 57.88a 58.03 57.65   60.57ab 59.81 61.38  62.21b 62.82 60.69  4.32 * 0.09  0.45  

 SD 8.83 9.24 8.28   9.64 9.21 10.25  9.48 9.70 8.98       

創造的思考力 M 57.88a 56.95 59.33   55.31a 53.85 56.85  64.37b
 64.13 64.98  10.99 *** 1.89  0.13  

  SD 10.99 11.72 9.72   10.46 10.04 10.93   9.34 10.39 6.15             

記述式テスト                           
F
（2,193） 

F
（1,193） 

F
（2,193） 

総合スコア M 62.46a 64.03 60.04   57.50ab 56.75 58.33  56.21b 55.23 58.86  6.97 ** 0.06  2.18  

 SD 10.81 11.93 8.37   10.13 11.37 8.78  11.95 11.79 12.35       

批判的思考力 M 68.69a 70.42 66.03   63.13ab 60.71 65.79  62.29b 61.63 64.06  4.26 * 0.06  1.78  

 SD 13.99 14.91 12.15   16.97 16.90 17.10  14.21 13.75 15.73       

協働的思考力 M 62.63a 62.92 62.18   51.88b 52.38 51.32  55.08b 54.07 57.81  7.28 *** 0.02  0.32  

 SD 16.12 17.52 13.90   16.40 17.51 15.53  17.85 18.84 15.05       

創造的思考力 M 56.06 58.75 51.92   57.50 57.14 57.89  51.27 50.00 54.69  2.23  0.82  2.17  

  SD 16.79 17.72 14.49   15.19 17.93 11.94   16.36 16.37 16.38               

注）2 回受検した学生のデータを除外した（R6 n = 22, R7 n = 5）。 

 異なる添え字の平均値は、Tukey 検定で有意に異なる。 

* p < .05, ** p < .01, *** p < .001.  
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GPS Academic テストを 2 回受検した学生のみを対象に（R5 n = 22, R6 n = 5）、個人内の得点の変化につい

ても分析を行なった。テスト受検の 1 回目と 2 回目の成績を従属変数とし、対応あり t 検定を実施した結果を表

5-15 に示す。まず、選択式テストの総合スコアにおいては、有意傾向ではあるが、得点の向上がみられた。つ

まり、学生は 2 回目にテストを受検したとき、1 回目に比べて、より高い得点を取得する傾向にあり、個人内の

コンピテンシー向上を支持するエビデンスが得られた。その一方で、記述式テストの総合スコアと協働的思考

力スコアにおいては、得点の低下傾向がみられた。R5 から R7 の得点低下の理由は、本学の受検者にとって、

R7 の記述式テストがより難しくなっていた可能性が考えられる。 

 

表 5-15 GPS Academic 2 回受検者の成績 

†p < .10, * p < .05.  

 

5-6 PROG によるジェネリックスキルの検討：R7 年度結果と R6 年度参考比較 

リアセック社製の PROG リテラシーテストは、ジェネリックスキルを測定する客観的指標である。リテラシ

ーテストでは実践的に問題を解決に導く力として、４つの能力（表 5-16）を測定している。テストには、回答

の総時間の制限が設けられており、決められた時間が過ぎると強制終了となる。受検はウェブ上の特設サイト

で可能であり、受験後にはそこでテストレポートの受け取りができるようになっている。テスト結果には、リ

テラシー総合スコア（7 段階）、４能力それぞれのスコア（5 段階）、また、情報分析力の一部を構成する言語処

理能力と非言語処理能力のそれぞれのスコア（5 段階）が表示される。 

    

   t  (26)

選択式テスト  1回目 2回目 1回目 2回目 1回目 2回目  

総合スコア M 59.86 62.73 58.99 65.11 59.73 63.17 1.79 †

SD 9.24 8.82 5.77 10.36 8.73 8.96

批判的思考力 M 59.43 61.32 56.55 60.06 59.01 61.08 0.96

SD 8.87 7.00 6.08 11.70 8.48 7.80

協働的思考力 M 57.77 60.34 62.46 63.22 58.47 60.87 1.22

SD 8.36 6.91 9.03 8.78 8.45 7.19

創造的思考力 M 58.08 58.21 56.85 65.52 57.90 59.57 0.63

 SD 11.30 8.52 7.75 4.21 10.73 8.35   

記述式テスト          

総合スコア M 65.22 62.12 64.59 53.33 65.12 60.49 1.75 †

SD 9.94 9.53 10.49 12.64 9.82 10.49

批判的思考力 M 69.57 67.05 56.25 60.00 67.59 65.74 0.35

SD 16.78 17.91 23.94 22.36 18.10 18.54

協働的思考力 M 66.30 59.09 68.75 55.00 66.67 58.33 2.20 *

SD 12.17 16.45 12.50 20.92 12.01 16.98

創造的思考力 M 59.78 60.23 68.75 45.00 61.11 57.41 1.07

 SD 14.58 12.58 12.50 11.18 14.43 13.54   

1回目の受検年度

全体 (n =27)R5（n =22) R6 (n =5)
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表 5-16 PROG のリテラシーテストで測定される能力 

能力 内容 
情報収集力 課題発見・課題解決に向けて、幅広い観点から適切な情報元を見定め、適切な手段を用い

て情報を収集・調査し、それらを適切に整理・保存する力 

情報分析力 事実・情報を思い込みや憶測ではなく、客観的にかつ多角的に整理・分類し、それらを統
合して隠れた構造をとらえ、本質を見極める力 
言語処理能力と非言語処理能力を含む 

課題発見力 様々な角度、広い視野から現象や事実をとらえ、それの背景に隠れているメカニズムや原
因について考察し、解決すべき課題を発見する力 

構想力 様々な条件・制約を考慮しながら問題解決までのプロセスを構想し、その過程で想定され
るリスクや対処方法を構想する力 

  

R7 の 11 月上旬から中旬にかけて、学部 2 年生合計 64 名（文教育学部 27 名、理学部 15 名、生活科学部 13

名、共創工学部 9 名）に実施した。受検料は研究所払い（無料）とし、受検希望者は研究所から対象の学年に

直接メールを送付して公募した。R7 の結果を表 5-17 に示す。R7 全受検者の総合スコアの平均値は、7 段階評価

で 6.4 であり、国公立大学 3 年女性の平均スコア（M = 5.1）よりも高い水準であるといえる。なお、表 5-17 に

R6 の結果も参考のために示すが、R6 と R7 の受検生の学年が異なるため、直接な比較は慎重に行う必要がある

と考えられる。 

 
表 5-17 PROG の各能力得点の平均値と標準偏差 

 R6 (3 年生) 

n = 31 

 R7 (2 年生) 

n = 64 

 M SD  M SD 

リテラシー総合（7 段階） 6.55 0.72  6.42 1.05 

４つの力（5 段階）      

情報収集力 4.58 0.56  4.53 0.85 

情報分析力 4.35 0.61  4.34 0.74 

課題発見力 3.81 0.95  4.38 0.86 

構想力 4.26 0.51  4.38 0.81 

処理能力（5 段階）      

言語処理能力 4.29 0.64  4.22 0.84 

非言語処理能力 4.74 0.77  4.52 0.80 

 

5-7 まとめ 

以上の分析結果の概要を、表 5-18 に示す。全体として、自己報告式のコンピテンシーチェックでは、R6 から

R7 にかけて複数のコンピテンシーで有意な上昇が確認され、学生が目標として設定したコンピテンシーほど伸

びが大きいことも示された。また、横断的検討でも、R6 年度に相対的に低かった得点が R7 年度には回復する

傾向がみられ、4 年間の伸びの実感や学生相互評価でも一部の尺度・学部で上昇傾向が認められた。これらは、

コンピテンシー教育や CACICA の活用が学生のコンピテンシー形成に一定程度寄与している可能性を示す結果

である。 

一方、3 年間の同一個人追跡や教員評価では有意差は確認されず、外部テストでは選択式と記述式で結果が分

かれた。したがって、教育効果を断定するには慎重さを要するが、自己評価・学生相互評価・外部テストの一
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部で肯定的な変化が確認されたことから、教育効果が徐々に表れつつある可能性が考えられる。最終年度とな

る来年度も、今回と同様に、自己評価・他者評価等多数の測定結果を総合して教育効果を検討することが望ま

れる。 
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表 5-18  本節の検討点と各分析結果の概要 

5-1 コンピテンシーチェックによる教育効果の検討 結果の概要 

縦断的検討 
5-1-1 R5～R7 の 3 年間追跡：同一学生

の得点変化 

有意差なし 

 

5-1-2 R6～R7 の 2 年間追跡：同一学生

の得点変化と関連要因 

① 年度による得点変化 

② 学部による伸びの違い 

③ 目標設定による伸びの違い 

①直近 2 年間の同一個人の追跡調査では、他者理解

力、自己制御力、内的統制感以外の全てのコンピテ

ンシーに、R6 から R7 への有意な向上がみられた。 

②批判的思考力については、文教育学部の伸びが生

活科学部の伸びと比べて小さく、生活科学部の学生

の批判的思考力の伸びは一番顕著であった。協働力

とエージェンシーについては、共創工学部の伸びが

生活科学部に比べて有意に大きかった。 

③すべてのコンピテンシーにおいて、目標設定の主

効果と年度との交互作用が有意であった。 

横断的検討 
5-1-3 R5～R7 の年度比較：1・3 年生

の得点 

主効果や交互作用などがみられたが、概して R6 年

度のみが他年度より低い傾向が確認されたように見

受けられる。 

探索的検討 
5-1-4 課外活動と伸ばしたいコンピテ

ンシーの対応 

学生は、他者と関わることの多いサークル活動やア

ルバイトにおいて他者理解力と対人葛藤解決力が伸

ばせると期待していることなどが示唆された。 

5-2 4 年生調査による 4 年間の成⾧実感の年度比較

（横断的検討） 

批判的思考力および問題解決力では年度×学部の交

互作用が有意であり、特に生活科学部において R7

年度の得点が R6 年度または R5 年度より高い傾向

が確認された。 

5-3 学生相互評価による横断的検討 

年度と学部の交互作用はみられ、文教育学部におい

て R6 年度および R7 年度が R5 年度より高く、また

R7 年度では文教育学部が理学部より高い値を示し

ていた。 

5-4 教員評価による横断的検討 有意差なし 

5-5 GPS Academic による問題解決力の検討（年度比

較・2 回受検者の変化） 

①年度の主効果は選択式テストの総合スコア、協働

的思考力と創造的思考力において有意であり、いず

れも R7 が R5 に比べて高い得点であった。その一

方で、記述式テストにおいては有意な年度の主効果

が認められたが、総合スコア、批判的思考力と協働

的思考力は R5 に比べて、R7 の得点が低かった。 

②選択式テストの総合スコアにおいては、有意傾向

ではあるが、得点の向上がみられた。記述式テスト

の総合スコアと協働的思考力スコアにおいては、得

点低下がみられた。 

5-6 PROG によるジェネリックスキルの検討 
サンプルの学年が異なるため統計的検定は行ってい

ない。 
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6. 学士・博士一貫コンピテンシー育成モデル構築に向けた基礎的整理 

本稿の目的は、本学における学士・博士課程一貫の能力開発モデルの構築に向けて、考慮されるべき論点を

整理し、国内外の研究及び政策動向、ならびに実践事例から参考にすべき知見を抽出することにある。現在、

日本の大学教育では、学士課程から大学院博士課程に至るまで、学修者が何を知っているかだけでなく、知

識・技能・態度・価値観をどのように組み合わせ、いかなる文脈で成果として発揮できるかが問われている。

この能力観は、初等中等教育における「資質・能力の三つの柱」、学士課程教育における「学士力」や「社会人

基礎力」に通底したものであり、博士課程教育においても各大学及び各教育組織が育成する資質・能力を定め、

入学から卒業まで一貫性をもって獲得させていく教育改革が求められている（中央教育審議会, 2008；中央教育

審議会, 2018；文部科学省, 2024）。 

本稿では、まず 6-1 において、日本の大学教育における能力開発に関する政策動向と、本学におけるコンピテ

ンシー育成にかかる現状について概観し、一貫モデル構築に向けた論点を整理する。続く 6-2 では、コンピテン

シーとトランスファラブルスキルの概念を整理したうえで、国内外の研究者育成フレームワーク及び先進事例か

ら、既に導入している本学のコンピテンシー育成システムを進化させるために考慮すべき点を考察する。最後に

6-3 では、得られた知見を踏まえ、本学における学士・博士課程一貫コンピテンシー育成モデルの構築に向けた

基本的な方向性と今後の課題について述べる。 

6-1 問題と目的 

6-1-1 教育改革の重要概念として注目される「資質・能力」 

「資質・能力」は、初等中等教育から高等教育、すなわち小学校から大学院博士課程までを貫く、現在の教

育改革における最も重要な概念の一つである（松下, 2016）。この「新しい学力」とも「新しい能力」とも呼ば

れる資質・能力重視の流れは、初等中等教育においては、学習指導要領に「資質・能力の三つの柱」として、

①知識・技能、②思考力・判断力・表現力等、③学びに向かう力・人間性等が掲げられ、すべての学校におい

て学習目標や指導案、評価に用いられる標準的な観点となった。 

他方、大学教育においては、三つのポリシー、すなわちディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、

アドミッション・ポリシーの策定・公表が制度化され、各大学及び各教育組織が育成する資質・能力を定め、

入学から卒業まで一貫性をもって獲得させていくことが求められている（中央教育審議会, 2018）。とりわけ、

資質・能力の「汎用性」が強調されている点が特徴的である（松下, 2019）。たとえば、経済産業省が提唱した

「社会人基礎力」は、前に踏み出す力、考え抜く力、チームで働く力という 3 つの能力と 12 の能力要素から構

成されており、文部科学省が提唱した「学士力」においても、汎用的技能、態度・志向性、統合的な学習経験

と創造的思考力など、分野を越えて活用されうる要素が多分に取り入れられている（経済産業省, 2006；中央教

育審議会, 2008）。杉谷（2019）の調査によれば、こうした汎用的な能力の育成がディプロマ・ポリシーに記載

されていた大学の割合は 2018 年時点で 7 割を超えており、学士課程教育においては、汎用的な資質・能力の涵

養がカリキュラムデザインの重要な要素の一つとなっていることがわかる。 

 

6-1-2 急がれる博士課程の教育改革 

このような流れの中で、とりわけ注目が集まっている課題の一つに、大学院博士課程において育成されるべ

き資質・能力に関する議論がある。2024 年度に打ち出された「博士人材活躍プラン～博士をとろう～」では、

博士は社会全体の成⾧・発展をけん引することができる重要な存在であり、諸外国では博士人材が量的に拡大

しているにもかかわらず、日本では博士号取得者数が伸び悩んでいることが課題の１つとして抽出された。その
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うえで、2040 年までに人口 100 万人当たりの博士号取得者数を 2020 年度比で約 3 倍に引き上げることが達成

すべき目標として掲げられた（文部科学省, 2024）。 

同プランの政策ビジョンは、「博士人材がアカデミアのみならず、多様なフィールドで活躍する社会の実現」

である。そこでは、「社会で広く活用できる汎用的なスキル（トランスファラブルスキル）教育」を実施する大

学院を、2030 年度までに 2020 年度の 39％から 80％まで引き上げることがアウトプット指標の 1 つとして掲げ

られている（図 6-1）。したがって各大学院には、専門分野の深い知識に加え、分野横断的に課題を発見・解決

し、新たな価値を創出する汎用的能力を育成することが強く求められるに至っている。 

さらに、博士課程教育における汎用的能力の育成は、学士課程教育との「接続」が強調されている。中央教

育審議会大学分科会は、博士課程教育のあるべき姿として、大学院が「知のプロフェッショナル」を育成する

中核的役割を担うこと、学士課程教育の段階で修得すべき普遍的なスキル・リテラシーを高い水準で実装する

こと、さらに大学院でこそ身に付けることが期待される社会を先導する力やトランスファラブルな力を育成す

ることを求めている（文部科学省, 2019）。つまり、博士課程における能力育成は、学士課程教育に求められる

基盤的な資質・能力をより高度に修得させることに加え、博士課程修了者に求められる力を社会的ニーズを踏

図 6-1 「博士人材活躍プラン」に示されたアウトプット指標（KPI）（出典：文部科学省, 2024） 

図 6-2  SPRING 公募要領に示されたキャリア開発・育成コンテンツ例（出典：科学技術振興機構, 2026） 
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まえて新たに捉え、付加することが期待されていると考えられる。 

このような政策的背景のもと、各大学または大学内の教育組織やプロジェクト単位で、博士課程で育成され

るべき能力を可視化し、それに対応する教育コンテンツを開発する取組が活性化している。たとえば、JST が実

施する「次世代研究者挑戦的研究プログラム（SPRING）」の令和 9 年度募集要項では、博士後期課程学生が将

来多様なキャリアにおいて活躍するために求められるコンピテンシーを育成するキャリア開発コンテンツを用

意することが求められている（図 6-2）。ちなみに、SPRING 公募要領では、コンピテンシーの例として「研究

力」「国際性」「コミュニケーションスキル」「人間力」「他者への影響力・ネットワーク」「キャリア開発」「起

業力」が挙げられている。これらは、単一の技能というよりも、いくつもの能力・資質を包括した大きな概念

として記されている点に特徴がある。また、同要項では、キャリア開発コンテンツを構成するいくつかの要素

の１つとして「トランスファラブルスキルの習得に関する企画」が位置付けられており、コンピテンシーがト

ランスファラブルスキルを含む概念として捉えられていると解釈されうる記述となっている点にも着目しておき

たい（科学技術振興機構, 2026）。 

 

6-1-3 本学におけるコンピテンシー・ベース教育の現状 

6-1-3-1「お茶大コンピテンシー10」の設定とディプロマ・ポリシーへの取り込み 

さて、本学においても、コンピテンシー・ベース教育の推進は第四期中期に達成すべき教育目標の一つとし

て位置づけられ、学士課程、博士課程の双方で育成すべき能力の枠組み整理を進め、具体的な施策や教育プロ

グラムの開発及び実装が進められてきた。 

第一に、「お茶大コンピテンシー10」の設定がある。本学では、従来から育成すべきコンピテンシーが設定さ

れていたが、それは主に就業力育成の文脈で行われていたものであり、育成のリソースもキャリアデザインプ

ログラムに指定された、いくつかの授業が中心的に担う構造を持つものであった。これに対し、「お茶大コンピ

テンシー10」は、OECD Learning Compass 2030 における「変革をもたらすコンピテンシー」等を参考に、本

区分 コンピテンシー名 概要

自分の意見や考えを、意識的に見直す力

自分の意見とは違う様々な意見を検討したり、意見に確かな根拠があるかを考える力

創造的思考力 新たな価値や優れた考えを生み出す力

協働力 個人では得がたい成果をグループ全体で得るために、役割分担したり、助け合ったりする力

問題解決力 実際に起きた問題で、解決の道筋が明らかでないものを改善・解決できる力

他者理解力 様々な他者の立場や考え方などを推測したり、理解する力

対人葛藤解決力 他者との意見や価値観の対立を解決する力

省察的思考力 自らの活動を振り返って気づきを得る力

内的統制感
自分自身の行動がある成果や結果をもたらすという期待。自分でもがんばれば、様々な成果
が得られるという感覚を持つこと。

自己制御力 望ましい目標を追求し、望ましくない目標追求を抑制する力

エージェンシー 社会に望ましい変化をおこすために、自分で目標を設定し、振り返り、責任をもって行動する力

新たな価値
を創造する

力

批判的思考力

対立や
ジレンマに
対処する力

責任ある
行動を
とる力

表 6-1 「お茶大コンピテンシー10」の区分と概要 
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学が教育目標として掲げる「世界の人々と協働し、生涯にわたりより良い未来の創造に向けた変革を起こすグ

ローバル女性リーダー」として身に付けるべき資質・能力等を可視化したものである。「新たな価値を創造する

力」として批判的思考力、創造的思考力、協働力、「対立やジレンマに対処する力」として問題解決力、他者理

解力、対人葛藤解決力、「責任ある行動をとる力」として省察的思考力、内的統制感、自己制御力、エージェン

シーの３カテゴリ 10 コンピテンシーで構成され、学士課程から博士課程まで一貫して育成するものとして設定

されている（表 6-1）。 

第二に、「お茶大コンピテンシー10」の学士課程ディプロマ・ポリシーとシラバスへの組み込みである。本学

では、コンピテンシーを「課題を発見し知識やスキルを状況に応じて組み合わせるなどして、社会の場で成果

をあげる包括的能力とその行動特性」と定義したうえで、学士課程の教育目標として、教養知と専門知に実践知

を結びつけるコンピテンシーを育み、それらを実装する総合知によって社会を革新する人材を養成することを

掲げてきた。その教育目標と連動する形で、シラバスの改訂を行い、その授業で育成が期待されるコンピテン

シーをシラバスに明記し、学生に対してはガイダンスや授業を通じて学び方改革を、教員に対しては FD 研修会

等を通じて教育手法の改善を促すことで、コンピテンシー・ベース教育の実質化に努めてきた。さらに、コン

ピテンシーを育成するための有力な手法の１つとされているアクティブラーニング技法の授業への組み入れが

推奨され、すでに約 9 割の授業で育成が期待されるコンピテンシーの設定がなされ、約 7 割の授業で何らかの

アクティブラーニング技法が取り入れられるに至っている。 

6-1-3-2 博士課程教育改革プロジェクト「T-COCOA」における能力開発 

第三に、博士課程教育改革プロジェクト「T-COCOA」における能力開発である。博士課程においては、

2025 年度から T-COCOA プロジェクトにおいて、次代を担う女性博士を社会に輩出することを目標とした大学

院教育改革の試行的取組が加速している。T-COCOA プロジェクトは、JST 次世代研究者挑戦的研究プログラム

（SPRING）に採択された「革新」×「共創」で未来を拓く女性博士育成プロジェクト（Transformative Co-

Creation and Optimization in Career Opportunities for Advanced Scholars）の略称である。T-COCOA のコンセ

プトは、文字通り「革新」と「共創」を世界にもたらしうる女性博士人材の育成であり、学術的知の継承と発

展を担う Science for science（知のための知）に加え、知を社会において活用する Science for society（社会のた

図 6-3  T-COCOA プロジェクトの概念図 
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めの知）を体現する人材育成機能の循環サイクルを回し、「社会と接続した博士教育モデル」を構築・試行し、

全学へ展開する構想である（図 6-3）。 

さらに、T-COCOA プロジェクトの目標は、学士課程から博士後期課程までを見通したコンピテンシー育成

モデルを構想するうえで、重要な基礎的視点を提供するものである（表 6-2）。第一に、本プロジェクトは、次

代を担う女性博士人材の育成を掲げ、専門分野における高度な知の創出能力に加えて、分野横断的な視点や社会

課題への感度を重視している。このことは、博士課程で求められる能力を、学術的専門性の深化に限定せず、社

会的価値の創出に結びつく汎用的・横断的能力として整理する必要性を示している。第二に、学士課程との接

続を強化するという目標は、博士課程で育成する力を学士課程から段階的かつ連続的に位置づけることの重要

性を示す。第三に、研究と社会を架橋する博士教育システムの高度化や、多様なキャリアパスの促進は、コンピ

テンシー育成モデルにおいて、研究遂行能力だけでなく、社会の多様な文脈で知を活用する力、他分野・他機

関と協働する力、キャリアを主体的に構想する力を含める必要性を示している。産業界、行政、教育機関等と

の連携や、四大学未来共創連合（FLIP）を通じた大学間連携は、こうした能力形成を支える実践的な学修環境

として位置づけられる。 

これらの目標を達成するための能力育成を「研究活動」のみに委ねず、正課の授業（コースワーク）として行

う試行的取組を導入しているところも特徴の１つであろう。具体的には「女性博士人材のためのキャリア形成

特論」が T-COCOA 採用者必修の授業科目として新設され、さらに「お茶大コンピテンシー10 実装科目群」と

図 6-4 T-COCOA 必修科目と「お茶大コンピテンシー10」実装科目群 

表 6-2 T-COCOA プロジェクトの目標 

目標 具体的な取組み

次代を担う女性博士人材
の育成

学術の発展と社会的価値創出の双方に貢献できる能力を育成する
・専門分野における高度な知の創出能力の育成
・分野横断的な視点と社会課題への感度
・学士課程との接続強化

研究と社会を架橋する
博士教育システムの高度化

専門分野で培った知を多様な文脈の中で活用する力の涵養

多様なキャリアパスの促進と
価値創出の推進

産業界、行政、教育機関等との連携強化
・四大学未来共創連合（FLIP）との連携強化
・学修機会及び人的ネットワークの拡充
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して 5 つの大学院共通科目が設置されている。これらはすべて産学共同で開発された授業科目であり、PBTS

（Project-Based Team Study）と呼ばれるプロジェクト型チーム学習や、AI をフル活用しながら自身の研究を社

会実装するビジネスプランとして練り上げ、起業支援組織や AI の専門家が教員と連携して学生をサポートする

ような時代の技術を取り入れた新しいプログラムが正課の授業として試行されている（図 6-4）。 

 

6-1-4 学士課程・博士課程一貫モデル構築に向けた課題と論点 

このように、本学では「お茶大コンピテンシー10」を設定し、博士課程を含む全学的な能力開発の枠組みと

して展開してきた。また、博士課程においては、T-COCOA プロジェクトを通じて、新しい博士課程教育の試

行が開始されている。しかしながら前者は学士課程の入り口から涵養する基盤的コンピテンシーとして構想さ

れたものである一方、後者は博士後期課程の出口から構想されたものであり、その接続は十分とは言い難い。

学士・博士課程一貫モデルを構築するための第一歩としては、あらためて、以下に示す４つの論点で考えてみ

ることが有用であると考えられる。 

第一の論点は「何を育てるか」である。お茶大コンピテンシー10 は学士課程・博士課程を通じて涵養する基

盤的な資質・能力として設定されているが、専門領域の学びや研究経験を通じて形成される能力、さらに社会

の多様な文脈で転移・再構成される能力をどのように加えて捉えるかを検討する必要がある。 

第二の論点は、「どう位置づけるか」である。「お茶大コンピテンシー10」と、博士課程で求められる研究者

能力やトランスファラブルスキルとの関係、さらに専門教育によって涵養される専門的能力と汎用的能力をどの

ように位置づけるかを検討する必要がある。 

第三の論点は、「どのように段階化するか」である。学士課程と博士前期課程との一貫教育が求められている

流れの中で、学士課程・博士前期課程・博士後期課程と単純に 3 段階で資質・能力の階層を作ることが妥当な

のだろうか。その階層の作り方についても十分検討する必要がある。同時に、学士課程修了者、博士前期課程

修了者、博士後期課程修了者のそれぞれが社会に出て能力を発揮することを踏まえ、各課程修了時に目指す姿

を明確にする必要がある。 

第四の論点は、「どのように育成・評価するか」である。初年次教育、教養教育、専門教育、ゼミ、卒業研究、

博士前期課程における研究訓練、博士後期課程における自立的研究、T-COCOA で試行的導入を開始した実践

的・横断的な学びを、授業・研究指導・社会実践・省察・評価の仕組みとしてどのように接続させるかを検討

する必要がある。 

続く 6-2 では、上記の論点を踏まえ、まず「コンピテンシー」と「トランスファラブルスキル」の概念を整理

した上で、博士課程における能力育成に関する国内外のフレームワークと事例から学ぶべき知見を抽出して整

理し検討を加える。 

6-2 知見の抽出と検討 

6-2-1 「コンピテンシー」と「トランスファラブルスキル」の概念整理 

先に述べた通り、博士課程における能力育成の文脈で必ずと言ってよいほど登場するのが「トランスファラ

ブルスキル」という概念である。本学においては「社会で成果を上げるための資質・能力」としてコンピテンシ

ーを定義し、その育成を推進してきているが、今後、学士・博士課程一貫の枠組みを構築する上で、2 者の概念

をまず整理し、第一の論点である「何を育てるか」を明確にする必要がある。 

そもそも、コンピテンシーとは何か。松下（2009）は、OECD や欧州評議会、医学教育などで用いられるコ

ンピテンシー概念には、性格の違いを超えた共通性があるとし、その本質的特徴を４点に整理している。第一

に、コンピテンシーは状況や文脈の中で有能な行為として発揮され、また行為を通じて形成される「行為志向」

の能力である。第二に、知識だけでなく、スキル、態度、価値観などを含み、それらを他者や対象世界との関
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係の中で統合する「ホリスティックで統合的」な性格をもつ。第三に、コンピテンシーは何らかの要求や課題

に応える能力であり、その内容は具体的な要求によって決まる。第四に、学校教育や教科の学習に限定されず、

職業生活や生涯学習を通じて発達・変容していくものである。 

ここで改めて注目したいのは、コンピテンシーが、状況や文脈の中で必要に応じて行為として発揮されるホ

リスティックで統合的な能力であるという点である。この理解に従えば、「お茶大コンピテンシー10」は、様々

な状況や文脈で有能な行為を行うための重要な要素、すなわち、知識、スキル、態度、価値観などを可視化し

たものとして捉えることができる。第四の論点である「どのように育成・評価するか」への示唆としては、コ

ンピテンシーの構成要素を個別に、あるいはある程度組み合わせて底上げするための訓練と、それらを具体的

な状況や問題の解決に向けて適切に組み合わせ、統合的に発揮する訓練の二つを接続することが有効である。 

次に注目したいのは、コンピテンシーには分野固有の能力も含まれるため、汎用性は必ずしも本質的特徴と

はされていない点である。これは、トランスファラブルスキルとの識別を可能にする特徴であろう。トランス

ファラブルスキルは、その名の通り、特定のスキルの転移可能性、すなわち汎用性に着目した概念である（表 6

－3）。中央教育審議会大学分科会の審議まとめでは、トランスファラブルスキルは「一つの文脈で学んだスキ

ル、例えば、研究を行う上で学んだスキルの中で、他の状況、例えば、研究であれ、ビジネスであれ、今後の

就職先において有効に活用できるようなスキル」と定義されている（文部科学省, 2019）。 

両者の共通点は、知識の単なる保有ではなく、現実の課題や社会的文脈の中で発揮されるべき能力である点

にある。たとえば、課題発見力、仮説構築力、検証力、協働力、コミュニケーション力などは、他の場面に移

転される限りトランスファラブルスキルであり、同時に要求・課題に応じて活用される限りコンピテンシーの

構成要素でもある。松下（2009）の整理に依拠すれば、トランスファラブルスキルはコンピテンシーに含まれ

うるものとして捉えることができるであろう。よって、本学における「何を育てるか」を考えるための出発点

としては、トランスファラブルスキルを包括するものとしてコンピテンシーを捉え、コンピテンシー育成モデ

ルの検討を行うことが妥当であると考えられる。 

 

表 6-3 コンピテンシーとトランスファラブルスキルの概念整理 

概念 焦点 解釈 

コンピテンシー 統合性 知識・スキル・態度・価値観を統合し、状況や文脈の中で有能な行為として発揮する能

力。分野固有能力・知識を含む。汎用性は基本的要件ではない。 

トランスファラブルスキル 転移可能性 ある文脈で獲得したスキルや知識を別の文脈へ移転し、活用できることに着目した概

念。他分野への転移が想定されない分野固有の能力・知識を含まない。汎用性が基本

要件となる。 

 

また、本学では、博士課程修了後にアカデミア以外の多様な進路において活躍できる人材の育成を目指して

いることから、産業界等アカデミア以外の世界の問題解決にも転用できるトランスファラブルなコンピテンシ

ーの可視化と育成に重点を置く必要があると考えられる。スキルの転移可能性については、あるスキルが転移

できる先が多いほど広い汎用性をもつスキルということになるが、逆に、転移先は限られるものの、その限ら

れた転移先においては強い通用性をもたらすスキルも存在すると考えられる。特に博士課程においては、学問

分野ごとに、さらにいえば大学ごとや研究室ごとに研究指導のシステムや研究方法が大きく異なる。したがっ

て、本学の研究科および個別の研究室において育成される狭い範囲に強い通用性をもたらすコンピテンシーを

可視化し、転移先と共通言語化することは、大学院におけるキャリアパスの多様化をもたらす突破口となりう

るのではないか。この考え方をフレームづくりに反映させるとすると、全学で養成する「基盤的なコンピテン

シー」と研究科あるいは研究室単位の運営や教育方法によって養成される「専門的なコンピテンシー」の 2 層構

造とし、前者は全学的な組織で、後者は教育組織の適切な単位で設定することも一案として考えられる。 



54 

6-2-2 国内外の研究者育成フレームワークから学ぶ 

6-2-2-1 世界で活躍できる研究者育成プログラム「 Researcher＋フレームワーク」 

 Researcher＋フレームワークは、JST が実施する「世界で活躍できる研究者育成プログラム総合支援事業」に

おいて活用されている研究者育成の枠組みである（文部科学省, 2020）。これは、諸外国における研究者育成の

フレームワークや大学院での実践事例に関する広範な調査をもとに開発されたもので、「A：対人・表現・協働

スキル」「Ｂ：管理・運営スキル」「C：知識・思考・探究スキル」の 3 つのカテゴリに計 16 のコンピテンシー

が設定されている（図 6-5）。 

Researcher＋フレームワークをお茶大コンピテンシー10 と比較すると、カテゴリ「A：対人・表現・協働スキ

ル」はお茶大コンピテンシー10 の「協働力」「他者理解力」「対人葛藤解決力」に対応しているが、「リーダーシ

ップ」や「ティーチング」といった「教育・指導」の観点が付加されている。カテゴリ「Ｂ：管理・運営スキ

ル」は、マネジメントを焦点に編成されており、セルフマネジメントはお茶大コンピテンシー10 の「自己制御

力」に対応するが、制御の対象が、「自己」に加え「チーム」（対人）および「プロジェクト」（対課題）に拡張

されている。カテゴリ「C：知識・思考・探究スキル」はお茶大コンピテンシー10 の「批判的思考力」「創造的

図 6-5 Researcher＋フレームワークの分類とコンピテンシー（JST ホームページより筆者作成） 
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思考力」「問題解決力」といった認知的能力が対応、非対応のものとして、「研究技術・専門技術」「汎用技術・

知識」といった博士課程での研究によって培われる汎用的技能と専門知識に加え、「グローバル能力」「倫理」

「キャリア開発」といった世界レベルの知の創生のためのコンピテンシーが付加されている。 

さらに、お茶大のコンピテンシー10 のいくつかのコンピテンシーに焦点化して、その発達のプロセスを考察

すると、たとえば、「自己制御力」は、Researcher＋ではセルフマネジメントとして自己の研究活動を管理する

力に具体化されるだけでなく、制御の対象をチーム、プロジェクト、自身のキャリアに拡張するプロセスと捉

えられる。同様に、「協働力」は、チームワーク、ネットワーキング、リーダーシップ、チームマネジメントへと

発展し、他者と協力する力から、研究共同体を形成し、他者を巻き込みながら成果を生み出す力へと高度化す

る。さらに「批判的思考力」「問題解決力」は、研究技術・専門知識、汎用技術・知識といった博士課程で涵養

される高度な専門知識・技術を装備したうえでより高度で複雑な問題を解決し、さらに行為を規範的に点検す

る「倫理」の装備までもが目標とされている。「創造的思考力」は、専門知や汎用技術を組み合わせ、国際的・

多様な文脈も視野に入れて独創的な研究を構想する力へと高度化する。「省察的思考力」は、倫理・キャリアを

点検し成⾧につなげる力へと高度化する。「エージェンシー」は、キャリア開発、リーダーシップ、プロジェク

トマネジメントへと対象を広げ、研究・社会課題に主体的に関与し、価値創出へ向かう力へと高度化するプロセ

スとして説明しうると考えられる（図 6-6）。これは、「何を育てるか」に加え、「どう位置付けるか」「どのよう

に階層化するか」を考える上で重要な示唆であると考えられる。 

 

図 6-6 お茶大コンピテンシー10 と Researcher＋のコンピテンシー比較（筆者作成） 
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6-2-2-2 欧州における研究者コンピテンシー・フレームワーク ResearchComp 

 次に考察する Research Comp とは、欧州委員会（European Commission）が 2022 年に公開した「欧州研究者

コンピテンシー・フレームワーク」である。ResearchComp は、研究者が大学や研究機関の内部に留まらず、民

間企業など多様な社会セクターで活躍できるよう、専門分野を問わず汎用的に活用できる能力を可視化・育成

することを目的に設計された。全体は 7 つの能力領域（Domain）と、それに紐づく 39 のコンピテンシーで構

成されている。 

このフレームワークの最大の特徴は、高等教育機関におけるカリキュラムの最適化指標としてだけでなく、

企業等の雇用主が研究者の持つ多様な資質や行動特性（behaviours and attributes）を正しく評価・採用するた

めの「共通の参照枠（Common Reference）」として機能させることを目的としている点にある。 

 特に、ResearchComp が提示する能力要素には、大学院生が日々の研究活動を通じて無意識のうちに培ってい

る能力を、民間企業や非アカデミアの雇用主が理解できる言葉へと翻訳する役割が期待されている。表 6-4 は、

ResearchComp の 7 つのドメインと、その中でもとくに産学の共通言語となりうると考えられる具体的なコンピ

テンシーを取り上げ、ビジネスセクターにおける価値・解釈に翻訳することを試みたものである。 

 

表 6-4 ResearchComp の領域構造と産学共通言語となりうるコンピテンシー例（筆者作成） 

ドメイン コンピテンシー ビジネスセクターにおける価値・解釈 

1. DOING RESEARCH 

（研究の実施） 

Conduct interdisciplinary research 

（分野横断・異分野融合研究の実施） 

異なるバックグラウンドを持つメンバーと視点を融合さ

せながら共同で開発を進める、横断的共創能力。 

2. MANAGING RESEARCH 

（研究の管理・マネジメント） 

Manage projects 

（プロジェクト管理） 

限られた経営資源を最適に配分し、納期通りに目標（ゴ

ール）を達成するプロセス管理能力。 

Negotiate 

（交渉・調整） 

利害関係の異なるステークホルダーとの間で建設的な

対話を行い、合意を形成する高い調整力。 

3. MAKING AN IMPACT 

（インパクトの創出） 

Promote open innovation 

（オープンイノベーションの推進） 

外部のパートナー等と連携・協働することで、新たな社

会的・経済的イノベーションの創出を主導する力。 

Promote the transfer of knowledge（知識

移転・社会還元の推進） 

専門知識や社内の技術資産を、ビジネスの現場や他セ

クターに応用可能な価値へと「翻訳・社会還元」する

力。 

4. WORKING WITH OTHERS 

（他者との協働） 

Develop networks 

（ネットワークの構築） 

多様な人的ネットワークを主体的に構築・維持し、新た

なビジネスチャンスや持続的な協力関係を引き出す

力。 

5. COGNITIVE ABILITIES 

（認知能力・思考力） 

Critical thinking 

（批判的思考） 

既存の前提や既成概念にとらわれず、本質的な課題を

見極め、多角的なデータに基づいて物事を検証する思

考力。 

6. SELF-MANAGEMENT 

（自己管理） 

Manage personal professional 

development（個人の専門的職業開発・キ

ャリア管理） 

社会や企業の要求（雇用側のニーズ）と個人の成長を

自律的にリンクさせながら学び続けるキャリア開発力。 

7. MANAGING RESEARCH 

TOOLS（研究ツールの管理・

活用） 

・Operate open source software 

（オープンソースソフトウェアの活用） 

最新のデジタルツールやオープンソースの環境をいち

早く導入し、自らの業務効率化や付加価値の創出に主

体的に役立てるデジタルリテラシー。 
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6-2-2-3 英国 Vitae Researcher Development Framework（RDF）の改訂 

前項の ResearchComp にみられる「産学の共通言語化」の潮流は、研究者開発の国際的スタンダードともい

える英国「Vitae RDF（Researcher Development Framework）」の 2025 年に行われた大規模な刷新（図 6-7）に

も見て取れる。この改訂は、本学がコンピテンシーモデルを構築するうえで、重要な二つの視点を示唆してい

る。 

第一の視点は、「能力記述の精選と階層構造の簡素化（スリム化）」である。2010 年に策定された従来の RDF

は、4 つの大きな能力領域の下に 63 もの緻密な能力記述（デスクリプター）を配置する網羅的な構造を特徴と

していた。しかし 2025 年の改訂では、これらを 31 の記述へと大幅に整理・半減させている。本学が一貫モデ

ルを構築する際にも、学士から博士までの各段階で真に獲得すべきコア・コンピテンシーをいかに精選し、見

通しの良いシンプルな構造に仕上げるかという視点が重要であろう。 

第二の視点は、現代的なイノベーション環境に対応した改訂がなされた点である。2025 年改訂では、変化の

激しい社会で新たな価値を創出するために不可欠な要素として、オープンリサーチ（open research）、研究の誠

実性と倫理（research integrity and ethics ）、知識交換（knowledge exchange）、）、多様性やウェルビーイングを

内包する研究文化（research culture）などが新たな能力要素として明示的に組み込まれている。 

これらの要素は、従来の大学教育が重視してきた基礎的学力や社会人基礎力では捉えきれない、これからの

時代を担う博士人材に必要とされるコンピテンシーを示唆していると考えられる。特に、社会や産業界と双方

向で対話しながら価値を生み出す「知識交換」や、あるいは心理的安全性や多様性を自ら培う「研究文化」と

いった視点は、博士課程で育成する能力に限定せず、低年次（学士課程）から段階的にマッピングしていくべき

現代的基盤として位置づけることも視野に入れる必要があろう。 

 

  

図 6-7  Vitae Researcher Development Framework2025（出典：Vitae ホームページ） 
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6-2-2-4  雇用可能性（Employability）に焦点を当てた HIRES-PhD フレームワーク 

 欧州の Research Comp や英国の Vitae RDF 2025 が、産学官を横断する「共通言語」としての包括的な枠組み

を提供するものであるのに対し、博士人材がアカデミア外の進路へ進むために必要とされる「雇用可能性

（Employability）」を高めるという観点を明確に打ち出して開発された新しい理論が Roy ら（2025）の提示する

「HIRES-PhD フレームワーク」である。 

 HIRES-PhD は、博士課程のトランスファラブルスキルに関わる広範な先行研究をシステマティックにレビュ

ーして作り出されたフレームワークである。具体的には、手続きとして 39 本の査読付き研究論文から 236 の具

体的なスキルを抽出したうえで、それらを 16 のカテゴリに分類し、最終的に「Workmanship（実務遂行力）」

「Charisma（対人発信力）」「Empowerment（自己強化力）」「Tenacity（粘り強さ）」の 4 つの大きな領域へと統

合・構造化している。 

 本フレームワークの特徴は、コミュニケーションやプロジェクト管理といった実務的なスキルの背後に、感

情知能（EQ）などの対人力、さらには逆境への対処やモチベーション維持といった内面的なマインドセットや

精神的基盤を同等の能力要素として並置している点であろう。また、博士課程の目的を知識の吸収だけでなく、

自ら新たな知や価値を「生み出し、発明し、発見する（produce, invent or discover）」プロセスと捉える点が強

調されている。 

表 6-5 は、HIRES-PhD の 4 領域における特徴的なスキルの例を、ビジネスセクターにおける価値・解釈とし

て整理したものである。このように構造化された HIRES-PhD フレームワークは、本学が学士から博士に至る一

貫したコンピテンシーモデルを構築するうえで、従来の枠組みにはない実践的な二つの視点を提供している。 

 

表 6-5 HIRES-PhD の領域構造と産学共通言語となりうるトランスファラブルスキル例（筆者作成） 

領域 特徴的なスキル例 ビジネスセクターにおける価値・解釈 

1. Workmanship 

（実務遂行力） 

Knowledge transfer 

（知識移転・翻訳） 

大学等で培った高度な知見や専門技術を、異なる文脈や実務の現場

で応用可能な形へと変換し共有する能力。 

Tactical proficiencies 

（戦術的遂行力） 

設定された目標を達成するために、直面する状況の制約条件を考慮

しながら実務的な手順を戦略的に組み立て実行する力。 

2. Charisma 

（対人発信力） 

Emotional intelligence 

（感情知能・EQ） 

多様な組織文化のなかで、他者の感情を理解し、自己の感情をコント

ロールしながら良好な人間関係を構築するソフトスキル。 

Networking and social 

skills（社会的スキル） 

学界の内外を問わず、多様なステークホルダーや専門家と信頼関係

を築き、持続的な協力関係や連携を推進する能力。 

3. Empowerment 

（自己強化力） 

Adaptability and flexibility 

（適応性・柔軟性） 

既存の役割や前提にとらわれず、社会や組織環境の不確実な変化に

対してしなやかに自己を変化・適応させる資質。 

Entrepreneurship 

（起業家精神） 

新たな事業やプロジェクトの機会（チャンス）を主体的に特定し、リスク

を管理しながら新たな社会的・経済的価値を創出するマインドセット。 

4. Tenacity 

（粘り強さ） 

Resilience / Coping with 

adversity（逆境への対処） 

前例のない複雑な課題や研究上の障壁、失敗に直面した際にも、動

機づけを維持し、困難を乗り越えてゴールへ向かう力。 

Commitment and 

motivation（コミットメント） 

長期的かつ不確実なプロジェクトにおいても、自身の存在意義や目標

を失わず、当事者意識をもって主体的に関与し続ける粘り強さ。 

 

第一の視点は、「知識の吸収から『新たな価値の創造』への目的の転換」である。本フレームワークでは、博

士課程の目的を高度な専門知識の修得として捉えるのではなく、自ら新しいものを生み出す能力の形成に置い



59 

ている。この思想は、本学が学士課程から推進している「教養知と専門知に実践知を結びつけ、総合知によっ

て社会を革新する人材を養成する」という理念と合致するものである。 

第二の視点は、「非認知的な能力基盤の低年次からの多層的マッピング」である。HIRES-PhD が示すように、

社会や産業界で活躍する人材の形成には、目に見えやすい技能だけでなく、自己省察（Empowerment）や粘り

強さ（Tenacity）といった精神的基盤の涵養が不可欠であろう。このことは、本学の一貫モデルのなかに、これ

らの非認知的要素を単なる高度な大学院レベルの応用要素としてではなく、低年次から段階的かつ連続的に育

成していくものとして位置づけることの重要性を示している。 

6-2-2-5 ResearchComp 及び Vitae RDF 2025 にみる発達段階（フェイズ）設定 

 さて、前述した ResearchComp 及び Vitae RDF 2025 には、各コンピテンシーに段階（フェイズ／プロフィシ

エンシー・レベル）が設定されている。ResearchComp は 4 つの習熟レベル（Foundational から Expert）を設

定、英国の Vitae RDF も 2025 年の改訂によって、すべての能力要素（デスクリプター）において 4 つの発達フ

ェイズ（Phases 1-4）へ統一された。 

 各機関の公式資料（European Commission, 2023; Vitae, 2025）によると、これら 4 つの階層は、欧州の標準

的な研究者キャリアプロファイル（R1：博士課程在学生、R2：ポスドク、R3：独立した主任研究員、R4：国際

的なトップリーダー）と連動して構想されている。すなわち、国際基準における最低段階である「Foundational

（基礎）」や「Phase 1」は、日本の高等教育区分における「博士後期課程のスタートライン（D1）」をターゲッ

トとして記述されていると考えられる。そこから段階を上るにつれてキャリアが進化し、最高段階である

「Expert」や「Phase 4」は、国際的な研究文化を牽引し、社会に創造的変革をもたらす「世界のトップランナ

ー」の段階であることから、生涯にわたる職業的発達のモデルであるといえる。 

  

表 6-6 創造的思考における発達段階（4段階）と想定対象 

発達段階 欧州 ResearchComp 

「創造性と破壊的思考」 

英国 Vitae RDF 2025 

「創造性とイノベーション」 

想定対象 

段階 1 

（起点・基礎） 

Foundational（基礎） 

知的好奇心を持ち、既存のアイデアを進ん

でテストし、新しい手法を受け入れることが

できる。 

Phase 1 

研究に対して探究心を抱き、知的な洞察や

新規性を求め、議論を論理的に組み立て

る。 

博士後期課程の

在籍・初期段階 

（Ｒ１） 

段階 2 

（自立・展開） 

Intermediate（中級） 

既存の枠組みにとらわれず、新しいトレン

ドを組み合わせ、変化や不確実性に対応

できる。 

Phase 2 

自立した研究者として創造的に思考し、研究

上のリスクを恐れず、革新的なアプローチを

試みる。 

博士修了段階〜

ポストドクター 

（Ｒ２） 

段階 3 

（主導・応用） 

Advanced（上級） 

破壊的なアイデアを提案し、自らリスクを

管理しながら、社会的な価値創造やイノベ

ーションを主導できる。 

Phase 3 

研究領域におけるイノベーションや知的なリ

スクテイクを主導し、新たな理論や枠組みを

提示する。 

独立した主任研

究員・准教授クラ

ス（Ｒ３） 

段階 4 

（指導・超越） 

Expert（エキスパート） 

組織や分野を超えて創造的なビジョンを確

立し、次世代のイノベーターを育成・インス

パイアする。 

Phase 4 

国際的な研究文化や社会のあり方に創造的

な変革をもたらし、後進の優れた研究者を指

導・育成する。 

分野を先導する

教授・国際的リー

ダー（Ｒ４） 

 

 

一貫モデルにおける具体的な成⾧ステップを可視化するため、ここでは現代のイノベーション環境において

重要視される「創造的思考」に関わるコンピテンシーを例に引く。ResearchComp の「Creativity and disruption

（創造性と破壊的思考）」と、Vitae RDF 2025 における「Creativity and innovation（創造性とイノベーション）」

の 4 つの段階的記述を対比したのが表 6-6 である。本モデルは博士課程入学が起点となっているものであるた

め、学士・博士一貫モデルの構築に当たっては、学士課程の低年次から高年次に至る「段階 1 に到達する手前の
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プレ・フェイズを設計する必要がある。 

 

6-2-3 事例に学ぶ：「ミネルヴァ大学」におけるコンピテンシー育成  

ここまで国内外の代表的な研究者の能力に関するフレームワークについてみてきたが、最後に、先進事例と

して 2012 年に設立されたミネルヴァ大学の取組から知見を抽出したい。ミネルヴァ大学は、世界大学ランキン

グ「WURI（World University Rankings for Innovation）」で 2022 年から 4 年連続で「世界で最も革新的な大学」

に選ばれている大学である。同学は、ミッションとして「世界のために批判的な知恵（critical wisdom）を涵養

する」ことを掲げ、教育目標として「実践知（practical knowledge）」の育成を位置づけている。以下、松下

（2019; 2024）より、ミネルヴァ大学の具体的なコンピテンシー育成にかかる実践について取り上げながら、学

ぶべき点を抽出する。 

ま ず、 同学 で は 、 実践 知 を 育 成 す るも のと して 、①批 判 的 思 考 （Thinking critically）、②創造 的 思考

（Thinking creatively）、③効果的なコミュニケーション（Communicating effectively）、④効果的なインタラク

ション（Interacting effectively）の 4 つのコア・コンピテンシーが設定されている（表 6-7）。このうち、①②は

個人的な能力を中心とするもの、③④は対人的な能力を中心とするものとして整理できる。さらに、それぞれ

のコンピテンシーに対して、「知の習慣（Habits of mind）」と「基本的概念（Foundational concepts）」からなる

HCs（habits of mind and foundational concepts）が設定されている点が特筆される。HCs とは、抽象的なコン

ピテンシーを、授業の中で実際に教え、学び、評価できる粒度にまで分解した学習目標であり、約 100 項目に

も及び、常に見直しがされているという。たとえば、創造的思考については、「発見を促進すること」「問題を

解決すること」「プロダクト・サービスを創造すること」という観点が示され、その下位に、反復的なデザイン

思考（#designthinking）、ヒューリスティクスの適用（#creativeheuristics）、リバースエンジニアリングの活用

（#abstraction）など粒度の小さい HCs が配置される（Kosslyn & Nelson, 2017；松下, 2019）。コンピテンシー

を、学生が繰り返し用いることのできる認知的道具として具体化している点に特徴がある。 

 

表 6-7 ミネルヴァ大学のコア・コンピテンシー 

 日本語訳 英語名称 

1 批判的思考 Thinking critically 

2 創造的思考 Thinking creatively 

3 効果的なコミュニケーション Communicating effectively 

4 効果的なインタラクション Interacting effectively 

 

同大学の正課カリキュラムでは、１年次に「形式的分析（Formal Analysis）」「実証的分析（Empirical 

Analysis）」「多モード・コミュニケーション（Multimodal Communication）」「複雑系（Complex Systems）」の4

科目を必修として学び、基本的なコア・コンピテンシーの習得が目指される。その学び方は、コンピテンシーを

1 つずつ独立した科目として学ぶのではなく、科目・単元ごとに設定された「重大な問い（Big Questions）」に

取り組む過程で、複数のコンピテンシーを構成する複数の HCs を組み合わせて習得する方式が取られている点

が特徴的である。 

たとえば、「実証的分析」の問題解決の単元では、「どうすれば世界の人々に食糧を供給することができるの

か」という重大な問いが設定される。学生はまず、特定の題材について自分自身に教えるための方略である

#selflearning から入り、次に問題の性格を特徴づける#rightproblem、問題を扱いやすい要素に分解し解決をデ

ザインする#breakitdown、ギャップを特定する#gapanalysis、制約条件を確認して適用する#constraints を学び、

最後にこれらを統合する。ここで用いられる HCs は、批判的思考と創造的思考の双方にまたがっており、一つ

の社会的課題に向き合う過程で複数の能力が統合的に発揮されるよう設計されている（表 6-8）。 

つまり、SDGs の開発目標等に代表されるような重大な問いの解決のための認知的な道具として、文脈に合わ
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せて適切な HCs を組み合わせて使う訓練を繰り返すことにより、コンピテンシーをトランスファラブルスキル

化させることが目指されていると考えられる。２年次以降には専門教育が始まるが、同大学ではダブルメジャ

ーや副専攻制も取り入れられており、HCs を専門領域の知識やスキルと結び付けて活用することによって、汎

用性の広さと専門性の深さの双方を育成することが意図されている（Kosslyn & Nelson, 2017；松下, 2019）。 

 

表 6-8 ミネルヴァ大学における HCs の導入例（出典：Kosslyn & Nelson, 2017;訳出:松下, 2024） 

 

さらに同学では、評価においても共通の習熟度ルーブリック・テンプレートが用いられている。各 HCs につ

いて、学習者が単に知識を知っているかどうかではなく、それをどの程度深く理解し、異なる文脈で創造的・

効果的に用いることができるかが評価される。ルーブリックは「知識の欠如」「浅い知識」「知識」「深い知識」

「深遠な知識」の 5 段階で構成され、最高段階では、学習成果を斬新な視点に依拠して創造的・効果的な方法で

使用し、既存の問題解決技法を改善したり、より効果的な手法を発案したりしていることが求められる。 

この事例から得られる示唆としては、第一に、各コンピテンシーについて、授業の中で実際に教え、学び、

評価できる粒度にまで分解した HCs に該当する学習目標の設定である。第二に、分解された能力を、実社会の

重大な問いや研究上の課題に向き合う中で複合的に用いる経験を組み入れることである。 

 

6-3 本学における一貫モデル構築への示唆 

以上を踏まえ、本節では、6-1-4 で示した 4 つの論点に沿って、本学における学士・博士課程一貫コンピテン

シー育成モデル構築への示唆を整理する。 

 

6-3-1 何を育てるか 

6-2-1 で整理したように、コンピテンシーは、知識・スキル・態度・価値観を統合し、状況や文脈の中で有能

な行為として発揮する能力である。他方、トランスファラブルスキルは、ある文脈で獲得されたスキルや知識

を、別の文脈へ転移し活用できることに着目した概念である。したがって、本学における一貫モデルでは、ト

ランスファラブルスキルをコンピテンシーと並列する別概念として扱うのではなく、異なる文脈へ転移可能な

コンピテンシーとして位置づけることを前提としてよいだろう。 

その上で、本学が育成すべき能力は、大きく３つに整理できる。第一は、学士課程を中心に形成される基盤

的コンピテンシーである。ここには、お茶大コンピテンシー10 に示される批判的思考力、創造的思考力、協働

力、問題解決力、他者理解力、対人葛藤解決力、省察的思考力、内的統制感、自己制御力、エージェンシーが

含まれる。これらは、学士課程で完結する能力ではなく、博士課程においても、研究活動や社会実践を支える

土台として機能し続けるものとして置く。 

第二は、学士課程後半から博士前期課程にかけて形成される「研究基礎・専門基礎コンピテンシー」である。

ここには、専門知識や研究技術に加え、問いを立てる力、研究方法を選択する力、資料やデータを収集・分析
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する力、研究倫理を理解し実践する力、研究成果を専門的・非専門的な相手に説明する力が含まれる。これは、

お茶大コンピテンシー10 の批判的思考力、創造的思考力、問題解決力、表現・協働に関わる能力が研究活動の

文脈で具体化される段階である。 

第三は、博士後期課程を中心に形成される「高度専門・社会接続コンピテンシー」である。ここには、独創

的知の創出、学際的・国際的発信、知識交換、社会実装、共創、キャリア形成が含まれる。ResearchComp や

Vitae RDF 2025 が示すように、現代の研究者には、研究成果を学術的文脈の中で発信するだけでなく、社会的

価値やインパクトへ接続する力が求められている。また、HIRES-PhD が示すように、博士課程で培われる能力

を、産業界・行政・教育機関等を含む多様な職務文脈で発揮可能な力として言語化することも重要である。 

したがって、「何を育てるか」を検討する出発点としては、基盤的コンピテンシー、研究基礎・専門基礎コン

ピテンシー、高度専門・社会接続コンピテンシーの三つを相互に接続しているものとして捉え、とくに博士人

材のコンピテンシーに関しては、ビジネスの世界などアカデミア外から必要とされる能力要件とすり合わせ手

可視化し、共通言語化する視点を持つことが求められる。 

 

6-3-2 どう位置づけるか 

お茶大コンピテンシー10 と研究者育成フレームワークを別のものとして捉えず、お茶大コンピテンシー10 か

らの高度化・分化の文脈で発達的にコンピテンシーを布置することから検討を始めるのが妥当ではないかと考

えられる。この二者の関係は、先に述べたお茶大コンピテンシー10 と Researcher＋との比較から具体的に説明

できる。たとえば、お茶大コンピテンシー10 の自己制御力は、Researcher＋ではセルフマネジメントとして自

己の研究活動を管理する力に具体化されるだけでなく、その対象を広げ、高度化しながらチームマネジメント、

プロジェクトマネジメント、キャリア開発へと展開する。同様に、協働力は、チームワーク、ネットワーキング、

リーダーシップ、チームマネジメントへと分化し、単に他者と協力する力から、研究共同体を形成し、他者を巻

き込みながら成果を生み出す力へと高度化する。 

したがって、本学のモデル構築においては、まず、お茶大コンピテンシー10 を基盤に置きつつ、その上に研

究基礎・専門基礎コンピテンシー、高度専門・社会接続コンピテンシーを積み上げる方向で検討を進め、その

際、Researcher＋は基盤的能力の分化・高度化を示す枠組みとして、ResearchComp は研究成果を社会的価値や

インパクトへ接続する枠組みとして、Vitae RDF は能力発達と自己評価を支える枠組みとして、HIRES-PhD は

研究経験の職務文脈への転移可能性を言語化する枠組みなどとして活用できるものと思われる。 

 

6-3-3 どのように階層化するか 

学士課程、博士前期課程、博士後期課程を単純に三段階に区切り、それぞれに別々の能力を割り当てる発想

では不十分であろう。6-1 で確認したように、博士課程教育改革においては、学士課程教育との接続が重視され

ている。また、T-COCOA プロジェクトにおいても、博士後期課程の出口から構想された能力育成を、学士課

程から博士課程までの連続的な能力形成として接続することが課題となっている。 

したがって、一貫モデルにおける階層化は、能力を課程ごとに切り分けるのではなく、基盤的能力の上に新

たな文脈と水準が重なり、積み上がる構造として捉える必要がある。学士課程の 1・2 年次には、批判的思考力、

創造的思考力、協働力、問題解決力、省察的思考力、自己制御力、エージェンシー等を中心とする基盤的コン

ピテンシーが形成される。学士課程の 3・4 年次からは、専門教育、ゼミ、卒業研究等を通じて、研究基礎・専

門基礎コンピテンシーが徐々に立ち上がる。これは、博士前期課程において、研究方法の選択、資料・データ

の分析、研究倫理、専門的・非専門的説明の力として深化する。博士後期課程では、これらを基盤として、独

創的知の創出、学際的・国際的発信、知識交換、社会実装、共創、キャリア形成を含む高度専門・社会接続コ

ンピテンシーが中心となることが考えられる。検討の出発点としては表６-９のようなモデルが考えられる。 
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表 6-9 学士・博士課程一貫コンピテンシー育成モデル構築のための出発点 

段階 能力形成の中心 到達水準の例 

第一層 

学士課程 

基盤的コンピテンシーの育成 与えられた課題や自ら発見した課題について、知識・情報を収集

し、根拠に基づいて考え、他者と協働しながら表現・実践できる。 

第二層 

博士前期・修士課程 

専門性と研究基礎能力の深化 専門分野の知識や方法と基盤的コンピテンシーを用いて高度な

課題へアプローチでき、研究成果や自己の保有能力を専門的・

非専門的な相手に説明できる。 

第三層 

博士後期課程 

自立的研究者コンピテンシーと社

会接続的能力の統合 

新規性・独創性のある知を創出し、研究倫理に基づいて国際的・

学際的に発信し、社会の多様な文脈で価値創出につなげられ

る。 

ゴール 

博士課程修了時 

コンピテンシーの転移と再構成 研究で培った能力を、アカデミア、企業、行政、教育、地域・国際

機関等の場で再構成し、継続的に学び直しながら発揮できる。 

 

また、各課程の修了者は、それぞれの時点で社会に出て能力を発揮する必要がある。そのため、一貫モデル

は、博士後期課程修了者だけを最終目標として描くのではなく、学士課程修了者、博士前期課程修了者、博士

後期課程修了者それぞれの目指す姿を示す必要がある。たとえば、学士課程修了者は、基盤的コンピテンシー

を発揮し、他者と協働しながら課題を発見・考察・表現できる人材、博士前期課程修了者は、幅広い視野に立

った学識を備え、専門分野における研究能力または高度な専門性を必要とする職業を担える人材、博士後期課

程修了者は、研究と社会を往還し、革新と共創で新たな価値を世界にもたらしうる人材として位置づけること

も考えられる。 

 

6-3-4 どのように育成・評価するか 

この観点は取組の実質化に資するものとして特に重要である。6-2-3 で取り上げたミネルヴァ大学の事例では、

コンピテンシーの構成要素を授業の中で実際に教え、学び、評価できる粒度に分解し、それを重大な問いに取

り組む学習経験の中で統合的に用いる方法が取られている。また、全学共通のルーブリックのテンプレートを

作成して各構成要素を学生がどの程度理解し、異なる文脈で創造的・効果的に用いることができるかを統一基

準で評価する方法を取っていることにも示唆がある。 

本学においても、すでにシラバスへのコンピテンシー明記やアクティブ・ラーニングの導入が進められてき

た。また、T-COCOA 関連科目では、PBTS や AI を活用した社会実装型の学修、産学共同で開発された授業科

目など、博士課程における実践的・横断的な学びが試行されている。今後は、これらの「点」の取組を有機的

につなげ「線」や「面」として系統的・段階的に育成していく仕組みの検討が必要であると考えられる。具体

的には、コンピテンシーを重点的に育成する授業を定め、その授業を系統的に履修することでコンピテンシー

の高度な修得を目指す方法などが考えられる。加えて、e ポートフォリオ、ルーブリック、メンタリング、キャ

リア面談等を連動させ、学生が自らの研究経験を振り返り、「何を学び、それをどの文脈で発揮できるのか」を

継続的に言語化できる仕組みを整えていくことも有効であろう。とりわけ博士課程においては、学生自身が、

研究経験をアカデミア外でも通用する言葉に翻訳することが重要である。これは、HIRES-PhD が示す雇用可能

性の観点とも接続する。博士課程において培われると考えられる緻密さ、不確実性への対応、粘り強さ、利用

者志向、自己提示の力は、研究室内部では暗黙知として扱われやすい。しかし、それらを学生が自覚し、ポー

トフォリオや面談を通じて説明できるようになれば、研究経験は多様なキャリアに接続しうるトランスファラ

ブルなコンピテンシーとして可視化されうると考えられる。 

 

6-3-5 学士・博士一貫コンピテンシー育成モデル構築に向けたフレームワーク 

以上の検討を踏まえ、本稿のまとめとして、学士・博士課程一貫コンピテンシー育成モデル構築に向けたフ

レームワークを作成した（図 6-8）。これは、検討の出発点としてのモデルであり、本学において今後モデルを

設計していく際に検討すべき要素と関係性を示すものである。 
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図の上部には、モデル構築の前提となる二つの要素を置いている。第一は、政策動向である。博士人材活躍

プランに示されるように、博士人材には、アカデミアのみならず多様なフィールドで活躍すること、社会で活

用できる汎用的能力を身につけること、学士課程から博士課程までの接続を視野に入れることが求められてい

る。第二は、本学での取組である。本学には、お茶大コンピテンシー10 を基盤とするコンピテンシー・ベース

教育の蓄積があり、さらに T-COCOA による博士教育改革の試行が進められている。したがって、本学の一貫

モデルは、政策的要請に応答しつつ、既存の取組を接続・高度化するものとして構想される必要がある。 

その下には、一貫モデル構築のための主要論点を配置している。ここでは、6-1-4 で示した「何を育てるか」

「どう位置づけるか」「どのように階層化するか」「どのように育成・評価するか」の 4 つを中心に据えている。

それぞれの論点には、6-2 で検討した概念整理、研究者育成フレームワーク、ミネルヴァ大学事例から得られた

知見が対応している。すなわち、コンピテンシーとトランスファラブルスキルの概念整理は「何を育てるか」

の前提を与え、Researcher＋等のフレームワークは「どう位置づけるか」「どのように階層化するか」の具体的

な参照枠を与え、ミネルヴァ大学の事例は「どのように育成・評価するか」への示唆を主に与える。 

図の中央には、モデルの骨格として、基盤的コンピテンシー、研究基礎・専門基礎コンピテンシー、高度専

門・社会接続コンピテンシーの三つを示している。基盤的コンピテンシーは、学士課程を中心に形成されるが、

博士課程においても土台として機能し続ける。研究基礎・専門基礎コンピテンシーは、学士課程後半から博士

前期課程にかけて立ち上がり、研究活動の基礎となる問いの設定、方法の選択、分析、研究倫理、専門的・非

専門的説明の力として深まる。高度専門・社会接続コンピテンシーは、博士後期課程を中心に、独創的知の創

出、学際的・国際的発信、知識交換、社会実装、共創、キャリア形成として展開される。これらは分断された

三層ではなく、基盤の上に研究文脈・社会文脈が重なりながら積み上がる構造として捉えられる。 

さらに本稿ではあまり触れていないが、育成・評価を支える仕組みとして、カリキュラムマップ、学習目標の

図 6-8 本稿のまとめ 
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具体化、研究指導の言語化、社会実践の機会、e ポートフォリオ・ルーブリック・メンタリングを配置している。

最後に、学士課程修了者、博士前期課程修了者、博士後期課程修了者それぞれの目指す姿を示すことで、博士

後期課程修了者のみを最終出口とするのではなく、各課程修了時に社会で能力を発揮する可能性を前提とした

モデルであることを示している。 

 

6-4 おわりに 

以上、本稿では、本学における学士・博士課程一貫の能力開発モデルの構築に向けて、考慮されるべき論点

を整理し、国内外の研究及び政策動向、ならびに実践事例から参考にすべき知見を抽出することを目的に論を

進めてきた。次のステップとしては、お茶大コンピテンシー10 と博士課程で求められるコンピテンシーとの対

応関係をさらに精査し、育成するコンピテンシーを具体的に定めることが必要であろう。とくに博士課程にお

いては、各学問分野や研究室で形成されるトランスファラブルスキルは何かを、学生・教員・修了生・企業等

の声に基づいて明らかにすることが必要であると考えられる。本学がこれまで蓄積してきたコンピテンシー・

ベース教育と、T-COCOA を契機とする博士教育改革を接続させ、女性博士人材が学術と社会の双方で新たな

価値を創出するためのモデルの構築が求められる。 
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7. 児童生徒向けコンピテンシー尺度の開発 

7-1 児童生徒向けコンピテンシー尺度の作成 

 附属学校園におけるコンピテンシー教育の効果を検証するためには、児童生徒のコンピテンシー水準を適切

に測定できる、信頼性と妥当性を備えた尺度の開発が不可欠である。本研究所ではこれまで、大学生を対象と

した自己報告式尺度「コンピテンシーチェック尺度」を開発し、一定の実証的成果を得てきた。しかし当該尺

度は、設問の抽象度や想定場面の難易度の点から高校生以上を主な対象としており、小学校および中学校段階

の児童生徒にとっては、内容理解や回答のしやすさの面で課題があることが明らかになった。 

 そこで、附属学校園に在籍する児童生徒を対象とした新たなコンピテンシー尺度を開発することとした。尺

度は大学生向け尺度と同様に自己報告式とし、お茶大コンピテンシー10 に基づいて、それぞれのコンピテンシ

ーが高い者に典型的に見られる行動を具体化し、その行動をどの程度とっているかを問う形式とした。児童生

徒の発達段階を考慮し、小学生向け版と中学生向け版の二つのバージョンを作成した。 

 小学生向け尺度では、小学校第 6 学年修了時に到達しうるコンピテンシー水準を目標レベルとして定義し、そ

の水準を表す行動を項目化した。中学生向け尺度では、中学校第 3 学年修了時に目指すべき水準を設定し、同様

に具体的行動へと落とし込んだ。各段階の目標水準を定義する際には、国内外のコンピテンシールーブリック

や既存尺度を参照し、それぞれの学校段階に適した到達目標を検討した。 

 項目作成にあたっては、まず各コンピテンシーについて当該段階の到達目標を明確化し、その目標を体現す

る具体的行動を抽出したうえで、児童生徒にとって日常的で想起しやすい場面設定を付した。「～のときに、～

する」といった形式で具体的な行為として記述することで、抽象概念ではなく行動レベルで自己評価できるよ

う工夫した。また、言語表現についても発達段階に応じて配慮し、小学生版では平易な語彙を用い、必要に応

じてルビを付すなど、読みやすさを重視した。 

 回答形式は、内的統制感を除く各コンピテンシーについては 4 件法（1＝そうしていない、2＝たまにそうす

る、3＝よくそうする、4＝いつもそうする）とした。内的統制感については、行動頻度ではなく自己効力的な

認知を問う性質をもつため、「そう思わない」から「そう思う」までの 4 件法で回答を求めた。 

 尺度原案は研究所内で複数回検討を重ねたのち、附属学校園の教員による内容確認を経て修正を行った。具

体的には、小学校教員 2 名、中学校教員 2 名と協議を行い、学校現場の実態に即した表現や、児童生徒にとって

理解可能で適切な行動記述となるよう改善を図った。以下では、各コンピテンシーについてどのように目標水

準を設定し、それをどのような行動項目として具体化したのか、さらに教員との協議を経て最終的に決定した

項目内容について詳述する。 

 

7-1-1 批判的思考力を測定する尺度項目の作成 

 批判的思考力の教育段階別目標を設定するために、深い学習のための新教育学(Fullan et al., 2017)が提供する

学生版ラーニングプログレション（Quinn et al., 2020）を参考にした。ラーニングプログレション（Quinn et al., 

2020）は、批判的思考力の複数の側面を自己評価できるルーブリックとなっている。評価次元のうち、「情報と

根拠を評価する」次元がお茶大コンピテンシー10 の批判的思考力の定義に一番近いものとなっており、この次

元のルーブリックを参考に小学校と中学校の育成目標を決めた。ラーニングプログレションのルーブリックでは

５つの達成水準が設定されており、最高レベルの「熟達」は高等学校・大学以降の目標とし、その一つ前の水

準である「加速」を中学校第３学年の目標、続いての「発展」水準を小学校第６学年の目標として適切である

と判断した。「加速」と「発展」レベルのルーブリックでは、情報と根拠を評価するポイントが三つあり（意見

を疑う・根拠を探す・他の意見も検討する）、それぞれの達成レベルの評価基準がまとめられている。これらを
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参考に、表 7-1 にある記述をそれぞれの教育段階に相応しい目標であると考えた。 

 表 7-1 にある目標を具体的な項目に落とし込むために、それぞれの教育段階に合う場面設定と行動を特定し、

複数の項目を作成した。作成した項目について研究所内のメンバーと附属学校園の教員と議論を重ね、項目内

容を修正し、予備調査で用いる項目を決定した。これ以降紹介するコンピテンシー評価尺度についても、同様

のプロセスを経て予備調査用項目を作成した。 

 批判的思考力の予備調査用項目例を表 7-1 に示す。なお、大学・高等学校に関して、開発済み「コンピテンシ

ーチェック尺度」の項目例も参考のために示す。 

 

表 7-1 教育段階別 批判的思考力の育成目標 

大学・高等学校 中学 3 年 小学 6 年 

育成目標 

・確かな根拠を探す 

・自分の主張・考えと相いれない意

見も検討する 

 

・意見を疑う：論拠の良さを説明で

きる、論拠のあるものを信じる 

・根拠を探す：確かな根拠を探す 

・他のよい意見も検討する：反対の

視点も理解して、それよりよい意見

であることを確認できる 

・意見を疑う：論拠の良さを説明で

きないが、簡単には信じない 

・根拠を探す：根拠が必要であるこ

とを理解している 

・他のよい意見も検討する：複数の

意見を検討する、認める 

項目例（確定） 項目例（予備調査用） 項目例（予備調査用） 

・進学先や就職先の選択など、大事な

ことを決めるときには、自分とは異

なる考え方や自分にはない視点がな

いかをできるだけ探す  

・ 納 得 い か な い 意 見 に 反 対 す る 場

合、ただ反対するのではなく、納得

いかない理由を説明して反対する 

 

・聞いた情報が信頼できないと思っ

たら、信じない 

 

 

7-1-2 協働力を測定する尺度項目の作成 

 協働力の教育段階別目標を設定するために、深い学習のための新教育学(Fullan et al., 2017)が提供する学生版

ラーニングプログレション（Quinn et al., 2020）に加えて、不可欠スキル＆特性（Lench et al., 2015）のルーブ

リックを参考にした。この二つのフレームワークからは協働力を「グループでの意思決定」、「分担実施」と

「成果促進」の３つの次元で評価できると判断した。 

 「分担実施」に関しては、深い学習のための新教育学（Quinn et al., 2020）で評価される協働力の次元のうち、

「チームとして相互依存的に働く」を参考に、小学校と中学校の育成目標を決めた。批判的思考力と同じよう

に、最高レベルの「熟達」は高等学校・大学以降の目標とし、その一つ前の水準である「加速」を中学校第３

学年の目標、続いての「発展」水準を小学校第６学年の目標として適切であると判断した。 

 「グループでの意思決定」と「成果促進」に関しては、不可欠スキル＆特性の協働力を評価するルーブリック

（Lench et al., 2015）のうち、「交渉と意思決定」と「貢献と支援」を参考に、小学校と中学校の育成目標を決

めた。不可欠スキル＆特性のルーブリックでは、４つの段階で達成レベルが評価されており、最高レベルの

「新進エキスパート」は高等学校・大学以降の目標とし、その一つ前の水準である「戦略的学習者」を中学校

第３学年の目標、続いての「上級初心者」水準を小学校第６学年の目標として適切であると判断した。 

 表 7-2 に協働力の教育段階別目標と予備調査用項目例を示す。 
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表 7-2 教育段階別 協働力の育成目標 

大学・高等学校 中学 3 年 小学 6 年 

育成目標 

・分担だけでなく他者の支援も行う 

・メンバーの特性や貢献を活かして

成果を高める 

・グループでの意思決定：メンバー全

員の意見を聞く、取り入れる 

・分担実施：個人の強みに合った分

担 

・成果促進：グループ全体の成果に対

する責任をもつ 

・グループでの意思決定：他のメンバ

ーからも意見を求める 

・分担実施：公平な分担 

・成果促進：自分の仕事に対する責

任をもつ 

項目例（確定） 項目例（予備調査用） 項目例（予備調査用） 

・グループ活動では、自分の分担をこ

なすことに満足せず、集団ならではの

成果を意識して貢献しようとする 

・グループ課題をするとき、みんなと

相談しながら、進め方を決める 

 

・グループで活動するときに、小さな

ことでも、他のメンバーの考えを聞

くようにしている 

 

7-1-3 創造的思考力を測定する尺度項目の作成 

 創造的思考力の教育段階別目標を設定するために、深い学習のための新教育学(Fullan et al., 2017)が提供する

教員版ラーニングプログレション（Quinn et al., 2020）と不可欠スキル＆特性（Lench et al., 2015）のルーブリ

ックを参考にした。この二つのフレームワークからは創造的思考力を「アイディアの創造」、「産出の工夫」と

「アイディアの評価」の３つの次元で評価できると判断した。 

 「アイディアの創造」に関しては、深い学習のための新教育学（Quinn et al., 2020）で評価される想像力の次

元のうち、「新しいアイディアの追求と表現」を参考に、小学校と中学校の育成目標を決めた。最高レベルの

「熟達」は高等学校・大学以降の目標とし、その一つ前の水準である「加速」を中学校第３学年の目標、続い

ての「発展」水準を小学校第６学年の目標として適切であると判断した。 

 「産出の工夫」と「アイディアの評価」に関しては、不可欠スキル＆特性の想像力を評価するルーブリック

（Lench et al., 2015）のうち、「アイディアを評価して育てる」を参考に、小学校と中学校の育成目標を決めた。

最高レベルの「新進エキスパート」は高等学校・大学以降の目標とし、その一つ前の水準である「戦略的学習

者」を中学校第３学年の目標、続いての「上級初心者」水準を小学校第６学年の目標として適切であると判断

した。以下、表 7-3 に創造的思考力の教育段階別目標と予備調査用項目例を示す。 
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表 7-3 教育段階別 創造的思考力の育成目標 

大学・高等学校 中学 3 年 小学 6 年 

育成目標 

・優れたアイディア創造（多くのア

イディアから選出） 

・産出の工夫（技法等を使って多く

を創出） 

・優れたアイディア創造を目指す：

現状に挑むアイディアの創造（独創

性の追求） 

・以前の練りなおしや視点を変える

など産出の工夫：複数の視点、それ

らの組み合わせや代替案を考える 

・アイディアの評価：制限なども考

慮して、一番効果的なアイディアを

選ぶ（質の高いアイディアを選ぶ） 

・優れたアイディアの創造を目指

す：これまでの自分に挑むアイディ

アを創造（新奇性を追求） 

・以前の練りなおしや視点を変える

など産出の工夫：異なる視点で考え

る 

・アイディアの評価：効果的でない

アイディアを除外する（多数のアイ

ディアから選ぶ） 

項目例（確定） 項目例（予備調査用） 項目例（予備調査用） 

・イベントの出し物を考えるときな

ど、まずは豊富なアイディアを得た

うえで、そのなかから良いものを選

ぶようにしている 

・授業での自由課題のテーマを選ぶ

ときに、他の人が選ばないような独

創的なテーマを考える 

 

・授業で絵を描
か

 くときなど、自分が

これまで試
ため

 したことがない新しい作

品や描き方を試すようにする 

 

7-1-4 他者理解力を測定する尺度項目の作成 

他者理解力の教育段階別目標を設定するために、他者理解力に関する論考(秋山, 2023)を参考にした。当該文

献では、学校段階があがるにつれ、同質性の高い他者から低い他者へと理解の対象が拡大したり、他者を理解

する方法の高度化・多様化がみられるとされている。本研究では、こうした傾向を踏まえ、「理解の対象の範囲」

と「理解のための行動」を評価の次元として設定した。 

具体的には、「理解の対象の範囲」については、クラスや学校の人など身近で同質性の高い人の理解を小学校

段階の目標とし、中学校では自身とは背景が異なる人も含めたより広い他者への理解を目標として設定した。

また、「理解のための行動」については、身近な人の気持ちや考えの推測を小学校段階の主な行動とし、立場の

異なる人の気持ちや考えを推測したり、知らない人を理解しようと情報を集めるなど、より積極的な行動をと

ることを中学校段階の目標とした。表 7-4 に他者理解力の教育段階別目標と予備調査用項目例を示す。 

 

表 7-4 教育段階別 他者理解力の育成目標 

大学・高等学校 中学 3 年 小学 6 年 

育成目標 

・自分と接点や共通点の少ない人も理

解する（範囲） 

・積極的に思いやる、わからない相手

には尋ねて理解する（態度、行動） 

・背景が異なる人も理解する（範

囲） 

・理解していない人がいないかを

考え、理解しようとする（行動） 

  

・身近な人を理解する（範囲） 

・気持ちを想像できる（行動） 

 

項目例（確定） 項目例（予備調査用） 項目例（予備調査用） 

・自分とは世代が異なる人など、普段

ほとんど接触 _のない人と関わるとき

には、その人の考えや意図を推測した

り、その人と同世代の他の人などから

考え方などを _学ぼうとする 

・体育祭や合唱祭のリーダーな

ど、自分とは立場の違う人の考え

を理解しようとする 

 

・友だちがつかれていたり、きげん

が悪いときに、何があったのか、考

えてみる 
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7-1-5 問題解決力を測定する尺度項目の作成 

 問題解決力の教育段階別目標を設定するために、AAC&U（2009）の問題解決力を評価する VALUE ルーブリ

ックを参考にした。 VALUE ルーブリックからは問題解決力を「解決策の数」と「解決策の質」の２つの次元で

評価できると判断した。 

  VALUE ルーブリックでは、到達基準から到達目標へ至る４段階（到達基準 1／中間水準 2・3／到達目標 4）

で問題解決力が評価されている。最高レベルの「到達目標 4」は高等学校・大学以降の目標とし、その一つ前の

水準である「中間水準 3」を中学校第３学年の目標、続いての「中間水準 2」を小学校第６学年の目標として適

切であると判断した。表 7-5 に問題解決力の教育段階別目標と予備調査用項目例を示す。 

 

表 7-5 教育段階別 問題解決力の育成目標 

大学・高等学校 中学 3 年 小学 6 年 

育成目標 

・問題解決の方法を複数考案し，より

よいもので改善・解決をはかる（数・

質） 

・困難でも、うまくいかなくても改善

解決を進める（態度） 

・複数の解決策を思いつく（解決策

の数） 

・状況にあった方法で解決しようと

する（解決策の質と実施の適切さ） 

・少なくとも１つの解決策は思い

つく（解決策の数） 

・状況にあった方法ではない、よ

くある方法で解決を目指して取り

組む（解決策の質と実施） 

項目例（確定） 項目例（予備調査用） 項目例（予備調査用） 

・日常生活でおきた問題を改善・解決

しようとしたとき、まずは候補となる

方法をいくつか挙げて、そのなかで良

さそうなものを用いて検討する 

・日常生活で難しい問題に出会った

とき、複数の解決策を考え、よい方

を実行する 

 

・活動や実験がうまくいかない

時、そのままにせず、やり方を工

夫したりして取り組む 

 

 

7-1-6 対人葛藤解決力を測定する尺度項目の作成 

 対人葛藤解決力の教育段階別目標を設定するために、College and Career Competency Framework の葛藤解決

力(Gaumer Erickson & Noonan, 2025)を参考にした。このフレームワークでは、小学校第３学年～第６学年まで

利用できる葛藤解決を測定する尺度（Heger et al., 2024)と、中学校第１学年から高等学校第３学年まで利用で

きる葛藤解決を測定する尺度(Noonan et al., 2024)が紹介されている。小学校における対人葛藤解決力の育成目

標は、小学生版葛藤解決尺度（Heger et al., 2024)を参考にし、中学校における育成目標は、中高生版尺度

(Noonan et al., 2024)を参考にした。表 7-6 に対人葛藤解決力の教育段階別目標と予備調査用項目例を示す。 

  



72 

表 7-6 教育段階別 対人葛藤解決力の育成目標 

大学・高等学校 中学 3 年 小学 6 年 

育成目標 

・win-win での解決をはかる（関係者

全員での納得） 

・お互いに主張を理解する、大事に

する 

・衝突や相違があっても、解決しよ

うとする 

・自分も相手もお互いの主張を認め

る 

・衝突や相違があるとき、話し合い

を持つ 

・自身の意見は主張できる 

 

項目（確定） 項目（予備調査用） 項目（予備調査用） 

・学校や職場でのイベントの企画で

もめたときには、一部の人たちの意

見を採用するのではなく、みんな _の

意見をできるだけ取り入れた案にす

ることにこだわる 

・クラスの人などともめごとがあっ

た時、お互いに納得できるよう話し

合いを重ねて解決する 

 

・クラスでもめたとき、自分たちで

話し合いをして解決しようとする 

 

 

7-1-7 省察的思考力を測定する尺度項目の作成 

 省察的思考力の教育段階別目標を設定するために、不可欠スキル＆特性（Lench et al., 2015）のルーブリック

を参考にした。自立を評価するルーブリック（Lench et al., 2015）の次元の内、「自己認識」次元を参考に、小

学校と中学校の育成目標を決めた。最高レベルの「新進エキスパート」は高等学校・大学以降の目標とし、そ

の一つ前の水準である「戦略的学習者」を中学校第３学年の目標、続いての「上級初心者」水準を小学校第６

学年の目標として適切であると判断した。表 7-7 に省察的思考力の教育段階別目標と予備調査用項目を示す。 

 

表 7-7 教育段階別 省察的思考力の育成目標 

大学・高等学校 中学 3 年 小学 6 年 

育成目標 

・経験を振り返って（考え抜いて）

気づきを得る 

・気づきを活かせるようなシステム

を持っている 

・過去の活動と照らし合わせて、改

善方法に気づく 

 

・活動内容と過去の経験との関連に

気づく 

 

項目例（確定） 項目例（予備調査用） 項目例（予備調査用） 

・ う ま く で き な か っ た 課 題 や 仕 事

は、改善点に気づくまで理由を考え

ぬく 

・日常生活の失敗から、学べること

がないかを考える 
・失敗

しっぱい

 をふり返り、前とおなじ失敗

をしていないか考える 

 

7-1-8 自己制御力を測定する尺度項目の作成 

  自己制御力については、既存の定義や測定尺度をもとに、各学校段階の目標を検討した。「セルフコントロー

ルの個人差は、人生における望ましい結果を促進し、望ましくない結果を抑制する」（浅野他,  2023）とされる

ように、自己制御力は⾧期的な目標や望ましい結果につながる行動を開始・継続する側面（望ましい行動の追

求）と、目先の欲求や衝動に基づく望ましくない行動を抑制する側面（望ましくない行動の抑制）の二つから

捉えられる。既存尺度の項目にも、やるべきことに取り組む、約束やルールを守る、楽しい誘いを我慢する、

話してはいけないことを話さないといった、望ましい行動の追求と望ましくない行動の抑制に関する内容が含

まれている（浅野他， 2023；塚本，2010）。また、自己制御を必要とする程度は、行動そのものだけでなく、

誘惑の有無、課題への苦手意識、面倒さ、難しさなどの状況によって左右されると考えられる。そこで本尺度
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では、学校段階が上がるにつれて、自己制御を必要とする状況の困難さが高まると捉えた。小学校段階では、

宿題、係活動、授業中の態度、時間の約束、ゲームや動画等の利用など、児童にとって日常的で比較的明確なル

ールや役割がある場面において、やるべきことに取り組み、控えるべき行動を控えようとする行動を目標水準

とした。中学校段階では、苦手さ、面倒さ、難しさ、誘惑がある場面でも、課題や役割に取り組み続けたり、

ゲームやスマートフォン等の使用を調整したりするなど、より自律的に行動を調整する行動を目標水準とした。

なお、本尺度では、学校教育における育成・評価可能性を考慮し、感情制御そのものを直接問う項目は含めな

かった。表 7-8 に自己制御力の教育段階別目標と予備調査用項目例を示す。 

 

表 7-8 教育段階別 自己制御力の育成目標 

大学・高等学校 中学 3 年 小学 6 年 

育成目標 

・誘惑や困難があっても望ましい行

動を追求する 

・困難な望ましい行動にもきちんと

向き合う ※感情制御は教育が広ま

らない可能性を考慮して除いた 

・多少困難でも、やりたくなくても

望ましい行動を追求する（行動レベ

ル） 

・ 多 少 困 難 で も 、 好 き じ ゃ な く て

も、望ましくない行動をしないよう

に、我慢する（行動レベル） 

・望ましい行動を追求する意識は持

っているが、好きじゃないとか大変

なものはできないときもある（行動

レベル） 

 

項目例（確定） 項目例（予備調査用） 項目例（予備調査用） 

・見たかった映画や、行きたかった催

し も の な ど に 急 に 誘 わ れ た り して

も、その日にやると決めていた課題

や仕事があったら、断（ことわ）っ

てそれをやりとげる 

・苦手な教科や好きじゃない活動で

も、できるように努力する 

 

・当番や係など、頼まれたことややら

なければならないことは忘れずにや

るようにしている 

 

 

7-1-9 内的統制感を測定する尺度項目の作成 

 内的統制感については、既存の能力概念および尺度項目を参照しつつ、教育段階別の目標水準を検討した。

内的統制感とは、「自分自身の行動が、ある成果や結果をもたらすという期待」を指す概念であり（神田，

1993）、子どもを対象とした既存尺度においても、「自分が努力すれば、少しぐらいクラスをよくすることがで

きると思う」など、集団に対する影響可能性の認知を含む項目が用いられている。 

 本研究で扱うコンピテンシーは、OECD における「変革をもたらすコンピテンシー」に基づいており、個人

の適応にとどまらず、周囲や社会に働きかけ、状況をよりよい方向へ変えていく力を含意するものである。こう

した観点から、本尺度における内的統制感は、単に個人的な成功や失敗に対する統制感ではなく、自分の行動

が集団や社会に一定の影響を与えうるという認知として捉えることが適切であると考えた。 

 そこで、本尺度では、学校段階が上がるにつれて、内的統制感が想定される集団の範囲が拡大していくと仮

定した。すなわち、小学校段階では、児童にとって身近で具体的にイメージしやすい集団である学校のクラス

や遊び仲間に対して、「自分の行動次第で状況を少しはよくできる」という感覚をもつことを目標とした。一方、

中学校段階では、学校全体や地域社会といった、より大きな集団においても、自分の行動や働きかけが結果に

つながるという期待をもつことを目標水準として設定した。表 7-9 に、内的統制感の教育段階別目標および予備

調査用項目例を示す。 
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表 7-9 教育段階別 内的統制感の育成目標 

大学・高等学校 中学 3 年 小学 6 年 

育成目標 

・自身が所属する比較的大きな集団

（学校、地域社会）への統制感を持

つ（集団の範囲） 

・学校全体・地域（居住地周辺）へ

の統制感を持つ（集団の範囲） 

・学校のクラス、遊びの仲間などへ

の統制感を持つ（集団の範囲） 

 

項目例（確定） 項目例（予備調査用） 項目例（予備調査用） 

・自分でも努力すれば、日本の社会

をよりよく変えることに貢献できる

と思う 

 

・学校のイベントなどの準備がうま

くいっていないときでも、自分の努

力でよくすることができると思う 

 

・クラスで企画
き か く

 したイベントの準備

がうまくいっていないときでも、自

分の努力でよくすることができると

思う 

 

7-1-10 エージェンシーを測定する尺度項目の作成 

 エージェンシーの教育段階別目標を設定するために、主体性コモンルーブリック（大阪教育大学, 2023）を参

考にした「公共意識に関する資質能力」の「よりよい社会の実現のため に貢献しようとする力」を参考に、小

学校と中学校の育成目標を決めた。最高レベルの「ステージ IV」は高等学校・大学以降の目標とし、その一つ

前の水準である「ステージ III」を中学校第３学年の目標、続いての「ステージ II」水準を小学校第６学年の目

標として適切であると判断した。表 7-10 にエージェンシーの教育段階別目標と予備調査用項目例を示す。 

 

表 7-10 教育段階別 エージェンシーの育成目標 

大学・高等学校 中学 3 年 小学 6 年 

育成目標 

・所属集団（社会）の問題解決を進

め る ＜ 考 え 、 提 案 し 、 行 動 す る ＞

（範囲・行動） 

・身近な社会（学校：近所）の問題

に 気 づ き 、 解 決 し よ う と 取 り 組 む

（集団の範囲） 

身近な他者の問題に気づき、解決し

ようと取り組む（集団の範囲） 

項目例（確定） 項目例（予備調査用） 項目例（予備調査用） 

・学校や職場など自分の所属する集

団の問題を改善・解決するために、

積極的に行動する 

・学校のイベントの準備などでは、

担当している係以外にも自分にでき

ることを見つけて自主的に貢献しよ

うとする 

・グループやクラスで問題が起きてい

るとき、自分にできることを見つけ

て行動する 

 

7-2 児童生徒向けコンピテンシー尺度の信頼性と妥当性の検証（予備調査） 

 作成した尺度の信頼性および妥当性を確認するために、予備調査を企画した。予備調査の主な目的は項目選

定であり、開発した項目群（各コンピテンシーにつき 5～6 項目）から、各コンピテンシーについて最大 3 項目

を残すことを目指した。項目選定にあたっては因子分析を行い、IT 相関や因子負荷量などを基準として、最終

的に採用する 3 項目を決定することとした。また、最終尺度の妥当性を検討するため、それぞれのコンピテン

シーを測定する既存尺度との相関を確認することも目的とした。 

調査対象は、お茶の水女子大学附属小学校第 5 学年および第 6 学年の児童、ならびに附属中学校第 2 学年お

よび第 3 学年の生徒であった。調査に先立ち、お茶の水女子大学人文社会科学研究の倫理審査会の承認を得た

（通知番号 2025-216）。その後、各学校園の研究部および職員会議の承認を得たうえで、保護者の同意を得て、
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児童生徒に調査への参加を呼びかけた。調査への回答はオンライン（Qualtrics を用いた調査票）で実施し、各

学級の担任教員が実施を担当した。データ収集は R7 の 3 月中に行われた。 

調査項目として、新たに作成した小学校用コンピテンシー尺度（全 56 項目）および中学校用コンピテンシー

尺度（全 58 項目）に加え、妥当性の指標として以下の既存尺度を用いた。回答形式は、以下に別途記載するも

のを除き、小学校では「1＝そうではない」から「4＝そうである」までの 4 件法、中学校では「1＝当てはまら

ない」から「4＝当てはまる」までの 4 件法とした。 

批判的思考力の妥当性指標として、楠見ら（2016）の児童・生徒用一般的批判的思考態度尺度の下位尺度の

うち、客観性を測定する 3 項目（例：「思い込みで判断しないようにいつも気をつけている」）および証拠の重

視を測定する 2 項目（例：「はっきりとした理由を考えて自分の行動を決める」）の計 5 項目を用いた。この尺度

は小学校高学年・中学生用として開発されていることから、小中共通項目として用いた。 

協働力の妥当性指標として、河村（2020）の主体的学習態度尺度の下位尺度のうち、協働性を測定する 5 項

目（例：「活動するときに、友達と協力して取り組むようにしている」）を用いた。この尺度は中学生用として

開発されたものであるが、項目内容は小学校高学年にも適用可能であると判断し、小中共通項目として用いた。 

創造的思考力の妥当性指標として、齋藤ら（1999）の創造性に関する態度尺度の下位尺度のうち、好奇心・

積極性を測定する 4 項目（例：「ひらめきを大切にする」）を用いた（藤井・植木・乾・上原・礒江，2022）。こ

の尺度は小学校高学年・中学生用として開発されていることから、小中共通項目として用いた。 

問題解決力の妥当性指標として、村山ら（2017）の小学校高学年・中学生用情動調整尺度の下位尺度のうち、

問題解決を測定する 4 項目（例：「いやなことがあったとき、今の自分にできることをする」）を用いた。この

尺度は小学校高学年・中学生用として開発されていることから、小中共通項目として用いた。なお、回答は「1

＝ほとんどない」から「4＝ほとんどいつも」までの 4 件法で求めた。 

他者理解力の妥当性指標として、東海林ら（2012）の中学生用コミュニケーション基礎スキル尺度の下位尺

度のうち、他者理解スキルを測定する 4 項目（例：「私は、相手が何を考えているか、わかります」）を用いた。

この尺度は中学生用として開発されたものであるが、項目内容は小学校高学年にも適用可能であると判断し、

小中共通項目として用いた。なお、回答は「1＝そう思わない」から「4＝そう思う」までの 4 件法で求めた。 

 対人葛藤解決力の妥当性指標として、益子（2013）の統合的葛藤解決スキル尺度を用いた。下位尺度のうち、

「粘り強さ」4 項目（例：「相手との話し合いを避けない」）を小学生用の妥当性指標とし、「受容・共感」4 項

目（例、相手の言うことを最初から否定せず，きちんと聞く）を中学生用の妥当性指標とした。小学生と中学

生で異なる尺度を用いたのは、各目標に最も合致した尺度項目が含まれているものを選択したためである。ま

た、この尺度は大学生用に開発されたものであるが、項目内容がわかりやすく、平易な言葉が用いられている

こと、各学校の教員の事前の検討でもとくに問題ないとされたことから、そのまま使用した。 

 省察的思考力の妥当性指標として、Kember et al (2000)の Reflective Thinking Questionnaire の下位尺度のう

ち、Reflection４項目（例、「自分の行動をよくふり返り、改善できた点がないか考える」）を使用した。この尺

度も大学生用であったが、場面が特定されておらず、多様な場での反省的思考を測定しうること、難しい言葉

が用いられておらず、小中学生にも理解可能と思われたことから採用した。なお、各学校の教員による事前の

検討でも、とくに難しいなどの指摘は受けなかった。 

 自己制御力の妥当性指標として、山田・松田・辻（2023）の小学生用・社会情動的スキル評価尺度のうち、

自己制御尺度 3 項目（例、わたしは，悪いことであるとわかりながら，やめられない時がある）を用いた。こ

の尺度は小学生用であるが、内容的に中学生にも適用可能であると判断し、小中共通項目として用いた。 

内的統制感の妥当性指標として、神田（2012）の子ども用一般主観的統制感尺度のうち、固有ベクトルの高

い順に 5 項目（例、「自分が努力すれば、少しぐらいクラスをよくすることができると思う」）を用いた。この

尺度は小学校・中学校用として開発されていることから、小中共通項目として用いた。なお、回答は「1＝そう

思わない」から「4＝そう思う」までの 4 件法で求めた。 
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エージェンシーの妥当性指標として、河村（2020）の主体的学習態度尺度の下位尺度のうち、主体性を測定

する 5 項目（例：「他の人に指示されてから行うよりも、自分で決めてやろうとしている」）を用いた。この尺度

は中学生用として開発されたものであるが、項目内容は小学校高学年にも適用可能であると判断し、小中共通

項目として用いた。 

本予備調査によって、開発した各コンピテンシー項目について基礎的なデータを収集することができた。今

後は、項目分析および因子分析を通して項目の精選を進めるとともに、既存尺度との関連を検討することで、

尺度の信頼性と妥当性を総合的に確認していく。最終的には、小学校高学年から中学生を対象として、児童生

徒のコンピテンシーを適切かつ簡便に把握できる尺度を整備し、学校現場における教育実践や評価の充実に資

することを目指す。 
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8. 附属学校園における研究の推進 

8-1 本章の構成について 

 第 8 章では、コンピテンシー育成開発研究所が、大学および附属学校園との連携のもとで進めている研究・

実践・成果発信の取組について報告する。本研究所では、幼児期から大学期に至る発達の連続性を踏まえ、コ

ンピテンシーの段階的育成に関する理論的・実践的検討を進めている。本章では、その具体的な取組を、附属

学校園における研究推進、児童・生徒を対象としたコンピテンシー教育教材の開発という二つの観点から整理

する。 

 8-2 では、「附属学校園における研究の推進」について報告する。ここでは、附属学校園連携研究各部会にお

ける研究、附属学校園教員による教材開発・授業実践、大学教員と附属学校園教員の連携によるコンピテンシ

ー段階的育成モデル構築に関する研究について報告する。 

 8-3 では、「本研究所による『コンピテンシー教育』に関する教材開発」について報告する。ここでは、児

童・生徒自身がコンピテンシーの意義や内容を理解し、日常生活の中で自ら意識して育成していくことを目的

とした教材開発の過程を取り上げる。中学生を対象とした初期教材の設計と試行、その結果を踏まえた教材の

再設計、再試行によって得られた成果と課題を整理し、今後の段階的な展開可能性について検討する。 

 最後に 8-4 では、本章全体のまとめとして、大学・附属学校園における研究推進、構築されたモデルに基づい

て開発された教材の取組を総括し、本年度の特徴と今後の課題を整理する。 

 

8-2 附属学校園における研究推進  

本節では、附属学校園における研究推進の取組について報告する。内容は、大きく三つの観点から構成され

ている。第一に、附属学校園連携研究各部会における研究である。ここでは、幼小中高大の接続を意識しなが

ら進められた各部会の研究活動について報告する。第二に、附属学校園教員による教材開発・授業実践である。

各学校園・各教科において行われた実践研究や教材開発を取り上げ、コンピテンシー育成との関連からその特

徴を示す。第三に、大学教員と附属学校園教員の連携による研究である。コンピテンシーの段階的育成モデル

の構築に向けた研究や、大学における研究助成事業の成果を含め、理論研究と実践研究の接続について述べる。

また、本節では、各取組の概要のみならず、令和 7 年度に特徴的であった研究動向や実践上の傾向についても整

理する。 

 

8-2-1 附属学校園連携研究各部会における研究の推進 

本取組は、幼児期から大学期に至るコンピテンシー育成の一貫教育に関する知見の獲得を目的としている。

本学附属学校園には、附属 4 学校園の教諭を中核としつつ、一部の大学教員が参画する連携研究会が設置され

ている。令和 7 年度においては、当該研究会の下に 11 のテーマ別部会が編成され、それぞれのテーマに即した

接続教育等に関する研究活動が展開された。これらのテーマ別部会に対しては、「お茶大コンピテンシー等の育

成に関する幼小中高大の接続を志向した開発研究」を共通テーマとして提示し、研究協力を依頼した。あわせ

て、表 8-1 に示す 4 項目に基づく報告の提出を求めたものである。なお、教員にはお茶大コンピテンシーとは、

お茶大コンピテンシー10 であることが説明された。 
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表 8-1 共通テーマに関する研究報告の項目 

（１）当該テーマに関する本部会の課題   

（２）課題に関する本部会の取組 

  例えば、各学校園の単独あるいは連携による実践の紹介やそれに関する部会における議論など、課題に対す

る取組内容について記述。授業に活用できる開発物等の提供。 

（３）まとめ 

  取組の結果として得られた知見についてのまとめ。幼少中高大の接続に関する考察を含める。 

（４）参考資料 

 研究協力の提案に対して、「ことば・国語」「表現を広め深める」「ICT」の３部会において研究がなされ、報

告書が提出された。それをもとに各部会からの目標及び（1）～（4）の項目への回答を抜粋し表にまとめた

（附録 8-1）。 

 

8-2-3 研究報告概要 

 部会の研究のテーマは「お茶大コンピテンシー等の育成に関する幼小中高大の接続を意識した開発研究」で

あった。本稿で取り上げる部会の所属会員は小中高の教諭のため、「小中高の接続」がテーマとなっている。以

下、各部会の報告書の要旨を記す。 

8-2-3-1 「ことば・国語」部会の研究報告 

 「ことば・国語」部会では、「出来事が育む“ことば”への意識」を主題として、小・中・高 12 年間を見通した

「生きてはたらくことば」の学びについて研究を進めた。本部会は、国語科という教科の枠を超え、実生活や

社会との関わりの中で機能することばの力を育成することを目的としている。今年度は、お茶大コンピテンシ

ー10 のうち「創造的思考力」に着目し、ことばの学びと創造性の関係について実践的に検討を行った。  

本部会ではまず、「創造的思考」を単なる発想力ではなく、他者・教材・環境との関係の中で意味を生成し、新

しい価値や視点を生み出す力として位置付けた。特に、国語科における学びは「対話」を基盤としており、人

との対話だけでなく、テキストやモノ、空間との関係性の中で主体が生成されると捉えた。創造性は、既存の知

識を再生することではなく、「別の可能性」を構想し、他者との応答を通して再構成するプロセスとして考察さ

れた。  

小学校実践では、1 年生による「翻訳活動」が報告された。AI 翻訳による直訳文をもとに、児童が自分たち

の言葉で物語を翻訳し直す活動である。児童は、直訳特有の不自然な言い回しに違和感を抱きながら、「この登

場人物ならどのような言葉遣いをするか」を想像し、自分たちなりの表現へと書き換えていった。活動を通して、

児童はことばのニュアンスや人物像との関係に敏感になり、「ぴったりくる言葉」を探究する姿が見られた。AI

の直訳文そのものが、児童の創造的思考を促す教材として機能していた点が特徴的である。  

 中学校実践では、「届け、私の意見―多様な読み手を想定して投書を書く―」という単元が報告された。生徒

は新聞投書という実社会に開かれた場を用い、自身の経験や社会的関心をもとに文章を執筆した。SNS 時代に

おいて、断片的で即時的な発信が増える一方、自らの言葉の影響や責任を考える機会が減少しているという問

題意識のもと、生徒は「社会に届く言葉」を意識しながら推敲を重ねた。仲間との相互コメントや新聞編集者

による添削を通して、書き手としての視点だけでなく、読み手の立場から表現を見直す経験を積んだ。実際に

新聞掲載に至った生徒もおり、「自分の経験を社会的価値へと再構成する」創造的思考の姿が見られた。  

高等学校実践では、「ことばを科学する」をテーマとした言語学研究が紹介された。SSH 課題研究の一環とし

て、生徒が自ら研究テーマを設定し、コーパスや統計的手法を用いて言語現象を分析した。研究テーマは、翻

訳表現、役割語、語彙変化など多岐にわたり、生徒は先行研究調査・仮説設定・データ分析・考察を重ねなが

ら研究を進めた。データに基づき言語現象を客観的に分析し、新たな意味や価値を見出そうとする過程そのも
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のが、創造的思考力の発揮として捉えられた。  

本部会では、これらの実践を通して、ことばの学びを単なる知識習得ではなく、人・モノ・環境との関係の

中で意味を生成していく過程として捉え直した。創造的思考とは、固定的な正解へ向かうことではなく、揺ら

ぎや葛藤を含む対話の中で、自分なりの意味を選び取り、再構成していく主体生成のプロセスそのものである

と確認された。 

8-2-3-2 「表現を広げ深める」部会の研究報告 

「表現を広げ深める」部会では、芸術・国語・保健体育といった複数教科にまたがる小中高の教員が連携し、

「生徒の表現をどのように見取り、受け止めるか」という視点のもと、教科横断的な実践研究が展開された。

従来の「探究力・活用力」の育成を基盤としつつ、表現を単なる成果物としてではなく、認知や身体感覚、他

者との関係性の中で生成されるプロセスとして捉えることに重点が置かれている。 

音楽科では、「聴き方＝認知」に着目し、生徒がどのように音楽を知覚し、それをどのように表現へと転化す

るかを可視化する実践が行われた。楽曲の分類や AI を用いた創作、分析的鑑賞活動を通じて、生徒の認知の違

いが表現の多様性として現れることが明らかとなった。また、高等学校では音楽科の存在意義そのものを問い

直し、「表現力の伸⾧」という観点から教科の再定義が試みられた。これらの実践は、創造的思考力や批判的思

考力の育成に加え、他者の視点を理解する力の形成に寄与している。 

美術科では、「デザインする」という行為を通して、気づきの深化プロセスが重視された。中学校では「知

る・関わる・見つめる」という段階的な学びを通して、自己理解と他者理解を往還する表現活動が展開された。

高等学校では、生徒の表現を「生成段階・試行錯誤段階・完成段階」として多層的に捉え、特にアイディア生

成や変容の過程を重視する評価の在り方が示された。さらに、3D ソフトを活用した造形活動により、生徒の特

性に応じた多様な表現の可能性が確認された。これらは、創造的思考力に加え、省察的思考力や自己理解の深

化に結びついている。 

国語科では、辞書を題材とした言語活動を通して、目的や対象に応じた表現の工夫が求められる実践が行わ

れた。特に、生徒同士の相互評価を取り入れることで、他者の視点を踏まえた表現の改善が促され、他者理解

力や伝達力の向上が見られた。 

保健体育科では、新聞紙や雑巾といった身近な素材を媒介とした身体表現の実践が行われた。小学校では、

身体感覚や他者との関係性の中で動きが生成される過程が重視され、中学校・高等学校では新聞紙になりきる

活動を通して、身体表現への抵抗感を軽減しつつ、多様な動きや創造的な表現が引き出された。これらの実践

は、創造的思考力や協働力の育成に加え、身体を通した自己理解・他者理解の深化につながっている。 

以上のように、本部会の実践は、表現を「技能」だけでなく「認知」「関係性」「プロセス」として捉えるこ

とで、創造的思考力を中核としつつ、批判的思考力、省察的思考力、他者理解力、協働力といった複数のコン

ピテンシーを統合的に育成するものであった。また、小中高の接続という観点から、発達段階に応じた表現の

在り方とその連続性を可視化する実践として位置付けられる。 

8-2-3-3 「ICT」部会の研究報告 

「ICT」部会では、「ICT 活用を通じた批判的思考力の育成―生成 AI への対応と探究カリキュラムの検討を中

心に―」をテーマとして研究を進めた。本部会は附属中学校・附属高等学校の教員によって構成されており、

ICT の活用促進だけでなく、校種間連携を通じた教育の質向上を目的としている。近年は生成 AI の急速な発展

や校務 DX の進展を背景として、ICT を単なる技術導入として捉えるのではなく、生徒の資質・能力育成と結び

付けて検討する必要性が高まっている。本年度は特に、お茶大コンピテンシーの一つである「批判的思考力」

に焦点を当て、ICT 活用がこの力の育成にどのように寄与しうるかを中心課題とした。  

まず、校務 DX の推進に関しては、附属高等学校における校務支援システム導入を受け、先行して運用してき

た附属中学校の事例共有を行った。中学校側からは、成績処理・出欠管理・通知表作成などの具体的な運用方
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法や、導入時に生じた課題とその対応策について報告がなされた。高等学校側からは、新システムへの移行に伴

う課題や既存業務との整合性について意見交換が行われ、校種を超えた実務的知見の共有が進められた。これ

により、ICT は単なる効率化の道具ではなく、学校運営全体を支える基盤として位置付けられた。  

また、本年度の中心的議論となったのが、生徒による生成 AI 利用への対応であった。昨年度までは、教師に

よる授業活用が主な検討対象であったが、本年度は生徒自身が教師の管理外で AI を利用する事例が増加してい

ることを踏まえ、その教育的対応について議論を深めた。AI の出力を無批判に受け入れるのではなく、情報の

妥当性や限界を吟味し、自ら判断する力を育成することが重要であると確認された。部会では、AI を単なる成

果物生成装置として使うのではなく、「思考の補助」として活用することの意義を生徒に理解させる必要性が共

有された。さらに、課題設計自体を見直し、AI を安易に利用しても解決できない問いを設定することが、批判

的思考力育成につながるという認識が示された。  

さらに、金沢大学附属高等学校の公開研究会への参加報告を通して、探究的な学びにおける批判的思考力育

成についても検討を行った。同校では、生徒自身が問いを設定し、情報収集・分析・検証を重ねる探究カリキ

ュラムが構築されており、その中で前提を疑い、多角的視点から考察する過程が重視されていた。本部会では、

探究の各段階において批判的思考が働く場面を意図的に設計することの重要性が共有され、本校の教育活動へ

の応用可能性について議論が行われた。  

本年度の研究を通して、ICT 活用に関する議論の中心が、「技術を導入すること」から「ICT を通してどのよ

うな資質・能力を育成するか」へと移行していることが確認された。特に生成 AI 時代においては、情報の真偽

や質を見極め、自らの思考を主体的に構築する批判的思考力が不可欠である。中学校段階で AI 出力を批判的に

検討する経験を積み重ねることが、高等学校段階における探究活動の基盤形成につながることも示唆された。 

 

8-2-4 附属学校園の教員による研究の推進  

8-2-4-1 コンピテンシー育成に関する教材開発支援  

 本研究所では、コンピテンシー育成のための教材・授業案等開発経費申請として、附属学校園におけるコンピ

テンシー育成のための教材・授業案等の開発を支援し、開発支援を行っている。コンピテンシー育成に関する

内容で、学校園としての取組、研究グループ（連携研究テーマ別部会や教科など）での取組を募集した。２年

間のプロジェクトである。 

 教材・授業案等に関する令和 6 年度採択プロジェクトの報告については 3 件であった。表 8-3 を参照された

い。いずれも小学校教員による取組で、令和 6 年度に採択され令和 7 年度末まで継続している研究である。以下

に、採択された研究について現状までに達成されている部分と今後の展望について記す。和氣教諭は、2 つの取

組を行っており，1 つめは「音×身体 ～タップシューズを使った体育授業の開発～」というテーマで、音楽的要

素と身体表現を融合させた授業を構想し、創造的思考力の育成を目指している。2 つめは「自己理解」を主な目

的としたヨガの実践を提案し、子ども自身が身体や心の状態を内省することで、自分を知る力（自己理解）の

育成を図る取組を行った。また、森教諭は、絵本に使われる「ことば」に着目し、方言を用いたり方言で翻訳

された絵本を教材とすることで、言語感覚の豊かさを育てる授業を提案している。以下、和氣教諭による 2 件、

森教諭による 2 件、計 4 件の実践報告事例を取り上げる。それぞれの実践の概要を示すとともに、その学習過程

においてどのようにコンピテンシーが育成されているのかという観点から解説を加える。 

 

 

 

 

 



82 

表 8-3 令和６年度に採択された教材開発助成プロジェクト 

  申請代表者 所属 テーマ 育成するコンピテンシー 

1 和氣拓巳 小学校 音× 身体  ～タップシューズを使った体育授業の開発～  創造的思考力 

2 和氣拓巳 小学校 小学校体育授業における「自己理解」を目的としたヨガ

の実践提案  

その他（自己理解） 

3 森嘉彦 小学校 絵本における使用されることばに感度を生かす～方言を

用いたり、方言で翻訳されている絵本を通して～ 

創造的思考力、問題解決力 

 

8-2-4-1-1 和氣教諭による実践報告１「音×身体 ～タップシューズを使った体育授業の開発～」 

(1)要旨 

本実践は、タップシューズを用いた体育授業を通して、「音を奏でる身体」という新たな視点から体育の再定

義を試みた実践である。授業は 3 時間構成で行われ、児童はタップシューズを用いて音の違いを探究し、グルー

プで曲づくりを行い、最終的に発表を行った。活動の中で、児童は歩く・踏むといった日常動作を再解釈し、

音と身体の関係を意識しながら多様な表現を創出した。また、グループ活動では、音の強弱や配置、動きの構

成を協働的に調整する過程が見られた。さらに、タップシューズを手に装着するなど、既存の枠組みにとらわ

れない表現も生まれ、身体表現の可能性が拡張された。本実践は、身体を「動くもの」だけでなく「音を生み

出すもの」として捉え直す学習経験を通して、新たな体育の可能性を示唆するものである。 

(2)解説 

本稿「音×身体 ～タップシューズを使った体育授業の開発～」は、和氣教諭による体育実践であり、「音を奏

でる身体」という視点から体育の再定義を試みたものである。従来の体育が前提としてきた「効率よく動く身

体」や「技能として評価される身体」から離れ、身体そのものを表現の媒介として捉え直すことにより、創造

的思考力を中心としたコンピテンシーの育成が目指されている。 

本実践では、児童が歩く・踏む・跳ぶといった日常的な動作に新たな意味を見出し、音の違いを感じ取りな

がら、自分なりの表現を生み出していった。この過程は、既存の動きを再構成し、新たな価値を創出する創造

的思考力の発揮として捉えられる。また、グループでの活動では、音の強弱や配置、動きの構成を協働的に調

整する姿が見られ、互いのアイディアを取り入れながら作品を完成させる過程が生まれていた。さらに、発表

場面では、足だけでなく手にタップシューズを装着するなど、既存の枠にとらわれない多様な表現が見られた。

本実践の特徴は、「音によって生成される身体」という視点にある。タップシューズを履くことで、身体は単な

る運動の主体から「音を生み出す存在」へと変容する。この経験は、身体の在り方そのものを問い直す契機と

なり、身体感覚と認識を結びつける省察的思考を含むコンピテンシーの形成にもつながる。また、「体育か音楽

か」という枠組み自体を相対化し、教科の境界を越えた学びとして再構成している点も重要である。 

8-2-4-1-2 和氣教諭による実践報告 2「小学校体育におけるヨガ導入の意義」 

(1)要旨 

本実践は、小学校体育にヨガを導入することで、従来の外的評価に基づく身体観を再考し、自己の内的感覚

に基づく学びの可能性を探究した実践である。本実践では、呼吸や筋肉の状態といった内的感覚に注意を向け、

「自己とともにある身体」への転換を目指した。授業では、月 1 回のヨガセッションを実施し、「どのように感

じるか」といった問いかけを通して、子どもたちが自身の身体に意識を向ける活動を行った。その結果、「呼吸

すると落ち着く」といった感覚的気づきが見られ、自己感覚への志向性の高まりが確認された。本実践は、身

体活動を通して自己の身体感覚を見つめ直す学習経験を生み出し、体育における新たなコンピテンシー育成の

可能性を示すものである。 

(2)解説 

本資料「小学校体育におけるヨガ導入の意義」は、和氣教諭による実践報告であり、学校体育において重視
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されてきた「外的評価に応答する身体」から、「自己の内的感覚に向き合う身体」への転換を試みたものである。

本実践は、身体活動を通して自己認識を深めることを目的とし、省察的思考力を中核としたコンピテンシーの

育成を志向している。従来の体育では、速さや強さといった外在的目標が重視され、子どもたちは他者の視線

や評価を意識しながら身体を動かす傾向にある。これに対し、本実践ではヨガを導入することで、呼吸や筋肉

の状態といった内的感覚に注意を向け、自分自身の身体状態を感じ取り、意味づける経験が重視されている。

この過程は、自分の状態を客観的に捉え直す省察的思考力の発揮として位置づけられる。 

 実践では、月 1 回のヨガセッションと日常的な課題を組み合わせ、呼吸への意識や身体各部への注意を促す

活動が行われた。指導においては、「正しい動き」よりも、「どのように感じるか」といった内省的な問いかけ

が重視されている。その結果、「呼吸すると落ち着く」「なんだかすっきりした」といった感覚的な気づきが生

まれ、子どもたちは自分の身体感覚を見つめる経験を積み重ねていった。さらに、この自己感覚への志向性は、

他者理解へとつながる可能性を持つ。呼吸という根源的な生命活動に意識を向ける経験は、自他の存在を捉え

直す契機となり、他者の状態や感情に対する感受性を高めることにもつながる。したがって、本実践は、省察

的思考力と他者理解力が相互に関わるコンピテンシー形成の場として位置づけることができる。 

 したがって、本実践は、ヨガを単なるリラクゼーションとしてではなく、身体活動を通して自己と他者の関

係を見つめ直す教育的実践として位置づけた点に意義がある。身体活動を通して内面に立ち返る経験は、体育

の枠組みを拡張し、新たな学習モデルを提示している。 

8-2-4-1-3 森教諭による実践報告 

 森教諭からは 2 つの報告書が提出された。以下、それぞれについて要旨および解説を記す。 

8-2-4-1-3-1 森教諭による実践報告 1「絵本を活用した実践（１年生） ～ことばでひらく ものがたりのせ

かい～」 

(1)要旨 

本実践は、第 1 学年国語科において翻訳活動を取り入れ、ことばの違いが物語理解に与える影響に着目した

授業実践である。児童は、翻訳の異なる絵本や翻訳アプリによる直訳文を比較しながら、登場人物や場面の様

子を想像し、それにふさわしいことばへと書き換える活動に取り組んだ。本実践の基盤には、日常的に行われ

ているサークル対話や共同推敲があり、児童は自分の感じたことを他者と共有しながら、よりよい表現を模索

してきている。授業では、直訳された不自然な表現に違和感をもち、自分の経験や感覚と結びつけて表現を再

構成する姿が見られた。また、話し合いや共同推敲を通して、他者の感じ方に触れながら自分の表現を見直す

様子も見られた。本実践は、ことばを選び直す活動を通して、国語科におけるコンピテンシー育成の可能性を

示すものである。 

(2)解説 

 本実践の基盤には、日常的に行われているサークル対話と共同推敲の積み重ねがある。児童は、自分の経験

や感覚をことばにし、それを他者と共有しながら、「よりよい表現とは何か」を考えてきた。このような学習環

境の中で、ことばを単なる伝達手段ではなく、「意味を吟味し、選び直す対象」として捉える姿勢が育まれてい

る。単元では、翻訳の異なる絵本や翻訳アプリによる直訳文を扱うことで、「ことばが変わると物語の感じ方も

変わる」という気づきを促している。児童は、直訳された不自然な表現に違和感をもちながら、登場人物の行

動や場面の様子を想像し、それにふさわしい表現へと書き換える活動に取り組んだ。この過程は、自分の経験

や感覚と照らし合わせながら表現を再構成する創造的思考力の発揮として捉えられる。また、書き換えの過程

では、児童同士の対話が重要な役割を果たしている。サークル対話を通して、同じ場面でも異なる感じ方や解

釈があることに気づき、それぞれの意見を聞き合いながら、より適切なことばを模索していく。この活動は、

他者の視点や感覚を受け入れる他者理解力の育成にもつながっている。さらに、共同推敲の場面では、「しっく

りくる」「ぴったりくる」ことばを学級全体で吟味しながら、自分の表現を見直し、修正する姿が見られた。こ
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こには、他者の意見を踏まえて自分の考えを振り返る省察的思考力が働いているといえる。 

本実践の意義は、ことばを固定的なものではなく、「選び直し、よりよくしていくもの」として扱っている点

にある。創造・省察が相互に関わる学習を通して、複数のコンピテンシーが発揮される国語科実践として位置

づけることができる。 

8-2-4-1-3-2 森教諭による実践報告 2「民話を活用した実践（３年生）～『なぜ？』を深ぼり～」 

(1)要旨 

本実践は、第 3 学年国語科において民話を多様な視点から読み直すことで、ことばの意味を問い直す授業実

践である。児童は、「もし自分が語り手だったらどのように語るか」という問いのもと、既存の民話の語りを相

対化し、登場人物の立場や語り手の意図を意識しながら読みを深めていった。本単元の基盤には、日常的に行

われてきた対話活動があり、児童は他者との違いを受け入れながらことばを吟味する経験を積み重ねている。

授業では、視点の違いによって読後感が変化することに気づき、民話に対する問いを立て、それをもとに話し

合いを行った。話し合いを通して多様な解釈に触れることで、他者理解力が育まれるとともに、既存の語りを

問い直す批判的思考力が発揮されていた。また、話し合い後に再読する活動を通して、自分の読みを見直す省

察的思考も働いている。本実践は、民話を再構成する活動を通して、批判・対話・省察が相互に作用する学び

を実現しており、国語科におけるコンピテンシー育成の具体的なモデルを示すものである。 

本実践は、森教諭による第 3 学年国語科の授業であり、民話を「語られたもの」として受け取るのではなく、

「語られ方を問い直す対象」として扱う点に特徴がある。単元では、「もし自分が語り手だったらどのように語

るか」という視点を導入することで、児童が既存の物語構造に立ち止まり、そこに含まれる意味や価値を捉え

直していくことが目指されている。その過程には、批判的思考力や他者理解力といったコンピテンシーの発揮

が組み込まれている。 

(2)解説 

 この学びを支えているのは、日常的に積み重ねられてきた対話の文化である。児童はこれまで、互いの経験

や感じ方を持ち寄りながら、ことばの意味を確かめ合う活動を続けてきた。その中で、違いを排除するのでは

なく、違いの中から意味を見出す姿勢が育っている。本単元では、この「共感性」と「ことばへの感度」が、

民話の読みを深める土台として機能している。導入段階では、物語の読み方によって読後感が変わるという経

験が共有される。登場人物に寄り添う読みと、物語全体を俯瞰する読みとでは、同じ物語であっても印象が異

なることに児童は気づく。この気づきが、「語り手によって物語は変わるのではないか」という問いへと発展し

ていく。ここで児童は、与えられた語りを前提とするのではなく、それを一つの可能な表現として捉え直し始

める。この段階に、既存の意味を問い直す批判的思考コンピテンシーが表れている。話し合いの場面では、そ

れぞれの児童がもつ問いや解釈が持ち寄られる。同じ場面でも「かわいそう」と感じる児童と「仕方がない」

と捉える児童が存在し、その違いが対話を生み出す。児童は他者の考えに触れることで、自分の読みの前提に

気づき、視点を広げていく。このプロセスは、単なる意見交換ではなく、他者の感じ方を手がかりに読みを更

新する営みであり、他者理解力というコンピテンシーの実質的な働きといえる。さらに、本時の特徴は、対話

で得た気づきを再読へとつなげている点にある。話し合いによって揺さぶられた読みをもとに、再び物語に向

き合うことで、児童は自分の解釈を修正したり、新たな意味を見出したりする。この往還の中で、自分の考え

を客観視する省察的思考コンピテンシーが自然に立ち上がっている。 

 最終的に、児童は語り手として物語を再構成する段階へと進む。ここでは、どのような語り方が「しっくり

くるか」を考えながら、物語の意味を自分のことばで組み直していく。民話は固定された物語ではなく、語り

手によって変化し続けるものとして捉え直される。このように本実践は、問い・対話・再読・再構成という流

れの中で、複数のコンピテンシーが相互に作用しながら深化する学びを具体化したものといえる。 
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8-2-4-1-4 本年度の教材のまとめ 

4 つの実践においては、教科内容の習得そのものよりも、活動を通して子どもが自分の感覚や解釈に気づき、

それを他者と往還させながら学びを深めている点が共通している。和氣教諭の実践では、体育を「評価される

身体」から「感じ、表現する身体」へと捉え直し、創造性・省察・他者への感受性を育てている。一方、森教

諭の実践では、翻訳や語り手の変更を通して、ことばや物語を固定的に受け取らず、対話を通じて再構成する力

を育てている。総じて、創造的思考力、他者理解力、省察的思考力が相互に作用する学びが重視されている。

これらの実践は、知識や技能を個別に習得するのではなく、創造・対話・省察を往還する中でコンピテンシー

を統合的に育成している点に意義がある。実社会においては、一つのコンピテンシーを単独で用いるのではな

く、それぞれの要素を状況に応じて組み合わせながら活用することが求められる。本実践は、そのような「組

み合わされた状態で働く力」としてのコンピテンシーを、実践的な文脈の中で身につけさせている点に価値が

ある。すなわち、コンピテンシーを生きた力として機能させるための習得過程そのものを体現している。 

8-2-4-2 本研究所連携研究員（附属学校園教員）による教材開発研究  

コンピテンシー育成に関する教材開発について連携研究員には、指導案・教材の提出をお願いしている。提

出された指導案・教材には本研究所から解説を付加しデータベースに掲載している。令和 7 年度に実施された教

材開発研究について、本報告書では、令和 7 年度中に提出された研究成果（指導案・教材）に基づき、表 8-4 の

うち小学校の岡田教諭の 2 件および中学校の渡邊教諭以外については、令和 6 年度の教材開発研究報告として既

に報告済みである。本年度に新たに収集された令和 6 年度実施の教材開発研究は、小学校 4 件（岡田教諭 2 件、

江部教諭 2 件）、中学校 2 件（向田教諭 2 件）、高等学校 2 件（沼畑教諭 2 件）の計 8 件であった。いずれも多

様な資質・能力の育成を目的としており、各教科や活動における創意工夫がみられた。以下、概要を示す。 

小学校では、江部教諭による感情教育の実践として、色やセンサリーボトルを用いて感情を「見える化」す

る授業が行われた。児童が自分の気持ちを色や言葉で表現し、互いの感じ方の違いを共有する活動を通して、

自己理解や他者理解を深める学びが展開された。また、家庭と連携しながらセンサリーボトルを継続的に活用

することで、自分に合った感情調整の方法を見つけたり、感情を前向きに受け止めたりする姿が見られた。こ

れらの実践では、自己調整力や共感性、社会情動スキル（SEL）の育成を目指した工夫がみられた。 

また、岡田教諭による国語科の実践では、戦争児童文学を題材としたリーディング・ワークショップや、“て

つがく対話”を取り入れた卒業文集づくりが行われた。児童は複数のテキストや他者との対話を通して、自分の

問いを立てたり、異なる立場や価値観を比較しながら考えを更新したりしていた。さらに、自分の文章を他者

と共有しながら推敲する活動を通して、表現や価値観を見直す学習も展開された。これらの実践では、批判的

思考力や他者理解力、省察的思考力など、多様なコンピテンシーの育成を目指した授業改善の工夫がみられた。 

中学校では、向田教諭による音楽科の創作実践として、自作の詩に旋律をつける作詞・作曲活動や、スメタナ

《我が祖国》の作曲プロセスを模倣した編曲活動が行われた。ICT を活用しながら、生徒が既存の音楽素材を

再構成し、自分なりの情景や感情を音楽で表現する学習が展開された。また、互いの作品を聴き合い、相互批

評を行うことで、他者の表現から新たな発想を得たり、自らの作品を見直したりする活動も重視されていた。

これらの実践では、試行錯誤や表現の再構成を通して、創造的思考力を育成する工夫がみられた。 

高等学校では、沼畑教諭による国際交流活動および地理総合の授業実践が報告された。さくらサイエンスハ

イスクールプログラムでは、海外の高校生との交流を通して、異文化理解や他者理解を深める活動が行われ、生

徒が文化や価値観の違いを尊重しながら主体的に関わる姿がみられた。また、地理総合では「気候変動のミス

テリー」を題材に、情報カードを用いたアクティブラーニング型授業が実施され、生徒同士が協働して複雑な

課題の関係性を整理し、多面的・多角的に考察する学習が展開された。これらの実践では、協働力や問題解決

力、批判的思考力、他者理解力など、多様なコンピテンシーの育成を目指した授業改善の工夫がみられた。 
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表 8-4 令和 6年度に本学附属学校教員により開発された指導案・教材一覧 

所属 指導者 指導案・教材 コンピテンシー育成 

幼稚園 佐藤寛子 「研究」って何だろう？～5 歳児による「研究所」の

遊び～ 

探求力、社会情動的スキル 

幼稚園 灰谷知子 「おちゃのみずゆうびんきょく」遊びを通して 探求力、社会情動的スキル 

小学校 江部  紀美子 今の気持ちはどんな色？第１報 社会情動的スキル、主体性 

小学校 江部  紀美子 今の気持ちはどんな色？第２報 社会情動的スキル、主体性 

小学校 岡田博元 12 歳が読む戦争 他者理解力、批判的思考力 

小学校 岡田博元 「書くこと」の学習における“てつがく対話”の活用 

～小 6 卒業文集「わたしにとっての意味」の実践から

～ 

省 察 的 思 考 力 、 他 者 理 解

力、批判的思考力 

中学校 向田瑞貴 オリジナルわが祖国 批判的思考力、創造的思考

力 

中学校 向田瑞貴 作詞作曲自分 探求力、主体性 

高等学校 沼畑早苗 地理総合におけるコンピテンシー育成のための授業研

究「気候変動のミステリー」を解くアクティブ・ラー

ニングを通して 

社会情動的スキル、主体性 

高等学校 沼畑早苗 附属高等学校の部活動を通じたコンピテンシー育成 

―アフガン・ボランティア部の活動を通してー 

社会情動的スキル、主体性 

高等学校 丸山実花 保健の授業で育成される 資質・能力に関する一考察 探求力、主体性 

高等学校 丸山実花 体育の授業で培われる資質・能力に関する一考察―生

徒の記述からみる省察的思考力と内的統制感について

― 

社会情動的スキル、主体性 

 

次に、令和 7 年度に実施された教材開発研究について、本年度に新たに収集された令和 7 年度実施の教材開

発研究は、幼稚園 2 件、小学校 2 件、中学校 4 件、高等学校 4 件の計 12 件であった。いずれも多様な資質・能

力の育成を目的としており、各教科や活動における創意工夫がみられた。表 8-5 を参照されたい。 

幼稚園では、家庭と幼稚園との生活のつながりを重視し、子どもの主体的な活動や対話的な学びを支える実

践や、子どもが遊びの中で「回す」という行為に着目しながら探究的に世界を広げていく過程を捉えた実践が

報告された。いずれも、遊びや生活経験を通して、子どもの主体性や社会情動的な力を育成しようとする工夫

がみられた。 

小学校では、国語科における「読むこと」の学習を中心に、それぞれの課題意識に基づいて解釈を更新して

いく「学会方式」の授業実践や、「鳥獣戯画」を題材として多面的な読みを促す教材開発が行われた。これらの
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実践では、児童が互いの考えを比較・検討しながら、自らの読みを深めていく過程を重視しており、批判的思

考力や創造的思考力の育成を目指した授業改善の工夫がみられた。 

中学校では、保健体育科における「Baseball5」や走・跳の運動を扱った授業実践を通して、協働的に活動し

ながら課題を解決する学習が展開された。また、英語科では、Reading から Writing へと学びを接続する授業や、

文学教材"The Giving Tree"を活用した Reading 授業が報告された。これらの実践では、生徒同士の対話や協働

を通して学びを深めることが重視されており、批判的思考力や協働力、主体性、社会情動スキルなど、多様な

コンピテンシーの育成を目指した工夫がみられた。 

高等学校では、SSH 事業や国際交流プログラムを活用し、科学的探究を基盤とした国際性の育成を目指す実

践や、「人を対象とする研究」に関する倫理審査体制の構築を通して自己制御力を育成する実践が報告された。

また、ダンスの鑑賞や身体表現に関する授業では、生徒自身が表現を省察しながら探究的に学ぶ活動が重視さ

れていた。これらの実践には、探究力やエージェンシー、省察的思考力など、高等学校段階において求められ

る資質・能力の育成に向けた多様な工夫がみられた。 
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表 8-5 令和 7年度に本学附属学校教員により開発された指導案・教材一覧 

所属 指導者 指導案・教材 コンピテンシー育成 

幼稚園 灰谷知子 家庭から幼稚園へ 暮らしをつなげる 主体性、対話的学び 

幼稚園 灰谷知子 子どものつくり出す「回す」遊びの世界 探求力、社会情動的スキル 

小学校 岡田博元 それぞれの課題意識をもとに解釈を更新する“読むこと”

の「学会方式」 

批判的思考力 

小学校 岡田博元 鳥獣戯画を読む 創造的思考力 

中学校 森 祐樹 「 打 っ て 、 走 っ て 、 盛 り 上 が れ ！ チ ー ム で 楽 し む 

Baseball5」  

批判的思考力、協働力 

中学校 森 祐樹 タイムアタック！走って跳んで君が主役！」  批判的思考力、協働力 

中学校 林 多恵子 Reading を Writing につなげる授業"The Tanabata Star 

Festival" 

主体性、対話的学び 

中学校 林 多恵子 "The Giving Tree"（Shel Silverstein）を用いた Reading 授

業 

社会情動スキル、対話的学

び 

高等学校 沼畑早苗 さくらサイエンスハイスクールプログラムを活用した国

際性の育成―科学の力で未来を共創する女性リーダーの

育成に向けて― 

探求力、社会情動スキル 

高等学校 沼畑早苗 SSH における「人を対象とする研究」の倫理審査体制と

教育的効果― 課題研究を通じたコンピテンシーの育成を

目指して ― 

自己制御力 

高等学校 丸山実花 生徒はダンスの何をみているのか 探求力、エージェンシー 

高等学校 丸山実花 床を使って高さの変化 床の動きを楽しむ 省察的思考力 

 

8-2-5 大学と附属学校園教員の連携によるコンピテンシー段階的育成モデル構築研究の推進  

コンピテンシーの段階的育成モデルの開発の取組には、様々な領域における研究が必要である。そのため、

コンピテンシー育成に関する研究課題（令和５～６年度）について、学内での公募を行った。対象研究は「コ

ンピテンシーの段階的育成モデルの開発に資する研究」とした。大学におけるコンピテンシー育成助成事業と

して 2 つの課題が採択された。1 つめは平野准教授、2 つめは土田講師の課題であり、それぞれの研究課題、調

査対象、調査方法、データ分析、研究成果の概要は下記の表 8-6 のとおりである。いずれの研究も令和 6 年度ま

でのプロジェクトとして実施された。以下、今年度提出された２つの報告について、以下のとおり、概要およ

びコンピテンシー育成の観点から研究的意義について解説する。 
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8-2-5-1 「児童・生徒のレジリエンスを理解・育成するツールの開発にむけた基礎調査：発達的特徴および

潜在的な対処力をアセスメントする視点の検討」の概要および解説 

平野准教授らの研究は、児童・生徒のレジリエンスを評価・育成するための基礎的知見の獲得とツール開発

を目的とし、投影描画法である雨中人物画と質問紙調査を組み合わせた実践的研究である。小学校から高等学

校までの児童・生徒を対象に調査を行い、描画特徴と心理尺度との関連を分析した結果、雨や傘、人物の向き

といった描画要素が問題解決志向や社交性などのレジリエンス要因と関連することが示された。また、同一の

描画特徴でも発達段階によって意味が異なることが明らかとなり、文脈を踏まえた解釈の重要性が示唆された。

本研究の特徴は、これらの知見を教育的実践へと接続し、描画後のワークシートを通して児童・生徒の自己内

省を促している点にある。自分のストレス状況や対処の仕方を振り返り言語化する過程は、省察的思考力の育

成に寄与するとともに、自己理解を深める契機となる。また、描画と記述は教師間の共有を通して支援にも活

用され、協働的な関わりの中でレジリエンスを捉える視点も示されている。さらに、縦断的分析からは、ソー

シャルサポートや家庭での関わり、学習活動がレジリエンスの発達に寄与することが示された。本研究は、レ

ジリエンスを固定的特性ではなく、経験や関係性の中で育まれる動的な力として捉え、評価と育成を統合した

新たな教育的アプローチを提示するものである。 

 以下、本研究報告に対してコンピテンシー育成の観点から解説する。本研究は、児童・生徒のレジリエンス

というコンピテンシーに着目し、その評価と育成を一体的に捉えようとする試みである。特に、投影描画法で

ある雨中人物画を用いて、ストレス状況下における対処傾向や潜在的な資源を可視化し、それを教育的に活用

する点に特徴がある。本研究は、レジリエンスを単なる心理特性として測定するのではなく、児童・生徒が自

らの状態を理解し、意味づける過程を重視しており、省察的思考力を中核としたコンピテンシーの育成に接続

している。 

 調査では、小学校から高等学校までの児童・生徒を対象に、質問紙と描画の両面からデータを収集し、描画

特徴と心理尺度との関連を分析している。雨や傘、人物の向きといった描画要素が、問題解決志向や社交性な

どのレジリエンス要因と関連することが示され、描画が内的状態を捉える手がかりとなる可能性が確認された。

また、同一の描画特徴であっても発達段階によって意味が異なることが示されており、解釈には文脈的理解が

必要であることが明らかになっている。 

 本研究の重要な点は、これらの知見を教育的実践へと接続している点にある。描画後にワークシートを用い

て、自分の描いた状況や感情、対処資源について言語化させることで、児童・生徒が自らの状態を振り返る機

会が設けられている。このプロセスは、自分の感情や行動を客観的に捉え直す省察的思考力の発揮であり、レ

ジリエンスを内面的に理解する契機となる。さらに、描画と記述は教師間の情報共有や支援の検討にも活用さ

れている。児童・生徒が言語化しにくい困難やストレスが可視化されることで、担任教諭や養護教諭、スクー

ルカウンセラーによる協働的支援が可能となる。この点において、本実践は、個人内の理解にとどまらず、他

者との関係性の中で支えられるレジリエンスの側面にも光を当てており、他者理解力や協働力の観点からも意

義をもつ。また、縦断的分析からは、ソーシャルサポートや家庭での関わり、学習活動への取り組みがレジリ

エンスの発達に寄与することが示されており、レジリエンスが日常生活の中で形成される動的な力であること

が明らかになっている。すなわち、本研究は、レジリエンスを固定的な特性としてではなく、経験や関係性の

中で育まれる実践的なコンピテンシーとして捉えている。 

以上より、本研究は、評価と育成を分断せず、自己理解・対話・支援の循環の中でコンピテンシーを育成す

るモデルを提示している点に意義がある。描画を媒介とした内省と共有のプロセスは、児童・生徒が自らの力

に気づき、それを活かす基盤を形成する学びとして位置づけることができる。 

本研究は、コンピテンシー研究において、従来の「測定・評価中心」の枠組みを拡張し、「評価と育成を往還

させる実践的アプローチ」を提示する点に独自の立ち位置をもつ。これまでのコンピテンシー研究では、質問

紙やテストによる定量的把握が主流であり、個々の能力を分解して捉える傾向が強かった。しかし本研究は、
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雨中人物画という投影的手法とワークシートを組み合わせることで、児童・生徒の内的状態や潜在的資源を可

視化し、それを自己理解へと接続するプロセスを重視している。すなわち、コンピテンシーを外部から測る対

象ではなく、学習者自身が意味づけながら形成していく動的な力として捉えている点に特徴がある。さらに、描

画と記述を媒介として、教師間の協働的支援や生活文脈との関連づけを可能にしている点も重要である。これ

により、コンピテンシーは個人内の特性にとどまらず、他者との関係性や日常経験の中で育まれるものとして位

置づけられる。本研究は、自己内省・対話・支援が循環する中でコンピテンシーが発達する構造を示しており、

評価・育成・実践を統合する新たな研究視座を提供する点で意義を有している。 

8-2-5-2 「データサイエンスを活用したダンス授業指導の効果評価と指導モデル策定」の概要および解説 

土田講師らの研究は、ダンス授業における教員の指導言語が生徒の運動強度や情動に与える影響をデータサ

イエンスの手法によって明らかにし、ダンス指導未経験者でも活用可能な指導モデルの構築を目的とした実践

的研究である。お茶の水女子大学附属高等学校と連携し、ダンス指導経験の豊富な教師と経験の少ない教師に

よる模擬授業を実施し、教員の発話、生徒の運動強度（METs）、質問紙による情動反応を総合的に分析した。

その結果、熟練教師は「ぎゅっと集まる」「走って走って」など具体的な動作を示す発話を多用しており、それ

が生徒の身体活動量の向上と関連していることが示された。一方で、経験の少ない教師は「いいね」「オーケー」

といった肯定的な声かけや擬態語を多く用い、生徒の安心感や前向きな気持ちを支える傾向がみられた。また、

情動面では両者の授業とも快感情やリラックス感情の向上が確認され、ダンス活動そのものが肯定的な学習経

験を生み出していることが示唆された。本研究の特徴は、教員の発話を音声データとして収集し、形態素解析や

n-gram 分析を通して客観的に可視化している点にある。これにより、熟練教師が用いる効果的な発話パターン

を抽出し、未経験教員でも再現可能な指導モデルへと発展させる可能性が示された。さらに、具体的な動作指

示と肯定的な声かけを組み合わせることで、生徒の運動量だけでなく学習意欲や安心感を高められることが示

唆された。本研究は、ダンス授業を単なる身体活動としてではなく、自己表現や協働を通じたコンピテンシー

育成の場として捉え、その指導方法をデータに基づいて支援する新たな教育的アプローチを提示するものであ

る。 

以下、本研究報告に対してコンピテンシー育成の観点から解説する。本研究は、ダンス授業における教員の

指導言語に着目し、その違いが生徒の身体活動や情動、さらには学習への参加の仕方にどのような影響を与え

るかを検討した研究である。特に、音声データの分析と活動量計による客観的測定を組み合わせることで、こ

れまで経験則に依存しがちであったダンス指導を可視化し、再現可能な教育実践へと接続しようとしている点

に特徴がある。本研究は、ダンス技能そのものの習得だけでなく、自己表現力や協働力、主体的な参加態度と

いったコンピテンシーの育成に関わる教育条件を明らかにしようとする試みとして位置づけられる。 

調査では、熟練教師と非熟練教師による模擬授業を比較し、発話内容、生徒の運動強度、授業前後の情動変

化を分析している。その結果、熟練教師は具体的な動詞を用いて運動イメージを明確に伝える発話を多く行っ

ており、生徒の身体活動量が高まる傾向が確認された。一方で、非熟練教師は肯定的なフィードバックや擬態

語を多用し、生徒の安心感や挑戦しやすい雰囲気づくりに寄与していた。このことは、学習活動への参加を支

える要因として、行動を促す具体的な指示と心理的安全性を高める支援の双方が重要であることを示している。 

本研究の重要な点は、データサイエンスを活用して教育実践を客観的に分析し、その成果を教員支援へと還

元しようとしている点にある。音声データのテキストマイニングにより、熟練教師に特徴的な発話パターンを

抽出することで、経験の少ない教員でも活用可能な指導モデルの構築が可能になる。これは、従来は個人の経

験や感覚に依存していた授業技術を共有可能な知識へと転換する試みであり、教師の専門性形成にも寄与する。

また、生徒に対しては、具体的な動作指示による主体的な活動参加と、肯定的な声かけによる安心感の形成が

同時に促されることで、自己表現や挑戦への意欲が高まりやすい学習環境が構築されると考えられる。 

さらに、本研究ではダンス授業をコミュニケーション能力や協働力、創造性を育成する教育活動として位置

づけている。ダンスは競争的活動ではなく、仲間との協働や表現活動を通じて学びを深める特徴をもつ。その
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ため、生徒同士が互いの動きを認め合いながら作品づくりに取り組む過程は、協働力や他者理解力の育成につ

ながる。また、性別や身体能力の違いを超えて参加しやすい活動であることから、多様性を尊重する教育実践

としての可能性も示されている。こうした観点から、本研究は身体活動を通じたコンピテンシー育成のあり方

を具体的に示すものといえる。 

以上より、本研究は、ダンス授業における指導言語の分析を通して、生徒の身体活動と情動の双方を支える

教育条件を明らかにし、教員支援とコンピテンシー育成を結びつけるモデルを提示している点に意義がある。

具体的な動作指示と肯定的なフィードバックを組み合わせた指導は、生徒の主体的な参加を促し、自己表現や

協働を支える学習環境の形成につながる。また、データサイエンスを活用して教育実践を可視化し、経験知を

共有可能な知識へと転換する試みは、今後の教育実践研究においても重要な示唆を与えるものである。 

本研究は、コンピテンシー研究において、身体活動と教育データ分析を結びつけた実証的アプローチを提示

する点に独自の立ち位置をもつ。これまでコンピテンシー研究では質問紙調査や学力評価を中心とした研究が

多く行われてきたが、本研究は教員の発話という授業過程そのものに着目し、その影響を運動強度や情動反応

と関連づけて検討している。すなわち、コンピテンシーを学習成果として測定するだけでなく、それが形成さ

れる教育的プロセスを可視化しようとしている点に特徴がある。さらに、指導言語を分析することで教員支援

や授業改善へと直接還元できる仕組みを構想しており、教育実践と研究成果の往還を重視している。以上、本

研究は、身体活動を媒介とした自己表現・協働・主体性の育成を支える教育環境の条件を明らかにし、コンピ

テンシー育成を支援する実践的研究として意義を有している。 

 

表 8-6 大学におけるコンピテンシー育成助成事業として採択された 2つの研究課題 

研究代表

者 

所属 研究課題 調査対象 調査方法 データ分析 研究成果 

平野真理 基幹研究

院・ 人間

科学系准

教授 

児童・生徒のレジリ

エンスを理解・育成

するツールの開発に

むけた基礎研究：発

達的特徴および潜在

的な対処力をアセス

メントする 視点の検

討  

附 属 小 ・

中・高 

レジリエンスに関

する数種類の心理

尺度の質問紙調査

を実施。「雨の中

の私」の絵を描く

「雨中人物画」の

描画調査実施。 

小中学校のデータを分

析。描画の特徴の出現

率算出。描画の詳細記

述 の カ テ ゴ リ ー 化 実

施。 

引き続き高等学校

のデータ分析を行

い、心理尺度との

関連を検討する。

研究成果のフィー

ドバックを保護者

にも行う予定であ

る。 

土田修平 文 理 融 

合 AI・デ

ータサイ

エンスセ

ンター講

師 

データサイエンスを

活用したダンス授業

指導の効果評価と指

導モデル策定 

附 属 高 等

学校 

生徒全員に活動量

計を装着、運動強

度を記録。教師の

発話をピンマイク

型レコーダーで録

音。ビデオ撮影と

教室全体の音の録

音を同時に実施。

授業前後に質問紙

調査を実施。 

指導経験の豊富な教師

と経験の浅い教師の発

話パターンを統計的に

比較。教師の指導によ

る生徒の動きの変化の

検討実施。 

ダンス指導経験の

浅い教師に対する

示唆として「動作

を明確にイメージ

させる発話」の繰

り返しが、運動強

度向上につながる

と い う 示 唆 を 得

た。 

 

8-2-6 コンピテンシーの発達段階モデル構築の研究  

 本取組では、複数のコンピテンシー（ex. 創造的思考力、他者理解力、省察的思考力など）について、幼稚園

から大学に至る各発達段階に応じた育成モデルの構築を目指している。令和 5 年度においては、他者理解力、対

人葛藤解決力について分析を行い、論考を執筆した。令和 6 年度においては、批判的思考力および省察的思考

力について論考を執筆した。 
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 令和 7 年度においては、協働力について論考を執筆した。本報告書の第 2 部を参照されたい。協働力につい

て、幼児期から大学以降までの協働力に関する理論研究・実証研究・評価ルーブリックを整理し、協働力の構

成要素ごとに主要な発達段階を特定したのち、各教育段階の育成を連続的に捉えてモデル化した。分析の結果、

協働力の要素として「成果志向」「相互作用志向」「調整志向」を抽出し、それぞれが発達段階に応じて高度化

することを明らかにした。また、各段階の育成の特徴として、小学校では役割理解や基本的参加、情報共有な

どの基礎的協働が重視され、中学校では合意形成や自律的な情報共有が行われるようになる。高等学校では葛

藤解決や進捗管理など協働プロセス全体の調整が求められ、大学以降では協働そのものを設計・改善し、チー

ム成果を最大化する高度で主体的な活用が目指されていた。 

 

8-2-7 本節のまとめ 

 令和 7 年度に報告された実践には 4 つの特徴がみられた。1 つめは、「AI 時代」を意識した実践が前面に出て

いたことである。令和 6 年度までの実践報告にも ICT 活用や表現活動は存在していたが、令和 7 年度ではそれ

らがより前面に出ていた。例えば、「ことば・国語」部会では、AI 翻訳を教材として扱い、児童が「その人物ら

しい言葉」を探しながら翻訳を修正する活動が行われていた。また ICT 部会では、生成 AI の出力をそのまま受

け入れるのではなく、その妥当性や限界を吟味する態度や、AI では容易に答えの出ない問いをどのように設定

するかが重視されていた。こうした実践では、AI 時代における創造的思考力や批判的思考力をどのように育成

するかという問題意識が強く表れていた。 

2 つめは、身体を単なる運動技能の対象としてではなく、「感じること」や「表現すること」の媒介として扱

う実践が目立っていたことである。タップシューズを用いた授業では、「音を生み出す身体」という視点から身

体活動を捉え直しており、ヨガの実践では、「正しく動く」ことよりも、自分の呼吸や感覚に注意を向けること

が重視されていた。さらに、新聞紙やぞうきんを媒介にした身体表現では、生徒が恥ずかしさを和らげながら

自然に身体表現へ入っていく過程が扱われていた。これらの実践では、創造的思考力だけでなく、自分の状態

を振り返る省察的思考力や、他者と関わりながら表現を作る協働力との関連も意識されていた。 

3 つめは、「完成された答え」よりも、「迷いながら考える過程」を扱う実践が多くみられたことである。翻訳

活動では「ぴったりくる言葉」を探し続けること、民話の授業では「自分ならどう語るか」を考えること、ダ

ンス表現では「どう動けばよいかわからない状態」から試行錯誤することなど、学習者が揺れ動きながら考え

を更新していく場面が重視されていた。令和 6 年度が比較的、「どのような力を育成するか」を整理的に示す傾

向が強かったのに対し、令和 7 年度では、学習者が試行錯誤しながら意味や表現を作り替えていく過程そのもの

を扱う実践が多く取り上げられていた。こうした傾向は、探究力や対話的学び、エージェンシーといったコン

ピテンシーとの関係が強いものと考えられる。 

4 つめは、感覚的・表現的な実践を分析やデータと結びつけようとする研究が比較的目立っていたことである。

レジリエンス研究では雨中人物画と質問紙調査を組み合わせ、ダンス授業研究では活動量計や音声分析を活用

するなど、身体表現や内面理解をデータを通して検討しようとする姿勢がみられた。これらは、自己理解や自

己制御力に関わる研究として位置づけられていた。 

このように、令和 7 年度は「AI」「身体感覚」「試行錯誤」「分析」といったテーマが比較的強く表れていた年

度であった。こうしたテーマのもとで創造的思考力や批判的思考力、探究力、省察的思考力などの育成と関わ

る実践が多くみられた。 
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8-3 コンピテンシーの段階的育成モデルの具現化に向けた啓発教材の開発 

8-3-1 背景と目的 

本研究所ではこれまで、幼稚園から大学までの各学校段階を通じてコンピテンシーを体系的に育成すること

を目指し、様々なコンピテンシーの段階的育成モデルの構築に取り組んできた。具体的には、「他者理解力」

（令和 5 年度年次報告書参照）や「批判的思考力」（令和 6 年度年次報告書第 2 部参照）などについて、それぞ

れの学校段階に応じた育成のあり方が検討されている。今年度は、これらのモデルのうち、批判的思考力の段

階的育成モデルを具現化するための教材開発を行った。本稿では、その開発の経緯と試行結果について報告す

る。 

批判的思考力の段階的育成モデル（図 8-1）を実践に結びつけるためには、次の２点が求められる。1 点目は、

モデル上部に示されるように、各学校で批判的思考力の育成が行われることであり、2 点目は、そうした育成を

強化するとともに、その育成を学内外に拡張するための「コンピテンシー育成の啓発」（モデル最下部に提示）

を行うことである。実は、前者はすでに、通常の授業である程度行われていると考えられる。例えば、道田・

土屋（2017）は、中学校の国語の教科書を分析し、批判的思考力に関する様々な課題が含まれていることを報

告している。一方で、後者の「コンピテンシー育成の啓発」を専門に扱う教材やプログラムは、未だ十分に整備

されているとはいえない。そこで本研究では、批判的思考力の段階的育成モデルの具現化に向け、とくに後者

の啓発に焦点を当てた教材を開発することとした。なお、全ての学校段階を対象とした教材を一度に開発する

ことは難しいため、まずは中学校段階を対象とした教材開発を優先的に行うこととした。中学校段階を優先し

たのは、それが啓発を実施しうる最も早い段階と考えられたためである。具体的には、中学校段階が抽象的な

概念や仮説的な問題について考える力が発達し始める時期であること、また図に示されるように、批判的思考

力の育成が、中学校段階から自律的に行えると整理されていることを踏まえて判断した。 

 

図 8-1 批判的思考力の段階的育成モデル（令和 6年度年次報告書第 2 部 p83 より転載） 

 

8-3-2 教材開発の基本方針 

本教材は、コンピテンシー育成に関する啓発を、学校現場において無理なく実施できるようにすることを重
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視して開発した。特に、中学校では授業時数や行事等の制約が大きいことを踏まえ、授業内で実施時間を確保

することを前提とせず、家庭学習（宿題）として取り組める教材とすることを基本方針とした。そのため、教材

の内容は必要最小限に絞り、次の 3 点を中心に構成することとした。 

１点目が、「コンピテンシー（資質能力）の重要性の理解」である。学校教育では、すでに様々な場面でコン

ピテンシーの育成が行われている。しかし、それが学習目標として明示される機会は必ずしも多くなく、児童

生徒がその重要性を十分に認識していない場合がある。コンピテンシーを自覚的に育成していくためには、まず、

それらの力がなぜ必要なのかを理解することが重要である。そこで教材の冒頭には、社会の変化を踏まえ、知

識の習得だけでなく、自ら考え、他者と協力しながら課題を解決していくための多様な力が重要になっている

ことを説明する文章を含めることとした。 

２点目が、「主要なコンピテンシーの概念理解」である。コンピテンシーには様々なものがあるが、それらを

一つひとつの「力」として認識することは、育成の出発点になると考えられる。そこで本教材では、主要なコ

ンピテンシーの概念について、中学生にも理解しやすい表現を用いて説明することとした。なお、概念説明の

対象は批判的思考力に限定せず、お茶大コンピテンシー10 のすべての力とした。これは、複数のコンピテンシ

ーを並べて示すことで各概念の特徴が明確になり、理解が促されると考えられるためである。また、コンピテ

ンシーの概念理解は、批判的思考力に限らず他の力の育成においても必要であり、複数の力をあわせて扱うこ

とが効率的であると判断したためである。 

３点目が、「日常生活におけるコンピテンシー育成の意識化」である。コンピテンシーは、授業や特別な活動

の中だけで育成されるものではなく、日常生活の様々な場面においても発揮され、育成されうるものである。

児童生徒がそのことに気づくことは、授業等で育成されているコンピテンシーを理解するとともに、学内外で

自発的に力を伸ばしていくうえで重要である。そこで本教材では、これらの力が日常的に使われていることを

説明し、具体的な行動例を提示することとした。 

 

8-3-3 初期教材の設計と試行 

 前節で示した方針に基づき、初期教材は表 8-7 のように構成し

た。教材を実施する時期としては、進級・進学を控え、自身の成⾧

について考えやすい春休みが適当であると考えた。そこで教材で

は、「上級生になるにあたり自分を成⾧させる一つの方法」として、

コンピテンシーを高めることの重要性を説明することとした。 

初期教材では、まず、コンピテンシーを「力」として捉えられる

よう、各能力概念を中学生にも理解しやすい言葉に置き換えて説明

した。例えば、創造的思考力は「発見力」と表記した。また、力を

高めることの重要性について理解を促すために、それぞれの力があるとどのようなよさがあるのか、実際の場

面ではどのように役立つのかについて、事例を挙げて説明した。そのうえで、日常生活の中で力が使われてい

る場面と、そのときの自身の行動について記録する課題を設け、日記風の記入欄を用意した。さらに、課題と

は別に、各力を知っていたかどうか、今後高めたい力は何か、課題に取り組んだ感想などを尋ねる欄を設け、

教材の振り返りと評価をあわせて行えるようにした。 

この初期の教材について、中学生 2 名に試行したところ、いくつかの改善点が明らかになった。まず、解説文

については、「力が勉強と同じくらい大事なものであることに触れた方がよい」（という意見があり、コンピテ

ンシーの重要性の示し方を見直す必要が示された。また、課題については、「理解はできるが、例が少なく答え

にくい」「具体例が思いつかず、難しい」といった意見がみられ、日常場面とコンピテンシーを結びつけて記述

することに難しさがあることがうかがわれた。実際に、回答欄が十分に埋まりにくい状況も確認された。さら

テーマ：自分で自分を成⾧させる 

① 力の重要性（解説文） 

② 力があることの良さ（解説文） 

③ 力の種を探そう（課題） 

― 

課題を実施した感想・アンケート 

表 8-7 初期の教材構成 
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に、アンケート項目についても、「力を知っていたか否か」を尋ねる項目では「知らない」と回答しにくいとい

う意見があり、評価項目の設定にも検討の余地があることがわかった。 

以上の結果から、初期教材では、コンピテンシーの重要性や概念を説明するだけでなく、生徒が具体的な場

面を想起しやすくなるような支援を加える必要があることが示された。また、教材の効果を把握するための評

価項目についても、生徒が回答しやすく、かつ教材の目的に即した形に再検討する必要があると考えられた。 

 

8-3-4 教材の再設計と試行 

初期教材の試行結果を踏まえ、教材の構成および課題の提示方法を再検討した。特に、コンピテンシーの重

要性をより明確に伝えること、生徒が各力の具体的な意味を理解しやすくすること、さらに日常生活の場面と

コンピテンシーを結びつけて考えやすくすることが必要であると判断した。そこで、教材全体のテーマや構成

を見直し、表 8-8 に示すように再設計した。 

再設計後の教材では、まずテーマを「人生を楽

しく豊かにする“10 の力”を高めよう」とし、知識

だけでは対応しにくい社会になっていることや、

これからの時代には多様な力を磨くことが重要で

あることを解説した（①）。次に、初期教材で用

いた各コンピテンシーの概念説明にイラストを加

えるとともに、それぞれの力を身につけることに

よって期待される効果を示した。また、各力につ

いて自分自身の現在の状態を考えられるよう、自

己評価の課題を設けた（②）。続いて、各力の具

体的な意味をより深く理解できるよう、日常場面における行動とコンピテンシーを結びつけるクイズを設けた

（③）。これは、抽象的な概念説明だけではなく、具体的な場面を通して各力の働きを理解できるようにするこ

とを意図したものである。最後に、初期教材と同様に、日常生活の中で力が発揮される場面を記録する日記風

の課題を設けた（④）。その際、自分自身が経験した場面だけでなく、他の人が経験した場面でもよいこととし、

回答しやすさに配慮した。さらに、力が発揮される典型的な場面や行動例を表として提示し、生徒が具体例を

想起しやすくなるよう工夫した。課題終了後には、ふり返りと評価として、力の理解、課題の難しさ、課題に

取り組んだ感想などを尋ねる欄を設けた。 

この再設計した教材を中学生 4 名に実施したところ、一部の生徒から「やや難しい」という意見はみられた

ものの、「難しい」という評価はみられなかった。また、求めた記入欄は回答者全員がすべて記入していたこと

から、初期教材と比べて課題には取り組みやすくなったと考えられる。さらに、「様々な力について理解できた」

という評価項目については、全員が最上位の「そう思う」と回答した。感想欄にも、「これからも力について意

識していきたい」「力クイズや最後の課題が楽しかった」といった記述がみられた。これらの結果から、再設計

後の教材は、中学生にとって一定程度取り組みやすく、コンピテンシー育成に関する啓発教材としての効果を

持つ可能性が示唆された。 

 

8-3-5 今後の課題と展望 

 今後の課題としては、本教材が単発の実践にとどまりやすく、コンピテンシー育成に関する意識化を継続さ

せにくいことが挙げられる。コンピテンシー育成に関する意識化とは、児童生徒がコンピテンシーの重要性や

具体的な意味を理解し、日常生活の中でそれらの力が発揮される場面に気づくことを指す。こうした意識化を

一過性のものにしないためには、教材実施後も学校生活の中で継続的にコンピテンシーに触れる機会を設ける

表 8-8 再設計した教材の構成 

テーマ： 人生を楽しく豊かにする“10 の力”を高めよう 

① 力の重要性（解説文） 

② 力の概念説明（解説文）と自己評価（課題１） 

③ 力を理解するためのクイズ（課題２） 

④ 力の発揮場面を探せ！（課題３） 

― 

ふり返りと評価：力の理解、課題の難しさ等に関する

評価。実施した感想の記述 
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ことが必要である。そのための方策として、以下の三点が考えられる。 

１点目は、課題の結果を学級内で共有することである。例えば、今後高めたい力のランキングや、日常場面

でみられた力の発揮場面として多く挙げられたものを整理し、教室に掲示することなどが考えられる。これに

より、生徒は自分自身の経験だけでなく、他の生徒の経験を通して、日常生活の多様な場面でコンピテンシー

が発揮されていることに気づくことができる。こうした共有は、コンピテンシー育成に関する意識化をさらに

促すものと考えられる。 

２点目として、教員が日々の教育活動の中で、本教材で扱った力に言及することが考えられる。例えば、「今

は批判的思考力を発揮する場面だよ」「今日の〇〇さんは共感力がよく発揮されていたね」といったように、授

業や学級活動の中でコンピテンシーに関する言葉を日常的に用いることが考えられる。これにより、生徒は、

通常は明示されにくい授業や課題の中にも、様々な力を伸ばす機会が含まれていることに気づきやすくなると

考えられる。 

３点目は、教員だけでなく、生徒同士でもコンピテンシーに関する言葉を用いて互いの行動を認め合うこと

が挙げられる。他者からのフィードバックを受けることにより、生徒は自分では気づきにくい力の発揮場面や、

自身の成⾧に気づくことができる。また、他の生徒の行動を手がかりにすることで、コンピテンシーをどのよ

うに発揮すればよいかについて具体的なモデルを得ることもできる。こうした相互の気づきや承認は、コンピ

テンシーをさらに伸ばそうとする動機づけにもつながると考えられる。 

なお、本教材は、批判的思考力の段階的育成モデルの具現化に向けた啓発教材として開発したものであるが、

中学校のカリキュラムの中に位置づけて実施することも可能であると考えられる。本教材は、将来に向けて必

要となる力を意識化することを目標としており、これはキャリア教育が目指す「社会的・職業的自立に向けた

基盤となる能力」の育成とも関連する。したがって、キャリア教育等の枠組みの中で実施することで、一定の

時間を確保しやすくなり、課題結果の共有や日常的な言及などを含めた、より継続的で充実した実践につなげ

られる可能性がある。 

 さらに、今後は、本教材をもとに、小学校段階や高等学校段階に応じた啓発教材を開発することも期待され

る。小学校段階では、抽象的な概念理解が難しい場合があるため、扱うコンピテンシーを少数に絞ることや、

重要性の説明をより具体的でわかりやすい表現にすることが必要であると考えられる。一方、高等学校段階で

は、コンピテンシーの概念理解や日常生活における意識化に加え、各教科・科目の学習を通してどのようなコ

ンピテンシーが育成されるのか、またそれらをどのように高めていくのかについて、より詳しく扱うことが重

要になると考えられる。いずれの学校段階においても、教育現場で無理なく実施できるよう、宿題や短時間の

活動として取り組める教材を目指すことが望まれる。 

 

引用文献 
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人生を楽しく豊かにする“10 の力”を高めよう 春休みのミッション 

お茶の水女子大学コンピテンシー育成開発研究所 

 

  知識だけじゃダメな時代 
 

 最近の教育では、テストの点数だけでなく、優れたアイディアを思いつく力や、主体的に行動を起

こす力、また人と協力してものごとを達成する力など、様々な“能力”を高めることがとても大切だと考えられる

ようになってきました。学校でも以前は成績評価の観点が“知識”のみだったのが、現在では『知識・技能』『思

考・判断・表現』『主体的に学習に取り組む態

度』という 3 つの観点で学びを見ていく評価方

法が導入され、学び方そのものが重視されるよ

うになっています。 また、小・中学校でも『総

合的な学習の時間』などを通して、課題を見つ

け、調べ、まとめ、表現する力を育てる学習が

行われています。 

なぜかというと、社会の変化がとても速く、“これさえ覚えておけば一生安心”という時代ではなくなったから

です。新しい技術やサービスが次々に生まれ、今ある知識がすぐに古くなってしまうことも珍しくありません。

これからの時代に必要なのは、覚えた知識をただ持っていることではなく、知らない問題に出会ったときに自

分で考え、工夫し、周りと協力しながら解決していく力です。今、こうした“力”が、世界中でますます重視され

るようになっています。 

そのため、みなさんがこれからの世界を楽しく、かっこよく生きていくためには、こうした力を使えるよう

になることが、勉強と同じくらい重要なのです。 

 

研究者も認める重要な力  

 

力の重要性がわかったところで、次に、どんな力をつけていけばいいのかについて、お話したいと思います。

ここでは、世界の研究者たちが提案する重要な力のリストからとりあげた“10 の力“を紹介します。こうした力

を伸ばすと、「幸せな人生が送れるようになり、社会がうまく機能する」と言われています。 

皆さんには現在、これらの力がどのくらいついていると思いますか。各力の説明を読んで、表の右欄にレベル

を記入してみましょう。 

  

2 

1 
研究所キャラクター 

cha シカ 

開発教材 
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  研究所おススメ１０の力 

 力の名前 説明 この力をつけると・・ レベル 

考
え
る
力 

力 
（批判的思考力） 

ある考えや情報について、自分の

頭で「それホント？」と考える力 
デマや間違った情報にだまされな

い 

 

発明力  
（創造的思考力） 

ないなら作ればいい！新しいアイ

デアでワクワクを作る力 

よりよいものや方法などを自分で

デザインできる 
 

力  
（問題解決力） 

困ったことを「無理」と決めつけ

ず、解決策をひねり出す力 

様々な困難があっても、物事をう

まく進められる 
 

ふり返り力 

（ 省 察 的
せいさつてき

思考力） 

失敗 や 成功 か ら 「次 はこ う し よ

う」というすごいヒントを得る力 失敗を次の成功につなげられる 
 

人
と
か
か
わ
る
力 

団結力 
（協働力） 

一人の限界を超えて、誰かと協力

してものごとを成しとげる力 

一人では得られない優れた成果を

出せる 
 

共感力 
（他者理解力） 

相手の気持ちや考えを想像して、

受け入れる力 
友達と良い関係をつくれる 

 

力 
（対人葛藤解決力） 

ぶつかり合いを、お互いがハッピ

ーな結果に変える力 

自分も相手も大切にして物事を進

められる 
 

行
動
す
る
力 

自己信頼力 
（内的統制感） 

ものごとを、頑張れば自分にもで

きると信じる気持ちを持つ力 

まわりにふりまわされず、自分で

自分の人生を切り開いていける 
 

自制力 
（自己制御力） 

自分の感情や行動を、うまくコン

トロールする力 

感情や誘惑に振り回されず、なり

たい自分になれる 
 

力 
（エージェンシー） 

自分に関係することは、人まかせ

にしないで自分から動く力 

周りの空気を読むだけでなく、自

分で世界を変えられる 
 

 力クイズ！ 

いかがでしたか。「これくらいの力、みんな身につけているでしょ」と思った人がいたり、「こんな力、自

分には全然ない！」と思った人もいるかもしれません。ただ、覚えておいていただきたいのは、これらの力は、

特別な人が持っているものではなく、皆さんが日常的に使っている力であるということです。実際、どんな風に

使っているかを、以下のクイズで見てみましょう。 

 
初級編   ※右下の□に答えを記入してね 

 

 

 

 

 

 

 

 

中級編 

 

膆껇껈 

곉곊곋 


골곩곪곫곬

3 

Q1 部活動の練習試合で大負けしてしまいまし

た。帰宅後、「なぜ負けたんだろう？ あの時のパ

スミスが原因かな。次はこう動いてみよう」と一

人で分析しました。これは何の力？ 

【A 共感力、B 協働力、C ふり返り力】 

Q2 将来やりたいことが見つからず焦っています

が、「今は基礎を固める時期だ」と考え、目の前

の地味な学習を、やる気に左右されずに毎日コ

ツコツと続けています。これは何の力？ 

【A 仲裁力、B 自制力、C 見破り力】 

Q３地域のボランティア活動に参加した際、高齢

者の方が「最近の若者は…」と不満を漏らしてい

ました。あなたは反論せず、その言葉の裏にある

「寂しさ」に思いをはせました。これは？ 

【A 共感力、B 仲裁力、C 協働力】 

Q４通学路のゴミ問題を解決するため、ただゴ

ミを拾うのではなく、「なぜここにゴミが捨て

られるのか」を観察し、看板の設置場所を数セ

ンチ変えることでポイ捨てを激減させました。

これは？【A 突破力、B 協働力、C 自制力】 
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力をつけるには 

 いかがでしょうか、だいぶ力について理解できてきたのではないでしょうか。さあ、では今回のメイン課題

をやってみましょう。それは、“力が必要な場面に気づけるセンサー”を自分の中に

育てるということです。10 の力は、一生ものの“武器”ともいえる大切な力ですが、

それらは自然に身につくものではありません。日々の生活の中で、『考える』『工夫

する』『協力する』といった行動を少しずつ積み重ねていくことが必要です。そのた

め、皆さんにはまず、そうした力を使う場面に敏感になってもらいたいのです。次

ページの“10 の力が使われる典型的な場面や行動”をまとめました。それを参考に、

“力発動場面”の記録を行って、自分のセンサーの感度を高めましょう。 

「生活のなかに潜
ひそ

む力発動場面を探せ！」   ※春休み中に、場面を見つけたら書き足していってね 

 

自分で過去に経験した場面や、他の人が経験した場面でもよいので、４つの場面とそのときの行動を記述しよう。 

 日付 力 いつ？どこで？ どんな場面でどうした？ 

例  自己信頼力 放 課 後 、 な ら い

ご と （ そ ろ ば ん

教室） 

初段以上の人は、練習を増やせば大会に出られるとして参加

者を募集していた。自分なら頑張れると思ったので、手をあ

げた。 

１ 

 

    

２ 

 

    

３ 

 

    

４ 

 

    

 

４ 

Q５地高校進学について、あなたは「芸術系の学

校」に行きたいですが、親は「普通の進学校に行

きなさい」と全く聞く耳を持ってくれません。そ

こで、親が納得するような、将来の具体的な計画

書を作成して見せ【１】、感情的になって怒鳴りそ

うになるのを抑えて話し合いました【２】。それぞ

れどの力かな？【A 団結力、B 自制力、C 突破力】 

 

Q６文化祭の企画会議。みんなが「去年と同じで

いいよ」と、やる気のない様子で、決まった案も

正直言って退屈です。あなたはこのまま当日を迎

えるのは嫌なので、去年と同じ材料でも「驚きの

演出」を加えるアイデアを出し【１】、「私がリー

ダーをやるから、これ試してみない？」と一歩踏

み出しました【２】。これらは？【A 見破り力、B

自分事力、C 発明力】 
１ ・２  １ ・２  

応用編 
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力発動場面と行動例 

力の名前 力発動場面（典型例） 行動例 

力 
（批判的思考力） 

 スマホなどを通じて、新

たな情報を得たとき 
•友達から聞いた噂を「本当かな」と考えてから判断した 

•動画の内容が偏っていないか、別の意見も調べた 

発明力  
（創造的思考力） 

困
ỵ
た
リ
、
迷
ỵ
た
と

 必要なものがない時、工

夫が必要な時 
•家にある材料で代わりの道具を作った 

•部活の練習メニューを新しく考えて提案した 

力  
（問題解決力） 

困った問題にぶつかった

とき 
•宿題が難しくて手が止まったが、別のやり方を試した 

•予定が重なったとき、優先順位をつけて解決した 

自制力 
（自己制御力） 

やるべきことよりやりた

いことを優先したいとき 
•ゲームをやりたい気持ちをおさえて宿題を先にした 

•夜更かししそうになったが、明日のために寝た 

団結力 
（協働力） 

人
と
活
動
す
る
と
き 

みんなで何かを進めると

き 
•グループ活動で役割分担を提案した 

•友達が困っていたので作業を手伝った 

共感力 
（他者理解力） 

相手が困っていたり落ち

込んでいるとき 
•相手の気持ちを考えて、言い方をやわらかくした 

•家族が忙しそうだったので、家事を手伝った 

力 
（対人葛藤解決力） 

人ともめたり、他の人が

ぶつかりあったとき 

•意見がぶつかったとき、全員が納得できる案を考えた 

•「どちらが悪い」ではなく「どうしたら良くなるか」を

提案した 

ふり返り力 

（ 省 察 的
せいさつてき

思考力） 

活
動
の
前
後
で 

イベント後やうまくいか

なかったとき 
•テストのミスを分析して、次の対策を立てた 

•部活の試合後に、良かった点・改善点を書き出した 

自己信頼力 
（内的統制感） 

新たな物事が始まるとき 
•委員会や係に自分から立候補した 

•練習すれば上達すると信じて続けた 

力 
（エージェンシー） 

自身が関係する活動を行

うときやそれが停滞して

いるとき 

•クラスの準備が遅れていたので、自分にできる仕事を

探した 

•家の用事を頼まれる前に、自分からやった 

 
―――――― 

以下は、本課題に関するアンケートです。課題が終わったらご回答ください。 

１） 性別   【 女 ・ 男 ・  答えない 】    ２）学校・学年  小 ・ 中学校     年 

※どれかに〇                         ※どちらかに〇   数字を記入 

 
２）以下のうち、あてはまるもところに〇をつけてください。 

 

・課題は難しかった 

     [ そう思う ・ どちらかといえばそう思う・ どちらかといえばそう思わない ・ そう思わない ] 

   ※最初の２つに〇がついた人は、とくに難しかった課題を教えてください【           】 

 

・課題はやりがいがあった 

     [ そう思う ・ どちらかといえばそう思う・ どちらかといえばそう思わない ・ そう思わない ] 

    ※ 最 初 の ２ つ に 〇 が つ い た 人 は 、 と く に や り が い が あ っ た 課 題 を 教 え て く だ さ い

【              】 

골곩곪곫곬

膆껇껈 

곉곊곋 

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・この課題をやって、様々な力について知ることができた 

     [ そう思う ・ どちらかといえばそう思う・ どちらかといえばそう思わない ・ そう思わない ] 

 

・今後、もっと伸ばしていきたい力に〇をつけてください。とくに伸ばしたいものには◎をつけてください。 

 

見破り力 ・ 発明力 ・ 突破力 ・ ふり返り力 ・ 団結力 

共感力 ・ 仲裁力 ・ 自己信頼力 ・ 自制力 ・ 自分事力 ・ 伸ばしたい力はない 

 

 

この課題をやってみた感想を教えてください。できるだけたくさん書いてくれるとうれしいです 
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以下の表は、各部会から提出された報告書をもとに、各項目の概要をまとめたものである。 

 

附録 8-1-1 「ことば・国語」部会 

項目 取組内容 

(1) 当該テーマに

関す る本 部会 の

課題 

・本部会は国語という教科にとどまらず、実生活に生きてはたらくことばの力を育てて

いくために、各学校段階でどのような実践が行われているかを共有し、それぞれの学

校段階からの捉えや、そこに共通することばの学びについて検討することを目的として

いる。また、それぞれの発達段階における「母語の学び」「“ことば”を対象とした学

び」の連続性や違いについても検討を重ねている。 

・本学連携研究の全体テーマである「お茶大コンピテンシー等の育成に関する幼小中

高大の接続を意識した開発研究」に関わって、本部会では「創造的思考力」に着目し

た。ことばを用いて意味を生成し、他者との対話や経験を通して新たな価値や表現を

生み出していく力を、各学校段階でどのように育成するかを課題としている。 

・創造的思考を個人の能力としてのみ捉えるのではなく、人・ことば・テキスト・場

との関係性の中で生成されるものとして捉え、子どもたちが試行錯誤しながら「生き

てはたらくことば」を獲得していく学びの在り方について検討を行った。 

(2) 課題に関する

本部会の取組 

テーマ：今年度は、小学校・中学校・高等学校の実践に共通して「創造的思考力」を

育成する学びが見られたため、「創造的思考を育むことばの学び」を観点として取組を

まとめた。 

小学校：〈小学校１年生：翻訳活動を通した物語創作の実践〉 

直訳された物語をもとに、登場人物の性格や場面を想像しながら、自分たちのことば

で翻訳を行う活動を実践した。友達との対話や推敲を通して、ことばに立ち止まりな

がら「ぴったりくる表現」を探す姿が見られた。 

中学校：〈中学校２年生：投書を書く活動を通した表現の実践〉 

新聞への投書を題材とし、社会とのつながりを意識しながら、自分の経験や考えを多

様な読み手に伝える表現活動を行った。推敲や相互交流を通して、「届くことば」を意

識しながら表現を改善していく姿が見られた。 

高等学校：〈高等学校２年生：言語学研究の実践〉 

生徒が自ら設定した「ことば」に関する問いについて、文献調査やデータ分析を行い

ながら研究を進めた。先行研究調査や探究活動、発表交流を通して、新たな視点や価

値を創出しようとする姿が見られた。 

(3) まとめ 本部会ではこれまで、各学校段階での授業実践を共有することで、子どもたちがど

のように「生きてはたらくことば」を身につけていくのか、その共通点や違いについ

て検討を行ってきた。今年度はそれに加えて、「創造的思考力」という観点から、小・

中・高それぞれの実践を捉え直した。 

小学校では、翻訳活動を通して登場人物や場面を想像し、自分なりの表現を生み出

す姿が見られた。中学校では、社会に向けた投書を書く活動を通して、自らの経験や

思いを他者に伝わる形へと再構成する姿が見られた。高等学校では、言語研究を通し

て問いを設定し、データに基づきながら新たな知見を創出しようとする姿が見られ

た。 

これらの実践に共通していたのは、ことばを通して他者や社会と関わりながら、自

ら考え、表現し、新たな意味や価値を生み出そうとする姿である。今後も、創造的思

考を支える「ことばの学び」に着目しながら、校種間連携による実践研究を継続して
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いきたい。 

 

附録 8-1-2 「表現を広げ深める」部会 

項目 取組内容 

(1) 当該テーマに

関す る本 部会 の

課題 

・これまで、「生徒の思ったこと・感じたことを表現する活動」に焦点を当てながら、

各教科や発達段階に応じた「表現」の在り方について研究を進めてきた。人と言語に

よる対話だけでなく、色や形、音、身体などを介した多様な対話的活動を含めて「表

現」と捉え、それぞれの教科における表現教育の可能性を探っている。  

・今年度は、昨年度までの研究を発展させ、「生徒の表現をどう見るか。どう受け止め

るか。」という観点を中心に研究を行った。表現を単なる評価対象として捉えるのでは

なく、その背景にある認知や思考、身体感覚、他者との関係性などを含めて理解しよ

うとする視点を重視した。  

・本学連携研究の全体テーマである「お茶大コンピテンシー等の育成に関する幼小中

高大の接続を意識した開発研究」と関連させながら、教科横断的な共通課題として

「表現」を位置づけ、小学校・中学校・高等学校の接続を意識した実践研究を行っ

た。  

(2) 課題に関する

本部会の取組 

テーマ：今年度は、小・中・高それぞれの実践に共通して、「生徒の表現をどのように

受け止めるか」という視点が重視されていたため、「表現を広げ深める学び」を観点と

して取組をまとめた。 

音楽科：〈中学校：音楽の「聴き方」に着目した実践〉 

中学校では、「私たちは音楽の何を聴いているのだろうか」という題材を通して、生徒

一人ひとりの異なる「聴き方」に着目した実践を行った。音楽を「好き嫌い×興味」

で分類する活動や、AI を用いた作曲活動、好きな音楽を分析する「ミュージックトー

ク」などを通して、生徒がどのように音楽を知覚し、意味づけ、表現しているのかを可

視化した。認知の違いを「誤り」ではなく「個性」として受け止め、互いの感じ方を

尊重し合う環境づくりを重視した。  

美術科：〈中学校・高等学校：「デザインする」ことを通した表現の実践〉 

中学校では、「日常から乖離しない非日常」をテーマに、生徒が「こうしたい」という

思いをもとに主体的にデザインへ向かう授業づくりを行った。シンボルマーク制作や

企業へのデザイン提案などを通して、形や色彩だけでなく、「誰かのため」に表現する

ことの意味へと視点を広げていった。  

高等学校では、「Shapr3D」を用いた３D 造形表現の実践を行った。アイディアスケッ

チや意見交換、３D モデリングなどの過程を通して、生徒が生成したイメージや、その

変容のプロセスを丁寧に見取ることを重視した。教師は、生徒の「生」の感覚を否定

せず受け止めながら、対話や試行錯誤を通して表現を深めていく支援を行った。  

国語科：〈中学校：「国語辞典を語る」実践〉 

中学校では、自分が普段使用している国語辞典について、「分かりやすさ」「便利さ」

を新入生に伝える新聞づくりや、辞書編集者に意見を伝えるスライド制作を行った。

目的や対象に応じた表現を考える中で、生徒同士が互いの記事を読み合い、コメント

を送り合う活動を実施した。相手の立場に立って表現を見直すことで、「伝わる表現」

への意識が高まっていった。  

保健体育科：〈小・中・高：「新聞紙」「ぞうきん」を媒介とした身体表現の実践〉 
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小学校では、「ぞうきん」を用いた体育実践を行った。シンプルな素材を媒介とするこ

とで、子どもたちは他者との関わりや身体感覚に目を向けながら、多様な動きを生み

出していった。ある児童の動きが他児童へ広がり、新たな遊びや表現へ変化していく

様子が見られた。  

中学校・高等学校では、「新聞紙」を用いたダンスの実践を行った。新聞紙の動きを観

察し、それになりきって身体を動かすことで、「恥ずかしい」「どう動けばよいかわか

らない」といった不安を軽減し、生徒が思い切り身体を使って表現する姿が見られ

た。新聞紙という媒介物が、生徒の自然な身体表現やダイナミックな動きを引き出し

ていた。  

(3) まとめ 本部会ではこれまで、「表現」を単なる青果物や技能としてではなく、人・モノ・身

体・他者との関係性の中で生成されるものとして捉えながら研究を進めてきた。今年

度は特に、「生徒の表現をどう見るか。どう受け止めるか。」という視点から、小・

中・高それぞれの実践を捉え直した。 

音楽科では、生徒一人ひとりの異なる「聴き方」や認知の違いを尊重する姿勢が重

視された。美術科では、「デザインする」ことを通して、自分自身や他者、社会への気

づきを深める表現活動が行われた。国語科では、相手や目的に応じて表現を工夫し合

う学びが展開された。保健体育科では、「ぞうきん」や「新聞紙」といった媒介物を通

して、身体表現への没入や他者との関係性の中で生まれる表現が見られた。 

これらの実践に共通していたのは、表現を評価の対象としてのみ見るのではなく、そ

の背景にある認知・感覚・思考・関係性を含めて受け止めようとする視点である。 

 

附録 8-1-3 「ICT」部会 

項目 取組内容 

(1) 当該テーマに

関す る本 部会 の

課題 

・教育現場における ICT 活用を通して、校種間でどのような実践や課題が共有できる

かを検討し、附属中学校・附属高等学校の教員が連携しながら、教育の質向上と校務

の効率化に向けた研究を行っている。特に近年は、生成 AI の教育活用や校務 DX、生

徒自身による AI 利用への対応など、ICT を取り巻く環境変化を踏まえた実践研究に取

り組んでいる。 

・本学連携研究の全体テーマである「お茶大コンピテンシー等の育成に関する幼小中

高大の接続を意識した開発研究」に関わって、本部会では「批判的思考力」に着目し

た。生成 AI やデジタルツールを活用する場面において、情報を鵜呑みにせず、その妥

当性や限界を吟味しながら自ら判断する力を、どのように育成していくかを課題として

いる。 

・中学校段階で形成される ICT 活用の基礎的態度や情報リテラシーを、高等学校段階

での探究的な学びへどのように接続していくかについても検討を行い、ICT 活用を通じ

た学びの連続性について議論を深めた。 

(2) 課題に関する

本部会の取組 

テーマ：今年度は、中学校・高等学校の双方において、生成 AI 活用や探究活動におけ

る ICT 活用を通して「批判的思考力」を育成する実践が中心となったため、「ICT 活用

を通じた批判的思考力の育成」を観点として取組をまとめた。 

中学校：〈校務支援システム運用と AI 活用に関する実践共有〉 

附属中学校で先行導入されている校務支援システムの運用事例を共有し、成績処

理・出欠管理・通知表作成などの実務における知見を高等学校と交流した。また、生
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徒による生成 AI 利用の実態を踏まえ、AI 出力を批判的に検討する態度や、AI を思考補

助として活用する力について議論を行った。 

高等学校：〈探究活動における批判的思考力育成の検討〉 

金沢大学附属高等学校の公開研究会への参加を通して、探究活動における批判的思考

力の指導について検討した。生徒が自ら設定した問いに対して情報を収集・分析し、

多角的な視点から検証を重ねる探究カリキュラムの実践を共有し、本校における探究

活動との接続について議論した。 

(3) まとめ 本部会ではこれまで、ICT 活用に関する実践や校務 DX に関する知見を校種間で共有

することで、教育活動の質向上と業務効率化をどのように実現できるかを検討してき

た。今年度はそれに加えて、生成 AI の普及や探究活動の深化を背景に、「批判的思考

力」という観点から ICT 活用を捉え直した。 

特に、AI の出力をそのまま受け入れるのではなく、その妥当性や限界を吟味しなが

ら活用する力や、探究活動において多面的に情報を分析・検証する力が、校種を超えて

共通する重要な課題であることが確認された。中学校段階での情報活用経験が、高等

学校段階での探究的な学びへ接続していく可能性についても、多くの示唆が得られ

た。 

今後も、ICT 活用を単なる技術導入としてではなく、子どもたちの資質・能力育成

につながる学びとして位置づけながら、校種間連携による実践研究を継続していきた

い。  
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9. 研究知見の発信・広報活動 

これまで述べてきたように、本研究所は、コンピテンシーの測定、教育手法や効果、教育モデルの開発、附

属学校園との連携研究に取り組むとともに、それらの知見を成果として発信・普及させることをめざしている。

令和 7 年度は、本研究所主催・共催によるシンポジウムや講演会の開催、他大学の FD・SD フォーラムおよび

附属学校園との連携会議における講演、成果報告シンポジウムの動画公開、CERO との共同研究に基づくゲー

ムレーティング啓発リーフレットの開発、教材・論文データベースの利用促進等を通じて、大学教育・学校教

育・社会教育の各領域に向けた研究知見の発信を行った。以下、それぞれの取組について報告する。 

 

9-1 令和 7 年度に実施したイベント 

本節では、令和 7 年度に本研究所が実施または参加した主なイベントについて、（1）本研究所主催事業、（2）

学内研究所との共催事業、（3）関連機関との連携活動、（4）外部機関主催事業への参加、の順に概要を報告す

る。表 9-1 には、各イベントの実施日、イベント題目、講演テーマおよび講演者を示した。また、図 9-1 および

図 9-2 には、本研究所主催シンポジウムおよび学内研究所との共催講演会のフライヤーを示した。なお、「成果

報告シンポジウム 2025―大学におけるコンピテンシー・ベース教育改革に向けて」については、本研究所の研

究成果を広く発信する中核的事業として実施したことから、第 9-2 節において別途報告する。 

 

表 9-1 イベント一覧（令和 7年度実施順） 

実施日 イベント題目 講演テーマ（講演者） 

令和 7 年

6 月 21 日 

STEAM 教育におけるコンピテ

ン シ ー の 育 成 （ 本 研 究 所 主

催） 

・教科の知識を編むコンピテンシーの力 （押尾） 

・教科・領域・学年を子どもが超えたくなる数学科授業づく

り （藤原 大樹  鳴門教育大学 高度学校教育実践専攻 准教

授 ）  

・ 「理科とか苦手で 」そんな生徒を振り向かせたい  

（前川 哲也 お茶の水女子大学附属中学校 主幹教諭 ）  

令和 7 年

8 月 2 日 

第 5 回 女子生徒の理系への進路選

択支援を後押しするために（理系

女性育成啓発研究所と共催） 

・問い直す文系、〇〇する理系 －育つ力で選ぶ進路－（秋

山） 

・実践力と人間力を育てる教員養成の取組（久留戸 涼子常葉大学教

育学部 教授） 

令和 8 年

1 月 8 日 

第 27 回 FD・SD フォーラム 「コ

ンピテンシーを育成するアクティ

ブラーニング」（名城大学 大学教

育開発センター主催） 

・お茶大コンピテンシー10 に基づくアクティブラーニングの実践事

例（押尾） 

・「愛媛大学における『愛大学生コンピテンシー』の策定と実質化」

（中井 俊樹  愛媛大学 教育・学生支援機構 教育企画室 教授） 

令和 8 年

3 月 26 日 

SSH 指定女子高校等課題研究発表

会・高大接続会議 

・ 『探究』における女子に有効な設計 ―欧米の研究に基づく実

践への示唆―（秋山） 

令和 8 年

3 月 31 日 

成果報告シンポジウム 2025―

大 学 に お け る コ ン ピ テ ン シ

ー・ベース教育改革へ向けて 

（主な講演） 

・教育成果の可視化基盤としてのコンピテンシー――中央大学におけ

る 20 年の実装と今後（牧野 光則 中央大学理工学部 教授） 

・ 「コンピテンシー」をめぐる今日的議論と今後、研究所に期待する

こと（冨士原 紀絵 お茶の水女子大学基幹研究院人間科学系 教授） 
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9-1-1 本研究所主催によるシンポジウムの開催と講演 

令和 7 年 6 月に本研究所主催のオンラインシンポジウム「STEAM 教育におけるコンピテンシーの育成」にお

いて、本研究所の押尾特任助教が「教科の知識を編むコンピテンシーの力」という題目で講演を行った。講演

では、STEAM 教育において、生徒が単なる知識習得にとどまらず、自ら考え行動できる「コンピテンシー」を

育成する重要性について論じた。特に、自分の思考や行動を振り返り、次の学習や目標設定へつなげる省察的

思考力と、自ら課題を見つけて社会や他者のために主体的に行動しようとするエージェンシーを中心概念とし

て扱った。これらのコンピテンシーは、理数・STEAM 科目における「問い→仮説→検証→修正」という探究的

な学習過程を通して育成されるとした。次に、抽象的な公式や法則を日常生活の具体例や自分自身の経験と関

連づけることで、知識が単なる暗記ではなく「活用できる知恵」へと変化し、学習内容を他教科や社会問題、

将来の仕事へ転移させる力も高まると言及した。最後に、授業後の振り返り活動や現実社会を題材にした応用

課題を取り入れることで、生徒が学びを「自分事」として捉えやすくなり、問題解決力・創造的思考力・協働

力などの多面的なコンピテンシーを統合的に伸ばすことができるとした。 

 

9-1-2 学内研究所との共催による講演会における講演 

令和 7 年 8 月に本研究所の秋山特任助教が理系女性育成啓発研究所との共催の講演会「女子生徒の理系への

進路選択支援を後押しするために」において、「問い直す文系、〇〇する理系 －育つ力で選ぶ進路－」という

題目で講演を行った。講演では、進路選択を単なる学問分野の違いではなく、「どのような資質・能力（コンピ

テンシー）を育むか」という観点から捉え直す重要性について提言した。文系は多様な経験を通じて幅広い視

点を身につける「ジェネラリスト」、理系は専門性を⾧期的に磨き続ける「スペシャリスト」養成の側面が強い

図 9-2 「女子生徒の理系への進路選択支援を後押しするた

めに」フライヤー（理系女性育成啓発研究所） 

図 9-1 「STEAM 教育におけるコンピテンシーの育成」フ

ライヤー（コンピテンシー育成開発研究所） 
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と位置づけ、理系進学を考える際には、その専門分野を⾧く探究し続けることを楽しめるかどうかを見極める

ことが重要であるとした。また、女子生徒が理系進学を避ける要因となる偏見や固定観念を払拭する必要性を

指摘する一方で、ステイタスやイメージだけで進路を選択することによって生じるミスマッチについても言及

した。さらに、将来的なライフイベントやキャリアチェンジの可能性を踏まえ、専門知識だけでなく、協働力

などの汎用的な能力を自ら育むことが、⾧い人生を生き抜くための「武器」になると強調した。 

 

9-1-3 学内における他研究所との連携活動にての講演 

令和 8 年 3 月に令和７年度高大接続会議（サイエンス＆エデュケーション研究所の連携会議におけるランチ

ミーティング）にて、本研究所の秋山特任助教が「『探究』における女子に有効な設計 ―欧米の研究に基づく実

践への示唆―」という題目で講演を行った。まず、探究活動が「批判的思考力」や「問題解決力」など、多くの

コンピテンシーを向上させる優れた学習活動であることについて説明したうえで、欧米の研究知見を基に、女

子生徒に有効な探究活動の指導設計について提案した。具体的には、女性ロールモデルの提示や社会貢献との

結びつきを明示することで自発的な関与を高める「テーマ設計」、役割を構造化することで心理的離脱を防ぐ

「活動内容の設計」、さらに、プロセスや小さな達成を可視化し、自己効力感を高める「ふり返り・フィードバ

ックの設計」の三点を示した。特に、失敗を能力不足ではなく「戦略や努力」に帰属させ、専門家が成果だけ

でなくプロセスの価値を認める評価を行うことが、女子生徒の持続的な挑戦意欲を引き出すうえで重要である

とした。 

 

9-1-4 他大学主催フォーラムへの参加および講演 

 令和 8 年 1 月に開催された名城大学主催の第 27 回 FD・SD フォーラム 「コンピテンシーを育成するアクティ

ブラーニング」 にて「お茶大コンピテンシー10 に基づくアクティブラーニングの実践事例」と題した講演を本

研究所の押尾特任助教が行った。まず、本学のディプロマ・ポリシーにおけるコンピテンシーの育成が目標とな

っていることを示した。次に、教員向けの支援として、令和 4 年度から配信をしたアクティブラーニングの技法

を解説する動画について解説した。この動画は、どういったコンピテンシーが育成されうるか、どのように授

業で用いるかについて解説するものであった。最後に、学生向けの支援として令和 5 年度から配信をしたコンピ

テンシーについて解説する動画についても説明した。この動画は、お茶大コンピテンシー10 についてそれぞれ

関連する心理学の概念と育成技法の注意点や育成を促進する要素について解説するものである。 

 

9-2 成果報告シンポジウムの開催 

 本研究所では、令和8年3月に「成果報告シンポジウム2025―大学におけるコンピテンシー・ベース教育改革

へ向けて」を開催し、その動画を一般公開した。本シンポジウムは、コンピテンシー育成開発研究所が、設立

以来4年間にわたり進めてきた大学におけるコンピテンシー・ベース教育推進のための教育手法の開発・実践・

検証などの成果を広く共有し、今後の大学教育の在り方を展望することを目的としたものである。第1部「お茶

の水女子大学における取組」と、第2部「パネルディスカッション―『コンピテンシー・ベース教育』の今とこ

れから」の２部構成で実施された。なお、本シンポジウムは通常のリアルタイム開催ではなく、収録を公開す

る形式で実施された。 

 第1部では、坂元章（理事・副学⾧/所⾧）による研究所設立趣旨と取組の概要の報告に続き、研究所員よ

り、学生のコンピテンシー育成に向けた取組、教育効果測定方法の開発とその成果、教員のコンピテンシー育

成授業開発支援、学内における授業浸透状況の分析などが報告された。学生支援では、育成支援システムや各
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種ナビゲーションツールの開発、自己評価・目標設定・行動計画・振り返りを支えるCACICA等の活用が紹介

され、学生が自らの成⾧を可視化しながら学びを深める仕組みが整備されてきたことが示された。また、教育

効果測定においては、コンピテンシーの定義とチェック方法の検討を通じて教育実践の成果を把握する試みが

進められていることが示され、教員支援では、書籍配布、モデル授業やシラバス分析結果の共有、研修動画の

配信等を通じて授業改善を促してきたことが報告された。さらに、シラバスデータ分析やモデル授業分析を通

じて、学内におけるコンピテンシー育成授業の浸透状況と課題の把握が進められていることが示された。 

続く第2部では、坂元所⾧をモデレータとして、牧野光則氏（中央大学教授）、中井俊樹氏（愛媛大学教

授）、冨士原紀絵氏（お茶の水女子大学教授）をパネリストに迎え、それぞれの専門的立場から講演による話

題提供が行われた後、研究所の取組に対する評価と助言、学校・大学・大学院を通じたコンピテンシー育成、

理科系におけるコンピテンシー育成、今後の日本の大学におけるコンピテンシー・ベース教育の在り方につい

て議論が行われた。 

中井氏からは、愛媛大学における全学的な制度化の経験を踏まえ、コンピテンシー育成を教学マネジメント

の中に位置づけ、カリキュラム、教育方法、評価方法、FDを組織的に連動させることの重要性や、専門分野の

知識と幅広い能力を対立的に捉えるのではなく相互補完的に整理し、教職員や学生の納得感を伴う運用が必要

であることなどが示された。さらに、本研究所の取組について、専門組織として研究所が存在し、大学教育と

附属学校園との接続も視野に入れている点が評価された。 

牧野氏からは、中央大学における約20年にわたる実装をもとに、コンピテンシーを教育成果の可視化と内部

質保証の基盤として活用する実践が紹介された。加えて、ディプロマ・ポリシーとの対応づけ、カリキュラム

マップ、ルーブリック、授業アンケート、成果発表会での自己点検・他者点検などを通じて、教育成果を可視

化し改善へつなげる仕組みが示され、とりわけ理工系教育においては、専門性と汎用的能力の両立をどのよう

に設計し評価するかが重要な論点として提示された。また、今後の課題として、各科目がどの能力に関与する

かだけでなく、どの水準まで到達させるかを含めた設計・点検・評価の必要性が示された。 

 冨士原氏からは、コンピテンシー概念が欧米のビジネス・経営領域やOECDの議論を背景として教育界に広

がってきた経緯を踏まえつつ、教育という人間形成の営み固有の文脈の中でこれを再定義する必要性が提起さ

れた。さらに、コンピテンシーは人格や学問領域の特性とも関わるため、全てを一律に捉えるのではなく、学

生の実態や分野ごとの特徴に応じて重点的に育成すべき内容を検討する必要があること、また、コンテンツの

深い理解と定着を伴ってこそ、コンピテンシーは意味を持つことなどが指摘された。 

 

表9-2 成果報告シンポジウム2025「大学におけるコンピテンシー・ベース教育改革に向けて」プログラム 
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●成果報告シンポジウム動画視聴のご案内● 
 

本シンポジウムの動画は、本学ホームページまたは本研究所 YouTube

チャンネルにてご覧になれます。 

分割して掲載しておりますので、ご覧になりたい部分のみの短時間の

視聴も可能です。 

 

●本学ホームページ 

https://www.cf.ocha.ac.jp/icd/j/menu/symposia/index.html 

 

 

 

 

 

 

●YouTube お茶の水女子大学コンピテンシー育成開発研究所チャンネル 

お茶の水女子大学 コンピテンシー育成開発研究所 - YouTube  

 

 

 

 

 

 

 

9-3 社会連携事業による社会教育に関する研究と教材開発 

本研究所では、令和７年９月から、特定非営利活動法人コンピュータエンターテインメントレーティング機

構（CERO）との共同研究として、ゲームレーティングの啓発に資する諸情報の調査研究および、啓発リーフレ

ットの開発に取り組んだ。本節では、この取組の概要と成果等について報告する。なお、CERO は、青少年保

護の観点から、個々のゲームソフトを審査し、A（全年齢対象）、B（12 歳以上対象）、C（15 歳以上対象）、D

（17 歳以上対象）、Z（18 歳以上のみ対象）の区分にレーティングしている第三者機関である。保護者等は、子

どもがプレイするゲームを選ぶ際、こうしたレーティング区分を参考として、子どもに適した内容のソフトを

決定することができる。 

 



111 

9-3-1 取組の背景と目的 

青少年保護の観点から、子どもがプレイするゲームを保護者等が適切に判断したり、各家庭で保護者が子ど

もにゲームリテラシー教育を行うことは重要である。しかしながら、そうした保護者の判断や教育を支援する

ための情報は未だ十分ではない。そこで、本研究所では、社会教育的な取組として、保護者等が子どものゲー

ム利用について主体的に判断し、安心・安全な利用環境を整えるための判断力や教育力を支える情報提供や啓

発の在り方について検討すべく、本共同研究を実施することとした。 

この共同研究は、お茶の水女子大学と CERO との共同研究契約に基づいており、題目を「レーティングの活

用等による安心・安全なゲーム利用に関する教育や啓発の方法に関する開発研究」とし、目的を「保護者等が、

子どものゲーム利用が安心・安全なものとするために、コンピューターエンターテインメントレーティング機

構（CERO）のゲームレーティングを適切に活用することなどを推進する啓発方法を研究・開発する」とするも

のである。研究期間は、令和７年 10 月１日～令和９年３月 31 日であり、本研究所からは、研究代表者である

山田美穂教授を始め、４名の特任教員がこの事業に参加し、サイエンス＆エデュケーション研究所からも田中

千尋特任講師が従事している。 

 

9-3-2 ゲームレーティングの啓発サイトに関する調査の実施 

 ゲームレーティングの啓発に資する情報として、１）レーティング活用の実態や効果に関する学術研究、２）

教育現場における実践事例、ならびに３）国内外のレーティング制度と啓発サイトを採りあげ、とくに３につ

いては、分担して幅広く資料を収集し、分析を行った。具体的には、諸外国における保護者・子ども向けの啓

発やその工夫と、レーティングを家庭教育やゲームリテラシー教育へとつなげる取り組みに着目し、日本にお

ける啓発の在り方を検討した。これらの研究成果は、中間報告書「ゲームレーティングの啓発に資する諸情報

の調査研究 ―国内外の啓発サイトに関する現況と分析―」として取りまとめた。本文概要を以下に示す。 

  

【概要】 

本研究では、ゲームレーティング活用の推進のための啓発資料の開発を目的として、国内外の啓発サイト等

を概観し、それに資する情報について検討した。用いた資料は４種あり、レーティングやゲームの１）活用実

態や効果に関する研究と２）教育実践について検討したほか、ウェブ上にみられる３）諸外国の審査制度と啓

発サイトならびに４）国内の啓発資料を概観し、参考にすべき情報等があるか検討した。主な結果として、諸

外国の啓発サイトには、ゲームリテラシー教育をはじめとする様々な啓発情報が見受けられ、また、国内の資

料からは、情報提示の仕方として、「問題状況を提示する」など複数のアプローチが見出された。さらに、今後

国内に構築する啓発サイトとして、映画や動画等の映像メディアとの連携をはかるなど、様々な案が提案され

た。 

 

9-3-3 啓発リーフレットの開発 

2025 年９月から 2026 年 3 月にかけて、月 2～3 回程度の定例会議を開催し、CERO との意見交換を重ねなが

ら、リーフレットの構成、記載内容、表現方法等について検討を行った。会議では、上記の研究成果や、批判

的思考力などコンピテンシー育成の観点を踏まえつつ、実際の保護者等にとって理解しやすいものとなるよう、

文言等に関して度重なる検討を行った。3 月末の時点では、文面はほぼ完成し、イラストの調整を残すのみとな

った。 

 

9-3-4 今後の展望 

今回開発したリーフレットは、レーティングの啓発に関する基本的な情報を含んではいるものの、紙幅等の
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都合により、実際の活用に関する多様な事例や具体的な説明を含めることはできていない。そこで、今後は、

そうした情報を含む動画等を開発するとともに、それを教育現場等における保護者への啓発実践の実施へとつ

なげていくことが期待される。 

 

9-4 教材・論文データベースの利用促進に関する取組 

お茶の水女子大学附属学校園教材・論文データベース」（https://kyozai-db.fz.ocha.ac.jp/）は、大学と附属学

校園の連携のもとで開発されたコンピテンシー育成に関する教材や研究論文を公開し、他教育機関でも活用し

てもらうことで、全国の教育改革に貢献しようとするものである。 

 これまでデータベースの活用を活発化させるため、優良なコンテンツ開発を進めるとともに、学会や講演会

などにおけるデータベースに関する情報発信を行ってきた。令和 7 年度は、コンピテンシー関連コンテンツの検

索を容易にするために、データベース検索画面にお茶大コンピテンシー10 の検索キーを追加するシステム改修

を行った。令和 6 年度中にデータベースに掲載されていたコンテンツを本研究所で分析し、各教材で育成が期

待できるコンピテンシーを特定して、キーワードを付与する作業を進めた。令和 7 年度中に、キーワード付与作

業の取りまとめを行い、教材の著者である附属学校園の教員にキーワード付与の確認と修正を依頼した。著者

の確認作業が終わったコンテンツに関するキーワード情報をデータベースに組み込み、令和 7 年度末にコンピ

テンシーキーワード検索画面を公開した（図 9-3）。来年度以降、この新たな機能の追加によって、教材・論文

データベースに掲載されているコンピテンシー教材のさらなる活用に加え、本学附属学校園のコンピテンシー

教育の普及を期待したい。 

  

図 9-3 教材・論文データベースに新たに追加したお茶大コンピテンシー10 のキーワード検索機能 
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9-5 本章のまとめ 

本章では、本研究所における研究知見の発信・広報活動について、イベントの実施、成果報告シンポジウム

の開催、社会連携事業による教材開発、教材・論文データベースの利用促進の観点から報告した。令和 7 年度

は、大学教育、学校教育、社会教育の各領域に向けて、本研究所の研究成果を発信するとともに、学内外の関

係機関との連携を通じて、コンピテンシー育成に関する知見の普及を図った。 

特に、講演会やシンポジウムでは、コンピテンシー育成に関する理論的・実践的知見を共有し、成果報告シ

ンポジウムでは、設立以来の取組を総括的に発信した。また、CERO との共同研究では、社会教育の領域にお

けるコンピテンシー育成の可能性を検討し、教材・論文データベースでは、コンピテンシーキーワード検索機

能の追加や学生・教員への周知を通じて、研究成果を継続的に活用できる基盤の整備を進めた。 

今後も、本研究所では、研究成果を蓄積・発信するだけでなく、大学、附属学校園、他大学、関連機関、社

会との連携を通じて、コンピテンシー育成に関する知見の普及と活用を推進していく。 
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10. 学内評価委員会による評価 

 コンピテンシー育成開発研究所の取組については、第４期中期目標・中期計画における令和７年度年次計画

で、「学内評価委員会を設置し評価を実施する」こととされている。また、組織整備概算要求事業の年次計画に

おいても、令和７年度に「学内評価を行う」ことが記載され、令和７年度中に本研究所は評価を受ける必要が

あった。 

  このため、国立大学法人お茶の水女子大学総合知開発研究機構コンピテンシー育成開発研究所学内評価委員会

要項（附録 10-１）に則り、令和７年８月 21 日に学内評価委員会が設置され、評価が行われることとなった。

令和８年３月 31 日に評価結果がとりまとめられている（附録 10-２）。 

  本研究所は、同委員会に提出するため、自己評価書を作成した。これは、本研究所の設立時から令和６年度ま

での取組について、(1)取組の概要、(2)関連する KPI 等、(3)業務の実績、(4)課題を説明するとともに、それに

対する自己評価を述べたものである。 

  同委員会の評価は、この自己評価書の他、本研究所が毎年度公開している年次報告書（令和４年度版、令和５

年度版、令和６年度版）などを参照資料として行われた。 

  評価結果としては、総評として、本研究所の令和４年度から６年度までの取組は、明確なロードマップのもと

で体系的かつ着実に推進されてきたものと総合的に評価されている。 

とくに、コンピテンシー・ベース教育について制度面・理論面を整備すると同時に具体的な授業実践へと橋

渡しをしてきたこと、コンピテンシー測定ツールや可視化システムの開発・運用、モデル授業の分析・公開、

発達段階に応じたコンピテンシー育成モデルの構築、伝統文化教育に関する取組などが高く評価されている。 

  一方で、コンピテンシー概念の整理と共有、コンピテンシー間の連関や統合を踏まえた分析、コンピテンシー

測定や評価における結果の解釈や指標の妥当性、教員支援や成果の普及の方策などについてさまざまな課題が

指摘されている。 

  本研究所としては、これらの課題に対して一つひとつ検討して改善策を講じ、高い成果を上げていくことを

目指したいと考えている。なお、自己評価書において１（期待水準を下回る）とされ、学内評価委員会の評価

においても課題として指摘されていた、附属学校園における測定ツールの開発と使用については、すでに対応

を進めており、第 7 章でその取組について報告している。 
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附録 10-1 コンピテンシー育成開発研究所学内評価委員会要項 

 

○国立大学法人お茶の水女子大学総合知開発研究機構 

コンピテンシー育成開発研究所学内評価委員会要項 

 

令和７年７月 28 日             

制      定             

 

（設置） 

第１条 国立大学法人お茶の水女子大学に国立大学法人お茶の水女子大学総合知開発研究機構コンピテンシー

育成開発研究所学内評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（業務） 

第２条 委員会は、コンピテンシー育成開発研究所（以下「研究所」という。）の学内評価を行い、その結果を

学⾧に通知する。 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。ただし、研究所に所属する者は委員となることができ

ない。 

(1) 評価を担当する副学⾧ 

(2) 研究を担当する副学⾧ 

(3) 基幹研究院⾧ 

(4) 総合評価室⾧ 

(5) その他学⾧が必要と認めた者 

２ 前項第５号の委員は、学⾧が委嘱する。 

（任期） 

第４条 前条第５号の委員の任期は、その都度定める。 

（委員⾧） 

第５条 委員会に委員⾧を置き、学⾧が指名する者をもって充てる。 

２ 委員⾧は、委員会を招集し、その議⾧となる。 

３ 委員⾧に事故があるときは、委員⾧が指名した委員がその職務を代理する。 

（委員会の成立等） 

第６条 委員会の成立には、委員の３分の２以上の出席を必要とする。 

２ 委員会の議事は他の特別の規定がない場合は、出席委員の過半数によりこれを決し、可否同数のときは、

委員⾧の決するところによる。 

（委員以外の者の出席） 

第７条 委員⾧が必要と認めたときは、委員会の同意を得て委員以外の者の出席を求め、意見を聴くことがで

きる。 
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（事務） 

第８条 委員会の事務は、学務課が行う。 

（雑則） 

第９条 この規程に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、委員会が別に定める。 

附 則 

この規程は、令和７年７月２８日から施行する。 
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附録 10-2 学内評価委員会による評価結果 

2026 年 3 月 17 日 

お茶の水女子大学コンピテンシー育成開発研究所 

学内評価委員会による評価に関する報告 

 

コンピテンシー育成開発研究所学内評価委員会 

委員⾧  相川 京子 

 

 第４期中期目標・中期計画において、その令和７年度の年次計画で、コンピテンシー育成開発

研究所に関し、「学内評価委員会を設置し評価を実施する」こととされている。また、組織整備概

算要求事業の年次計画においても、令和７年度に「学内評価を行う」ことが記載され、今年度中

に同研究所は評価を受ける必要がある。 

    このため、国立大学法人お茶の水女子大学総合知開発研究機構コンピテンシー育成開発研究所

学内評価委員会要項に則り、令和７年８月 21 日に学内評価委員会が設置され、評価が行われるこ

ととなった。 

 

評価委員会委員 

    評価委員会は以下の４名の委員によって組織された。なお、委員には本来、上記要項第３条第

１項(1)にある「評価を担当する副学⾧」、(4)の「総合評価室⾧」が含まれなければならないが、

これらの役職者（坂元 章）がコンピテンシー育成開発研究所に所属しており、第３条第１項の定

めから、委員に含むことはできない。そこで、「評価を担当する副学⾧」の代替として、総務を担

当する副学⾧（加藤 美砂子）、「総合評価室⾧」の代替として総合評価室員の中から一名（棚谷 綾）

が委員として就任した。 

 

役職 委員氏名 
国立大学法人お茶の水女子大学総合知開発研究機構コンピ

テンシー育成開発研究所学内評価委員会要項上の根拠条文 

任期 

（終期） 

委員⾧ 相川 京子  
第 3 条第 1 項第 2 号 

研究を担当する副学⾧ 
  

委員 安成 英樹 
第 3 条第 1 項第 3 号 

基幹研究院⾧ 
  

委員 加藤 美砂子 
第 3 条第 1 項第 5 号 

学⾧が必要と認めた者 
2026/3/31 

委員 棚谷 綾 
第 3 条第 1 項第 5 号 

学⾧が必要と認めた者 
2026/3/31 

注：任期の開始は、令和７年８月 21 日である。 

 

評価の方法 

   各委員より、文書での評価コメントの提出を求め、それを集約することとした。当該の文書に
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ついての詳細は以下の通りである。 

・コンピテンシー育成開発研究所の令和４～６年度の３年間の取組に関して評価する。 

・ 「取組実績に対する総評」「今後の取組に対する助言」「その他のコメント」の３つの観点から

コメントを作成する。 

・分量の制限はない。 

・資料として、当該３年間の諸活動に関する概要等についてコンピテンシー育成開発研究所が

取りまとめた自己評価書を含み、以下のものが提供された。 

１．国立大学法人お茶の水女子大学総合知開発研究機構コンピテンシー育成開発研究所学内

評価委員会要項 

２．国立大学法人お茶の水女子大学総合知開発研究機構コンピテンシー育成開発研究所学内

評価委員会委員名簿 

３．コンピテンシー育成開発研究所に関する評価シート 

４．自己評価書（令和４年度～６年度） 

５．年次報告書（令和４年度版、令和５年度版、令和６年度版） 

６．参考資料１：GAZETTE277 号 研究所紹介記事 抜刷 

７．参考資料２：研究所リーフレット（令和６年度版） 

 

評価の結果 

   結果のとりまとめを別添資料「コンピテンシー育成開発研究所（ICD）の取組に関する評価結

果（まとめ）」に示している。 
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別添資料 

コンピテンシー育成開発研究所（ICD）の取組に関する評価結果（まとめ） 

 

（１）取組実績に対する総評 

ICD の令和 4 年度から 6 年度までの 3 年間の取組は、大学における教育改革、附属学校園での

研究、広報及び他機関との連携、そして伝統文化教育という 4 つの柱に基づき、明確なロードマ

ップのもとで体系的かつ着実に推進されてきたものと総合的に評価される。自己評価書および年

次報告書からは、各事業が中期計画および KPI を意識しながら展開され、研究所設立の目的に沿

って順調に成果を積み重ねてきたことが明瞭に読み取れる。 

特に、ICD が教学マネジメントの中核組織として機能し、コンピテンシー・ベース教育を制度

面・理論面から整備すると同時に、具体的な授業実践へと橋渡ししてきた点は高く評価できる。

ディプロマ・ポリシーの改訂を契機として、シラバスへのコンピテンシー明示、アクティブ・ラ

ーニング導入の促進、教員向け動画教材の提供などが進められ、多くの教員が授業設計の段階で

コンピテンシー育成を意識するようになったことは、大学教育改革として顕著な成果であると言

える。 

また、コンピテンシー測定ツールや可視化システム（CACICA）の開発・運用は、学生の学修

を支援し、PDCA サイクルを促進する仕組みとして先進的な取組であり、学内外に対しても一定

の発信力を持つものと評価できる。モデル授業の分析・公開についても、抽象的になりがちなコ

ンピテンシー教育を具体的な授業実践として示した点で意義が大きく、教育の透明性と体系性を

高める効果をもたらしている。 

一方で、測定結果の解釈や評価指標の妥当性については、慎重な検討を要するとの指摘もなさ

れており、成果が高く評価される一方で、今後の改善に向けた課題も明確になっている。 

附属学校園に関する取組については、大学との連携のもとで研究が進められ、発達段階に応じ

たコンピテンシー育成モデルの構築に向けた意欲的な試みとして評価できる。さらに、伝統文化

教育については、歌舞伎・能・狂言などを通じて日本文化への理解を深める取組が高い満足度を

得ており、日本文化理解をグローバル・コンピテンシーの一部として位置づけた点に独創性が認

められている。ただし、これらの取組とコンピテンシー育成との関係性については、より丁寧な

説明と理論的整理が必要である。 

 

（２）今後の取組に対する助言 

今後の取組に向けた助言として指摘されているのは、まずコンピテンシー概念そのものの整理

と共有である。特に「お茶大コンピテンシー10」については、選定の根拠や各概念の定義が必ず

しも明確とは言えず、教員間での理解の深さや解釈にばらつきが生じる可能性がある。批判的思

考力、省察的思考力、創造的思考力など、相互に関連する能力をどのように区別し、どのように

育成・評価するのかについて、より分かりやすい説明と共通理解の形成が必要である。 

また、本学が掲げる「総合知」の理念に照らすと、コンピテンシーを個別に測定・評価するだ

けでなく、それらが相互に連関し、統合されていく過程を理論的・実証的に示すことが重要であ
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ると思われる。現在は 10 の要素を分解して分析する方向に重点が置かれているが、今後はそれら

がどのように相乗的に作用し、社会的実践へと結びつくのかを示す枠組みの構築を期待したい。 

測定・評価に関しては、自己評価に依存した方法の限界、サンプル数の少なさ、他者評価にお

ける基準共有の不十分さなどが課題として挙げられる。学生のコンピテンシーがどの段階で、ど

のような教育経験を通じて育成されたのかを把握するためには、学年縦断的な追跡調査や、自己

評価と他者評価の差異を検証する仕組みが不可欠である。また、附属学校園における測定ツール

の未整備については、早急な対応を進めて欲しい。 

さらに、教員支援や成果の普及に関しては、動画教材や研修プログラムの有効性が評価される

一方で、より多くの教員による実際の視聴や活用を促す工夫が必要である。高度なモデル授業の

提示に加え、より導入しやすい小規模な実践事例を数多く共有することも、教員全体への浸透に

は有効であると思われる。 

 

（３）その他のコメント 

中期計画や KPI と ICD の取組との対応関係、調査の方法などの詳細が、自己評価書等で必ずし

も分かりやすく示されていないように読める。進捗状況や達成度がどの記載に該当するのか、回

収率など調査に関する具体的情報を明確にすることで、評価の透明性や公平性が一層高まると考

えられる。 

また、ICD の成果を入試制度と結びつけて分析する可能性について提案があった。特に、新フ

ンボルト入試のような本学独自の選抜方法と、入学後のコンピテンシーの伸⾧を関連づけて検討

することは、教育改革の実証性を高めるとともに、入試制度そのものの改善にも資する可能性が

ある。 

 

  以上のように、ICD の令和４年度から６年度までの取組は、高く評価されている一方で、さまざ

まな課題も指摘されている。ICＤには、これらの指摘を踏まえ、今後の取組を進め、更なる成果

を上げていくことを期待したい。 
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11. 協働力に関する段階的育成モデル 

 本論文は、協働力を幼児期から成人期にわたり発達する多面的コンピテンシーとして捉え、協働力を含む主

要な理論的枠組みにおける定義と構成要素を整理したうえで、就学前から大学以降までの育成・測定に関する

実証研究の結果をまとめる。さらに、既存の協働力に関する発達的ルーブリックを比較し、共通する次元(成果

志向・相互作用志向・調整志向)を抽出し、小学校・中学校・高等学校・大学以降の到達目標として協働力の段

階的育成モデルを提案する。本モデルを授業設計と評価に活用する方法を示し、縦断的検証、測定の統合、教

師支援を今後の課題として論じる。 

 近年、グローバル化や急速な技術革新に伴い、社会の複雑性や不確実性が増大する中で、「協働力」が極めて

重要な能力として認識されている。OECD の「Education 2030」(OECD, 2018)では、学習者が変化に対応しつ

つ、持続可能で包摂的な社会に貢献できるようにするために、「協働」や「共創」は不可欠な変革をもたらすコ

ンピテンシーとされている。 

 協働力とは、相互依存や役割分担、相互理解、問題解決、合意形成といった高度な社会的・認知的プロセス

を含む能力である(Evans, 2020)。特に近年では、協働は学習手段だけでなく、それ自体が重要な学習成果とみ

なされるようになっている。また、協働力は認知的能力(クリティカルシンキングや創造性)、情動的能力(自己

効力感、共感)、自己制御力とも密接に関連しており、それらを統合的に育む教育が求められている。OECD が

提唱する「ラーニング・コンパス 2030」では、学習者が自らの学びと人生を方向付け、他者と協働しながら社

会に貢献していく主体的な存在であることが強調されている(OECD, 2018)。 

 協働力の発達は、幼児期から成人期に至るまでの教育を通じて徐々に培われる。幼児期には他者との共同注

意や共同目標の形成が始まり、小学校期には自己の役割理解や他者との対話を通じた問題解決力が育成される。

思春期には、メタ認知や自己調整が可能となり、より高度な協働が可能になる。発達心理学的視点からも、特

に学童期から青年期にかけての教育環境は、こうしたスキルの形成において重要な役割を果たす(Evans, 2020; 

Gauvain, 2018; 加藤 2016)。したがって、協働力の育成は初等教育から高等教育に至るまで一貫して行われる必

要があり、各発達段階に応じた適切な支援と指導が求められる。これにより、学習者は個人としての成⾧だけ

でなく、他者や社会との関係性の中でよりよく生きる力を培うことが期待される。 

 本論文では、まず協働力に関する主要な理論的枠組みを紹介し、それぞれの定義、共通点および相違点につ

いて整理する。次に、幼児期から成人期に至る各教育段階における協働力向上を目的とした実証的介入研究を

概観し、教育現場における実践的な含意を導出する。さらに、異なる発達段階における協働力を測定する評価

尺度(ルーブリック)の検討を通じて、協働力がどのように発達していくのかを考察する。最終的には、これらの

理論的・実証的知見を統合し、協働力の段階的育成モデルを提案することで、学齢期前から成人期に至るまで

の一貫した教育的支援のあり方についての示唆を提供する。本研究が、教育実践者や政策立案者にとって協働

力育成の基盤となる理論と実践の橋渡しとなることを目指す。 

 

11-1 協働力の定義と構成 

 協働力は、21 世紀型スキルや汎用的能力を扱う多くの理論的枠組みにおいて中核的な構成要素として位置づ

けられているが、その定義や含意、構成要素の整理の仕方は枠組みごとに必ずしも一致していない。本章では、

協働力を含む主要な理論的フレームワークを取り上げ、それぞれが協働力をどのように定義し、どの能力要素に

よって構成しているのかを概観する。あわせて、これらの枠組みに共通して見られる観点と、理論的背景や目

的の違いに由来する相違点を整理する。 
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11-1-1 協働力を含むコンピテンシーに関する理論的枠組み 

11-1-1-1 21 世紀型学習のためのパートナーシップ  

 21 世紀型学習のためのパートナーシップ (アメリカのビジネスや教育業界の複数の組織からなる擁護団体)は、

21 世紀に求められる知識・スキル・リテラシーの習得を目指した学習の枠組みを提案し、学力とともに「学び

と革新のスキル(4Cs)」として協働力を中核に位置づけている(Batelle for Kids, 2019a, 2019b)。このフレームワ

ークでは、協働力は「多様なチームと効果的かつ敬意をもって働く能力」と定義され、柔軟性、妥協、責任の

共有、他者の貢献への価値付けといった行動が重視されている(Batelle for Kids, 2019b)。協働力は、批判的思考、

創造性、コミュニケーション能力と並んで、「学習とイノベーションスキル」の一部として、相互に補完し合い

ながら、21 世紀の複雑な課題解決に不可欠なコンピテンシーを構成する。 

 さらに、協働力は「ライフ＆キャリアスキル」や「情報・メディア・テクノロジースキル」とも連携してお

り、グローバルで多様な環境における効果的な働き方や、テクノロジーを活用した協働的創造活動にも関与して

いる。21 世紀型学習のためのパートナーシップは、これらすべてのスキルを、教育課程や評価、教員研修、学

習環境と統合することによって、学習者が 21 世紀社会において成功するための基盤を築くことを目指している

(Batelle for Kids, 2019b)。 

 とりわけ、幼児期においても協働力は重要な発達課題の一つとされ、21 世紀型学習のためのパートナーシッ

プの早期学習フレームワーク(Batelle for Kids, 2019c)では、子ども同士の遊びや共同作業を通して協働の基礎的

能力が自然に培われることが示されている。大人の適切な関与による「ガイドされた遊び」は、幼児の自発性

と社会的学習を促進し、将来のより高度な協働スキルの土台を築く重要な手段とされている(Batelle for Kids, 

2019d)。 

11-1-1-2 全米研究評議会 21 世紀型スキル  

 全米研究評議会は、21 世紀に必要とされる「21 世紀型スキル」を、認知的スキルに加えて非認知的スキルと

対人スキルを含む三領域で構成される包括的なフレームワークとして提示している。この中で協働力は、対人

スキル領域の中核として位置づけられており、社会的関係性を構築・維持しながら、他者と共同で問題解決を

行う力とされている(Koening, 2011; Pellegrino & Hilton, 2012)。 

 全米研究評議会の枠組みにおける重要な特徴は、協働力が批判的思考や問題解決能力と密接に結びついてい

る点にある(Pellegrino & Hilton, 2012)。すなわち、思考力と社会性を融合させた形で人間関係を通じた学習が

成立するという視点であり、これは 21 世紀型学習のためのパートナーシップの 4Cs と共通しつつも、より発達

心理学的・教育学的な観点からスキル相互の相関性を強調している 。また、全米研究評議会はこれらのスキル

を移転可能なスキルと捉え、学校教育における体系的な育成と評価の必要性を強調している(Pellegrino & Hilton, 

2012)。このように、全米研究評議会のフレームワークは、21 世紀スキルを学力に対する補助的なものではなく、

学力と同等に重要な「学びの基盤」と位置づけている。 

11-1-1-3 21 世紀型スキルのアセスメント＆ティーチング 

 21 世紀型スキルのアセスメント＆ティーチングプロジェクトは、21 世紀における学習と評価の在り方を見直

すために、マイクロソフトやインテルなどの企業と世界各国の教育研究機関が連携して設立された国際的な共

同研究である 。このフレームワークは、従来の学力に加えて、急速に変化するグローバル社会で必要とされる

スキル群を明示的に定義し、その教授・評価方法を体系的に提示している(Griffin et al., 2012)。 

 21 世紀型スキルのアセスメント＆ティーチングが提示する 21 世紀スキルは 4 つの大カテゴリーに分類されて

おり、その 1 つが「働き方」である。この中には協働力とコミュニケーションが含まれており、他者と効果的

に連携しながら課題解決を行う能力が中核として位置づけられている 。21 世紀型スキルのアセスメント＆ティ

ーチングプロジェクトが採用する KSAVE モデルは、協働力を「知識(Knowledge)」「スキル(Skills)」「態度

(Attitudes)」「価値観(Values)」「倫理(Ethics)」の 5 側面から捉える包括的な枠組みである。協働とは目的の共
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有や相互信頼、責任の共有、倫理的な関わりを伴う社会的かつ認知的なプロセスであると強調されている

(Griffin et al., 2012)。 

 21 世紀型スキルのアセスメント＆ティーチングでは、クリティカルシンキング、問題解決力、意思決定と協

働力のスキルを統合し、協働問題解決力という新たな評価領域を導入した(Griffin & Care, 2015)。協働問題解決

力は、OECD の PISA 2015 にも採用され、国際的にも高い影響力をもつものとなった(OECD, 2017a) 。 

 21 世紀型スキルのアセスメント＆ティーチングフレームワークにおいては、協働力は発達に応じて段階的に

伸⾧するスキルとして位置づけられている。特に協働問題解決力に関する評価モデルでは、社会的スキルと認

知的スキルの双方が段階的に複雑化していくという前提のもと、発達的進展に基づいた評価指標が設計されて

いる(詳細は 12-3-1-4 を参照)。 

11-1-1-4 不可欠スキル＆特性 

 Lench ら(2015)が提案する不可欠スキル＆特性フレームワークは、子どもの社会的・感情的・認知的スキル

の発達的理解に基づいた指導と評価を目的とした理論的枠組みである。本フレームワークは、教育実践の中で

必要とされるスキルを、測定可能かつ教育可能な形で示すことを目指して設計されている。 

 この枠組みにおいて、協働力、コミュニケーション、創造性と自主性の 4 つの能力が定義されており、それぞ

れについて 5 つの次元における発達の様子が示されている。協働力は、他者とともに作業し、目標に向かって建

設的に関わる能力とされており、他者との関係構築やチームでの目標達成のための積極的な関与、相互理解、

責任分担など、発達段階に応じた社会的機能の統合として捉えられている。 

 本枠組みの大きな特徴は、各スキルにおいて発達段階ごとの習得目標を明示している点にある。協働力につ

いても、行動目標が階層的かつ行動記述的に整理されており、教育的介入や評価の指針として活用できる構造

となっている。自己認識、コミュニケーション、交渉と意思決定、貢献と支援とモニタリングと適応という 5 つ

の次元で協働力の発達段階が評価されている。具体的なルーブリックでは、能力に応じた期待行動(例：「仲間

と交代できる」「意見の違いを調整できる」など)が段階的に示されている(詳細は 12-3-1-1 を参照)。 

11-1-1-5 深い学びのための新教育学 

 深い学びのための新教育学は、従来の学力中心の教育を越え、学習者が複雑で変化の激しい 21 世紀社会にお

いて意味のある貢献を果たすために必要な深い学びを促進する枠組みを提唱している(Fullan et al., 2017)。その

中心に据えられているのが、以下の 6 つのコンピテンシーである：人間性、市民性、協働力、コミュニケーシ

ョン、創造性、そして批判的思考である。これらのコンピテンシーは相互に関連し合いながら、知識の習得にと

どまらず、学習者の主体性、関係性、社会的責任、問題解決能力の涵養を目指すものである。 

 協働力は、他者と相互に依存し合いながら建設的に課題解決に取り組む力として定義されている。この枠組

みにおける協働は、学習者同士が共通の目的に向かって知識・視点・感情を統合しながら、深い学びを共創す

る営為と捉えられている(Quinn et al., 2020)。すなわち、協働は社会的相互作用に加え、認知的・情動的な調整

や文化的多様性への対応を含む、高度に統合された能力である。 

 深い学びのための新教育学が提示する協働力の構成要素は、次の 5 つの側面からなる：チームとして相互依存

的に働く、対人・チーム関連スキル、社会性・情動・異文化スキル、チームの力学と困難のマネジメント、デ

ジタルの活用。これらは、協働を複数の能力領域の統合的成果として評価・育成するための枠組みを提供して

いる。 

 さらに、本枠組みは協働力の発達的性質に着目し、それぞれの構成要素について学習者がどのように成⾧し

ていくかを段階的に記述したルーブリックを提示している(詳細は 12-3-1-2 を参照)。たとえば、初期段階では

自分の意見を共有することに重点が置かれるが、発達が進むにつれて他者の意見への適応、合意形成、対立解

消、創造的な貢献といった、より複雑な行動が求められるようになる。これにより、教育者は学習者の協働力

を継続的かつ具体的に支援することが可能となる(Quinn et al., 2020)。 
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 以上のように、深い学びのための新教育学における協働力枠組みは、発達的視点と実践的評価指標を兼ね備

えた構造をもち、深い学びを実現するための中核的なコンピテンシーとして、教育実践における理論的・実践

的基盤を提供している。 

11-1-1-6 OECD エデュケーション 2030 とお茶大コンピテンシー10 

 OECD(2018)は、「エデュケーション 2030」プロジェクトにおいて、持続可能な社会の構築に貢献しうる次

世代の育成を目的として、学習者が身につけるべき資質・能力を包括的に整理したフレームワークを提示して

いる。この中核を成すのが、「変革をもたらすコンピテンシー」であり、それは以下の 3 点に要約される：(1)新

たな価値を創造する力、(2)対立やジレンマに対処する力、および(3)責任ある行動をとる力である 。これらの

コンピテンシーはいずれも、21 世紀の不確実で複雑な社会課題に対して、創造的かつ倫理的な判断に基づいた

主体的行動を促すものである。中でも協働力は、これら 3 つのコンピテンシーの遂行に不可欠な横断的能力と

されており、たとえば多様な立場や価値観をもつ他者とともに新たな価値を創出したり、ジレンマ状況におい

て合意形成を図るプロセスにおいて中心的役割を果たす。また、集団の一員として責任を引き受け、倫理的に行

動する際にも協働的姿勢が要請される。したがって、協働力は変革的実践を支えるコンピテンシーとして位置

づけられる。 

 お茶の水女子大学の「お茶大コンピテンシー10」は OECD の国際的枠組みを参照しつつ、日本国内の高等教

育における実装モデルとして設計された。このフレームワークは、学士課程教育において学習者が育成すべき

資質・能力を OECD が提示する 3 つの変革的コンピテンシーを細分化し、10 項目に整理している。本フレーム

ワークにおいて、協働力は「新たな価値を創造する力」カテゴリーに含まれるコンピテンシーの一つであり、

「個人では得られない成果をグループ全体で得るために、相互的に支援し、関わる力」と定義されている(コン

ピテンシー育成開発研究所, 2024)。この定義は、共同作業を超えた相互支援的・相乗的な関与を強調しており、

社会的相互作用における学習者の能動的役割が前提となっている。 

 

11-1-2 21 世紀型スキルにおける協働力の位置づけ 

 これまで紹介した 21 世紀型スキルに関する複数の理論的枠組みにおいて、協働力は共通して重要なコンピテ

ンシーとして位置づけられているが、その定義や構成要素にはそれぞれ独自の視点と重点が見られる。それぞ

れの枠組みにおける協働力の位置づけについて図 11-1 で整理している。 

21世紀型学習のためのパートナーシップフレームワークにおいては、協働力は「多様なチームと効果的かつ

敬意をもって働く能力」と定義され、柔軟性、妥協、責任の共有、他者の貢献への価値付けなど、実践的・行

動的要素に重きが置かれている。これは主に教育実践における日常的な協働場面を想定した定義である (Batelle 

for Kids, 2019b)。一方、全米研究評議会の枠組みでは、協働力は「対人スキル」に分類され、社会的相互作用

と問題解決の融合的能力として捉えられている。ここでは、視点取得、責任の共有、交渉・調整スキルといっ

た社会的認知が重視され、他の認知スキルや情動スキルとの連関性が強調されている(Koening, 2011; Pellegrino 

& Hilton, 2012)。21世紀型スキルのアセスメント＆ティーチングフレームワークは、協働力を「共通の目標の

ために理解と努力を共有する能力」と定義し、協働問題解決力の形で具体的な測定モデルを提示している

(Griffin et al., 2012)。ここでは社会的スキル(共有、調整、関係構築)と認知的スキル(問題解決、モニタリング、

戦略)の統合が強調されており、評価可能な構成要素として整理されている点が特徴的である。不可欠スキル＆

特性フレームワーク(Lench et al., 2015)は、認知・内面・対人の3領域から構成され、協働力は「対人スキル」

に分類される。ここでは、協働を他者とともに生産的に働くための態度、知識、スキルの統合的表現と捉え、

発達段階に応じた目標記述と行動レベルのルーブリックが整備されている点に特徴がある。特にK‒12段階にお

ける協働力の育成・評価を目的としており、実際の教育現場での運用性が高い。深い学びのための新教育学で

は、協働は「深い学び」のための中核的コンピテンシーのひとつであり、チーム内での相互依存、意思決定の
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共有、感情的・文化的配慮、デジタルツールの活用など、5つの次元で記述されている。特に共創性(co-

agency：学習者が一人で主体的に行動するだけでなく、周囲の人と協力しながら主体性を発揮すること)や相互

的な学びの促進に重点が置かれており、協働を学習の本質的構成要素とする立場である(Quinn et al., 2020)。さ

らに、OECDのEducation 2030では、協働力は変革をもたらす3つのコンピテンシーを支える横断的スキルとさ

れている(OECD, 2018)。また、これに基づき策定されたお茶の水女子大学の「コンピテンシー10」においても、

協働力は「新たな価値を創造する力」の一部として、相互支援的な関与とグループとしての成果創出を可能に

する力として定義されている(コンピテンシー育成開発研究所, 2024)。
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図11-1 21世紀型スキルに関する理論的枠組みにおける協働力の位置づけ 
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これらの枠組みに共通しているのは、協働力が他者との相互作用を通じて、目的の共有、問題解決、価値の

創出を行う複合的な能力として理解されている点である。一方で、21世紀型学習のためのパートナーシップや

不可欠スキル＆特性フレームワークのように教育実践との接続を強く意識する枠組みでは、行動の記述や評価

可能性が重視される傾向があり、全米研究評議会や21世紀型スキルのアセスメント＆ティーチングのように理

論的・発達的視点を強くもつ枠組みでは、社会的認知や構成要素の関係性に注目が集まっている。このように、

多様な枠組みにおける協働力の定義と構成要素は、焦点と目的に応じて異なる側面を強調しつつも、他者とと

もによりよい成果を生み出すための相互的かつ発達的な能力であるという点において収斂しているといえる。 

 

11-2 教育レベル別の協働力の測定と育成方法 

協働力は、幼児期に萌芽的に形成され、その後の学校教育および成人期に至るまで、発達段階や学習・生活

文脈に応じて質的に変容しながら発達する能力である。このセクションでは、教育段階ごとの測定方法および

育成方法に関する実証研究を体系的に整理する。具体的には、小学校前における協働行動の基礎的発達と遊び

を中心とした介入、小学校・中学校における協同学習や共同問題解決を通じた協働力の伸⾧、高等学校段階に

おける評価ツールの整備とPBL・STEM教育における実践、さらに大学入学以降の成人期における協働力の再

構成と社会的要請に焦点を当てることで、協働力が生涯にわたって育成・発揮される能力であることを明らか

にする。 

 

11-2-1 初等前教育における協働力の測定と育成方法 

 協働力は、幼児期から基盤が形成される重要な社会的能力であり、その育成と測定のあり方は、近年の初等

前教育研究において注目を集めている。Burnsら(2024)による系統的レビューは、初等前(0～6歳)の子どもを対

象とした協働力の介入研究を分析し、その教育的手法と測定方法に関する知見を明らかにしている。このレビ

ューにおいて協働力は子ども同士が対等な関係性のもと、目標達成や問題解決を目指して相互に関わる能力と

定義される。この定義に基づき、協働的行動は主に5つの下位概念に分類される：コミュニケーションスキル、

目標の共有、共同成果物の創出、知識の交換、向社会的スキル(例：助け合いや共感)である。これらは、幼児

の協働的活動を観察・評価する上での理論的基盤として機能している。 

Burnsらが特定した初等前の子どもを対象とする22件の介入研究の多くは協働課題や遊びを通じた実践的な活

動を中心としている。介入方法には以下のような共通点が見られた。第一に、ペアリングが頻繁に活用されて

おり、子どもの年齢、性別、能力、友人関係などを考慮して協働ペアを構成する工夫がなされている(e.g. 

Albuquerque & Martins, 2020)。第二に、役割の割り当て(e.g. Gelmini-Hornsbyet et al., 2011)や情報の非対称性

(e.g. Murphy et al., 2014)を意図的に導入する設計によって、子ども同士の相互依存を促す方法がとられている。

第三に、共有資源の活用やターンテイキングの設計(e.g. Ryokai et al., 2003)も、協働を自然に誘発するための手

段として機能している。加えて、半数以上の介入では、教師や大人によるガイダンスやモデル提示が組み込ま

れており(e.g. Sakr, 2018)、大人の媒介的支援の重要性が示唆されている。 

協働力の測定に関しては、過程的側面と成果的側面の双方が対象となっている。過程に関しては、言語的・

非言語的なやりとりの頻度や質、知識の共有、役割の履行といった指標が観察・記録されている(e.g. Ryokai et 

al., 2003)。一方、成果的側面では、物語の共作、絵画、構成課題などの共同成果物が用いられている(e.g. Hsiao 

et al., 2015)。また、向社会的行動(例：助け合い、視点取得、共感)も協働の指標として頻繁に評価されている

(e.g. Murphy et al., 2014)。測定手法は主に行動観察(e.g. Hsiao et al., 2015)、ビデオ・音声記録の分析(e.g. 

Albuquerque & Martins, 2020)、心理尺度による行動評価(Hsueh et al., 2014)などであるが、指標や分析基準の

標準化には限界があり、研究間の一貫性や比較可能性の低さが課題として指摘されている(Burns et al., 2024)。 

Burnsら(2024)は、幼児期における協働力の育成と測定を進展させる上で、以下の課題を挙げている。第一に、
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協働の発達的指標や評価枠組みの標準化が必要であることである。第二に、教師や保育者を対象とした専門的

支援(例：ファシリテーション技法の訓練)を組み込んだ介入研究が極めて少ないことである。第三に、2歳以下

のより低年齢層への応用研究の不足も今後の研究課題とされている。 

 

11-2-2 小学校における協働力の測定と育成方法 

協働力は、小学校段階においてもその重要性が認識されつつあり、さまざまな介入的アプローチの効果が研

究されている。特に、児童の協働力を体系的に育成し、測定可能な形で可視化することを目的とした取組が近

年活発に行われている。 

小学生を対象とした協働力の育成において、協同学習やプロジェクト型学習などの学習形態が有効であるこ

とを示す研究がある。たとえば、Gilliesら(1996)は、協働力の訓練を受けた児童とそうでない児童を比較した

実験研究を通じて、訓練を受けた児童の方が協力的な行動、包括的な言語の使用、説明的な発話が多く、学習

成果も高いことを示した。訓練を受けた児童は、「聞く」、「フィードバックを与える」、「意見の相違を認

識する」、「役割分担をする」などのスキルを2回のセッションを通じて教師に指導された。この研究では、小

学校において協働力を訓練することが可能であり、訓練を行うことでグループ全体や児童個人の学習成果への

ポジティブな効果が期待できることが示されている。 

Purnomo ら(2024)は、プロジェクト型学習が協働力に与える効果を検討した。小グループで実社会の問題を

扱うプロジェクト型学習を6週間実施した実験群の児童は、伝統的な教師中心の授業を実施した統制群に比べて、

ルーブリックを用いて評価された協働力(コミュニケーション、葛藤解決、チームワーク)が有意に向上した。

行動観察の結果、実験群においては、児童が積極的に対話し、葛藤解決に取り組み、役割の調整を行っていた

ことが明らかになり、プロジェクト型学習が協働力を促す効果が示された。 

Guら(2015)は、中国上海の小学校において、協働的問題解決能力を育成するための構造化された介入フレー

ムワークを開発し、その有効性を検証した 。「話し合いのルール設定」、「グループ計画の立案」、「証拠に

基づく議論の構築」といった社会的・認知的スキルの育成に焦点をあて、ICTツールや質問プロンプトを活用し

た複合的支援が行われた。その結果、介入群の児童は、統制群に比べて、協働行動(情報共有、相互傾聴、交

渉)および問題解決スキル(計画立案、根拠提示)において有意な向上を示し、これらのスキルが新たな課題状況

にも転移可能であることが確認された。 

協働力の測定には、自己評価式アンケート(e.g. Gu et al., 2015)、他者評価(e.g. Ladd et al., 2014)、行動観察 

(e.g. Purnomo et al., 2024)、パフォーマンス課題ベースの評価など(Demetroulis et al., 2024)、多様な手法が併

用されているが、その妥当性と信頼性の確保は依然として課題である。Laddら(2014)は、児童の協働スキルの

分類法を開発し、同級生からの評判や学業成績との関連を検討した。児童を対象としたインタービューに基づ

き、協働力を「協力」、「支援」、「コミュニケーションと傾聴」、「葛藤解決」などのカテゴリーに分類し、

これらのスキルが高く評価されている児童は、チームワークの相手として好まれやすいことが明らかになり、

分類法の妥当性が確認された。Demetroulisら(2024)は、21世紀型スキルのアセスメント＆ティーチングフレー

ムワーク(Griffin et al., 2012)に基づき、パズル課題を活用したパフォーマンス評価ツールを開発し、協働スキル

の個人差を測定する新たなアプローチを提案している。この手法では、パズルのピースを戦略的に分配し、社

会的相互依存や非言語的コミュニケーション、交渉、責任分担といったスキルが発揮される過程を定量的に捉

える設計となっている。個人単位での評価が可能であり、信頼性も確認されている。 

以上の知見から、小学校段階における協働力の育成には、明確なスキル指導と、社会的相互作用を促進する

課題設計、そしてパフォーマンスに基づいた評価の導入が鍵となる。単なるグループ活動だけではスキルの向

上は期待できず、協働スキル自体を学習目標として位置づけ、教師の支援と観察が不可欠である。 

 

11-2-3 中学校における協働力の測定と育成方法 

21世紀型スキルとして注目される協働力は、中学校段階においてもその育成が重要視されている。特に思春
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期に差し掛かる生徒たちは、他者との関係性や自己の役割認識が発展段階にあり、この時期における協働的な

学びは、社会性やメタ認知能力の成⾧と密接に関係している 。本節ではまず、中学校の授業内外における協働

的学習の介入研究を取り上げ、どのような教育実践が協働力の育成に有効であるかを整理する。次に、より構

造化された認知的枠組みのもとで展開されている共同問題解決の研究に焦点を当て、PISAなどの国際的枠組み

やICTを活用した介入事例を通して、その測定と育成に関する知見を明らかにする。 

中学校における協働力の育成方法として、ICTツールやビデオゲームが注目を集めている。Delforge(2021)は、

言語学習の授業においてデジタルツール(Word Online、Adobe Spark Video)を活用した協働学習の実践を分析

した。この研究では、協働的活動を「調整」、「接続」、「生成」の3つの側面に分類し、それぞれの活動が課

題やICT環境に応じて異なる形で現れることが指摘されている。特に、デジタルツールへのアクセスとその活用

スキルの有無が、学習者の参加度に大きく影響することが示された 。また、ネパールの中学校の生徒がオンラ

インビデオゲームを通してどのように協働的・多面的なスキルを発達させているかが質的に調査されている

(Paudel & Rana, 2022)。この研究では、中学校の生徒と親を対象に行ったインタービューからは、オンライン

ビデオゲームは、中学生における協働的コミュニケーション、マルチタスク能力、意思決定力を含む社会的ス

キルの発達を促進する一方で、学習への影響や依存傾向といったリスクも併存するため、デジタル・リテラシ

ーを踏まえた教育的介入の必要性が指摘されている。 

STEM領域においても、協働力は不可欠なスキルとされている。特に中学校教育におけるSTEMプロジェクト

では、問題解決や探究活動を通じた協働が中心的な役割を果たす。数学授業で導入された共同問題解決型学習

を経験した生徒は、伝統的な授業などを受けた生徒に比べて、グループワークへの肯定的な評価だけではなく、

高次思考力における得点の向上も見られた(Siew & Basari, 2024)。同じように、生徒間の相互依存性を促進する

STEMプロジェクト型学習は中学校1年生の意思決定と協働力を向上したことが報告されている(Wahono et al., 

2025)。また、統計学の学習を対象とした実践研では、グループ活動やプレゼンテーションを通して協働的に学

習を進める授業が展開され、介入前後でのテスト得点に11.8%の向上が確認され、96%の生徒が、共同学習が統

計学の習得に役立ったと答えた(Sulaiman & Shahrill, 2015)。 

正規の授業時間外においても、協働力の育成は実践されている。ある研究では、放課後の課外活動の一環と

して協働的課題に取り組ませることで、中学生の社会的スキルやリーダーシップが向上したことが確認された。

特に、活動のリフレクションを通じて自分と他者の関わり方を振り返るプロセスが、協働の質を高める上で重

要であるとされている (Yu et al., 2020)。 

上記紹介した研究の多くは、協働力の測定にはインタービューや意識調査のような方法を用いて、質的分析

を行っているが、中学生の協働力を心理尺度で測定する試みも存在する。例えば、Boyraz(2021)は、中等教育

段階の生徒が自身の協働力を自己評価できる尺度を開発した。因子分析の結果、同尺度は「感情的側面」、

「協働プロセス」、「役割と責任」の3次元から構成され、協働力の多面的理解を促す有効なツールとして示唆

されている。 

以上、中学校段階における協働力の育成に関する研究は、教科横断的に幅広く展開されており、言語活動、

数学、放課後プログラムなど多様な文脈において、グループ活動やプロジェクト型学習を通じた教育実践が蓄

積されている。これらの実践は、他者と意見を交換しながら学習課題に取り組むことによって、認知的・社会

的スキルの同時的な発達を促進し得ることを示している。 

一方で、近年注目されているのが、問題解決の過程そのものにおける協働的側面(共同問題解決スキル)に焦

点を当てた研究である。特に、2015年から協働問題解決がPISAの一つの測定項目として導入されて以来

(OECD, 2017a)、協働問題解決の測定や育成に関する研究が盛んに行われるようになった。協働問題解決は、

問題解決行動、情報や理解の共有、チーム管理といった一連の認知的・社会的プロセスを包含する高度な協働

スキルとされる(OECD, 2017a)。そのため、協働問題解決は従来の協働学習とは区別され、より構造化された

枠組みと測定指標のもとで評価されている。以下では、中学校における協働問題解決に特化した教育実践およ

び評価手法に関する研究を整理し、その理論的背景と教育的意義を明らかにする。 
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2015年のPISAには、新しく協働問題解決を測定する任意のテストが導入された。協働問題解決テストでは、

問題解決に必要な理解と努力を共有する必要があり、知識・スキルと努力をもち寄ることが求められている。

0－1000のスコアの獲得が可能で、受検生は４つの達成レベル(達成レベルの詳しい説明は、12-3-1-4を参照)に

分類される(Kastberg & Sen, 2017)。 日本は、シンガポールを除き、協働問題解決における成績が他国よりも高

く、14％の受検生が最高レベル(レベル４)の成績を獲得している(OECD, 2017b)が、協働問題解決テストの測

定不変生に問題があるため、国家間での単純な比較結果は慎重にすべきだと指摘する研究者もいる(Tekin & 

Aktan, 2021)。協働問題解決の予測要因を検討した研究では、国レベルの要因として、個人主義と経済平等(Wu 

et al., 2022)、個人レベルの要因として、学校への帰属意識と学校の規律風土(Arici & Kutlu, 2023)は協働問題解

決力を予測することが確認されている。このような環境要因の影響が存在する中、個人を対象とした介入には

限界があることが示唆される。 

PISAテストの枠組み以外でも、協働問題解決力を測定し、育成する方法が模索されている。たとえば、Chen

らは理科におけるシミュレーションプログラムを通して、元々の成績の高低に関係なく、中学生の協働問題解

決力を促進することができた(Chen et al., 2023)。また、STEM教育における教師支援ありのオンライン協働問

題解決力プログラムが、他のプログラムに比べて、中学生の協働問題解決力を促進する効果が大きいことを報

告する研究もある(Lin et al., 2020)。 

このように、中学校段階では、協働力の中でも特に「協働問題解決能力」の育成が注目されており、そのた

めの教育的アプローチとしては、WebベースのICT活用や教師による介入の組み合わせが効果的であるとされ

ている。 

 

11-2-4 高等学校における協働力の測定と育成方法 

21世紀型スキルの一環として注目される協働力は、高等学校段階においても重要な教育目標とされている。

特に、進学や就職を控えた生徒にとって、他者と効果的に協働する能力は、学術的成功にとどまらず、将来の

職業的成功にも直結するため、その測定と育成に関する研究が進められている。 

高等学校段階の協働力測定においては、心理測定に基づく尺度の開発と、教育実践に即したルーブリック活

用という2つの大きなアプローチがみられる。前者の代表的な研究として、Wangら(2009)、Stromら(2011)、

Frenchら(2016)がある。Wang ら(2009)は、自己報告尺度・場面想定法尺度・教師評価尺度の３つの測定方法

を開発し、それぞれがお互いと強い関連を示すことや、学業成績を予測できることを明らかにした。自己報告

尺度は、「協力する」、「指導する」と「調整する」という３つの協働スキルを測定している。Stromら(2011)

も、協働力を「チームワークに参加する」、「情報を共有する」、「コミュニケーションをとる」、「批判的

で創造的に思考する」、「仲良くする」という複数の次元でとらえ、自己報告式と他者評価式尺度を開発した。

自己評価と相互評価の併用により、協働力をより立体的に把握する設計となっており、特にピア評価による客

観性の補完が重視されている。Frenchら(2016)の尺度は、大学生向けに開発されたツールを高等学校版に適応

し、協働力を４つの次元(グループ構造、相互作用、役割遂行、目標達成)でとらえており、それぞれが学業成

績やモチベーションとの有意な関連を示している。これらの尺度に共通するのは、協働力を単一のスキルでは

なく、役割遂行、情報共有、意思決定、対人関係スキルなどの複合的構成要素としてとらえている点である。 

高等学校における協働力育成の実践的アプローチとしては、STEM教育やPBL(プロジェクト型学習)が主なフ

ィールドとなっている。Stehleら(2019)は、STEM高校の授業計画を分析し、21世紀型スキルが学年別にどのよ

うに育成されているかについてまとめている。協働力を育成する授業は、高学年において増えているが、高度

なスキルを扱う授業が少なく、高等学校段階において21世紀型スキルの育成が難しいことを指摘している。Lee

ら(2015)は、PBLの中で生じる生徒間の対立に着目し、それが適切に調整されることで、交渉力・共感力・自

己主張という協働スキルが発展することを明らかにした。特に、対立を避けるのではなく、教育的に扱うこと

の重要性が強調されている点は示唆的である。 

高等学校における協働力の育成と測定に関する研究は、理論的に整備された評価手法の開発と、実践的な授
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業設計との接続という2つの軸で発展している。測定においては、多因子尺度や相互評価を活用した柔軟な評価

モデルが登場し、育成においては、PBLやSTEM教育といった課題解決型の学習環境において協働力が育まれ

ることが確認されている。 

 

11-2-5 成人期における協働力の測定と育成方法 

協働力は、学齢期を通じて発達する能力であると同時に、大学入学以降の成人期においても継続的に育成・

再構成される重要なコンピテンシーである。特に大学段階では、授業内でのグループワークやプロジェクト型

学習、専門的な共同課題を通じて、より高度で専門性を伴う協働力が求められるようになる。また、大学から

職場へのトランジッション期においては、協働力は学習場面に限定されない汎用的能力として、就業準備性や

職業的適応と密接に関連することが指摘されている。近年の研究では、職場の観点からはチームワークや協働

的問題解決が生産性や組織成果に不可欠であることが示される一方、大学生の側からも、協働力がキャリア形

成や職業的アイデンティティの形成に重要な役割を果たすことが報告されている。さらに、成人期後期にあた

る高齢期においても、協働的問題解決能力は社会参加や認知的健康と関連する能力として注目されつつある。

本節では、大学在学中における協働力の育成と測定、大学から職場への移行期における協働力の意義、そして

高齢者における協働的問題解決に関する研究を順に概観し、成人期全体にわたる協働力の発達的連続性につい

て検討する。 

高等教育における協働力の測定に関する体系的レビュー(Schürmann et al., 2024)では、協働力が多面的かつ潜

在的な構成概念であるため、自己報告尺度だけでなく、相互作用の観察データ(発話、行動、ログデータ)を用

いたプロセス指向の測定が主流であることが示されている。特に、課題の進行管理、共有理解の構築、チーム

の機能維持、個人および共同参加といった複数の側面を統合的に捉える枠組みが提案され、測定目的や学習文

脈に応じた多層的な評価の重要性が指摘されている。加えて近年では、自己報告尺度や成果評価にとどまらず、

社会ネットワーク分析を用いて大学生の協働の「構造」や「パターン」を可視化する試みも報告されている。

Ellisら(2021)は、大学初年次生の協働関係を社会ネットワーク分析によって捉え、学習へのアプローチや学習

環境の認知の違いが、協働の規模や相互性、ネットワークの密度といった協働パターンの差異として現れるこ

とを示しており、協働力を個人特性と集団構造の双方から測定する必要性を示唆している。 

大学在学中の協働力育成に関する研究は、協働力が授業内の学習環境や課題設計を通じて意図的に育成可能

な能力であることを示している。大学生を対象とした協働学習研究では、グループワークや協働課題への参加

が、役割分担、相互依存、責任の共有といった協働力の中核的要素を促進することが一貫して報告されている

(e.g., Scager et al., 2016; McKay & Sridharan, 2024)。特に、協働学習が有効に機能する条件として、ポジティブ

な相互依存を生み出す課題構造の重要性が指摘されており、個人作業の寄せ集めではなく、他者の貢献を前提

とした学習設計が協働力の発達を支えるとされている(Scager et al., 2016)。また、大学生自身の認識に焦点を当

てた研究では、協働的グループワークを通じて、コミュニケーション能力や対人調整力、リーダーシップ能力

が育成されることが示されている(McKay & Sridharan, 2024)。大学在学中の協働的グループワークに関する研

究では、多くの学生が協働学習を通じて課題への協力スキル、ダイバーシティ意識や葛藤解決力の向上を実感

している一方で、協働のプロセス自体が十分に指導・評価されていないとの認識も示されている(Jackson et al., 

2014)。さらに、高等教育におけるオンライン学習に着目した研究では、協働力育成を支援する要因として、教

員による明確な目的提示、協働プロセスへの指導的関与、振り返りの機会の提供が重要であることが報告され

ている(Nevgi et al., 2006)。これらの研究は、協働力が学生の自発性のみに依存するのではなく、教育的支援と

学習環境の設計によって段階的に形成される能力であることを示している。 

大学生および卒業生の認識に焦点を当てた研究は、協働力が大学教育において重要な能力として認識されつ

つも、その育成の場や方法については限定的に捉えられていることを示している。大学・職業実習・就業後と

いう複数の学習文脈を比較した研究では、学生および卒業生は、協働力を含む汎用的能力が大学よりも職業実

習や職場においてより実践的に発達すると認識しており、とりわけ他者と協働し責任を共有する経験が能力発
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達に不可欠であると評価している(Crebert et al., 2004)。同じように、大学から職場への移行に関する研究では、

卒業生は現在の職場で協働力を含む社会的スキルが一番必要とされているスキルであると認識しているが、こ

のようなスキルは大学在学中において獲得する機会が十分に用意されていなかったと回答している(Tynjälä et 

al., 2006)。 

協働力は大学よりも職業的文脈においてより強く要求される能力として認識されていることは、職場側の視

点からの実証研究によっても裏付けられている。職場で求められるコンピテンシーを順位づけした調査では、

チームワークや協力性が、専門的知識や技術的スキルと並び、あるいはそれ以上に重要な能力として位置づけ

られていることが示されており、学生と卒業生の双方が協働力を主要な職業能力として認識している点が明ら

かになっている(Rainsbury et al., 2002)。さらに、大規模な求人広告分析に基づく研究では、協働力は口頭・文

章によるコミュニケーションや問題解決力と並び、雇用者が最も頻繁に明示的に要求する能力の一つであり、

とりわけ高等教育修了者を対象とした職種においてその需要が高いことが示されている(Rios et al., 2020)。加え

て、産業・組織心理学の観点からは、現代の職場が非定型的かつ相互依存的な課題を多く含むことから、協働

力は個人の対人スキルにとどまらず、集団として複雑な問題に対処するための中核的能力として位置づけられ

ており、協働的問題解決力は21世紀型労働環境における不可欠な汎用的スキルであるとされている(Neubert et 

al., 2015)。これらの研究を総合すると、協働力は職場において職務遂行、キャリア形成、組織への適応を支え

る基盤的能力として強く要請されていることが明らかである。 

成人後期および高齢期における協働力に関する研究は、協働が加齢に伴う認知的変化を補償する重要な資源

となりうることを示している。成人期を通じた協働的問題解決を検討した研究では、問題解決の課題において

個人で取り組む際、年齢差による成績低下がみられる一方で、協働問題解決の場合、高齢者が若年成人と同等、

あるいはそれ以上に効率的な問題解決方略を示すことが報告されている(Dixon et al., 1997)。さらに、近年のシ

ステマティックレビューでも、協働学習が高齢者の認知的機能を支える可能性があることが指摘されている

(Wolfe et al., 2023)。 

以上を踏まえると、成人期における協働力は、大学在学中の学習文脈から職場、さらには高齢期の日常生活

に至るまで、文脈に応じて形を変えながら機能し続ける発達的能力であると位置づけられる。大学教育におい

ては、協働力は学習成果として育成・測定され、大学から職場への移行期には、職業的適応や専門知識の活用

を支える基盤的能力として再構成される。さらに高齢期においては、協働力は個人の能力低下を補完し、集団

としての問題解決や社会的関与を可能にする資源として重要性を増す。このように、協働力は成人期を通じて

連続的かつ可塑的に発達する能力であり、生涯発達の観点から統合的に捉える必要がある。 

以上、紹介した教育段階別における協働力の測定と育成方法に関する論文では、協働力は幼児期の共同注意

や向社会的行動に始まり、学齢期には役割分担、相互調整、葛藤解決といった行動的・認知的側面が発達し、

青年期以降には課題解決や価値創出を担う高度で文脈依存的な能力へと展開していくことが示された。各教育

段階において、協働力の育成は自然発生的な集団活動に委ねられるのではなく、発達段階に応じた課題設計、

明示的な指導、そして適切な測定・評価を伴うことで効果的に促進されることが一貫して報告されている。ま

た、大学以降の成人期においては、協働力は学習成果としてだけでなく、職業的適応や社会参加を支える基盤

的能力として再定義され、高齢期においても協働的問題解決を通じて認知的・社会的機能を支える役割を果た

すことが示唆された。これらの知見は、協働力を生涯発達の観点から一貫して捉える必要性を示しており、本

論文で提示する協働力の段階的発達モデルの理論的基盤を形成するものである。 

 

11-3 協働力の発達 

協働力を発達的に捉える試みは、近年、評価や指導の文脈において体系的に進められており、特にルーブリ

ックやラーニング・プログレッションを用いた枠組みが重要な役割を果たしている。本セクションでは、協働

力の発達を段階的に記述する代表的な4つの枠組み、すなわち、不可欠スキル＆特性フレームワーク(Lench et 
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al., 2015)、深層学習プログレッション(Fullan et al., 2017)、チームワークのVALUE ルーブリック(Association 

of American Colleges and Universities, 2009)、およびPISA 2015における協働問題解決力(OECD, 2017a)を取り

上げる。これらの枠組みはいずれも、協働力の発達を段階的に記述し、段階ごとに求められる行動や認知・社

会的プロセスの特徴を明確化している点で共通している一方、対象年齢、評価目的、理論的背景には相違がみ

られる。以下では、各枠組みにおける協働力の発達段階の構成と特徴を整理し、それらを横断的に比較するこ

とで、協働力が幼児期から青年期、さらには成人期に至るまでどのように洗練されていくのかを理解するため

の理論的基盤を提示する。 

 

11-3-1 協働力を段階的に評価するルーブリックの紹介 

11-3-1-1 不可欠スキル＆特性における協働力の発達(Lench et al., 2015) 

Lenchら(2015)の不可欠スキル＆特性における協働力の発達枠組みは、協働力を「相互依存を要するプロセス

のもとで、他者とともに問題を解決し、目標を達成し、課題を完遂する個人の能力」と定義したうえで、到達

水準を4段階(初心者／上級初心者／戦略的学習者／新進エキスパート)として記述する構成をとる。また、協働

力を5つの構成要素(自己認識／コミュニケーション／交渉と意思決定／貢献と支援／モニタリングと適応)に分

解し、各要素について4段階の行動指標を提示することで、同一の協働力であっても側面ごとに発達の偏りが生

じうる点を前提化している。さらに、各要素は対人的側面と対自的(メタ認知・自己調整等)側面の双方を含む

ものとして整理され、協働場面で観察される行動と個人内過程を往還させて理解する設計になっている。 

Lenchら(2015)の協働力ルーブリックが示す発達過程は、協働が支援を受けながら集団に参加する状態から、

集団の成果と関係性を自律的に設計・維持しながら価値を高める実践へと移行する質的変容として整理される。

初期段階では、学習者は集団の規範や役割を理解すること自体に支援を要し、発話や貢献も促しに依存しやす

く、意思決定は他者に委ねられやすいが、次第に期限や品質基準を意識して役割を果たし、討議規範に沿って

自分の考えを明確化しながら参加するようになる。発達が進むと、学習者は集団過程を分析して改善し、根拠

を伴う主張や問いかけによって対話を深化させ、多様な視点を価値づけつつ妥協や合意形成を主導し、強みに

基づく役割配分や公平性の擁護を通して意思決定の質を高めるようになる。また、成果面では個人と集団双方

の貢献に責任を負い、計画と遂行のモデルとなるとともに、他者の強みと成⾧領域を踏まえた具体的フィード

バックや支援を提供する段階に至る。最終段階では、課題の困難と機会を予見して規範・方略・役割を調整し、

パワー不均衡を言語化して衡平性を高め、フィードバックを批判的に適用しながら集団の誤りを学習機会へ転

換し、成員の貢献を最適化して集合的努力を最大化する実践が成立する。以上より、本枠組みは協働力の発達

を、参加の受動性から集団機能の促進と成果の最大化へ向けて統合的に高度化していく過程として描いている

(Lench et al., 2015)。 

11-3-1-2 深い学びのための新教育学における協働力の発達(Quinn et al., 2020) 

深い学びのための新教育学フレームワークが提供するラーニング・プログレッション(Quinn et al., 2020)は、

協働力を「相互依存的かつ相乗的にチームで働き、重要な意思決定を共同で行い、他者から学び他者の学びに

影響を与えること」として捉え、到達段階を5段階(限定的／萌芽／発達／加速／熟達)で示している。協働力は

「チームとして相互依存的に働く」、「対人・チーム関連スキル」、「社会性・情動・異文化スキル」、「チ

ームの力学と困難のマネジメント」、「デジタルの活用」という５つの次元で具体化されている。 

 協働力ルーブリックが示す発達は、協働が個別作業の寄せ集めとして営まれる段階から、相互依存・共同責

任・関係調整・デジタル活用が統合された学習実践へと移行していく過程として整理される。初期には、チー

ムとしての機能は弱く、対人スキルや共感、異なる視点への理解は限定的であり、意見の相違や同調圧力に直

面すると協働が停滞しやすい。次第に、共同成果への当事者意識が形成され、対話や作業は共同化されるが、

重要な意思決定が一部のメンバーに集中しやすく、協働プロセスの設計や維持に課題が残る。発達が進むと、

強みに基づく役割配分と合意形成が安定し、傾聴・交渉・ファシリテーションを通じて全員参加の意思決定が



135 

 

可能となり、社会的・情動的側面では自己理解と他者理解が深まり、相違を価値づけながら協働関係を維持で

きるようになる。さらに上位段階では、対立や緊張を学習機会として扱い、チームの力学を能動的に調整しつ

つ、各メンバーの視点と専門性を統合して最良の判断と成果を導く実践が成立する(Quinn et al., 2020)。 

11-3-1-3 チームワークに関する VALUE ルーブリック(AACU, 2009) 

チームワークに関するAAC&U(2009)のVALUE ルーブリックは、高等教育における学習成果の可視化を目的

として整備された評価枠組みであり、協働力をチームとして成果を生み出す過程で観察可能な行動として操作

的に定義する点に特徴がある。協働力については、チーム会議への貢献、他メンバーの貢献の促進、会議外で

の個人貢献、建設的なチーム風土の醸成、葛藤への対応という５つの次元が評価され、それぞれについて到達

基準から到達目標へ至る４段階(到達基準1／中間水準2・3／到達目標4)の記述が与えられている。したがって、

本ルーブリックは、学習課題の遂行場面における個人の寄与と相互作用の質を、形成的・総括的評価の双方に

利用可能な形で整理する実践志向の枠組みである。 

VALUE ルーブリックが示す発達は、チームへの参加が形式的・受動的な関与にとどまる段階から、他者の貢

献を引き出し、集団の成果を高める方向へと役割が拡張していく過程として理解できる。初期段階では、意見

提示や課題遂行は行われるものの、チーム全体の前進に資する提案や調整は限定的であり、葛藤に対しても受

容的に流す対応が中心となる。中間段階では、他者の意見を踏まえた提案や、明確化質問による巻き込み、期

限内の課題遂行など、協働を維持するための基本行動が安定する。上位段階では、代替案の比較や意思決定を

支える提案、参加の偏りへの気づきと介入、会議外での高水準の成果物の提示に加え、チームの雰囲気づくり

や破壊的葛藤の建設的処理まで担うようになり、協働力が「個人の参加」から「チーム機能の促進と成果最大

化」へと質的に転換する点が示されている。 

11-3-1-4 PISA 2015 における共同問題解決の発達(OECD, 2017a) 

 PISA 2015では、15歳を対象に「協働問題解決」を初めて大規模に測定し、個人の問題解決測定の知見を基盤

にしつつ、協働的相互作用を組み込んだ枠組みを採用している。協働問題解決コンピテンシーとは、2者以上の

エージェントが問題を解決しようとする過程に、個人が効果的に関与する力であり、解決に必要な理解と努力

を共有し、さらに知識・技能・努力を持ち寄って(統合して)その解決に到達する能力である(OECD, 2017a, p. 

134)。 

 測定はコンピュータベースで実施され、受検者は対話・行為の選択を通して課題を進め、そのログから観察

可能な行動指標を得て得点化する設計である(例：限定された発話選択肢のクリック、他者の未実行行為の代替

実行等)。得点は共同問題解決の総合得点(単一スコア)として報告され、その解釈のために到達度水準が設定さ

れる。また、評価対象技能は、協働に関わる3つの中核コンピテンシー(共有理解の形成・維持／適切な行為の

実行／チーム組織の形成・維持)と、個人の問題解決過程(探索・理解、表現・定式化、計画・実行、モニタリン

グ・省察)を掛け合わせたマトリクスとして整理され、課題はそのセルを網羅するよう重み付けされている。 

 達成水準は、共同問題解決の発達を要求に応じた限定的貢献から共有理解の形成と情報要請を含む相互調整、

さらに役割編成と情報の適否判断を伴う統制、最終的には集団力動の監視・対立調整・障害克服を主導しつつ、

協働と問題解決の両側面を統合して最適経路を選択する段階へと連続的に高度化する過程として描写している。 

 

11-3-2 協働力の評価ルーブリックを統合する段階的育成モデル 

 これまで紹介した4つのルーブリック(AACU, 2009；Lench et al., 2015；OECD, 2017a ; Quinn et al., 2020)を

横断的に比較すると、用語や粒度の相違はあるものの、協働力は共通していくつかの機能的要素の組合せとし

て記述されていることが確認される。第一に、共同成果に向けた貢献と責任遂行(課題の遂行、品質・期限の担

保、実質的な提案や実行)は、不可欠スキル＆特性の「貢献と支援」、深い学びのための新教育学の「チームと

して相互依存的に働く」、AAC&Uの「会議への貢献／会議外の個人貢献」、PISAの「適切な行為の実行」を通

して、四枠組みすべてに共通する。第二に、コミュニケーションと情報共有(説明、傾聴、質問、情報の提供・
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要請、共有理解の形成)は、不可欠スキル＆特性の「コミュニケーション」、深い学びのための新教育学の「対

人・チーム関連スキル」、AAC&Uの「会議への貢献／他メンバーの貢献の促進」、PISAの「共有理解の形成・

維持」に対応し、同様に四枠組みすべてで中心的要素として扱われる。第三に、役割分担・チーム組織と参加

の包摂(相互依存の設計、役割配分、全員参加の意思決定、参加の偏りへの介入)は、不可欠スキル＆特性の

「交渉・意思決定」、深い学びのための新教育学の「チームとして相互依存的に働く」、AAC&Uの「他メンバー

の貢献の促進」、PISAの「チーム組織の形成・維持」に見られ、四枠組みに共通する。第四に、葛藤・不一致へ

の対応と調整は、不可欠スキル＆特性の「交渉・意思決定」、深い学びのための新教育学の「チームの力学と困

難のマネジメント」、AAC&Uの「葛藤への対応」に共有される。最後に関係性の維持と相互支援は、不可欠ス

キル＆特性(貢献と支援／モニタリングと適応)、深い学びのための新教育学(対人・チーム関連スキル／社会

性・情動・異文化スキル)、AAC&U(建設的なチーム風土の醸成)に明示されている。 

 ルーブリック共通の次元は、協働の機能に基づいて、成果志向・相互作用志向・調整志向という上位カテゴ

リーへ再編できる(図11-2)。成果志向には、課題遂行を通じて共同成果を直接的に生み出す行動が含まれるた

め、「共同成果に向けた貢献と責任遂行」が中心となる。相互作用志向には、相互理解と関係性の形成を支える

相互行為が含まれるため、「コミュニケーションと情報共有」および「関係性の維持と相互支援」が位置づく。

調整志向には、協働プロセスを設計し維持し改善するメタ的機能が含まれるため、「役割分担・チーム組織と参

加の包摂」と「葛藤・不一致への対応と調整」が対応する。以上の再編により、個別ルーブリックにおける用

語や粒度の差異を保ったまま、協働力を成果生成・相互理解・プロセス統制という３つの機能的側面から統合

的に把握する枠組みが得られる。 

 
図11-2 協働力の評価枠組みに共通する次元 

 

 以下では、これまで検討した4つのルーブリック(AACU, 2009；Lench et al., 2015；OECD, 2017a ; Quinn et 

al., 2020)の段階記述を参照しつつ、成果志向／相互作用志向／調整志向の3上位カテゴリーからなる協働力の発

達モデルを提案する。本モデルは、小学校・中学校・高等学校・大学以降という教育段階ごとに到達目標とし

ての協働力水準を定義することを目的とするため、既存ルーブリックが提示する水準(4段階または5段階)を、

教育段階に対応づける形で援用する。なお、参照した既存ルーブリックが小学校以前の協働力の評価を前提と

していないため、幼児期における協働力の発達は本モデルで扱わない。また、AAC&Uは主に大学段階の学習成

果評価を想定し、PISAは15歳(中等教育段階)を対象とするなど、各ルーブリックは本来の適用対象や評価目的

が異なるが、本モデルは、既存ルーブリックを年齢発達の「直接的証拠」として扱うのではなく、段階記述に

含まれる行動・相互作用・調整過程の質的差異を抽出し、学校段階間の到達目標を設計するための参照枠とし

て用いるものである。 

 本モデルが想定する協働力の発達は、小学校段階における与えられた役割の理解と基本的参加から始まり、

協働力

成果志向

共同成果の創出に直接結びつく側面であり、役割遂行、課題完了、品質・期限の担保、提

案や意思決定の前進、問題解決行為の実行などを含む。評価上は、成果物や遂行の水準、

個人貢献の実質性として観察されやすい。

相互作用志向
他者と意味を共有し、共同の理解と関係性を形成する側面であり、傾聴、説明、情報共

有・要請、相互フィードバック、参加の促進、建設的なチーム風土の形成、共感や対人ス

キルなどを含む。協働を成立させる社会的基盤として機能する。

協働プロセスを維持・改善するためのメタ的側面であり、役割配分とチーム組織、進捗の

モニタリング、障害やギャップの特定、方略修正、葛藤のマネジメント、衡平性の確保な

どを含む。協働が複雑化した際に品質を保つ統制機能として現れやすい。

調整志向
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中学校段階で自律的な貢献と共有理解の形成が安定し、高等学校段階で強みを活かした質の高い成果創出と、

葛藤・進捗を含む協働プロセスの調整が可能となり、大学以降には協働プロセスそのものを設計・改善しなが

ら、チームとして成果の価値を最大化する段階へと進む過程として整理される。初期には成果志向・相互作用

志向・調整志向の各側面は限定的であるが、学齢が進むにつれて、担当遂行の質、情報共有と合意形成の精度、

役割配分やモニタリングによる統制の水準が相互に高まり、最終的には三側面が統合された協働実践として現

れる点が特徴である。さらに、これらの到達目標は自然成熟に委ねられるものではなく、課題設計(相互依存性

を生む構造)、明示的指導(役割・対話・葛藤対応の方略)、形成的評価(ルーブリックと振り返り)を通じて計画

的に育成可能であり、教育的支援の強度と質に応じて各段階の達成が促進されると考えられる。モデルの概略

を図11-3、詳細を図11-4に示す。 

 
図11-3 協働力の段階的育成モデルの概略 

 
図11-4 協働力の段階的育成モデル 

 

  

小学校 中学校 高校 大学以降

成果志向

共同成果の創出

・与えられた役割を理解

し、課題の一部を期限内に

完了できる

・成果物に対する自分の寄

与を説明できる。

・自分の担当を自律的に管

理し、品質基準を意識して

貢献できる

・提案により作業を前進さ

せられる。

・複雑な課題において、強

みを生かした貢献で成果の

質を高められる

・代替案の比較や意思決定

に実質的に寄与できる。

・チームとしての成果最大化

を見据え、役割設計・品質保

証・期限管理を主導できる

・革新的解決案の創出により

価値を高められる。

相互作用志向

共有理解・関係形成

・促しがあれば自分の考え

を共有し、相手の発言を聴

いて確認できる

・基本的な励ましや簡単な

支援ができる。

・質問・説明・情報提供を

用いて共有理解を形成でき

る

・相互フィードバックを受

け取り、改善に反映できる

・合意形成に向けて議論を

促進し、他者の貢献を統合

できる

・チーム風土を維持し、相

互支援を組織的に行える

・多様な視点を引き出し、全

員の声を成果物へ反映できる

・支援と挑戦を両立させ、学

習機会を相互に生み出せる

調整志向

役割・葛藤・進捗の

調整

・役割分担や進め方につい

て教師の支援のもとで合意

に従える

・軽微な不一致を話し合い

で収められる。

・役割配分や作業手順の調

整に参加し、参加の偏りに

気づいて是正を促せる

・対立の芽を協議により調

整できる。

・進捗・障害・リスクを点

検し、方略修正を提案でき

る

・葛藤を建設的に扱い、

チームとしての機能を回

復・維持できる。

・協働プロセスそのものに責

任をもち、構造（規範・役

割・意思決定）を設計・改善

できる

・不一致を学習資源として統

合し、持続的な協働を成立さ

せられる。

協

働

力

次元

成果志向

共同成果の創出
与えられた課題を完了 個々の強みを生かした成果創出

相互作用志向

共有理解・関係形成
自分の考えを共有 多様な視点を引き出し、成果に反映

調整志向

役割・葛藤・進捗の調整
不一致を話し合いで収める 不一致を学習資源として統合

協働力

協働力の発達
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11-4 教育実践への示唆と今後の課題 

本論文では、協働力を学齢期から成人期にわたり発達する多面的コンピテンシーとして位置づけ、主要な理

論的枠組みにおける定義と構成要素を整理した上で、各教育段階における育成・測定の実証研究を概観した。

さらに、不可欠スキル＆特性フレームワーク(Lench, 2015)、深い学びのための新教育学フレームワーク(Quinn 

et al., 2020)、チームワークに関する AAC&U VALUE ルーブリック(2009)、PISA 2015 の共同問題解決力テスト

(OECD, 2017a)に基づく発達的ルーブリックを比較し、協働力の共通要素を抽出した。これらを踏まえ、協働

力を成果志向、相互作用志向、調整志向の３つのカテゴリーに再編し、小学校・中学校・高等学校・大学以降

の到達目標を定義する発達モデルを提案した。 

 教育実践への示唆として第一に、本モデルは協働力を到達目標の段階差として可視化するため、授業設計に

おける焦点化に資する。小学校段階では、全員参加と基本的な相互支援が成立するよう、相互依存を生む課題

構造(役割の明確化、短いサイクルでの共有・振り返り)を整備し、教師が言語化と対話の型を提供することが

重要である。中学校段階では、情報共有と合意形成が学習成果に直結するよう、説明・質問・要請・根拠提示

を評価対象として明示し、自己評価・相互評価を通じて協働過程のメタ認知を促すことが有効である。高等学

校段階では、PBL や探究活動を活用し、役割設計、進捗モニタリング、葛藤対応を学習目標として組み込み、

協働プロセスの調整を担当する役割(ファシリテーター等)を循環させることで、調整志向の発達を促進できる。

大学以降では、成果の質と価値を高める協働を志向し、専門性の異なる他者との協働、実社会の課題に基づく

プロジェクト、職場に近い評価観点(期限・品質保証・合意形成・対立解消)を取り入れることで、学習と職業的

実践の接続が強化される。第二に、本モデルはルーブリックを形成的評価として運用する際の指針となり、授

業の初期に到達目標を共有し、途中でチェックポイントを設け、最終成果だけでなく協働プロセスの改善を評

価する「指導—評価—振り返り」の循環を設計できる。第三に、協働力の育成は個人への指導に加え、学習環

境の設計に依存するため、グループ編成、課題の相互依存性、対話規範、デジタル環境の活用といった条件を、

発達段階に応じて調整する必要がある。 

 今後の課題として、提案モデルの妥当性を検証する縦断研究と、文化・教科・学習形態の違いを踏まえた一

般化可能性の検討が必要である。さらに、自己報告・観察・ログデータ等を統合した測定体系の整備と、教育

現場で運用可能な簡便性の両立が求められる。また、協働力の育成を担う教師の専門性(ファシリテーション、

葛藤支援、評価運用、学級経営)を支える研修設計と、学校全体で継続的に実装するための制度的支援を含めた

実装研究が重要である。 

 本論文で提案した発達モデルは、協働力を教育段階に応じた到達目標として整理し、指導内容と評価観点を

接続するための参照枠を提供するものである。今後は、本モデルの妥当性を縦断的・文脈横断的に検証すると

ともに、学校現場で持続的に運用可能な評価・指導の実装体系を構築することが求められる。 
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12. コンピテンシー育成のモデル授業事例 

本章では、大学および附属学校園でみられる優れたコンピテンシー育成授業（モデル授業）についての分析

レポートを報告する。 

 

12-1 大学のモデル授業事例 

大学では、教員の「コンピテンシーを育成する授業づくり」を支援しており、その一環で、昨年度（令和６

年度）より、優れた授業を行っておられる教員にインタビューを実施し、授業でのコンピテンシー育成につい

て分析している。昨年度には、文系 2 名・理系 1 名、計 3 名の先生の授業を扱っており、今年度も同様に 3 名の

先生にインタビューを実施した。 

 

12-1-1 モデル授業の選出と聞き取りの方法 

モデル授業は本研究所が例年 12 月に実施している 4 年生調査をもとに行った。調査では、「この 4 年間でコ

ンピテンシーを高めたと思う授業」について、授業名と担当者名を挙げるよう求めた。そのうち、過年度の調

査の合計で名前が多く挙がった教員を選出し（表 12-1 参照）、研究所の所員がインタビューを実施して詳細を把

握した。 
 

表 12-1 選出した教員の所属と担当授業等 

文・理※1 所属 氏名 授業名※２ 

文系 生活科学部人間生活学科 

生活社会科学講座 

脇田彩准教授 生活調査法、生活社会調査実習、生活福祉

学演習 

理系 理学部情報科学科 伊藤貴之教授 マルチメディア、コンピュータビジョン、コ

ンピュータグラフィクス、色・音・香４コン

ピュータが創る色と音 

文系 文教育学部言語文化学科 西坂祥平准教授 ことばと世界 10 グローバル化社会を生きる、日本

語表現法概論 

※１：文系は文教育学部および生活科学部の２学科（人間生活学科・心理学科）とし、理系はそれ以外の学部・学科とした 

 ※２：学生が挙げた授業名をそのまま提示している。担当授業は過去のものであり、現在は担当していない場合がある。 

 

12-1-2 結果と考察 

3 名の先生の授業には、それぞれでコンピテンシーを伸ばす特徴的な原理があるように認められた。まず、脇

田准教授の「生活調査法」および「生活社会調査実習」では、受講者にとって少々難易度の高い様々な社会調

査のプロセスを、准教授の丁寧なサポートにより完遂することで、多様なコンピテンシーが育まれたように見

受けられた。また、伊藤教授の担当する「マルチメディア」では、よく練られた課題構成と、成績評価と関連

する新たな評価基準の設定が、学生のレベルとコンピテンシーを向上させる装置として機能しているように思

われた。さらに、西坂准教授の「グローバル化社会を生きる」では、言語学分野を専攻していない学生でも興

味をかきたてられるような、本質的な問いをぶつけることで、学問の世界に学生を没入させ、同時にコンピテ

ンシーを高めたように見受けられた。これら３つの授業では、ある程度は、教員の力量によるところもあるも

のの、基本的には若手教員でも採り入れられる工夫であり、授業づくりの参考として考慮しうるものである。

今後も、このような多くの教員が用いうる情報で、とくに理系分野に有用なものを、引き続き探索したいと考

える。 
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１．授業概要 

【授業目標、専門課程での位置づけ】 

２つの授業は、生活科学部人間生活学科の専門科目

（選択科目）です。人間生活学科では、「人間の生活に

関する諸問題の探究において、人の心とその発達、人と

人との関係などを、多様な理論と方法論を用いて解明す

る」ことを目標としており、これらの授業はその方法論

の１つである調査法を学ぶ授業として位置付けられてい

ます。また、それらは社会調査士という民間資格の認定

に必要な科目ともなっており、前学期の基礎的な実践か

ら後学期の実習まで、一年を通じて社会調査の一連のプ

ロセスを経験し、スキルが身につけられるよう計画され

ています。入学時のガイダンスで示されるように、この

資格認定（取得見込み）は在学

中でも可能であり、3 年次の就

職活動でそれを活用できること

から、受講者の多くは 2 年次に

この授業を履修するとのことで

した。 

【授業内外での課題】 

 各回の授業では、社会調査の実施手順に従い、各プロ

セスを１つ１つ丁寧に扱っていきます。前期の生活調査

法（①）では、社会調査の基礎を理解し、文献検索を行

って研究課題を決定し、仮説および質問項目を設定して

調査票を完成させます。後期の生活社会調査実習（②）

では、①で作成した調査票を実査にかけ、データ処理や

分析を行って、結果を報告書にまとめます。こうした研

究法の授業では、予め与えられた仮説やデータをもと

に、決められたプロセスをなぞって手法を学ぶこともで

きますが、この授業ではそうした形式はとらず、基本的

に学生の関心をもとに調査を進めます。そうした場合、

仮説構築や項目設定などの各プロセスは、各人で考えて

進めることが必要となり、実践的である反面、学生にと

っては難しく、時間のかかる作業となります。とくに、

前期の調査票の修正、後期の報告書の執筆・推敲という

調査を通じて高める多様なコンピテンシー 

① 生活調査法・②生活社会調査実習  
 

育成が期待されるコンピテンシー 

批判的思考力・問題解決力・内的統制感など 

授業情報 

科目区分 専門科目 履修学年 ２～４年 

受講人数 約 30 名 開講時期 ①前期②後期 

 

① 生活調査法 

主題と目標 （抜粋）社会科学研究における社会調査の意義

について理解を深め、その方法の基礎を習得すること、研究

課題と仮説の設定、調査票の作成を目標とする。 

授業計画（要約） 

 ガイダンス、  文献・資料の探索 

 社会調査の基礎（３:社会調査と仮説検証、4:社会

測定、５:社会調査のプロセス、６:社会調査の多様な手法、

７:社会調査の倫理）、  各自の検討課題の発表、

 調査票作成と評価（９:調査票全体の構造、10:質問項

目案の作成、11:質問文の作成とワーディングの問題、12:調

査票へのコメントと共同評価）、  実査に向けて

（13:調査の実施、14:質問項目の推敲、15:調査票全体の推

敲、実査準備） 

アクティブラーニングの技法 ブレインストーミング、アン

ケート調査、ディベート、チーム基盤型学習、ピア・インス

トラクション、ジグソー法 

②生活社会調査実習 

主題と目標 （抜粋）前期「生活調査法」とあわせて、社会

調査の一連のプロセスを体験的に学習し、社会調査をおこな

うのに必要な知識と方法を身につけると同時に、問題を発見

し、分析・考察し、成果を報告する力を養う。 

授業計画（要約） 

 調査の実施について 

 データの処理 

 統計ソフトの活用と分析（基本統計量、クロス集

計表、平均値の差の比較、相関係数、単回帰分析、重回帰分

析、ロジスティック回帰分析等、結果のまとめと考察） 

 報告書の執筆・発表 

 調査報告書の修正・推敲 

評価方法・評価割合 小論文（レポート）=50%：調査報告

書（レポートとその推敲）、実習成果=10%：調査の実施、デ

ータ解析等への貢献、発表=20%：授業内で研究成果を発

表、授業への参加態度=20%：実習への積極的参加、他者の

研究へのコメント 

脇田彩准教授  
（生活科学部人間生活学科生活社会科学講座） 

以下の囲みには、各授業のシラバスを掲載しています 

資格 
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重要な作業には時間がかかり、調査票や報告書の完成

は、例年夏休みや春休みまでかかるとのことでした。 

２．コンピテンシー育成 

2－1．育成が期待されるコンピテンシーとその原理 

学生がこの授業で高めたと答えたコンピテンシー

の、全ての種類を以下に示します。 

多数ありますが、ここでは脇田准教授がシラバスで

挙げている３つの能力である、批判的思考力・協働

力・内的統制感について分析します。 

 まず、協働力は、前期①の授業での、グループでの

作業で磨かれやすいと感じました。その作業とは、例

えば仮説構築の前の文献収集やその発表などですが、

そこにはジグソー法などが巧みに組み込まれ、協働力

が構造的に高められるよう計画されているためです。

また、２年生は調査や研究の経験がないことで、得ら

れた知見の整理や理解に、他者との対話が必要になる

ことが多く、そうしたものも、協働力の向上に役立つ

のではないかと感じられました。 

また、批判的思考力は、この授業ではとくに①の授

業の「仮説構築」や「項目設定」、「調査票の作成」で

鍛えられると感じました。受講者は、自身が立てた仮

説等について、他の受講者から様々なコメントをもら

い、検討しなおします。仮説を質問項目に落とす際に

も、改めて仮説に立ち返って考えることが必要になり

ますし、作成した項目や調査票も、実際に他者に回答

してもらい、フィードバックを受けて練り直します。

こうした修正や推敲は、批判的思考力を鍛えるもので

すが、この授業ではそれらが評

価の対象になると明示されてい

ることから、学生は意識的・自

発的にそうした思考操作を行っ

て、力をつけていくと思われま

した。 

内的統制感は、わかりやすく言い換えれば「物事に

対する自信」と捉えられるものです。これを高めるに

は、難しい課題や大変な作業をやり遂げることなどが

必要になるのですが、後述するように、この授業はま

さにそうした困難な課題を乗り越えて単位や資格を取

得する授業であることから、最終的に達成感や自信の

高まりを実感する学生も多いのではないかと感じまし

た。とくに、授業期間終了後に共有される調査票や報

告書には、受講者の努力が見て取れることから、それ

らは授業での経験を自信に変えるのに役立つものと思

われました。 

2－2. 課題の難しさとモチベーション 

この授業で課される課題が、学生にとって難しいと

感じられる要因には、大きく２つあると考えます。１

つは、「個人のテーマで調査を行う」ことで、これは

脇田准教授が計画的に授業に組み込んだ難しさといえ

るものです。先述したように、個人のテーマで仮説を

立てて項目を作るということは、個人で小さな調査研

究を行うことと同義であり、学生は調査の各プロセス

を独力で切り開いていくことになるからです。こうし

た“個別化された学習”は一般に容易ではありません

が、各個人の関心の高さゆえ、主体的な取組と深い探

求を促し、学習満足度と学習効果を高めるとされてい

ます。また、並行して行われる他者の取組や結果を共

有できることも、今後の実践において有用な情報とな

るでしょう。このように、負担は大きくとも利点も大

きく、それが受講者の課題を進めるモチベーションに

なっているように思われました。 

もう１つの「難しさ」は、受講者の多くが 2 年生で

あることに起因します。生活科学部の授業には、2 年

次で個人研究に取り組むものはな

く、先述したように、多くの学生

は調査が未経験で、各プロセスを

進めるのに時間や労力がかかるた

めです。とくに後学期は、データ

分析を他の授業で並行して学んでおり、そこで学んだ

内容を、即座にこの授業で活用するという新たな難し

さにも対応しなければなりません。こうした困難さを

乗り越えるモチベーションは、「個人の資格取得の熱

意にある」と脇田准教授はみていますが、実際にはそ

のほかに、いつも丁寧で前向きな助言をくださる脇田

准教授のサポートも、大きく貢献しているのではない

かと思われました。 

2－3. その他 アクティブラーニングの導入 

前頁の①のシラバスの欄にも示したように、２つの

授業に導入されているアクティブラーニング技法は少

なくなく、先述したジグソー法の他にも、ブレインス

批判的思考力、協働力、他者理解力、問題解決

力、内的統制感、エージェンシー 
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トーミングやピア・インストラクション、ディベート

など、多様な技法が用いられていました。ディベート

は、競技ディベートのような、形式化された手続きを

授業に持ち込むのではなく、要素を採り入れる形でう

まく組み込まれています。具体的には、テーマに関す

る文献や仮説の発表において、意見の対立がみられそ

うな２グループを、敢えて同一の回に発表させ、ディ

ベートのような形で意見を戦わせることで、各々の考 

えを深めさせるそうです。本研究所では、アクティブ

ラーニングの「コンピテンシーを育成しやすい性質」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に注目して、その導入を推進していますが、そもそも

アクティブラーニングは、学習の深化を促すために用

いられてきたものであることから（例えば、松下他, 

2015）、そうした点も考慮して、授業への導入をお考

えいただけるとよいかと思います。 

＜参考図書＞ 

松下佳代・京都大学高等教育研究開発推進センター

（2015）ディープ・アクティブラーニング 勁草書房    

＊学習の質を高めるアクティブラーニングについて、実践例の

紹介だけでなく、理論的な考察もなされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

コンピテンシー育成に影響を与える要因として「教員と学生との関係」についても注目してきました

が、この授業での脇田准教授の姿勢は、ヒマラヤなどの高峰を目指す登山者の、命の案内人とされる“シェ

ルパ”を彷彿とさせるものでした。彼らは高地に適した強靭な身体を持ち、高峰登山に慣れていることか

ら、登山者の荷物を持ちながら危険な箇所を避けて先導します。途中、登山者の 

急な体調異変や登頂への不安などもケアします。こうした手厚いサポートは、高峰 

に不慣れな登山者にとって大変有難いものですが、労力が大きく、登山者に誠実に 

寄り添う姿勢が求められるため、誰にでもできる仕事ではないように思います。「社 

会調査」という険しい山の登頂を目指す受講者は、幾度か経験する過酷な状況を、脇田准教授の丁寧で温

かいサポートに助けられ、励まされながらコンピテンシーを伸ばしていったのではないかと感じました。 
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１．授業概要              

【授業目標、専門課程での位置づけ】 

 この授業は、理学部情報科学科と共創工学部文化情

報工学科の専門科目です。前者では 2 年次の必修科目

ですが、後者では選択科目となっており、受講者数は

毎年 50 名を超える大人数の授業となっています。 

理学部情報科学科のカリキュラムでは、4 年次の卒

業研究を目標として、１，２年次に基礎となる数学や

情報の各理論、プログラミング技術を演習等により身

につけ、3 年次には基礎を踏まえたさらなる理論や技

術を学びます。この授業は、2 年次の基礎科目の１つ

として、マルチメディアに関する

多様な知識と技術の獲得と、技術

の活用の機会を得るためのものと

して計画されています。 

【授業内外での課題】 

先述したように、情報科学科では、数学や技術を扱

う授業が多いことから、成績評価は主に試験により行

われることが多いそうです。実際、この授業でも、各

回の授業の理解度をはかるために、翌週の授業の冒頭

10 分ほどを割いて、小テスト（記述式、２・３問）

が行われます。成績評価では、このテストが 6 割を占

めるため、毎回確実に点をとることが求められます。

また、授業内容を踏まえた２つの応用課題も課され、

１つはマルチメディアの将来的な技術に関してグルー

プで自由に考え、プレゼンテーションを行うもので、

もう１つは、情報可視化を

目的とした課題で、好きな

テーマでデータ分析を行

い、結果をレポートにまと

めるというものです。前者

は、授業期間中に発表機会

が設けられ、学生間で相互

評価（投票）を行い、優れ

たグループには賞が贈られ

ます(左）。後者は 2 月を期

自由な発想で高める協働力と創造的思考力 

 

 

育成が期待されるコンピテンシー 

協働力、創造的思考力 

授業情報 
科目区分 専門科目 履修学年 ２年 

受講人数  開講時期 後期 

 

マルチメディア  伊藤貴之教授
（理学部情報科学科） 

主題と目標 本講義では、マルチメディアを構成する

多様なメディアと、 それを支える基盤技術や人的知識

について解説します。 まず、マルチメディアを理解する

ための前提知識としての基礎理論、コミュニケーショ

ン技術、デザイン論、リテラシ、社会問題について論じ

ます。 続いて、そのメディアの制作や伝達を支える基

盤技術や応用技術、さらにはメディア要素技術（音

響、音楽、文書、静止画、動画、CG など）について解

説します。 マルチメディアに関するグループディスカッ

ションと発表会、およびマルチメディア技術を用いた

データ分析を、本科目の課題といたします。 

授業計画  

1 週目: 講義概要 

2 週目: コミュニケーションデザインとマルチメディア 

3,4 週目: ウェブとマルチメディア 

5,6 週目: マルチメディアに関係ある先進システム 

7 週目: マルチメディアと社会・ビジネス・学術体系 

8 週目: インフォグラフィックスと情報可視化 

9 週目: デジタル情報処理と AI の基礎知識 

10,11 週目: 音響・音声の情報処理 

12,13 週目: 音楽情報処理 

14 週目: 画像処理 

15 週目: コンピュータ・グラフィックス 

評価方法・評価割合 小論文（レポート）=毎週の講義

開始後 10 分間で小レポートを実施します。実習成果=合

計 2 回の自由課題提出が必要です。発表=2 回目の自由

課題は講義時間中の発表を含みます。※今年度からは受

講者増加につき、対面から録画での発表に変更されました 

学生へのメッセージ 情報系学科の卒業生が「学生時

代に力を入れておけばよかったと就職後に思ったこ

と」について 2009 年に文科省が調査をしたところ「プ

レゼンテーション」「共同作業」の 2 項目が上位にあっ

たという資料がありました。それを踏まえてこの講義

では「情報を発信する・発表する」「共同で議論する」

という体験につながる自由課題を出します。 

2024 年度マルチメディア 
アイディア賞 

〇〇・△△・□□様 

 

貴チームはお茶の水女子大学理

学部情報科学科 2 年次必修科目

マルチメディアにてアイディア

あふれる発表をしました。よっ

て、ここに表彰いたします。 
     24 年〇月〇日 

      伊藤貴之 

理情：約 40 
共工：約 20 
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限として、じっくり個人で取り組む課題となっていま

す。 

２．コンピテンシー育成 

2－1．育成が期待されるコンピテンシーとその原理 

学生が伸びたと回答したコンピテンシーには、協働

力が挙げられていましたが、今回の授業での課題や取

組状況などから、創造的思考力も育成されているよう

に感じました。 

 

 

協働力は、先述した２つの課題の１つ、“新たな技

術の創造”におけるグループディスカッションとプレ

ゼンテーションを通じて高められるものと感じまし

た。これまでの技術の明確化と、新たに考案した技術

を具体化するのに、グループ内の人との対話が必要に

なるためです。また、そうして考えたアイディアをプ

レゼンテーションにまとめるうえでも、協働が必要に

なるでしょう。スライドにおこして、詳細を詰める度

に、アイディアの修正や改善が必要となるためです。

こうしたグループワークでは、一般にフリーライダー

（他人の努力にただ乗りして、利益のみ得る人）が出

やすいものですが、グループ全員に同一の評価が与え

られること、わかりやすく面白い発表をした人には加

点する（発表を担当しない人には加点なし）とされて

いることなどで、学生は各自が貢献するよう動機づけ

られ、力も伸ばしやすいのではないかと感じました。 

創造的思考力は、２つの応用課題でそれぞれ鍛えら

れるように感じました。まず、“新たな技術を創造す

る課題”では、他者のアイディアをよくするなどの機

会を多く持つことが予想され、発想力が磨かれやすい

と感じました。また、新たな技術の創造では、独自性

を追求するうえで、視点の転換など発想のスキルを身

につける機会もあるでしょう。“情報可視化の課題”に

おいても、データ（テーマ）を自身で選び、分析方法

や結果の提示など様々な点を考慮してまとめあげるこ

とから、企画力や構成力が鍛え

られるように思いました。な

お、伊藤教授は、「課題には自由

に取り組ませたい」と仰ってい

て、発表内容が少々突飛なもの

でもきちんと受け止め、評価さ

れているのですが、そうした教授の受容的な態度も、

学生の創造性向上に少なからず貢献しているように思

われました。 

2－2. 課題の難しさとモチベーション 

この授業で扱われる課題には、２つの難しさがある 

と考えます。１つは、成績評価の割合の高い、各回の

理解度をはかる小テストを、毎回確実にクリアするこ

とです。このテストは２，３問と少ないのですが、授

業に欠席すると答えられない内容となっているため、

学生は毎回、翌週のテストを意識して受講し、不明な

点があればその場で解決するなど、能動的な姿勢で臨

むことが必要となります。授業を欠席した場合は、2

週分の学習内容を踏まえて翌週のテストに備える必要

があり、難易度があがります。しかしながら、このよ

うな能動的な受講態度が身につくことは、学修者とし

て望ましいことであること、また毎回のテストでは自

身の学力向上を実感しうることから、このテストは、

学生に日々の学修の達成感や充実感を感じさせる機会

ともなっているのではないかと思われました。 

 また、２つめの難しさとして、情報可視化の個人課

題で、レベルの高い過去の作品が参考例として提示さ

れることが挙げられます。これは、伊藤教授が、毎年

提出される作品の一部（2 割

弱）を、専用サイトに掲載す

ることで生じる難しさといえ

るものです。それらは教授が

独断で選んだもので、必ずし

も成績と関連するわけではない（高評価でも未掲載の

ものは多くある）と明示されているのですが、学生の

多くはそうした作品から刺激を受け、なんとかしてそ

れを超えた面白いものや優れたものを作りたいと奮闘

するのではないかと思われました。実際、伊藤教授も

こうした作品掲載により、課題のレベルが徐々に上が

っていることを実感されているそうです。先述したグ

ループ課題の賞もそうですが、この「サイトへの作品

掲載」も、学生にとっては“成績とは別の嬉しい評価”

となるものであり、そうした多面的な評価が、学生を

楽しく奮起させるものとして、うまく機能しているよ

うに思われました。 

2-3. その他 理系の授業改革 

 シラバスにも記載があるように、伊藤教授は、文部

科学省の報告（卒業生の声）をうけて、15 年以上前

からこのような協働的な活動等を含む授業を考案さ

協働力、創造的思考力 
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れ、実施されていますが、伊藤教授のように早期から

授業改革を実現されている方はあまり多くみられませ

ん。アクティブラーニングの採り入れに、学系による

適性があることが指摘されているように（河合塾、

2011）、とくに理系では数学や技術を扱うなどで、内

容的に変革しづらい場合も多いためです。しかしなが

ら、国外の大学では約 20 年前から、また、国内の大

学でも 10 年ほど前から、理系学部も含めて授業改革

が進められ、様々な実践が行われていて驚かされま

す。例えば、MIT（マサチューセッツ工科大学）にお

ける TEAL（Technology-Enabled Active Learning）

と呼ばれるプロジェクトでは、入門物理学の大人数授

業に、アクティブラーニングを導入し、成績低位の学

生だけでなく高位の学生においても有意な成績上昇が

みられたことなどが、様々な文献でとりあげられてい

ます（例えば、河合塾，2011）。他にも、ハーバード

大学の物理学の授業においてピア・インストラクショ

ンを採り入れ、大人数にも関わらず学生が出された問

いについて積極的に議論しあい、理解を深めた様子な

どが報告されています（河合塾, 2013）。そのように、

現在の高等教育の現場では、教員が「教える」授業か

ら、学修者が主体的に「学ぶ」授業へ、また単に「知

識を得る・理解する」だけの授業から、「知識を活用

できる・応用できる」（能力を高める）ことを目指す

授業への転換がはかられてきています（先の伊藤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教授の授業では、小テストの実施のみが転換前の授業

で、２つの課題を加えた場合が転換後の授業といえま

す）。本学の学生はレベルが高く、そのようなことは

大学院や就職後で構わないのではないかと思われる場

合もあるかもしれませんが、活用力・応用力をつける

ことは、「知識・理解」も深めることになりますし、

能力は実際に行動することで磨かれていくものである

ため、学部からそうした機会を多く持たせることは重

要と思われます。ぜひ、アクティブラーニングという

ツール等を参考に、活用力・応用力を高める授業につ

いて、ご検討いただければと存じます。 

＜参考図書＞ 

１）河合塾 (2011) アクティブラーニングでなぜ学生

が成⾧するのか 東信堂 
＊アクティブラーニングが日本で導入され始めた頃の実践で、
理系の事例も多くみられます。 
２）河合塾 (2013) 「深い学び」 につながるアクティ

ブラーニング 東信堂 
＊アクティブラーニングは盛んに導入されましたが、グループ
ワークなどを学生に行わせるばかりで中身の薄い授業となりが
ちであることが指摘され、その反省を受けて“深い学び”のため
の実践が注目されるようになりました。１）と同様に、文理問
わず、様々な大学の実践事例集となっています。 

３）松下佳代（2015）ディープ・アクティブラーニン

グ 勁草書房 

＊先に紹介した書籍ですが、実践例には初修物理学などもとり

あげられており、参考になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

伊藤教授が担当する授業は、これ以外にも多くありますが、いずれも学生から人気が高いようです。とく

に文理融合リベラルアーツ科目である「コンピュータが創る色と音」は、文系の学生にもわかりやすく興味

深いと人気であり、開講時間が一限であるにもかかわらず約 160 名の学生が毎年受講しているとのことでし

た。伊藤教授がこのように学生に好まれる授業ができるのは、教授のご経歴や趣味が関係しているのではな

いかと推測されます。伊藤教授は、情報科学の基礎を、企業にお勤めの頃に独学で身につけられ、音楽や作

曲が趣味で、そうした観点からも情報技術を理解し活用されているためです。こうした背景を踏まえると、

伊藤教授はまるで「まかない（スタッフの食事）づくりも全力で楽しむ一流レストランの 

総料理⾧」に例えられると思われました。一般に、レストランのスタッフの食事は、ス 

タッフ自身で作ることが多いようですが、それは単に決められたメニューを作る当番な 

どではなく、余った食材で美味しいものを作るという応用力が試される場であり、舌の 

肥えたスタッフを満足させるという難しいテストでもあるのです。学生たちは伊藤教授の 

姿勢に学び、技術の応用や創造を日頃から楽しんで行うようになっていくのではないかと感じました。 
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１．授業概要 

【授業目標、専門課程での位置づけ】 

 本レポートでこれまで紹介してきた授業は、全て

各学部学科の専門科目でしたが、西坂准教授が担当

されるこの授業は、文理融合リベラルアーツと呼ば

れる教養科目の１つです。この科目は、文系理系に

またがる５つのテーマ（「生命と環境」「色・音・

香」「生活世界の安全保障」「ことばと世界」「ジェン

ダー」）に沿って科目群が形成されており、この授業

は「日本語論」や「論理学」などとともに「ことば

と世界」に属するものとなっています。リベラルア

ーツ教育では、各学問の基礎的な知識を身につける

だけでなく、その学問がもつ世界の捉え方や思考の

型を学ぶことが重要とされますが、この授業でもま

さにそうしたものを身につけるべく、日本語教育に

関する様々なトピックから、日本語や日本社会を見

つめなおし、その在り方等を問うことを目標として

います。 

【授業内外での課題】 

この授業で出される課題は、大きく分けて 2 種類

あります。１つは、先述のとおり、日本語や日本社

会について理解し、考えることを主な目的としたも

ので、具体的には、毎回の授業で扱われるテーマや

問いについて、コメントシートに自身の考えをまと

める課題です。これは、成績評価の６割を占める重

要な課題であり、提出締め切りも、授業日当日では

なく数日後とされ、任意で課される文献・動画も参

照するなどして、じっくり考えて書くものとなって

います。もう１つは、「日本語教育の実際を知る」た

めのもので、複数の授業外活動から 1 つを選んで実

施します。3 人 1 組で本学の留学生にインタビュー

したり、学内の日本語クラスや国費留学生の発表会

などに参加して感想を書くというものですが、西坂

准教授は「専門外としてこの授業をとる学生には、

これが日本語教育にかかわる（最初で）最後の機会

日本語教育を通じて育む社会を見直す力 

 

育成が期待されるコンピテンシー 

批判的思考力、他者理解力、省察的思考力 

授業情報 

科目区分  履修学年 １～４年 

受講人数 約 140 名 開講時期 後期 

 
主題と目標 グローバル化が進むにつれて、多様な背景を持

つ人々が共に暮らす多言語多文化社会が広がっています。多様

な背景があるがゆえに生じるコミュニケーション上の誤解や

衝突も少なくないかもしれません。こうした社会において、

私たちはどのようなことに気をつけなければならないでしょ

うか。また、そもそも私たちは普段どのようなコミュニケー

ションを取っているのでしょうか。この授業では「日本語教

育」の世界を通して、私たちの暮らす社会の変化や、日本語

のコミュニケーションの問題について考えていきます。 

授業計画  

第 1 回 オリエンテーション、自己紹介 

第 2 回 日本語教育・日本語支援とは 

第 3 回 外国人受入と多文化共生 

第 4・５回 異文化間コミュニケーション（１）（２） 

第６・7 回 日本語は難しい？（１）（２） 

第 8～10 回 日本語教育の現場を覗いてみる：国内編・国外

編・番外編 

第 11 回 日本語教育者のキャリア 

第 12 回 日本語学習者のストーリー 

第 13 回 日本語学習のリソース 

第 14 回  学習者へのコミュニケーション教育 

第 15 回  日本人へのコミュニケーション教育 

評価方法・評価割合 実習成果=留学生へのインタビュー活動 

or 留学生のレポート発表会への参加 or 日本語クラスへの参加

=10%、その他=第 2~15 回の振り返りシート=60%、授業への

参加態度=30％ 

学生へのメッセージ この授業では、日本語を母語としない

人への日本語教育について学びますが、広く「言葉」「教育」

「コミュニケーション」に関心がある方の参加をお待ちして

います。多くの方にとって日本語は空気のような存在かもしれ

ませんが、その日本語を少し違ったところから見てみません

か。ますますグローバル化する社会の中で、私たち一人一人

がどのようにしなやかに生きるか、共に考えましょう。お茶

大に来る前は海外勤務をしておりましたので、そのときの経

験も紹介したりしながら、皆さんが興味を持って参加できる

授業作りを心がけます。 

ことばと世界 10 グローバル化社会を生きる 

西坂祥平准教授（文教育学部言語文化学科） 
文理融合リベ
ラルアーツ 
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となるかもしれない」と考えて、そのような意義ある

活動を課しているとのことでした。 

２．コンピテンシー育成 

2－1．育成が期待されるコンピテンシーとその原理 

 学生が挙げたコンピテンシーと、授業の様子や課題

から考えて、以下のコンピテンシーがとくに伸びると

思われました。 

 

 
  

批判的思考力は、冒頭でも述べたように、この授業

では、日本語教育を通じて、日本社会や日本での生活

に関する様々な問いを扱うことで伸びると考えられま

した。言語や文化が異なる人々が日本に住んだり、日

本語を扱うことは、日本に新たな視点をもたらすもの

で、我々にとっての当たり前が、様々な角度から揺さ

ぶられるためです。西坂准教授は、毎回の授業で「日

本語学習者は、なぜ日本語を学ぶのか」「新たな言語

を学ぶ・教える際のゴールはどこにあるのか」など

の、普段あまり考えることのない興味深い問いを提起

して、新たな気づきをもたらしてくれます。 

 省察的思考力は、先のような問いについて、授業中

に周りの人と話し合ったり、授業後に文献を読んでじ

っくり考えたりすることで、鍛えられるものと思われ

ました。実際、受講者のなかには「この授業ではレポ

ートが課されないが、色々なことを考えたので、レポ

ートを書きたい気持ちになった」と述べる人もみられ

ており、この授業では、日ごろからコメントシート等

を通して深い省察が行われていることが窺えます。 

 そのほか、他者理解力も、異文化出身の日本語学習

者を理解しようとすることで、高まるように思われま

した。とくに、授業外課題では、実際に留学生に接す

る機会が設けられ、彼らの立場や考え等をより具体的

に理解する機会が得られます。また、西坂准教授は、

複数の留学生（現在は日本在住の元留学生を含む）を

ゲストスピーカーとして授業に招くそうなのですが、

そのような経験も、彼らへの接 

し方を学ぶとともに、彼らの 

生きる世界に触れる良い 

機会になるように 

思われました。 

2－2. 課題の難しさとモチベーション 

この授業では、受講者たちの課題に取り組む意欲が 

高いレベルでの課題達成とそれを通じたコンピテンシ

ー向上をもたらしたと考えられます。より具体的に

は、主となる課題であるコメントシートでの省察を、

受講者たちが自発的に深めていき、そのなかで批判的

思考力などが高まったということです。 

受講者の自発性を高めた理由として、とくに大きな

ものには、西坂准教授が毎回多数のコメントを翌週の

授業で紹介したことが挙げられます。受講者の多く

は、自身のコメントを毎回紹介してもらおうとして、

他の受講者よりも深く、多様な視点から考えることを

動機づけられたと思われるためです。他にも、授業で

扱う問いに「自分ごととして捉えやすいもの」が多く

含まれ、受講者が関心を持ちやすかったことや、多様

なコメントを西坂准教授が受容的に受け止め、受講者

が伸び伸びと自身の意見や考えを述べられたことなど

も影響していると思われました。また、西坂准教授は

ハロウィンやクリスマスなどの季節ごとの衣装や民族

衣装を着て教室に登場したり、授業の最後で世界のこ

とわざを紹介するなど、授業に関係する“お楽しみ”を

毎回提供されているのですが、そのことも受講者の授

業に向き合う姿勢を前向きにしたと感じました。 

2-3. その他１ 有意義な授業、楽しい授業 

 これまでの報告を通じて、コンピテンシー向上にか

かわる様々な要因について述べてきましたが、先に述

べた「授業の楽しさ（学生が授業を楽しむこと）」

は、コンピテンシー育成授業に含まれる重要な要素の

１つとしてとりあげるべきものと思われました。伊藤

教授の授業などでもおそらくみられたと思われます

が、授業や課題に楽しんで取り組む学生は、それらを

比較的容易に、また高いレベルで遂行・達成し、そう

したなかでコンピテンシーも向上させると思われるた

めです。 

また、西坂准教授の授業での授業外課題のような

「意義ある活動を授業で行わせる（学生が活動の意義

を理解する）」ことも、同じくコンピテンシー育成授

業に含むべき重要な要素の１つとして捉えられるよう

に思いました。脇田准教授の授業などでみられたよう

に、課題の意義や重要性を感じている学生は、困難な

課題でも乗り越えやすく、それを通じて様々なコンピ

テンシーを向上させると思われるためです。 

 これを踏まえると、これらの要素をもとに授業を計

画することは、コンピテンシー育成授業を計画するこ

批判的思考力、省察的思考力、他者理解力 
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とにつながるのではないかと考えました。つまり、楽

しい授業や意義ある活動を盛り込んだ授業を計画すれ

ば、それが同時にコンピテンシー育成授業となりやす

いということです。 

 いずれも確立された方法はないようですが、計画の

参考にしうる資料はみられます。「授業の楽しさ」に

ついては、清水・橋本（2013）の「学生と楽しむ大学

教育」において、学生が楽しめる授業課題や教育体

制、教員も楽しめる授業などに関する事例や考察が紹

介されており、自身が担当する「授業の楽しさ」につ

いて考えさせられます。また、「意義ある活動」につ

いても、フィンク（2011）の「学習経験をつくる大学

授業法」に、より大きな「意義ある学習経験」という

観点からですが、授業デザインの方法が詳細に述べら

れており、参考になります。 

このように、コンピテンシー育成授業は、様々な観

点から検討しうるものであることから、先生方におか

れましては、今後も広い視野のもと、コンピテンシー

育成授業の創造を楽しんでいただければと存じます。 

2-4. その他２ 大福帳 

西坂准教授に限らず、これまでに授業を紹介させて

いただいた先生方の全てが、個々の学生にしっかり向

き合い、細やかな指導をされていました。多くは、出

された課題に丁寧にコメントを付けてフィードバック

するとか、メールやコメントカードに寄せられた質問

には近いうちに必ず答えるというものですが、西坂准

教授はそれを、「大福帳」というアクティブラーニン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グ技法を用いて行っておられました。大福帳とは、教

員と個別の学生間での意見交換に用いる大きめのシー

トや帳面を指し、交換日記のように授業期間を通じて

学生とやりとりするものです。大福帳を大学の授業で

使用した南部（2004）は、受講者のメリットとして、 

「教員とのやりとりで学習意欲が高まる」ことや「半

年前まで遡って授業の振り返りができる」こと、「毎

回コメントを書いてくれる教員の労力に対し、誠意や

授業への熱意を感じる」ことなどを学生が挙げている

と報告しています。西坂准教授は、受講者が多いた

め、スタンプを押すだけになりがちとしながらも、こ

うした帳面の効果を実感し、利用されているようで

す。リベラルアーツ科目と同様に、学生と教員間の距

離が比較的大きい科目に、教職科目などがあるかと思

いますので、それらをご担当の先生方には、学生との

コミュニケーションツールの１つとして大福帳もご検

討いただくとよいかと思います。 
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西坂准教授の授業では、日本語や日本社会の様々な側面が、日本語教育というレンズを通してあぶり出

されます。このレンズとは、つまりは外国からの視点を意味するものですが、そこには思ってもみなかっ

た好ましい面がそっと顔をのぞかせていることもあれば、知りたくなかった残念な面が大きく幅をとって

いることもあるでしょう。西坂准教授の授業では、このように新たな観点がもたら 

されるのですが、それはまるで、「多彩なコーディネートで、自分も知らない自分 

の魅力を映し出すトップスタイリスト」の仕事に例えられるように思いました。受 

講者は、西坂准教授のそうした視点を引き継いで、自分（日本）や他者（他国）の 

新たな魅力を発掘しながら、今後もグローバル化する社会を生きることを楽しんで 

いくのではないかと思われました。 
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